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研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）事業

による委託業務の成果を、代表機関である量子科学技術研究開発機構が、分担機関である日本

原子力研究開発機構および原子力安全研究協会とともに、協力機関である日本放射線安全管理

学会、日本放射線影響学会、日本放射線事故・災害医学会、日本保健物理学会の協力を得てと

りまとめたものである。 
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Ⅰ．事業の目的 

 

 「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラット

フォームの形成事業」（以下、「アンブレラ事業」という。）は、平成 29 年度に放射線防

護研究ネットワーク形成推進事業」の一課題として採択された事業である。主には以下

のような活動を行う。 

①放射線規制の課題解決を目的としたネットワーク（以下、課題解決型ネットワーク、

あるいはネットワーク）を複数立ち上げる。ネットワークでは、放射線安全規制研

究の重点テーマの提案や産学連携による調査や議論を行う。 

②各ネットワークのアウトプット創出を支援するとともに、異分野間での議論を可能

にするため、アンブレラ型統合プラットフォーム（以下、放射線防護アンブレラ、

あるいはアンブレラ）を形成する。アンブレラ活動として、ネットワークへの国際

動向の最新情報の提供や、ネットワークによる放射線防護の国内状況に関する調査

をまとめる。 

 

 こうしたアンブレラ事業の目的は、放射線規制の喫緊の課題の速やかな解決に、放射

線防護の専門家集団が適切に関与する仕組み作りにある。そのために、放射線防護の喫

緊の課題の解決に適したネットワークを形成しながら、放射線防護に関連する学術コミ

ュニティと放射線利用の現場をつなぐ活動を行うこととしている。 

 ここでいう「専門家集団の適切な関与」とは、従来のように個別の専門領域の視点で

さまざまな課題解決案を国等に提案するだけではなく、より幅広い専門家集団の総意と

して現実的な 1つの提案をする、あるいはステークホルダー間での合意形成や施策の実

施に協力することを意味している。こうした関与を可能にするためには、日常的に国際

動向に関する情報や問題意識を共有する環境、異なる分野の専門家やステークホルダー

が互いの立場や考え方を尊重しあいながら、共通の課題の解決に向けて連携・協調をす

る関係が必要である。そこで 5 年間かけてこうした環境の整備や連携・協調関係の構築

をするのが、アンブレラ事業の柱である。 

 さらに将来的には、原子力規制委員会や放射線審議会での審議上、必要と思われる調

査や議論のテーマ設定やネットワークの設置等の運営を、学術コミュニティが自主的に

行う体制への移行を事業目標として掲げている。 

 

 初年度である平成 29 年度には、放射線安全規制研究の重点テーマの提案、緊急時対

応人材の確保、並びに職業被ばくの国家線量登録制度構築を目指す 3 つのネットワー

クを立ち上げ、それぞれが抱える課題解決に適した運営を行い、放射線安全規制研究

の重点テーマの提案や、産学連携による放射線防護の課題解決に向けた調査や議論を

実施した。また各ネットワークのアウトプット創出を支援するとともに、異分野間で

の議論を可能にする「アンブレラ」の原型を形成し、その有用性の一部を確認した。 
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第 2年度にあたる平成 30 年度には、放射線安全規制研究の重点テーマに関する議論

を通じて、科学的知見の規制への取り込みにおけるアカデミアの役割について明確化

した。また緊急時対応人材の確保並びに職業被ばくの国家線量登録制度構築を目指す

ネットワークは、それぞれ関係するステークホルダーを巻き込む形でネットワークを

広げ、議論を進めた。 

第 3年度にあたる平成 31 年度は、先の 2年間の検討において、｢分野横断研究の推

進｣や｢研究成果と規制への取り入れのつなぎ｣、｢放射線防護人材の確保・育成｣などに

関して本格的に取り組む必要があることが明らかになったので、放射線防護アカデミ

アに参加する学会が積極的なアクションを行った。また 2 つのネットワークはそれぞ

れ緊急時対応人材の確保並びに職業被ばくの国家線量登録制度構築のための方策を提

案した。 

第 4年度にあたる令和 2 年度には、①アカデミアが課題を抽出⇒②課題解決に取り

組む部隊を組織化⇒③解決策を検討⇒④ステークホルダーと調整⇒⑤解決策を実施あ

るいは解決策を実施すべき主体に提言、という各プロセスを経験し、それぞれに必要

な仕組みづくりが完了した。また医療・原子カ・リスクなど放射線防護に関与する学

会と連携して分野横断的取組を行うとともに、コロナ禍においてオンラインを活用し

た情報発信を行った。さらに 2 つのネットワークはそれぞれ緊急時対応人材の確保並

びに職業被ばくの国家線量登録制度構築緊のための方策案をまとめ、多くのステーク

ホルダーからの意見を集めて反映した。本報告書ではこれらの活動をとりまとめる。 
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Ⅱ．事業遂行の実施体制 

 

 ネットワーク形成推進事業では、①代表機関は国際的機関や国際会議における議論に

ついて情報の収集及び把握をし、国際的な最新の知見を取り入れることができる体制と

なっていること、②国際的な最新知見を国内の関係研究者と共有し、国内における課題

について検討できる体制になっていることが採択時の要件となっている。 

 

実施体制 1：事業の運営主体である「代表機関と分担機関」 

 アンブレラ事業は、放射線防護に関連する代表的な国際機関（UNSCEAR、ICRP、

IAEA、WHO、OECD-NEA-CRPPH 等）と関連が深い量子科学技術研究開発機構（以下、量

研）、日本原子力研究開発機構（以下、原子力機構）、原子力安全研究協会（以下、原

安協）が受託し、この 3 機関が、国内の関係研究者間の国際動向情報の共有、自立的

な議論や調査、アウトプットの創出等を支援する役割を担っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1．令和 2 年度アンブレラ事業の実施体制  

【全体統括】 
量研・放射線医学総合研究所 神田玲子 

1．課題解決型 NW の設置とアウトプット創出 
 
(1）放射線防護方策の推進に関する検討 
 ＜担当＞  
   量研  神田玲子、赤羽恵一、山田裕 
 
(2）緊急時放射線防護検に関する検討 
 ＜担当＞ 

原子力機構 百瀬琢麿､高田千恵､ 
吉野直美､早川剛 

量研  立崎英夫、栗原治 
 
(3）職業被ばくの最適化推進 NW の運営 
 ＜担当＞ 

原子力機構 吉澤道夫､木内伸幸、髙橋聖 
小野瀬政浩、谷村嘉彦 

原安協  杉浦紳之 
 
(4）放射線防護分野のグローバル若手人材の

育成 
 ＜担当＞  

量研  神田玲子、小林隆子 

2．アンブレラによる情報共有と合意形成 
 
(1)国際動向に関するアンブレラ内の情報共有 
 ＜担当＞ 

原安協 杉浦紳之、野村智之  
量研   神田玲子、川口勇生 

 
(2)放射線防護に関するアンブレラ内の意思決定 
＜担当＞ 

量研      神田玲子､ 山田裕、岩岡和輝 
原子力機構 百瀬琢麿、吉澤道夫 
原安協   杉浦紳之 

 
(3）アンブレラから社会への情報発信 
＜担当＞ 

量研  坂内忠明、岩岡和輝、渡辺嘉人 
 
3．事業進捗の PDCA 
＜担当＞ 

量研      神田玲子、石黒千絵 
   原子力機構 百瀬琢麿、吉澤道夫 
   原安協    杉浦紳之 
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実施体制 2：議論や調査の主体である「課題解決型ネットワーク」 

 平成 29 年度に国内の放射線防護研究の推進にかかる検討を行なうネットワークとし

て「放射線防護アカデミア」を組織した。参加団体は、日本放射線安全管理学会、日

本放射線影響学会、日本放射線事故・災害医学会、日本保健物理学会および放射線影

響・防護の専門家グループである「放射線リスク・防護研究基盤」（通称 PLANET、量

研内設置委員会）で、4 年間変更はない。今年度は社会科学的要素がある研究分野の

議論にあたり、学際性の強い日本リスク学会と連携する等、放射線防護アカデミア内

外といった境界を設けず、分野横断的な議論を推進した。 

平成 29 年度に組織化した緊急時放射線防護ネットワークと職業被ばく最適化推進ネ

ットワークにはアカデミア参加学会関係者に加え、日本産業衛生学会、電力会社、研修

事業者、線量登録機関等、主要なステークホルダーがメンバーとして参加している。今

年度、職業被ばく最適化推進ネットワークは、大学 RI センター連携ネットワークと医

療被ばく研究情報ネットワークからの協力を得て、大学と医療現場の職業被ばく管理の

問題についてエビデンスベースの議論が進んだ。 

 

実施体制 3：事業の情報共有や合意形成の枠としての「アンブレラ」 

「国際的な最新知見を国内の関係研究者と共有し、国内における課題について検討す

る」仕組みとして考えているのが、学術コミュニティと課題解決型ネットワークをつな

ぐアンブレラ型のプラットフォーム、いわゆるアンブレラである。アンブレラ参加団体

に対し、テーマ別の報告会の開催等、関係者間の情報共有や横断的議論の場を提供する

とともに、ネットワークの代表者で構成された「代表者会議」がアンブレラの運営全般

に関与することで、放射線防護分野の全ステークホルダーが、個別の課題の解決と言っ

た共通の目的に向けて「情報共有」「連携」「協調」を進めている。今年度はコロナ禍に

おいて、Web を活用して情報配信や進路等の個別相談会を実施した。参加者は放射線防

護アカデミアに限定せず、実施体制のボーダーレス化が進んだ。

 

図 2．アンブレラの構成（令和 3 年 3 月現在、青い部分は今年度追加部分） 



5 
 

Ⅲ．5 年間のロードマップと第 4 年度の事業の位置づけ 

 

 アンブレラ事業では、事業内容を①課題解決型ネットワークによるアウトプット創出

と②放射線防護アンブレラによる情報共有と合意形成の 2 つに大きく分けている。両者

は、縦糸と横糸の関係であり、①のアウトプットが、放射線防護に係る課題解決のため

の提案および提案の根拠となるような調査結果であるのに対し、②の成果は、提案や調

査結果のとりまとめに至った合意形成の仕組み作りとなっている。 

 図 3 に本事業応募時に作成したロードマップを示す。このロードマップに沿って、第

1 年度である平成 29 年度には、放射線防護関連 4 学会が参加して、安全規制研究の重

点テーマの提案を行った。またネットワークを 2つ設置し、緊急時対応人材確保の方策

や職業被ばく管理制度に関する検討を始めた。こうした活動の報告に対し、代表者会議

がリードあるいはフォローを行った。さらに情報共有の場として国際動向報告会を、議

論や合意形成の場としてネットワーク合同報告会を、それぞれ開催した。 

 第 2 年度となる平成 30 年度においては、学会内での議論や行政と専門家の議論を深

めるため、調査機能を強化した。具体的には国際動向報告会のテーマを「国際機関にお

ける研究動向やニーズ」として、アカデミアの活動とリンクさせた。また、国内の放射

線防護研究の状況に関する調査として、放射線防護人材の年齢や専門性の分布の調査・

分析を実施した。さらには、職業被ばく最適化推進ネットワークに日本産業衛生学会が

参加し、ネットワークの拡充も達成した。 

 第 3 年度となる平成 31 年度においては、中間評価の年次であることも意識し、これ

までの活動や議論を集約してアウトプットを出すことに注力した。その過程において、

調査や議論、合意形成のプロセスを確立した。成果の一部は、放射線審議会や厚生労働

省の検討会等で発表した。国際動向報告会では、円卓討議とフロアからの Web ベースで

の意見聴取を試みたことなどにより、今後、本格化するステークホルダー会議の準備を

整えた。前年度の研究評価委員会のコメントを受けて、人材育成に関しては現状調査に

よる問題点の抽出と方策の検討の両面から取り組んだ。 

第 4年度となる令和 2年度は、これまでの活動を踏まえ、ネットワークによる①緊急

時対応人材の確保・育成および②職業被ばくの一元管理、放射線防護アカデミアによる

③放射線安全規制研究の重点テーマの提案と実施、④放射線防護人材の育成・確保、⑤

新たな線量に関する諸問題、⑥原子力・放射線事故対応の問題抽出に取り組み、課題解

決のためのプロセスの定型化（各段階での適切な主体による関与を含む）を完了した。

令和 2年度第 2回研究評価委員会（平令和 3年 2月 18 日開催）の評価結果として、「検

討項目が広がり過ぎている感がある。最終年度となる次年度においては、研究終了後の

課題解決型プラットフォーム或いはネットワークの将来像を意識して取りまとめて頂

きたい」とのコメントを得た。 

 こうした進捗と評価結果に鑑み、現時点ではロードマップを修正する必要はないと考

え、ロードマップに即して次年度の事業計画を作成した（Ⅵ.次年度の事業計画）。 
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図 3．アンブレラ事業のロードマップと令和 2 年度の進捗 
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Ⅳ．事業の進捗 

 

令和年度事業計画書内ではいくつかの活動についてクレジットが異なる個別の報告

書を作成し、それぞれの事業の進捗を記載している。こうした個別報告書は本報告書

の付属資料として巻末に添付している。そこで本報告書中では、事業計画書の項目別

に 

・事業計画書と実績との対照（表１） 

・進捗の概要（個別報告書のサマリー等） 

について記載する。詳細に関しては、付属資料を引用することとする。 

 

表 1．令和 2 年度事業計画と実績の対照 
 

令和 2 年度事業計画 令和 2 年度実績 
付属資料 
(クレジット) 

１．課題解決型 NW によるアウトプット創出 
（１）国内の放射線防護対策の推進に関する検討 
①放射線防護アカデミアによる放射線防護対策の推進に関する調査と提言 

 

日本保健物理学会、日本放射線安全管
理学会、日本放射線影響学会及び日本放
射線事故・災害医学会に依頼し、放射線防
護に係る海外の最新知見の収集（翻訳を含
む）や国内の放射線規制の課題に関する調
査を行う。また放射線防護対策及び緊急時
対応の的確な実施や改善に必要な提言を
行うため、アカデミアの合意形成を行う。 

 
また上記の 4 学会は、年次大会やシンポ

ジウムなど学会が主催するイベントや Web
を通じて、放射線防護人材の確保・育成に
関連するセッションを企画・開催し、若手の
ポストマッチングや中堅のキャリアアップを
支援する場を提供する。 

 
さらに学会は、情報収集、調査や検討の

結果ならびにセッション開催報告を、事業代
表者が定めた書式の報告書を用いてまとめ
るとともに、アンブレラとしての取りまとめの
議論に参加する。 

 
加えて日本原子力研究開発機構及び量

子科学技術研究開発機構が連携して、必要
に応じて放射線防護アカデミアを拡張し、よ
り広範囲の情報収集を行う。 

 日本放射線影響学会は確定的影響の
RBE と大規模災害時の線量推定、日本放
射線安全管理学会は放射線施設の事故と
緊急時対応、日本保健物理学会は緊急時
モニタリングと放射線防護文化醸成といっ
た、それぞれが選択したテーマに関して調
査を行い、結果を取りまとめた。代表者会議
では、各学会の調査と検討結果をもとに、我
が国の放射線防護対策及び緊急時対応の
的確な実施や改善に資するための提言の
取りまとめに着手した。 

代表者会議は、アカデミア参加団体と日
本原子力学会保健物理・環境科学部会から
の推薦者による「実効線量と実用量に関す
るワーキンググループ（線量 WG）」を組織
し、海外の最新情報を集めて、日本として今
後取り組むべき問題の整理に着手した。特
に今年度は、関係者間での情報共有を優先
し、WG が Webinar（5 回シリーズ）の企画・
開催した。WG は、Webinar による情報共有
の効果を高める目的で、動画配信やパネル
討論、質疑への回答などを実施した。 

学会が提案した重点テーマ候補の研究
課題の中から、日本保健物理学会は「トリチ
ウム問題の国際的視点からのアプローチ」
に取り組み、国際シンポジウムの成果を誌
上発表した。また日本リスク学会内に設置し
た「原子力災害の防護方策意思決定タスク
グループ」に代表者会議メンバーが参加し、

付属資料 1 
（代表者会議） 
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多分野の専門家やフ海外の専門家と連携し
て、避難や除染のリスクトレードオフやステ
ークホルダー関与に関する議論を行った。
また代表者会議メンバーの意見を参考に、
令和 3 年度の放射線安全規制研究の重点
テーマに関するヒアリングに対応した。 

 
また学会が主催する年次大会やシンポジ

ウムの中で、放射線防護人材の確保・育成
に関連するセッションとして「20 代若手会員
と中堅・シニア会員とのグループディスカッ
ション（日本放射線影響学会）」、「若手研究
者による放射線に関する研究紹介（日本放
射線安全管理学会）」および「学友会と若手
研活動を通して見えた日本保健物理学会～
未来に向けた提案～（日本保健物理学会）」
を開催した。またオンラインによる進路等個
別相談会を実施し、学会員が相談員を務め
た。 

 
さらにアカデミア参加学会は、事業代表

者が定めた書式を用いて上記の活動をまと
めた報告書を作成した。また代表者会議に
おける取りまとめの議論に参加した。 

 
原子力機構と量研は、アカデミア参加学

会に加えて、医療被ばく研究情報ネットワー
ク関係者の協力を得て、医療分野における
職業被ばく管理の状況について情報収集を
行った。また緊急時放射線防護や職業被ば
くの最適化進に関係がある国際機関の報告
書を翻訳し、本事業の検討に用いるととも
に、国際動向報告会で情報展開を行った。 

 

（２）緊急時放射線防護に関する検討 
①緊急時放射線防護ネットワークの活動 

付属資料2 
(原子力機構) 

分野別の３つのサブネットワーク活動とし
て、放射線防護専門家向け緊急事態対応
ガイドの作成に向けて下記の項目に取り組
む。 

ⅰ）専門家の要件（人材スペック）の明確
化と改善 
ⅱ）ガイドの素材整理とガイド素案の作
成、教育・訓練カリキュラムの検討 

 
また国内外のグッドプラクティスの把握の

ため、国等の原子力防災訓練の視察又は
参加者等からのヒアリングを行う。 

 
さらに専門家と行政機関関係者を結ぶ

NW の構築のあり方に関する提言に向けて
下記の活動を行う。 

緊急時放射線防護ネットワーク(緊急時防
護 NW)内に、環境モニタリング、放射線管
理、個人被ばく線量測定の分野別に３つの
サブネットワーク（サブ Gr）を編成し、下記の
活動を実施した。 

ⅰ）専門家の要件（人材スペック）の明確
化と改善 

・環境モニタリングサブ Gr：国・県の立場

からのコメントを参考に、EMC が実施する

環境モニタリング活動を支援する専門家

の力量等に関して検討した。 

・放射線管理サブ Gr：避難退域時検査を

支援する専門家の力量等に関する検討を

継続した。 

・個人線量測定評価サブ Gr：個人線量評
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ⅰ)東京電力福島第一原子力発電所事
故等過去の原子力事故を教訓とした防
災体制に適応した NW 活動制度設計の
検討 
ⅱ）人材の登録・認定・管理方法の検討 
 
こうした実施に当たっては、実施方針等

の適切性確保のため、NW から専門家を 10
名程度招集し、３回程度の検討会（TV シス
テムを利用）を開催する。また、進捗状況の
確認等のため月一回以上の頻度で緊急時
放射線防護 NW の責任者と担当者等で TV
システムによる打合せを行う。 

上記の会議・会合に係る準備及び手配、
会計処理、文書作成支援等の業務を行うた
めに派遣により事務処理を行う人材が必要
である。 

価の枠組み整備について情報収集した。 
ⅱ）ガイドの素材整理とガイド素案の作
成、教育・訓練カリキュラムの検討 

災害時に派遣される放射線防護分野

の専門家に必要な情報や資料について

既存の情報を中心に整理した。具体的に

は環境モニタリングの分野を中心に IAEA

等が公表している文献の翻訳状況をリス

ト化した。また、教育・訓練カリキュラムの

検討に向けて内閣府が災害対応要員向

けに行っている教育研修事業に関する情

報の収集や訓練等の視察による定着状

況の把握を行った。 

 

またグッドプラクティスを把握するため、原

子力事業者が実施している原子力防災に係

る教育訓練状況について電気事業連合会

の協力を得てアンケート調査を令和３年 1

月に実施した。 
 

さらに専門家と行政機関関係者を結ぶ防

護 NW のあり方に関する提言に向けて下記

の活動を実施した。 

ⅰ）東電福島原発事故等を教訓とした防

災体制に適応した緊急時防護ＮＷ活動の

制度設計  

運営主体、構成員、サブ Gr、ネットワー

クの運営のあり方の案をまとめるととも

に、発展的に持続可能な仕組みや既存の

ネットワークとの連携等の課題に関する

対応策を策定した。 

ⅱ)人材の登録・認定・管理方法の検討 

先行して実施されている教育研修事業

の概要と NEAT 指名専門家に期待される

役割についてまとめ、それらの調査結果

を踏まえてネットワーク活動に反映すべき

事項についてまとめた。 

 

緊急時防護ＮＷの活動に当たっては、実

施方針等の適切性確保のため、緊急時放

射線防護 NW 検討会（以下、検討会）から専

門家を招集し、TV 会議により検討会を開催

した（令和 2 年 11 月 11 日、令和 3 年 2 月

5 日、令和 3 年 2 月 25 日）。 

②ステークホルダー会合の開催  

 国内専門家からの意見等の反映のため、
日本保健物理学会の年次大会にて上記で

上記の検討結果を踏まえて平常時及び緊
急時における防護 NW 活動の全体像につい
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まとめた内容について意見集約を行う。前
年度までにとりまとめた調査検討結果に基
づき、放射線防護専門家向けの放射線緊
急事態対応ガイドの構成案の検討を行う。
専門家と行政機関関係者を結ぶ NW のあり
方について緊急時対応組織関係者等の意
見集約を行い、実効性のある持続的な仕組
みの検討を行う。 

て図にまとめ、ステークホルダー会合におい
て発表した。国内専門家からの意見等の反
映のため、日本保健物理学会、日本放射線
安全管理学会のそれぞれの年次大会にお
いて企画セッションを設け、上記の防護 NW
のあり方の検討結果を発表し、学会関係者
からの意見集約と防護 NW 制度設計への反
映を行った。 

（３）職業被ばくの最適化推進に関する検討 付属資料3 
(原子力機構) 

課題解決型ネットワークの一つとして、職
業被ばくの最適化推進を目的としたネットワ
ークを立ち上げる。本ネットワークは、日本
原子力研究開発機構を事務局とした二つの
サブネットワーク（以下、サブネットワーク）
で構成され、以下の事業を行う。両サブネッ
トワークは、日本原子力研究開発機構を中
心に有機的に結合して全体目標を共有しつ
つ検討を進める。検討を進めるにあたり、事
業担当者間の打合せ（3 回程度＠量研千葉
地区）並びに本事業に関する打合せ・成果
報告（3 回程度@東京）を行う。 

国家線量登録の確立に向けての具体策
を関係機関が共同して検討するため、原子
力機構を運営主体とした「国家線量登録制
度検討グループ」での検討を昨年度に引き
続き実施した。 

検討グループの会合は、令和 2 年 9 月
10 日及び令和 3 年 1 月 15 日の 2 回開催
した。今年度は、新型コロナウイルス感染拡
大防止対策のため、2 回ともオンライン会議
開催とした。会合では、昨年度検討した４つ
の制度案について、日本保健物理学会及び
放射線安全管理学会でのステークホルダー
からの意見を踏まえて検討を進めた。 

①国家線量登録制度の検討   

 国家線量登録制度に関し、これまでの調
査結果に基づき、複数の制度案の検討を行
い、各制度案の長所・短所及び具体化にあ
たっての課題を整理する。検討に当たって
は、国家線量登録制度検討グループ(構成
員７名、うち 3 名は量研および原子力機
構、検討の必要性に応じて関係者を追加)
による検討会合を Web システムを活用し２
回程度開催する。また、検討内容を日本保
健物理学会の年次大会（大阪）等で報告
し、ステークホルダーからの意見を求める。 

 昨年度の検討結果を踏まえ、４つの制度
案と各制度案の長所・短所を整理した内容
を日本保健物理学会第 53 回研究発表会
（令和 2 年 6 月）及び日本放射線安全管理
学会学術大会（令和 2 年 12 月）の企画セッ
ションで報告し、ステークホルダーからの意
見を求めた。その議論を踏まえて、制度案
導入により管理を合理化出来る点や制度構
築に向けた展開案を整理するとともに、実現
に向けての具体的な課題を明らかにした。 

また、昨年度検討した国外における制度
の例及び登録すべき情報に関して、欧州の
ガイドラインの翻訳を行い、その内容に基づ
き、昨年度の結果を確認した。 

 

②線量測定機関認定制度の検討  

 日本適合性認定協会（JAB）が事務局を
務める「放射線モニタリングタスクフォース
グループ(TFG)」と連携して、令和元年度に
改定した認定基準・技能試験等の具体的な
運用・解釈に関する検討を継続する。この
検討のため、これまで技能試験に関する基
礎データが少ない線種に対する照射試験
及び試験結果のデータ解析を外注により行
う。また、認定分野の環境放射線モニタリン
グ等への拡大の方向性については、規制
庁検討チームの動向に応じて検討する。検

個人線量測定の信頼性確保に係る認定制

度の検討については、昨年度と同様に、JAB

が運営主体である TFG に一本化して検討を

進めた。 

個人線量測定サービスの認定制度が開始

されたことから、今後定期的に実施する技能

試験のために、これまでデータの少ない線種

（今年度はβ線）に対する基礎データの収集

及び試験結果の解析を実施した。また、次年

度の眼の水晶体のモニタリングの変更に備え

た３mm 線量当量への認定対象の拡大も検討
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討に当たっては、JAB「放射線モニタリング
TFG」メンバー（７名、必要に応じて関係者を
追加）により、TFG 会合に合わせて２回程
度検討会を開催する（TFG 会合と同時開催
のため旅費等不要）。また、令和元年度に
引き続き、①の調査と合わせて、国際標準
化機構（ISO）の原子力専門委員会（TC85）
/放射線防護分科会（SC2）/中性子サブグ
ループ会合(Web システムを活用したオンラ
イン会合)等の会合に専門家 1 名が参加
し、放射線標準校正等に係る最新動向を調
査する。 

した。環境モニタリングへの拡大については、

規制庁検討チームの動向を調査したが、拡大

方針が示されなかった。 

さらに、認定に必要な技能試験に関係する
放射線標準に関する国際規格について国際
標準化機構（ISO）の放射線防護分科会
（TC85/SC2）基準中性子場に係るサブグルー
プ（WG2/SG3）専門家会合（令和 2 年 11 月 17
日～19 日、オンライン会合）に専門家を参加さ
せ、放射線標準校正技術関連の国際規格に
関する情報を収集し、検討に反映した。 

（４）放射線防護分野のグローバル若手人材の育成 
①国際的イベントへの若手専門家の派遣 

付属資料 1 
(代表者会議) 

放射線防護に関する国際的な機関や委
員会が開催する国際的イベントに放射線防
護アカデミアに所属する若手専門家を参加
させる(2 名程度)。 

代表者会議が派遣先として提示した 3 つ
のイベント（OECD-NEA 主催第 3 回国際放
射線防護スクール／IAEA 主催 NORM の産
業利用での管理に関する国際カンファレン
ス/IAEA 主催放射線安全に関する国際カン
ファレンス）への参加応募者を募った。あら
かじめ定めた選考の手順と基準にのっとり、
代表者会議メンバーが選考を行い、IAEA 主
催の放射線安全に関する国際カンファレン
スに派遣するに若手 1 名を選考した。しか
し、当該イベントが Web 開催となり、若手派
遣は行われなかった。 

 

②若手研究者の主体的活動の支援  

若手研究者の発想を放射線防護上の諸
課題の解決に活かすため、放射線防護アカ
デミアの若手が連携して行う活動を支援す
る。 

放射線防護アカデミア参加学会では、学
会の委員会の構成員として若手の登用を進
めるとともに、若手を中心的構成員とする学
会内組織の支援を行った。 

日本放射線安全管理学会では、年次大
会のプログラムに若手が企画するセッション
を設けるとともに、研究活動の実績となる若
手奨励金事業を実施した。日本放射線影響
学会では、学会内の主要な委員会に 14 名
の 40 歳未満の若手会員を委員として加え
た。日本保健物理学会は「若手研究会」及
び「学友会」組織の運営について、学会理事
会が積極的に後方支援した。 

またオンライン形式による日本保健物理
学会若手研究会主催の「内部被曝モデル勉
強会（シリーズ）」を支援した。 

付属資料 1 
(代表者会議) 

２．放射線防護アンブレラによる情報共有と合意形成 
（１）国際動向に関するアンブレラ内の情報共有 
①国際動向報告会の企画運営・報告書作成 

付属資料4 
(原安協) 

アンブレラ関係者を対象に、ICRP などの
放射線影響・防護に関係する国際的機関等
の動向に関する報告会を開催する。報告会

 ICRP 主委員会の甲斐委員を参集して国
際動向報告会の企画会議を開催した（令和
2 年 10 月 27 日）。企画会議での決定を受
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では、2 名程度の専門家を招聘し、資料や
映写された資料やスライドを用いながら講
演や討論を行い、ビデオ会議ツール
「Zoom」によるライブ配信を行う。報告会の
企画にあたり、ICRP 関係者 1 名程度を参
集し、企画会議を開催し、資料を用いて検
討を行う。 

報告会で報告された内容と議論は、報告
書にまとめて、公表する。また報告会に関
係する記録（報告書ならびに報告会の画像
や音声等）は全て電子媒体の形にして事業
担当者間で共有・保存する。 

上記企画会議と国際動向報告会の開催
準備・運営・開催後の整理事務、報告書作
成事務等を行うために、非常勤の勤務形態
で、英語に精通しかつ本事業の専門用語に
も対応できる専門性を有する研究参与を含
めた 4 名の職員を必要とする。 

けて、「放射線防護の基礎となる放射線リス
ク評価に関する国際動向」をテーマとした報
告会を開催した（令和 3 年 1 月 8 日 13-17
時、Zoom ウェビナー）。報告会の前半には、
UNSCEAR、ICRP 第 1 専門委員会、NCRP、
IAEA-RASSC、OECD/NEA-CRPPH に関連
する有識者がテーマに関連する最新の検討
状況を紹介した。後半では、上記の有識者
に ICRP 主委員会、同第 2 専門委員会、同
第 4 専門委員会、WHO に関連する有識者
を加えた 9 名による円卓討議を行った。ファ
シリテーターから低線量・低線量率のリスク
評価や修飾因子あるいは不確かさといった
6 つのテーマが提示され、それぞれについ
て意見交換や情報提供がなされた。100 人
が参加し、発表や議論を視聴した。チャット
機能等を利用して集めた質問は、ファシリテ
ーターが適宜円卓討議に利用した。 

報告会での報告内容と議論は、報告書に
まとめられ、本事業の HP 上で公開した。 

 
 
 
 
 
 
 

②国際的機関からの専門家との意見交換  

放射線防護関連の国際的機関の専門家
と国内の専門家が、科学的知見の規制へ
の取り込みにおけるアカデミアの役割を具
現化し、意見交換する場を設ける。 

 ICRP 第 4 専門委員会委員の Thierry 
Schneider 氏（Nuclear Protection Evaluation 
Center、フランス）と量研研究者 2 名および
防災の専門家が原子力災害時の避難に関
する国・地方自治体の取り組みに関して意
見交換を行った（令和 2 年 11 月 12 日、オ
ンラインにて実施）。意見交換にあたり、日
本リスク学会「原子力災害の防護方策意思
決定タスクグループ」が Schneider 氏への質
問を検討した。この質問をベースに本事業
代表がインタビューを行い、フランスにおけ
る防災の取り組みと日本との比較や、東電
福島原発事故関連の教訓のフランスでの取
入れの見通しについて議論した。 

付属資料 1 
（代表者会議） 

（２）放射線防護に関するアンブレラ内の意思決定 
①NW 合同報告会の企画運営・報告書作成 

付属資料5 
（量研） 

放射線防護アカデミアや、緊急時対応人
材 NW や職業被ばくの最適化推進 NW の
活動に関して、アンブレラ内での合意形成
や異分野連携に向けたオープンな議論を行
うために、報告会を開催し、Web システム
（Cisco Webex Events）によるライブ配信を
行う。具体的には、アンブレラに所属する
NW（放射線防護アカデミアを含む）が活動
を報告するとともに、２名程度の指定発言
者が今後の取り組みに関してコメントを発表
する。また。報告会での発表内容と議論
は、報告書にまとめ、公表する。 

 アンブレラ内での情報共有や合意形成に
向けたオープンな議論を行うために、NW 合
同報告会を開催した（令和 3 年 2 月 9 日
14-17 時、Web システムによるライブ配信)。
本報告会では、事業担当者や学会関係者
が登壇し、事業概要、国際動向報告会、各
学会の活動、ネットワーク活動の報告を行っ
た。その後のパネルディスカッションでは、
代表者会議メンバーと放射線防護アカデミ
ア外から本事業に参加した 2 名がパネラー
を務め、4 年間の事業の振り返りを行った。
大学、研究所、省庁、事業者、一般など 40
名が参加した。報告会での発表内容と議論
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は報告書にまとめ、本事業の HP 上で公表
した。 

 

②代表者会議の運営  

 アンブレラの構成団体の代表者からなる
会議（代表者会議）を年に 4 回程度開催し、
放射線防護対策の推進に関する調査と提
言に関する検討結果をまとめるとともに、翌
年度の活動や学会や NW の追加加入につ
いて議論する。会議開催後は、発言者名及
びその意見を記録した議事録を作成し、速
やかに原子力規制庁に提出する。なお代表
者会議にあたっては、Web システムを活用
する。 

 今年度は第 12 回～16 回代表者会議を開
催した（回数は平成 29 年度からの通し番
号）。第 12 回 Web 会合では、議長として甲
斐倫明氏（日本保健物理学会、PLANET）を
選出し、コロナ禍における今年度の事業計
画の見直しおよび学会が行う調査に関する
審議を行なった(令和 2 年 6 月 11 日）。第
13 回 Web 会合では、今年度の事業計画の
修正を確定するとともに、線量 WG の設置
に関する審議を行った（令和 2 年 8 月 20
日）。第 14 回 Web 会合では、国際動向報
告会の準備状況と 2 つのネットワークの活
動の進捗確認を行った（令和 2 年 12 月 25
日）。第 15 回メール会合では、次年度の活
動計画の概要に関して審議を行い、事業計
画案を決定した（令和 3 年 1 月 22～29
日）。第 16 回 Web 会合では、今年度の事
業の取りまとめと来年度の事業計画の詳細
を検討した(令和 3 年 3 月 1 日)。 

付属資料1 
(代表者会議) 

 
付属資料6 

（量研） 

（３）アンブレラから社会への情報発信  

学会が主催する年次大会等や HP を介し
てアンブレラの活動やアカデミアの見解等
を紹介する。また国内の放射線防護に関す
る諸制度と国際的な放射線防護等に関す
る知見等を Web 上で閲覧できる「放射線影
響・放射線防護ナレッジベース」の整備を行
い、15 件程度の新規項目を追加する。 

さらに実効線量と実用量に関する
Webinar（全 5 回シリーズ）を開催し、学術コ
ミュニティ内の情報共有を進める。 

 昨今の放射線審議会の議論や社会的関
心等を考慮し、放射線影響・放射線防護ナ
レッジベース‟Sirabe”のコンテンツに追加す
る新規項目を作成した。具体的には、事故
の線量評価、動物実験や疫学によるリスク
評価、医療現場の被ばく等に関する原著論
文の解説 5 件、放射性廃棄物、3 つの被ば
くの状況や眼の水晶体等に関する基本解説
5 件および用語集 11 件を新規に執筆した。
放射線影響・防護ナレッジベース運用委員
会（メール会議、令和 3 年 1 月 29 日～2 月
17 日）および同委員会編集部会（メール会
議、令和 2 年 12 月 17 日～令和 3 年 1 月 
8 日）において、新規・更新項目の承認なら
びに次年度以降の活動方針について審議
を行った。 
 代表者会議実効線量と実用量に関する
WG が企画・開催した実効線量と実用量に
関する Webinar（全 5 回シリーズ）を、令和 2
月 10 月 30 日、11 月 24 日、12 月 18 日、
令和 3 年 1 月 25 日、2 月 22 日に開催し、
延べ 857 名がリアルタイムで視聴した。
Webinar に 1 回以上参加登録した者に 5 回
分の動画配信を行った。 

付属資料1 
（代表者会議） 

 
付属資料7 

（量研） 

３．事業進捗の PDCA  

 本委託契約期間において、事業担当者で 本委託契約期間において、事業担当者で  
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ある量子科学技術研究開発機構、日本原
子力研究開発機構および原子力安全研究
協会は、事業進捗に関する打合せを６回程
度行う（都内もしくは量研千葉地区）。また、
原子力規制庁及び同庁が任命するプログ
ラムオフィサーに対し、進捗報告を月に１回
程度行うほか、事業実施内容について疑問
が生じた場合、その都度助言を仰ぐ。 
本事業における検討会その他の会合の委
員を選定するときは、あらかじめ原子力規
制庁担当官の確認を受けるほか、会合を
開催する際には原子力規制庁に通知し、そ
の職員の出席を認めることとする。 
 
こうした事業の遂行にあたり、事業代表者
である量研では、事業年度の成果のまとめ
と次年度の計画立案が重なる繁忙期には
委託事業経費管理等業務を行う常勤職員
が、量研が主催する会合開催や若手派遣
事業などの大量の事務作業が生じる期間
は本事業の庶務・経理・契約業務に専任す
る非常勤職員がそれぞれ必要となる。 

ある量研、原子力機構、原安協は、代表者
会議(5 回開催)や緊急時放射線防護 NW 検
討会、（3 回開催）、国家線量登録制度検討
グループ会合（2 回開催）、国際動向報告会
の企画会議（1 回開催）を活用して、事業進
捗に関する打合せを 6 回行うとともに、メー
ル等で密接に連絡を取り合った。 

原子力規制庁担当官とプログラムオフィ
サーに対し、代表者会議やネットワーク合
同報告会、成果報告会準備等の機会を活
用して、Web 会議等で進捗報告や相談を行
った。また随時プログラムオフィサーに対し
てメールでの相談や報告を行なった。 
 放射線防護アンブレラ代表者会議、実効
線量と実用量に関する WG、緊急時放射線
防護 NW 検討会、国家線量登録制度検討
グループの構成員について原子力規制庁
担当官の確認を受けた。またこれらの会合
には、原子力規制庁担当官とプログラムオ
フィサーが出席した。 
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進捗の概要（個別報告書のサマリー等） 

 

１．課題解決型ネットワークによるアウトプット創出 

（１）国内の放射線防護対策の推進に関する検討（付属資料 1 のサマリーを以下に記す） 

①放射線防護アカデミアによる放射線防護対策の推進に関する調査と提言 

（ア) 海外の最新知見の収集や国内の放射線規制の課題に関する調査 

（今年度の検討の経緯と成果） 

これまで放射線防護アカデミアでは、顕在化している放射線防護の課題の解決に向けた

議論を行ってきた。今年度はアカデミアに所属する学会が「原子力災害・放射線事故対応」

に関して、それぞれの専門性と関心にあったテーマを選択して、海外の知見収集と国内の実

態把握調査を行い、我が国が解決すべき課題の抽出に取り組むこととした。選択したテーマ

と調査内容は表 2の通り。来年度は各学会のクレジットで調査結果を公表するととも

に、各学会の報告内容をベースに放射線防護アカデミアとしての提言を取りまとめる。 

 

表 2．放射線防護アカデミア参加団体による調査と提言 
 

調査者 海外の知見収集による調査 国内の実態把握の調査と提言 

日本放射線

影響学会 

【テーマ：確定的影響の RBE と線量評価】 

文献調査によると確定的影響の評価には、

RBE で重み付けした吸収線量が適用されてい

たが、表記法にはばらつきが見られた。動物

実験から得られた RBE の値は、被ばくの条件

により大きく変動することが確認された。 

【テーマ：大規模災害時の線量推定】 

被ばく医療支援センターの準備状況、線量評

価を担う人材育成、線量評価法の開発や改善

に関する取り組みを調査した。その結果、生物

学的線量評価分野における「人材不足」や「自

施設での若手育成体制が不十分」といった体

制面の課題があることが分かった。線量評価

法の改良のため、生物学的線量評価分野の

「ハイスループット解析の導入」や「実用化に

向けた標準化や線量効果曲線の作成」を提案

した。 

日本安全 

管理学会 

【テーマ：放射線施設の事故】 

2000 年以降の INES 尺度２以上の事象の一

覧を作成した。①異常被ばく事故の線量評価

方法、②IVR 施術者における水晶体被ばく、

③紛失ＲＩによる被ばく事故事例、④作業中の

飛散事故事例については重点的に調査を行

った。 

 

【テーマ：放射線施設の緊急時対応】 

公開情報から原因を抽出し、予防可能可否の

観点から分類した。その結果、特に表示付認

証機器の管理や事故時の情報公開など予防

策として不十分な点を明らかになった。問題点

に対する予防と適切な対処ができるように、放

射線障害予防規程や緊急時マニュアルを修

正する提案をまとめた。 

日本保健 

物理学会 

【テーマ：緊急時モニタリングの測定】 

緊急時モニタリングの測定と体制に関して海

外の拠点機関における動向を調査し、東電第

一福島原発事故前後の我が国のモニタリング

体制と比較した。体制、環境/個人モニタリン

グ情報収集と情報伝達、要員並びにアジア圏

内での緊急時モニタリングネットワーク構築の

重要性・必要性に関する課題を抽出した。 

【テーマ：放射線防護文化醸成の仕組み】 

安全文化を形成する人や施設ごとの特徴に着

目し、我が国における放射線安全文化につい

ての意識と実践に関する詳細な現状調査や

海外動向調査やアンケートを行い、課題の抽

出・整理を実施した。放射線安全文化の醸成

に関連した、学会独自の認定制度、資格制度

等の構築の可能性について提案した。 
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（イ) 実効線量と実用量に関する検討と情報収集・共有 

（昨年度までの議論） 

昨年度の国際動向報告会「実効線量と実用量-改定の概要となお残る課題」では、日

本として今後取り組むべき問題の整理と ICRP を中心とした活動報告が行われた。具体

的には以下のような論点が整理された。 

・確定的影響を吸収線量で評価するため、線質の異なる放射線への RBE が必要となる。 

・年齢別標準ファントムによる年齢別の実効線量の評価や個別化する上での線量係

数についての研究の進捗が必要である。またデトリメントの不確かさおよびデト

リメントを基礎とした実効線量の意味や制約などについて、整理する必要がある。 

・実効線量を便利なツールとしての線量として今後も活用するためには、その制約等

の考え方を整理して、広く共有する必要がある。 

・実効線量をベースにした実用量の実務上の課題を明らかにして、対応の準備をする

必要がある。 

（今年度の検討の経緯と成果） 

代表者会議の下部組織として実効線量と実用量に関するワーキンググループ（WG）を

立ち上げ、線量に関する諸問題の整理と問題解決に向けた検討を引き継いだ。 

WG では、Webinar（全 5回シリーズ）を企画・開催して、①シーベルトの課題（発が

んリスクに関する誤解、実効線量の正しい使い方）、②線質の異なる放射線ごとの RBE、

③デトリメントと組織加重係数、④緊急時に用いる吸収線量と実効線量、⑤実用量の変

更による実務上の課題に関する情報収集とアカデミア内での共有を行った。 

また Webinar 開催完了後、WG は実効線量と実用量の新たな概念を国内に導入するに

あたり、国内での検討が特に必要な観点として、以下を抽出した。 

1)実効線量の評価 

・実効線量の（年齢別の）評価とその使い方を、国内の専門家により整理し、認識を

共通化する必要がある 

2)放射線管理で用いる線量 

・実用量の実務への取り入れ方に関する日本としての取り組みを議論する必要がある 

・実用量と実効線量の言葉の使い方が変わる中で、理解が必要である 

・使用する線量（等価線量⇒吸収線量へ）に関する情報を整理し、理解する必要がある 

3)リスクの説明の問題 

・「実効線量」と「リスク」の関係性、一般社会への「実効線量」の説明の仕方 

・医療現場での実効線量を用いた説明：従来の見解が変更され、医療被ばくの説明に

実効線量の利用が妥当となった。医療人が実効線量の意味や制約を理解して、説明

に用いる必要がある。 

こうした観点ごとに、国内外の現状や課題と提言（提言先、提言内容）をまとめた報

告書骨子案の作成を開始した。次年度は、骨子案をもとに議論や追加情報収集を行い、

WG としての提言の取りまとめを行う。 



17 
 

（ウ）放射線安全規制研究の重点テーマ候補研究の実施 

（昨年度までの議論） 

平成 29 年度、アカデミア参加団体である日本保健物理学会、日本放射線安全管理学

会、日本放射線影響学会及び日本放射線事故・災害医学会および放射線リスク・防護研

究基盤（PLANET）は、個別に放射線安全規制研究の重点テーマ候補を提案した。代表者

会議では提案された 30 課題のいずれもが放射線防護上の重要な研究であるという結論

に至った。 

続く平成 30 年度、平成 31 年度には、安全研究に関する原子力規制委員会の方針や放

射線審議会での議論を踏まえて、重点テーマの提案を行うとともに、提案した 30 課題

を分類し、学会単独あるいは学会連携で実施可能な課題に関しては、本事業で推進を支

援することとした。平成 30 年度には「放射線安全規制の基盤となる放射線科学とその

認識に関するコンセンサス」を共同提案した日本放射線影響学会と日本保健物理学会が、

この課題の遂行のための合同委員会を設置し、平成 31 年度には「低線量リスクに関す

るコンセンサスと課題」を取りまとめた。 

 

（今年度の検討の経緯と結果） 

 令和 3年度の放射線安全規制研究の重点テーマの提案 

今年度は、放射線防護アカデミア参加団体からのボトムアップの提案は求めず、事

業代表者が、代表者会議メンバーの意見、放射線審議会での議論や国際動向をもとに

重点テーマ案を以下の通り作成し、令和 2 年度第 1回研究推進委員会にて（令和 2年

11 月 20 日）にてプレゼンを行った。 

①令和 3 年度に取り組むべき喫緊の課題 

・ICR2007 年勧告の国内法令等取入れに関する研究（NORM に関する国内実態把握等） 

②中長期な視点から見て令和 3 年度に着手が望まれる課題： 

・自然科学と社会科学との融合により、サイエンスを具体的な防護実務に結び付

けるプロセスを確立する研究 

・原子力防災分野におけるエビデンスに基づく放射線被ばく状況の迅速な把握や

防護方策の意義を説明するための研究 

・国際的な放射線防護課題の解決のための研究、特に若手の育成の観点を重視 

 令和 3 年度の放射線安全規制研究の「重点テーマ①: 放射線防護に係る中長期的課

題への対応に向けたフィジビリティ研究」「重点テーマ②: 原子力災害時の放射線モニ

タリング技術・分析技術に関するフィジビリティ研究」にはヒアリングの内容がある

程度考慮されたが、社会科学的な要素が強いテーマは採用されなかった。 

 

 これまでに提案された重点テーマ候補研究のフォローアップや実施 

 代表者会議では、提案した重点テーマ候補研究が応募可能な省庁の外部資金に関する

情報の収集や、学会やネットワークが着手している研究の進捗状況把握等、フォローア



18 
 

ップを行った。また今年度から新たに以下の 2 課題が本事業内で実施された。 

・トリチウム問題の国際的視点からのアプローチ:各国学会との対話        

このテーマは、日本保健物理学会が平成 31 年度に提案したもので、今年度は同

学会が年次大会の中で国際シンポジウムを開催し、成果を誌上発表した。 

川口勇生 他、JHPS 国際シンポジウム「トリチウム問題をいかに解決すべ

きか？ -国際的視点および社会的視点から見た放射線防護- 保健物

理,55(4), 173-182 (2020) 

・防護措置の正当化、意思決定の正当化 

このテーマは、平成 31 年度に提案し、令和 2年度の重点テーマとして採用さ

れたものである。実際に「福島原発事故の経験に基づく防護措置に伴う社会弱者

の健康影響と放射線リスクの比較検討に関する研究」が採択され、研究が進めら

れているが、当該研究では防護措置の正当化の検証に焦点を当てている。そこで

アンブレラ事業内では、意思決定の正当化に焦点を当てた研究・調査に着手し

た。実施にあたっては、学際性が強い日本リスク学会に「原子力災害の防護方策

意思決定タスクグループ（TG）」を設置した。この TG に本事業関係者が参加し、

福島原発事故を振り返り、防護方策の判断を正当性、広聴や定期的再評価、トレ

ーサビリティなどの要件に照らし合わせて評価した。日本リスク学会年次大会中

に、原子力災害時の避難や除染に関するリスクトレードオフとステークホルダー

関与に関する企画セッションを主催した成果を誌上発表した。 

神田玲子、本間俊充、高原省五、坪倉正治、大迫政浩、川口勇生、加藤尊

秋、原子力災害の防護方策の意思決定 -リスクトレードオフとステークホ

ルダー関与-,リスク学研究（印刷中） 

 

（エ）放射線防護人材の確保・育成 

（昨年度までの議論） 

 平成 30 年度に、アカデミア参加学会の会員の年齢や専門分野に関する調査を行った

結果、会員数の変化や会員の年齢分布に関しては 4学会間で差がみられた。また日本

放射線安全管理学会や日本放射線影響学会が会員の年齢分布について 10-20 年前と比

較したところ、両学会とも 20 代（主には学生）の割合は増えているが、30-50 代の割

合が減っていることが明らかになった。平成 31 年度は、放射線防護アカデミアの 4学

会の協力を得て、学会員への Web アンケートを実施し、若手人材が減少している業種

や業務の特定および若手のポスト獲得と中堅のキャリアアップに関する構造上の課題

の抽出を行うとともに、当事者の生の声を集めた。 

 こうした調査の結果、若手がアカデミアポストを得るステージや中堅としてキャリ

アアップするステージにハードルがあり、この年代の会員の割合が減少していること

や、若手が情報不足に対して不安を抱いており、研究職以外の仕事の紹介・斡旋、就

活の体験談や 35 歳程度のキャリアパスに関する情報提供を求める声が寄せられた。 
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（今年度の検討の経緯と成果） 

 学会ごとの活動 

日本放射線影響学会、日本放射線安全管理学会、日本保健物理学会では、年次大会や

シンポジウムなど学会が主催するイベントを通じて、放射線防護人材の確保・育成に関

連するセッションを企画・開催し、若手のポストマッチングや中堅のキャリアアップを

支援する場を提供した。また本事業に若手を参画させることで、若手の活性化を行った。 

 

表 3．放射線防護アカデミア参加学会主催による若手育成関連イベント 
 

学会主催イベント 若手育成関連企画 

日本放射線影響学会 
第 63 回大会（Web） 
令和 2 年 10 月 14 日 

第 7 回キャリアパス・男女共同参画委員会企画セミナー 
学生を含めた 20 代若手会員と中堅・シニア会員とのグループディ
スカッション 

放射線安全管理学会 
第 19 回学術大会(Web） 
令和 2 年 12 月 11 日 

若手セッション「若手研究者による放射線に関する研究紹介」 
放射線生物学、核医学、放射線教育分野から 1 名ずつ若手が発表 

日本保健物理学会 令和
2 年度企画シンポジウム
(Web)令和 3 年 1 月 27 日 

若手研究会企画セッション「学友会と若手研活動を通して見えた日
本保健物理学会 ～未来に向けた提案～」 
若手研、学友会の設立経緯とその活動、実績、課題や展望を報告 

 

 放射線防護アカデミアとしての取り組み 

昨年度実施した放射線防護アカデミア参加学会の会員へのアンケート調査では、若

手が欲する情報は様々で、個別対応が必要であると思われた。また今年度は、コロナ

禍において学会活動に制限があると予想されたことから、急遽、以下の要領で Web に

よる進路等個別相談会の実施を検討した。 

・相談内容：進学、就職、転職等で、一件当たり 20 分程度 

・相談機関：令和 2年 9 月 1日から 12 月 25 日の平日 16-19 時 

・相談者：放射線防護アカデミア参加学会会員に限らない。複数名やグループでの

申し込みも可 

・相談員：放射線防護アカデミア学会員から選定 

・事前予約制：申し込みフォームに記載された相談内容や希望日時から、相談員と

のマッチングを行う 

令和 2年 9月 1日よりアンブレラ HP や学会のニュースでアナウンスを行うととも

に、放射線教育に積極的な教員がいる研究室 8 か所に直接連絡して個別相談の利用を

進めた。しかし相談者は、アカデミア参加学会外からの 1 人のみであった。 

 利用者がきわめて少なかった原因として、①Web は顔見知りのコミュニケーション

には適当だが、初対面には向かない、②若手のニーズに合っていない、といったこと

が考えられる。また若手から積極的なアクションが行われることを前提とする企画

は、若手にとって心理的ハードルが高いと思われる。 
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そこで、次年度は、Webinar 形式で、放射線防護に関する国際的な機関や委員会が

保有する若手研究者の受け入れ制度を紹介したり、若手研究者の関心の高いテーマを

選び、海外専門家と国内若手研究者が参加したりするイベントを企画・開催する。 

 

（オ）国際機関の報告書からの情報収集 

（昨年度までの議論） 

平成 31 年度、職業被ばく最適化推進ネットワークが諸外国における線量登録制度の

現状（職業被ばくの分類を含む）について調査した際、「外部放射線に職業被ばくした

個人をモニターするための技術的推奨事項（欧州委員会、2009）」を注目すべき文献と

判断した。 

（今年度の検討の経緯と成果） 

原子力機構と量研では、以下の 2つの報告書を翻訳し、アンブレラ事業内での検討

や報告に利用した。 

 外部放射線に職業被ばくした個人をモニターするための技術的推奨事項（欧州委

員会、2009） 

・報告書の内容：外部放射線の個人モニタリングに直接関連する欧州連合（EU）

議会指令と理事会指令の実施面に関する指針に相当する文書。技術的推奨事項

は、主に欧州の個人モニタリング・サービス業者の管理陣やスタッフを対象とし

ている。製造業者、型式試験サービスを提供する研究所、承認手順を調整する国

の承認当局、さらに政府機関が規制と指針を調和する際の参考になる。 

・報告書の利用：職業被ばく最適化推進 NW では欧州における登録制度及び職業被

ばくの分類について調査し、各組織の登録や職業分類についてはまとめた（付属

資料 3に掲載）。特徴としては、欧州では測定機関からの線量データ（我が国の１

cm 線量当量等）が主体であること、また、職業分類はかなり幅広く、自然線源

（いわゆる NORM）からの被ばくも含めていることが明らかになった。 

 放射線および原子力災害時の精神保健および心理社会的支援のフレームワーク

（WHO, 2020） 

・報告書の内容：1986 年のチェルノブイリや 2011 年の福島県で起きた原子力災

害の教訓からは、他の災害や緊急事態と同様に、原子力災害は精神保健や心理

的、社会的な状態に重大な影響を及ぼし、結果として人々の健康な暮らしや精

神、身体面での健康に影響を及ぼすことが明らかである。しかしこれまで精神保

健と心理社会的支援を原子力災害対応に融合するための実用的なツールはほとん

どなかった。本書では、放射線・原子力災害時の精神保健と心理社会的支援のた

めのフレームワークを記載し、精神保健と放射線防護の共通項となる既存の知識

をとりまとめた。 

・報告書の利用：2020 年 11 月に公表された本報告書の概要と作成の経緯等を国

際動向報告会（令和 3年 1月 8 日）にて紹介した。  
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（２）緊急時放射線防護に関する検討（付属資料 2 のサマリーを以下に記す） 

①緊急時放射線防護ネットワークの活動 

（ア) 緊急時放射線防護ネットワーク検討会の設置 

原子力機構、量研、大学等の放射線防護分野の専門家及び緊急時放射線防護ネットワ

ーク（以下「緊急時防護 NW」という。）のサブグループ(Gr)の主査や幹事等から構成さ

れる緊急時放射線防護 NW 検討会（以下「検討会」という。）を設置し（表 4）、令和 2 年

度は 3回の検討会を開催し、ネットワークの構築、活動のあり方等について検討を行っ

た。 

 

表 4．令和 2 年度緊急時放射線防護 NW 検討会構成員 
 

外部有識者 

松田尚樹（長崎大）、渡部浩司（東北大）、床次眞司（弘前大）、立

崎英夫（QST）、栗原治（QST）、宮澤晃（東電 HD)、佐藤将（原安

協）、谷口和史（千代田テクノル；オブザーバー） 

アンブレラ事業関係者 
高橋知之（京大／PO）、神田玲子（QST／ネットワーク形成事業

代表者）、大町康、野島久美恵（原子力規制庁） 

原子力機構 

百瀬琢麿、早川剛、高田千恵、中野政尚、吉田忠義、渡邊裕貴、

木内伸幸、住谷秀一、高崎浩司、石川敬二、中根佳弘、山田純

也、前田英太、横須賀美幸、富岡哲史 

 

（イ）サブグループ（Gr）による専門家の要件（人材スペック）の明確化と改善および

ガイドの素材整理とガイド素案の作成、教育・訓練カリキュラムの検討 

緊急時防護 NW の専門分野別の活動強化のため、Gr 単位で原子力防災対応に係る専門

家の支援活動のあり方を検討した。また個別分野毎に人材の確保、育成プラン作り及び

教育用教材（専門家向け緊急事態対応ガイド）の作成に関する検討を行った。環境モニ

タリング、放射線管理、個人線量評価分野の各 Gr の活動は以下の通り。 

 環境モニタリングサブ Gr 

・福島第一原発事故による環境影響の検討及び論文作成 

茨城県東海・大洗地区の 4つの事業所（JAEA 原科研、核サ研、大洗研ならびに日

本原電東海・東海第二発電所）における環境放射線モニタリングデータの収集・

統合・検討結果が、保健物理誌に掲載された。 

・専門家の要件（人材スペック）の明確化と改善に係る検討 

EMC の各グループを構成する各班への派遣専門家が身に着けるべき力量項目及

びその詳細についての明確化と改善を継続するとともに、随時ネットワーク検

討会や国・県の立場からのコメントを受け、検討を進めた。 

・ガイドの素材整理とガイド素案の作成、教育・訓練カリキュラムの検討 

国内外の法令、指針、環境モニタリング、放射線影響に関する知識、スキル、立

地県特有の防災・避難・モニタリング等のマニュアル類、リスク管理・公衆コミ

ュニケーション手法に関する文書等を収集し、取捨選択し、環境モニタリング分
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野における専門家が力量を獲得するために必要な教育・訓練カリキュラムの一

覧表を作成した。また、コロナ禍の下で、教育・訓練を安全にそして効果的に進

めるための e ラーニングの一部適用についても検討を開始した。 

 放射線管理サブ Gr  

・専門家の要件（人材スペック）の明確化と改善に係る検討 

避難退域時検査の要員の役割を想定し、自治体から依頼を受けて放射線技師会や

事業者等から派遣された多様なレベル・職種・職歴の要員に対して必要な指導・

監督を行った。また検査会場の管理運営を担う自治体職員（検査責任者）に対し

て専門家の視点で指導・助言を行うために備えるべき要件（力量）を整理した。 

・ガイドの素材整理とガイド素案の作成、教育・訓練カリキュラムの検討 

整理した専門家が備えるべき力量のポイントを更にブレークダウンし、それに

応じた教材の選定等を進めた。また、力量のクラス分け（初級、中級、上級）を

行うことで、依頼側のニーズを明確にすると共に、専門家としての研鑽の目標を

明確にした。茨城県東茨城郡大洗町にある株式会社千代田テクノルの原子力防

災機器展示棟への視察及び宮城県原子力防災訓練に向けて実施した避難退域時

検査訓練の事前演習への視察を行い、知見を反映した。 

 個人線量評価サブ Gr  

・個人線量評価分野におけるネットワーク活動のあり方についての検討 

防災基本計画や原子力災害対策マニュアル等の国文書を確認した結果、原子力

災害対応における個人線量評価に関しては具体的な活動の目的、スキームが明

確にはなっていない現状を確認した。また個人モニタリングの目的等、活動の

土台となる考え方が明確化できていない状態であり、今年度中には特段の進展

はないことを確認した。 

 

（ウ）東京電力福島第一原子力発電所事故等過去の原子力事故を教訓とした防災体制

に適応した防護 NW 活動制度設計の検討 

東京電力福島第一原子力発電所事故等過去の原子力事故を教訓として構築された現

在の原子力防災対応組織の状況に適合した防護 NW 活動とするため、運営主体、構成

員、サブ Gr、ネットワークの運営のあり方の観点について、昨年度までの議論をまと

めて、防護 NW と原子力防災対策組織の関係を整理した（図 4）。また平時の活動の中

心となる専門家に対する研修開催（力量付与）やネットワーク登録管理の制度案をと

りまとめた（図 5）。 

また、昨年度抽出したネットワーク制度の運営に係る課題について対応策の方針を

まとめた（表 5）。上記の対応策の方針は、ステークホルダー会合や検討会での議論

を踏まえて、緊急時防護 NW の平時と緊急時のあり方を確定した。 
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図 4．緊急時放射線防護ネットワーク制度の全体像 平時（上）、緊急時（下） 

 

 

 

 
 

図 5．緊急時放射線防護ネットワーク制度による平常時の力量付与及び力量管理 
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表 5．ネットワーク制度の運営に係る課題と対応策 
 

 課題 対応策 

１ 発展的に持続可能な仕
組み 

・国の適切な支援を得て原子力災害における中核機関を指定公共
機関（QST、JAEA）とすることについて検討する。 
指定公共機関の緊急時支援組織の構成員をコアメンバーとして活
動を展開する。指定公共機関から派遣される専門家等に対して定
期的に実施されている教育研修の仕組みの中に、外部のメンバー
が加わる形でネットワーク活動を維持、拡大させていく。外部のメン
バーは受講者あるいは講師として教育訓練に参加する。 
・事務局機能を確保するため適切な方法で予算を確保する。 

２ 既存のネットワークとの
連携 

・関連する学会と連携して「原子力防災☓放射線防護」に関連する
シンポジウムを定期的に開催していく。 
・大学で実施している専門教育講座（例：弘前大学緊急被ばく医療
プロフェッショナル養成講座）との連携。 

３ シーズ、ニーズがマッチ
したネットワークサブ Gr
の設定 

・原子力災害対応体制を考慮して緊急時環境モニタリング、放射
線管理（避難退域時検査）、個人被ばく線量測定・評価の 3 分野で
のサブ Gr を設置している。 

４ ネットワーク構成員のリ
ストの整備 

・ネットワーク登録にあたって実施する教育研修の受講歴、防災訓
練参加歴をリストとして維持管理していく。個人の履歴に関する情
報のインプット方法は、自己申告、教育訓練主催者等の参加者名
簿からの入力など複数の方法を来年度検討する。 

５ 人材の確保、育成が図
られるような教育的な
事業の取り組み 

・ネットワーク活動の中心的な事業として力量の明確化と力量の付
与のあり方を明確化して教育訓練を行う活動を実施する。 

６ ネットワークとして取り
組むべき技術的な課題
の設定とその解決に向
けた活動の展開 

・教育訓練を通じて見出された技術的な課題に対して、ネットワー
ク構成員が主体的に研究体制を編成し、研究公募等の仕組みを
利用して課題解決を行う。また、関連学会と連携して専門研究会
の設置やシンポジウムの開催等課題解決に向けた活動を行う。 

７ 国際的な標準と整合し
たアウトプットの創出 

・緊急時放射線防護に関連する国際機関の文書等のリスト等を整
備しネットワークメンバーが活用できるようにする。 

 

（エ）人材の登録・認定・管理方法の検討 

先行して実施されている教育研修事業の概要と NEAT 指名専門家に期待される役割に

ついてまとめ、それらの調査結果を踏まえてネットワーク活動に反映すべき事項につい

てまとめた。 

 内閣府による原子力災害対応要員向けの教育研修事業の活用に関する検討 

基礎研修は、放射線防護分野の専門家にとっては基礎的な内容であり、ネットワ

ーク構成員は必ずしも受講の必要はないと考えられる。専門研修は、受講対象が限

定されているため、教育研究機関や原子力事業者等に所属する放射線防護分野の専

門家が受講する機会が得られにくいと考えられる。一方、内閣府の承認が得られれ

ば、教材等を利用して防護ネットワーク活動の一環として防護ネットワークの構成

員に対して教育研修を行うことができる可能性がある。 

 放射線防護分野における NEAT 指名専門家の役割 

 関係各機関から参集した原子力災害対応要員は基礎的な教育訓練を受講してい
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ても、放射線測定等を日常的に実施している者は限られているので、指名専門家は

それぞれの活動において指導的な役割を期待されることが多い。そこで、原子力防

災に関する知識（法令、機構防災業務計画等）や原子力緊急時対応概要に関する知

識（緊急時の体制、活動概要、連絡体制、活動場所、招集・参集の方法）なども必

要となる。 

 人材の登録、認定、管理方法の検討結果 

 環境モニタリング、放射線管理、個人線量評価等の分野別に専門家の防災対応

に係る力量を明示し、標準化された教育教材を用いた講習及び訓練への参加を通

じて対応能力の維持向上を進める。 

 今年度は、オフサイトセンターに設置される緊急時モニタリングセンター

（EMC）が実施する緊急時環境モニタリングと、避難退域時検査の対応に係る専門

家の力量と力量を付与するための教材に関するリストの作成をおこなった。今

後、 講習等を受講した人材のリストを整備し、緊急時には行政機関関係者が活

用できる仕組みを構築していく。 

 専門家向けのガイドの構成案の検討結果 

共通編、個別編、資料編から構成された原子力防災を支援する放射線防護関係

者のための手引き（仮称）を A4、10 ページ程度にまとめる。 

 

②ステークホルダー会合の開催 

（ア）ステークホルダー会合の開催 

昨年度までに取りまとめたネットワーク制度案を日本保健物理学会第 53 回研究発表

会の企画シンポジウム：放射線防護の喫緊課題への提案「第２部 緊急時対応人材の確

保～ネットワーク構築の条件～」（令和 2年 6月 30 日）で報告し、ステークホルダー

からの意見を聴取した。収集した意見を反映した制度案を日本放射線安全管理学会第

19 回学術大会企画セッション：令和 2年度放射線防護アンブレラ事業緊急時放射線防

護ネットワーク構築「緊急時放射線防護ネットワークのあり方について～緊急時環境

モニタリングと避難退域時検査の支援のために～」において報告した。収集した意見

を参考に制度案をブラッシュアップした。 

 

(イ)原子力事業者へのアンケートの実施  

原子力防災に取り組む事業所等のグッドプラクティスを把握し、防護ネットワーク

活動の制度設計に資するため、原子力施設の放射線管理を専門的に行う人材を擁する

原子力事業者に対してアンケートを実施した。アンケートは電気事業連合会放射線管

理委員会の協力を得て、令和 3年 1 月に 12 社の原子力事業者に対して実施し、2 月に

各社から回答を受領したところ（回答率 100％）である。分析とその結果の反映は次

年度実施する。 
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（３）職業被ばくの最適化推進に関する検討（付属資料 3 のサマリーを以下に記す） 

①国家線量登録制度の検討 

（ア）ステークホルダー会合を踏まえた線量登録制度案の検討 

国家線量登録の確立に向けての具体策を関係機関が共同して検討するため、原子力

機構を運営主体とした「国家線量登録制度検討グループ」を昨年度に引き続き設置し

た（表 6）。検討グループの会合は、令和 2年 9 月 10 日及び令和 3年 1 月 15 日の 2 回

オンラインで開催した。会合では、昨年度検討した４つの制度案について（表 7）、日

本保健物理学会及び日本放射線安全管理学会でのステークホルダーからの意見を踏ま

えた検討を進めた。 

 

表 6．国家線量登録機関検討グループの構成員 
 

 氏 名 所 属 

主査 吉澤 道夫 日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所 

委員 飯本 武志 東京大学環境安全本部 

委員 伊藤 敦夫 放射線影響協会 放射線従事者中央登録センター 

委員 岡﨑 龍史 産業医科大学 産業生態科学研究所 

委員 渡部 浩司 東北大学 サイクロトロン・ラジオアイソトープセンター 

委員 神田 玲子 量子科学技術研究開発機構 放射線医学総合研究所 

委員 百瀬 琢麿 日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル工学研究所 

 

 

 ステークホルダー会合（1回目）の概要と制度案への反映 

日本保健物理学会第 53 回研究発表会企画セッション（令和 2年 6月 29 日）におい

て、主に放射線管理者を対象に検討した 4 つの制度案を説明して、今後の進め方（特

に医療分野へのアプローチ）を検討した。 

４つの制度案のどれを支持するか Web 投票でアンケートを実施した。その結果、①

国家線量登録機関による一括管理が 54％、②及び③の事業者設置機関が 30％、④業

界・分野別が 14％となり、最も理想的な制度①を支持する者が多かった。ただし④が

支持されなかった理由としては、具体的イメージがわからないことも考えられた。ま

た質疑においては、大学単体ではシステム整備が困難なため情報の共通化・標準化が

望まれる、医療分野では線量管理自体が課題である、線量管理の一元化の問題は政治

的な働きかけがないと進まない、といった意見・コメントが出された。 

アンケート結果では、一括管理を支持する者が多かったが、実現へのハードルが高

いことから、制度案④をスタートとして、そこから案②や③に展開していく案もオプ

ションとすることとした。また大きなステークホルダーである医療関係者へのアプロ

ーチの検討が必要であることから、医療放射線防護連絡協議会に協力を求め、研修会

等の機会を活用して説明から始めることとした。なお、費用負担は制度を決める上で
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重要な情報であるが、登録者数の仮定やサービスの範囲により登録制度のコスト試算

は大きく変わる。特に、医療分野では登録対象となり得る人数（複数事業所で勤務し

ている人数等）が不明なため、次年度に Web 等を活用した実態調査を行うこととし

た。 

 

 ステークホルダー会合（2回目）の概要と制度案への反映 

日本放射線安全管理学会第 19 回学術大会企画セッション（令和２年 12 月 10 日）で

は、各制度案に管理の合理化に関する事項を追加するとともに、各制度の展開案（制

度案④をスタートとして、そこから案②や③などに展開していく）を追加した報告を

行った。また制度案④の具体例として、原子力（除染）分野の制度立上げ及び大学連

携ネットワークでの先行事例も報告した。 

意見・コメントとしては、内部被ばく管理の扱い、線量の精度の検討があったが、

最も多かったのは費用に関するコメントであった。 

これを受けて、費用の検討を更に進めること及び制度構築を分野全体に進めるには

国の関与（制度構築に向けた働きかけ等）について議論し、次年度に更に検討する事

となった。また、活動の継続については、上記の医療分野への継続的な働きかけとと

もに、引き続き大学関係ネットワークとの連携を進めることとした。 

 

（イ）文献調査を用いた線量登録制度案の検討 

昨年度、諸外国における線量登録制度の現状（職業被ばくの分類を含む）について

調査したが、その際、注目すべき文献として、欧州におけるガイドライン Radiation 

Protection No.160（2009）“Technical Recommendations for Monitoring 

Individuals Occupationally Exposed to External Radiation”があった。今年度、

本文献を翻訳し、欧州における登録制度及び職業被ばくの分類について調査した。そ

の結果、各組織が図 6に示す役割で登録等を行っていること、また、その職業分類が

表 8のとおりとなっていることがわかった。 

その特徴としては、欧州では測定機関からの線量データ（我が国の１cm 線量当量

等）が主体であること、また、職業分類はかなり幅広く、自然線源（いわゆる NORM）

からの被ばくも含めていることが挙げられる。 

 

 



28
  

表
7
．

線
量

登
録

制
度

案
の

比
較

の
比

較
 

 

制
度

 
①

国
家

線
量

登
録

機
関

に
よ

る
一

括
管

理
 

②
事

業
者

設
置

機
関

に
よ

る
一

括
管

理
 

③
事

業
者

設
置

機
関

に
よ

る
管

理
（
対

象
限

定
）
 

④
業

界
・
分

野
別

の
管

理
（
対

象
限

定
）
 

対
象

 

全
て

の
放

射
線

業
務

従
事

者
 

全
て

の
放

射
線

業
務

従
事

者
 

一
部

の
放

射
線

業
務

従
事

者
 

1
．

複
数

事
業

所
や

異
動

が
頻

繁
な

作
業

者
 

2
．

一
定

線
量

(１
 o

r 
２

m
S
v）

以
上

の
作

業
者

 

た
だ

し
原

子
力

・
除

染
は

全
て

（
制

度
有

）
 

一
部

の
放

射
線

業
務

従
事

者
 

1
．

複
数

事
業

所
や

異
動

が
頻

繁
な

作
業

者
 

2
．

一
定

線
量

(１
 o

r 
２

m
S
v）

以
上

の
作

業
者

 

た
だ

し
原

子
力

・
除

染
は

全
て

（
制

度
有

）
 

目
的

・
役

割
 

1
．

規
制

の
有

効
性

確
認

 

2
．

日
本

人
の

完
全

な
職

業
被

ば
く
線

量
統

計
の

作
成

、
国

民
線

量
の

把
握

 

3
．

疫
学

研
究

、
U

N
S
C

E
A

R
等

へ
の

デ
ー

タ
提

供
 

4
．

労
災

保
険

に
係

る
被

ば
く
デ

ー
タ

提
供

 

5
．

被
ば

く
前

歴
等

の
把

握
（
照

会
対

応
）
 

6
．

個
人

被
ば

く
線

量
記

録
の

一
括

保
存

 

1
．

被
ば

く
前

歴
等

の
把

握
（
照

会
対

応
）
 

2
．

労
災

保
険

に
係

る
被

ば
く
デ

ー
タ

提
供

 

3
．

個
人

被
ば

く
線

量
記

録
の

一
括

保
存

 


 

法
的

位
置

付
け

要
 

＜
国

か
ら

の
委

託
等

が
あ

れ
ば

対
応

＞
 

1
．

規
制

の
有

効
性

確
認

 

2
．

日
本

人
の

完
全

な
職

業
被

ば
く
線

量
統

計
の

作
成

、
国

民
線

量
の

把
握

 

3
．

疫
学

研
究

、
U

N
S
C

E
A

R
等

へ
の

デ
ー

タ
提

供
 

1
．

被
ば

く
前

歴
等

の
把

握
（
照

会
対

応
）
 

2
．

労
災

保
険

に
係

る
被

ば
く
デ

ー
タ

提
供

 

3
．

疫
学

研
究

等
へ

の
デ

ー
タ

提
供

 

1
．

被
ば

く
前

歴
等

の
把

握
（
照

会
対

応
）
 

2
．

労
災

保
険

に
係

る
被

ば
く
デ

ー
タ

提
供

 

3
．

疫
学

研
究

等
へ

の
デ

ー
タ

提
供

 

費
用

負
担

 
・
機

関
の

運
営

は
国

の
予

算
 

・
各

事
業

者
は

人
数

に
応

じ
た

手
数

料
負

担
 

・
各

事
業

者
が

人
数

に
応

じ
た

費
用

を
負

担
 

・
各

業
界

で
の

取
組

み
に

依
存

 
・
各

業
界

で
の

取
組

み
 

制
度

導
入

に
伴

う

個
人

線
量

管
理

の
合

理
化

 

1
．

被
ば

く
前

歴
の

把
握

が
容

易
 

2
．

線
量

記
録

の
保

管
義

務
の

免
除

 

3
．

あ
る

線
量

レ
ベ

ル
に

達
し

た
場

合
の

作
業

者
及

び
雇

用
主

へ
の

通
知

 

1
．

被
ば

く
前

歴
の

把
握

が
容

易
 

2
．

線
量

記
録

の
保

管
義

務
の

軽
減

 

3
．

5
年

間
積

算
（
実

効
線

量
、

眼
の

水
晶

体
線

量
）
が

容
易

 

1
．

被
ば

く
前

歴
の

照
会

対
応

 

2
．

線
量

記
録

の
保

管
義

務
の

軽
減

？
 

3
．

５
年

間
積

算
（実

効
線

量
、

眼
の

水
晶

体
線

量
）
が

容
易

 

1
．

被
ば

く
前

歴
の

把
握

が
容

易
 

2
．

線
量

記
録

の
保

管
義

務
の

軽
減

？
 

3
．

５
年

間
積

算
（実

効
線

量
、

眼
の

水
晶

体
線

量
）
が

容
易

 

線
量

管
理

制
度

と
し

て
の

完
全

さ
 

国
と

し
て

の
運

用
で

、
完

全
さ

は
高

い
 

参
加

状
況

に
依

存
 

（
規

制
要

求
必

要
）
 

必
要

な
者

に
限

定
し

た
制

度
（
規

制
要

求
必

要
）

前
歴

把
握

の
完

全
さ

に
は

欠
け

る
お

そ
れ

 

必
要

な
者

に
限

定
し

た
制

度
。

業
界

の
取

り
組

み

に
強

く
依

存
 

役
割

分
担

の
明

確
さ

 

国
が

こ
こ

ま
で

実
施

す
る

必
要

性
が

論
点

 
基

本
機

能
の

分
担

が
明

確
 

基
本

機
能

の
分

担
が

明
確

 
管

理
制

度
が

統
一

さ
れ

な
い

た
め

、
曖

昧
さ

が
残

る
 

費
用

負
担

 
国

の
負

担
が

大
 

受
益

者
負

担
が

明
確

 

事
業

者
の

負
担

大
 

受
益

者
負

担
が

明
確

 

事
業

者
の

負
担

は
②

よ
り

限
定

的
 

管
理

方
式

に
依

存
 

個
人

情
報

管
理

の
徹

底
度

 

一
括

管
理

の
た

め
◎

 

た
だ

し
、

国
と

し
て

は
重

い
 

設
置

機
関

が
一

括
管

理
す

る
た

め
◎

 
設

置
機

関
が

一
括

管
理

す
る

た
め

◎
 

各
々

の
制

度
に

依
存

す
る

が
、

他
に

比
べ

て
低

い
 

 



29 
 

図 6 欧州における職業被ばくデータ管理 

 
 
 
 

表 8．欧州における職業被ばくの分類（標準例） 
 

活動分野 具体的な行為 

原子力 ウラン採鉱（地下／地上）、 ウラン精錬、 ウラン濃縮及び転換 
原子炉運転（常勤）、原子炉運転（保守） 
燃料再処理（酸化物／金属）  
核燃料サイクルに関する研究 

医学 放射線診断（従来法、特殊な方法）、 歯科放射線学 
放射線治療（外部線源）、小線源法（手動、ｱﾌﾀｰﾛｰディﾝｸﾞ） 
生物医学研究 
その他すべての医学利用 

工業 工業照射、 工業用ラジオグラフィー、 発光剤、 RI 製造、 検層、 
加速器運転、その他すべての工業利用 

自然線源 民間飛行、ラドン、 
採掘（石炭：地下／地上）、 採掘（石炭以外：地下／地上） 
その他の採掘（リン酸塩、石油・ガスなど） 

その他 教育機関、獣医学、他  
原子力船及び補助施設、その他軍事利用 
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②線量測定機関認定制度の検討 

（ア）線量測定機関認定制度検討グループによる検討 

個人線量測定の信頼性確保に係る認定制度の検討については、昨年度と同様、日本

適合性認定協会が運営主体である「放射線モニタリングタスクフォースグループに一

本化して検討を進めた。当該グループのメンバーを表 9に示す。 

個人線量測定の信頼性確保に係る認定制度については、審査基準（ISO/IEC 17025

「試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項」）に追加される個人線量測定につ

いての補足要求事項（JAB RL380）にしたがって、個人線量測定サービス機関の認定が

実施された。一方、原子力事業者の中には、現在の JAB RL380 が対象としていない電

子式個人線量計を用いている事業者があることから、昨年度に認定範囲に電子式線量

計を含める改訂を検討し、令和２年 4月に JAB RL380 の改訂版が発行した。 

今年度は、次年度に眼の水晶体の線量限度が変更されることに伴い、３mm 線量当量

を用いた眼の水晶体のモニタリングが開始されることから、これに向けた改訂を検討

した。２回の会合（令和２年 4月 27 日及び 6月 18 日、いずれもオンライン会議）を

行い、認定対象に眼の水晶体モニタリング用の個人線量計及び３mm 線量当量を導入す

ることを検討し、令和 2 年 10 月に改定版が発行した。 

 

表 9．線量測定機関認定制度検討グループ 
 

 氏 名 所 属 

主査 吉澤 道夫 日本原子力研究開発機構 原子力科学研究所 

委員 辻村 憲雄 日本原子力研究開発機構 核燃料サイクル工学研究所 

委員 黒澤 忠弘 産業技術総合研究所 計量標準センター 

委員 柚木 彰 産業技術総合研究所 計量標準センター 

委員 當波 弘一 放射線計測協会 

委員 中村 吉秀 株式会社千代田テクノル 

委員 寿藤 紀道 個人線量測定機関協議会 

オブザーバ 小口 靖弘 個人線量測定機関協議会 

オブザーバ 担当者 原子力規制庁 

オブザーバ 担当者 厚生労働省労働基準局労働衛生課 

オブザーバ 担当者 関係電力事業者 

 

 

 (イ) 基礎データ収集作業 

個人線量測定機関の認定には技能試験を義務づけている。この技能試験では、測定

機関の線量計に放射線の種類、エネルギー、入射角度等の条件を変えて照射を行い、

測定機関には照射に関する情報は与えずに測定機関から測定値を報告してもらい、そ

の測定値と基準照射量を比較して、一定の許容範囲に入っているかを試験する。我が
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国における基礎データが少ないことから米国自主試験所認証プログラム（NVLAP）を参

考に現在の許容範囲を設定しているが、その妥当性を確認するため、データが少ない

線種で基礎データの収集を行った。 

昨年度までは X線に対するデータを取得したが、今年度はβ線の入射角度を変えた

照射について基礎データの収集を行った。照射は、国家標準とトレーサビリティを有

する（JCSS 登録機関）で行った。また、関連する JIS の基準及び技能試験の判定基準

との比較を行うデータ解析も実施した。その結果、β線の角度を変えた照射に対して

も、昨年度までの X 線と同様、現在の技能試験の判定基準は妥当であることが明らか

になった。 

 

(ウ) 外国調査 

国際標準化機構（ISO）の放射線防護分科会（TC85/SC2）基準中性子場に係るサブグ

ループ（WG2/SG3）専門家会合（令和 2年 11 月 17 日から 19 日、オンライン会合）に

専門家を参加させ、放射線標準校正技術関連の国際規格に関する情報を収集した。 

サブグループ会合では中性子標準場における中性子線の発生方法に関する規格

（ISO8529-1）の改訂案について前回に引き続き議論した。また、国際規格に関する最

新の動向を入手した。この結果は、今後の技能試験方法の検討に活用できる。 
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（４）放射線防護分野のグローバル若手人材の育成（付属資料 1 のサマリーを以下に記す） 

①国際的イベントへの若手専門家の派遣 

（昨年度までの進捗） 

平成 29 年度より、放射線防護人材の確保や若手の育成の必要性が議論されており、

さまざまな若手の活性化方策が提案される中、平成 30、31 年度は、国際的イベントへ

の若手専門家派遣事業を行い、放射線防護分野のグローバル若手人材育成のために具

体的なアクションを行った。 

 

（今年度の検討の経緯と結果) 

第 11 回代表者会議では、OECD-NEA 主催 International Radiological Protection 

School、IAEA 主催 International Conference on the Management of Naturally 

Occurring Radioactive Material (NORM) in Industry および IAEA 主催 

International Conference on Radiation Safety: Improving Radiation Protection 

in Practice の 3 つの会合を若手派遣対象会合として決定した。平成 31 年度に見直し

た「国際的機関が主催するイベントへの若手派遣事業」の選考の手順と基準に従い、

応募者の選考を行い、IAEA 主催の International Conference on Radiation Safety

に小池弘美氏（東京大学）を派遣することとした。しかしコロナ禍のため、当該イベ

ントが Web 開催となり、若手派遣および派遣者による報告は行われなかった。 

 

②若手研究者の主体的活動の支援 

（昨年度までの進捗） 

平成 30 年度の NW 合同報告会では、若手の組織の代表 2 名が若手を活性化する具体

的方策として、若手同士の交流の支援や表彰、博士号取得への支援、競争的資金の若

手枠の設置などを提案した。こうした提案の実現について代表者会議で議論を行い、

学会単位での検討を依頼するとともに、アンブレラ事業としてはアンケート調査を通

じて、実態把握や若手の声を集めることとした。また平成 31 年度から学会による若手

の支援や若手を交えた検討や若手研究者の主体的活動の支援を開始した。 

 

（今年度の検討の経緯と結果)  

 学会による若手への支援や若手を交えた学会活動 

・日本放射線影響学会では、学会とは別組織として活動してきた「若手放射線生物

学研究会」を「若手部会」として当該学会に統合し、財政的基盤を安定させた。

また学会内の主要な委員会に若手部会が推薦する会員を含めて、14 名の 40 歳未

満の若手会員を委員として加えた 

・日本放射線安全管理学会では、研究活動実績になる若手奨励金事業を規程化した。 

・日本保健物理学会では、「若手研究会（40 歳以下の有志学会員）」、「学友会（正・

準学会員有志）」、「教員等協議会（教職員有志）」の組織を再整備し、確実な活動
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実施のための予算を優先的に確保、担当理事を新たに設置した。また「若手研」

「学友会」及び「教員等協議会」の３組織の合同会議を月１回のペースで開催、

相互の情報・課題共有や課題解決に向けた議論等を通じて連携を強化した。 

 若手研究者の主体的活動の支援 

・日本放射線安全管理学会では、第 19 回学術大会（Web）において若手が「若手研

究者による放射線に関する研究紹介」を開催し、放射線生物学、核医学、放射線

教育分野から 1名ずつ発表を行った（令和 2年 12 月 11 日）。 

・日本保健物理学会では、令和 2年度企画シンポジウム（Web）において若手研究

会企画セッション「学友会と若手研活動を通して見えた日本保健物理学会 ～未来

に向けた提案～」が開催され、若手研究会や学友会が、それぞれの検討結果を報

告した（令和 3年 1月 27 日）。また若手研究会主催の「内部被曝モデル勉強会

（シリーズ）」がオンライン形式で開始された。 

 

また、代表者会議や日本放射線安全管理学会では、昨年度行った、放射線防護アカ

デミア参加学会合同の会員へのアンケート調査結果を誌上発表して、放射線防護人材

の枯渇の問題について、エビデンスベースで発信した。 

松田尚樹、中島覚、放射線安全管理人材の確保・育成に関する現状把握のための調

査結果報告、日本放射線安全管理学会誌、19(2), 118-121 (2020). 

神田玲子、飯本武志、甲斐倫明、児玉靖司、小林純也、酒井一夫、富永隆子、中島

覚、細井義夫、松田尚樹、杉浦紳之、百瀬琢麿、吉澤道夫、放射線防護関連学会

の合同アンケート調査で明らかになった人材確保・育成の課題、日本原子力学会

誌 ATOMOZ 62(12),47-52 (2020). 

神田玲子、飯本武志、甲斐倫明、児玉靖司、小林純也、酒井一夫、富永隆子、中島

覚、細井義夫、松田尚樹、杉浦紳之、百瀬琢麿、吉澤道夫、放射線防護関連学会

会員へのアンケート調査の報告―緊急被ばく医療人材に関する現状分析－、日本

放射線事故・災害医学会誌（投稿中） 
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２．放射線防護アンブレラによる情報共有と合意形成 

（１）国際動向に関するアンブレラ内の情報共有 

①国際動向報告会の企画運営・報告書作成 

 「放射線防護の基礎となる放射線リスク評価に関する国際動向」をテーマに第 4回

放射線防護に関わる国際動向報告会を開催した（令和 3年 1月 8 日、ZOOM ウェビナ

ー）。企画会議（令和 2年 10 月 27 日）は、ICRP 主委員会の甲斐委員を招へいして開

催され、テーマに関連する放射線防護に関連する代表的な国際的機関（原子放射線の

影響に関する国連科学委員会（UNSCEAR）、国際放射線防護委員会（ICRP）第一専門委

員会（C1）、米国放射線防護審議会（NCRP）、国際原子力機関（IAEA）放射線安全基準

委員会（RASSC）、OECD/NEA 放射線防護・公衆衛生委員会（CRPPH））の動向の情報共有

を行うとともに、放射線リスク評価に関する国際動向というテーマを中心に円卓討議

を行うことを決定した。 

本報告会は新型コロナウイルス感染防止のため、登壇者はそれぞれ離れた場所から

ビデオ会議システムに接続し、一般参加者への報告会のライブ配信を行った。登壇者

は 9 名で、一般参加者は 100 名であった。以下に報告会の概要をまとめる。 

 

(ア)国際機関の活動報告 

 UNSCEAR： UNSCEAR におけるリスクの定義が紹介され、2012 年附属書 A におけ

るリスク推定に関する放射線被ばくと健康影響の帰因性についての概説と附属書

B におけるリスク推定と予測における不確実性のレビューの紹介があった。 

 ICRP 第 1 専門委員会： C1 の下に設置されている TG の紹介があった。TG64 で

はプルトニウムおよびウランといったα核種についてがんのリスクの検討がなさ

れており報告書がパブリックコメントの反映を対応していること、TG91 では低

線量や低線量率の放射線によるリスク推定について検討がなされており、報告書

が完成していると紹介があった。TG99 は C5 からの流れを受け、標準動物や標

準植物のモデル化の検討がなされていると報告があった。その他にも TG の前段

階として、「予備的な」段階と位置づけされるワーキングパーティについて、「放

射線による循環器疾患」「子孫への影響および継世代影響」「異なる線種の影響」

「デトリメント算定のためのパラメータの検討」の紹介があった。 

 NCRP：直接しきい線量なし（LNT）モデル/仮説、中枢神経系への宇宙放射線影響

に関する検討や低 LET 放射線による神経変性疾患に関する報告について紹介が

あった。生物学と疫学の統合に関する検討では、NCRP は CDC から財政支援を受

け、CommentaryNo.24 と Report No.186 を刊行していることや、現在の検討状

況について紹介があった。循環器疾患に関する検討では ICRP での C1 傘下で TG 

設置の検討中であること、また NCRP の CommentaryNo.27 と Report No.180 の

紹介、PAC 1 での検討状況について報告があった。 

 IAEA-RASSC：令和 2 年 11 月に開催された放射線安全に関する国際会合の結論と
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して、倫理的な考慮は今後、防護に関する意思決定においてより重要な役割を果

たすこと、防護の基本原則である正当化と最適化を改善する必要があること、最

適化に関する決定は線量低減に焦点を当てすぎており、総合的なアプローチが必

要であること、規制機関はグレーデッドアプローチの適用を強化する必要がある

こと、免除とクリアランスの概念はより広範な応用が必要であることなどの 10 

の Key areas の報告があった。また個別安全指針「規制免除の概念の適用」

（DS499）と「ラドン被ばくに対する作業者の防護」（DS519）については、それ

ぞれ国際基本安全基準（GSR Part 3）の関連する要件が紹介され、指針の策定状

況や関連する他文書の紹介があった。 

 OECD/NEA-CRPPH：検討が開始された CRPPH 戦略的方向性の更新が紹介され、次

期 ICRP 主勧告に対して CRPPH として実践的インプットを提供する戦略目標が強

調されていることが紹介された。また最近開催されたワークショップである「ス

テークホルダーの関与：リスクコミュニケーション（2019）」と「最適化：合理

性の技術の再考（2020）」で得られた知見や課題が報告された。CRPPH では、人

と環境の防護のためのリスク管理の全体的な最適化を達成するため、重要な課題

についてさらに理解を深めることに特に重点が置かれていることが紹介された。 

  

（イ）パネルディスカッションでの議論 

 ICRP 第 2 専門委員会、同第 4 専門委員会、WHO、ICRP 主委員会からの活動紹介の

後、ファシリテーターから 6つのテーマが提示され、最新の国際機関の動向を踏ま

え、今後どのような分野で知見が変わる可能性があるのか、また我が国で期待される

取組みについて、研究や規制の観点から意見交換が行われた。 

 

 テーマ 1：低線量・低線量率のがんリスク評価 DDREF 方法論 

・NCRP では放射線加重係数と組織加重係数は ICRP の主勧告に従っている。 

・JAEA と RERF が共同して、原爆線量評価に用いる人体デジタルファントムの精密化

を行っているが、光子エネルギースペクトルとリスクとの関連の議論はまだ行われ

ていない。ICRP TG115 の RBE の議論も組織応答や宇宙を見据えた検討が中心。 

・近年、ロシアのマヤックの疫学データ等、慢性に係る線量率効果の評価のデータが

でてきているが、DDREF が 2 を超えるような疫学情報は少ない。 

・ICRP の TG では、生物では発がん実験データと疫学データの分析によって検討が行

われており、2 を超える値を示す情報は少ないのが現状であるが、環境研と放医研

のデータのプール解析から、DREF を 3 と推定した論文が発表された。 

 テーマ 2：がんリスクの修飾因子 

・デトリメント評価では、がんの致死性が配慮されているが、昨今の治癒率の向上を

どのようにリスクやデトリメント評価に反映するかは課題。 

・原爆データを現代の日本人や海外の人種に適用する場合、ERR モデルを使うとベー
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スラインが重要になってくる。 

・リスク評価では、非被ばく集団のベースラインの罹患率が重要になってくる。デト

リメントには ICRP 主勧告の改訂時期の治癒率・致死率が考慮されるのではないか。 

・今後はデータを世界で平均化することの意味を考えることが重要になってくる。 

・がんの修飾因子が問題となるとすれば、高線量の場合である。 

・リスク評価は複雑化することが許容されるが、放射線防護ではどこまで必要か、不

確かさを減らす考慮が必要になる。 

 テーマ 3：ラドン・子孫核種の線量評価とリスク評価 

・UNSCEAR では 2019 年レポートの中でラドンの線量評価について記載されている

が、線量換算係数に関しては従来の値を変更する必要はないという結論である。 

・ICRP では、放射線防護のための線量評価を疫学データの比較から行ってきたが、

最新は呼吸気道モデルをベースとする方法に変えた。その結果、不確かさの範囲で

あるが、線量換算係数に ICRP と UNSCEAR との間で違いが生じている。 

・ラドンの線量換算係数に関する IAEA 技術会合では、ラドン 222 の参考レベルを

1,000Bq/m3 を超えない値という幅で示しており、直ちに基準に関する要件を変更す

る必要はないと結論付けている。 

・現在、IAEA では ILO と共同で個別安全指針 DS519 を作成中であり、今後、ラドン

の線量換算係数の使用方法に関する国際的なコンセンサス文書として取りまとめら

れる予定である。 

 テーマ 4：不確かさ、リスク推定とリスク予測 

・不確かさには知識の不足によるもの、統計データのばらつきに起因する変動、性差

や年齢などの取り扱いの影響などがあり、整理が必要である。防護では、ある程度

シンプルにしないと、実務を複雑化することにもなりかねない。 

・従来、不確かさを避けるために防護上は安全側をとってきた。それとは別に真の値

を探すアプローチの継続も必要になってくる。 

・リスク予測にはリスクの背後にあるメカニズムの理解が必要である。一方で、低線

量における生物学的な実証の難しさがあることも認識しておくことが必要である。 

・過去に起きた事例に対するリスク推定（放射線起因性）と防護上のリスク予測の区

別が専門家の間でもできていない。 

 テーマ 5：Graded approach、合理性、規制免除 

・ICRP でも被ばく状況の違いによる Reasonableness の違いの議論が始まった。 

・ICRP の考え方は、ALARA を定量化することから被ばく状況に変わってきた。NEA で

は放射線だけでなく well-being を視野に入れるようになってきた。 

・ICRP は Reasonableness と Tolerability の TG を Ethics に位置付けたことから

も、防護の根本的な考え方の一つとして取り入れるのではないか。 

・Reasonable には practical や fairness といった意味もあり、今後は方法論の

fairness が重要になり、より倫理面での議論が重要になる。 
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 テーマ 6：リスコミュニケーション 

・IAEA は、緊急時におけるパブリックコミュニケーションに関する共通安全指針を

令和 2 年に発行した。この指針では、放射線起因性に関する UNSCEAR2012 年レポー

トを踏まえ、放射線の健康影響を 3 つの色に分けて、尺度を示しているが、これら

の指針の内容が実際の社会でどこまで機能するのか、議論する余地がある。 

・WHO は、緊急時のコミュニケーションに関する報告書を公開したが、コミュニケー

ションがどこまで一般化可能か疑問である。ラドンや小児の医療被ばくのリスクコ

ミュニケーションに関する WHO レポートは、平時用なので日本でも利用可能。 

 

（ウ）報告会により収集した情報の展開 

本報告会で収集した情報は報告書に取りまとめ、本事業 HP において公表された。 

 

表 10．第 4 回放射線防護に関わる国際動向報告会 

（令和 3 年 1 月 8 日、ZOOM ウェビナー）プログラム 

 

時間 内容（敬称略） 

13:00～13:10 事務連絡：ウェビナーに関する諸注意 

13:10～13:15 開会挨拶：高山 研（原子力規制庁） 

13:15～13:30 講演「UNSCEAR におけるリスクに関する検討状況」 

講師：川口 勇生（量子科学技術研究開発機構） 

13:30～13:45 

 

講演「ICRP 第１専門委員会（C1)における検討状況」 

講師：酒井 一夫（東京医療保健大学） 

13:45～14:00 

 

講演「米国放射線防護審議会（NCRP）での放射線リスクに関する最近の検討状況」 

講師：浜田 信行（電力中央研究所） 

14:00～14:15 

 

講演「IAEA 放射線安全基準委員会（RASSC）における最近の検討状況」 

講師：荻野 晴之（原子力規制庁） 

14:15～14:30 

 

講演「OECD/NEA 放射線防護・公衆衛生委員会（CRPPH）における最近の検討状況」 

講師：本間 俊充（原子力規制庁） 

14:30～14:40 休憩 

14:40～16:55 

 

パネルディスカッション 

「放射線リスク評価に関する国際動向」 

ファシリテーター：[ICRP MC]甲斐 倫明（大分県立看護科学大学） 

パネリスト：[ICRP C1]酒井 一夫（東京医療保健大学） 

[ICRP C2]佐藤 達彦（日本原子力研究開発機構） 

[ICRP C4]伴 信彦（原子力規制委員会） 

[ICRP C4/OECD/NEA]本間 俊充（原子力規制庁） 

[UNSCEAR]川口 勇生（量子科学技術研究開発機構） 

[IAEA/RASSC]荻野 晴之（原子力規制庁） 

[WHO]神田 玲子（量子科学技術研究開発機構） 

[NCRP PAC1]浜田 信行（電力中央研究所） 

16:55～17:00 閉会：高橋 知之（京都大学） 
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②国際的機関からの専門家との意見交換 

ICRP 第 4 専門委員会委員の Thierry Schneider 氏（Nuclear Protection Evaluation 

Center、フランス）と量研研究者 2 名および防災の専門家が原子力災害時の避難の国・

地方自治体の取り組みやステークホルダー関与に関して意見交換を行った（令和 2 年

11 月 12 日、オンラインにて実施）。あらかじめ日本リスク学会「原子力災害の防護方

策意思決定タスクグループ」が検討した以下の質問に従い、インタビュー形式で意見交

換を行った。主な質疑内容を以下に記す。 

 

Q1)原子力災害時に避難しないという選択をとり得る可能性はあるか。あるとしたら

それはどのような場合か 

A1)フランスでは、想定されている第一の選択肢が避難。ほとんどの場合において避難

が想定され、防災訓練も行われている。議論の余地があるのは，病院や高齢者がい

る特定の施設の場合。この問題は福島事故の後、避難が本当に必要かという議論が

行われたが、原則的には、避難が第一選択であることに変更はない。 

Q2) 避難してはいけない人を区別する主な基準は何か 

A2)フランスの意思決定プロセスは、日本での県知事に相当する、地域の州の責任ある

代表者に依存している。この意思決定者は、まず専門家から被ばくのレベルやリス

クの情報を得る。しかしこれが唯一の基準ではなく、被ばくのレベルや予測に応じ

て強制的に避難させられるわけではない。農業等、動物の世話をする必要があるの

で、そこに人を置いておく必要があるのかどうかも考慮される。また原子力発電所

の近くに化学工場がある場合も議論は違ってくる。 

Q3) 被ばくリスクのほかに、被ばく以外のリスク、経済、文化的要件など考慮された

ことがあるのか 

A3) 被ばくリスクは一つの基準になるが、唯一の基準ではない。適切な避難を行うた

めにはどのくらいの時間が必要なのか、遅すぎないかを評価し、もし遅すぎるなら

避難しないということになる。また現在、フランスでは、緊急対策を考えなければ

ならない地域を広げようという議論がある。原子力発電所の周辺を数キロから 10

キロに拡大している。経済、文化的要件など考慮しなければいけない、というより、

まずは避難を実施するための手段を確保する、あるいは持っているかどうかという

ことを確認するということが重要である。 

Q4）自然災害等、他の緊急事態にも共通の枠組みで対応しているか 

A4）地域の県知事が国民保護に責任を持つという点では同じだが、原発事故について

は、具体的な規制と具体的な枠組みがある。フランスでは、日本のように自然災害

の経験があるわけではないが、ここ数年で自然災害の経験をしている。避難のダイ

ナミックさが原子力災害とは微妙に違うと感じている。情報伝達はまだしも、復旧

にプロセスについてはもっと議論をしなければならず、徐々に原子力関係者との交

流が組織化されてきているが、枠組みは異なる。 
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Q5）フランスの研究者が行っている福島原発事故の研究は、フランスの防護措置にど

のように反映されているのか 

A5）原子力事故後管理運営委員会（CODIRPA、原子力安全局が設置）がプラットフォー

ムとなり、教訓を反映して、フランスの規制や枠組みに関するロードマップを改訂

した。避難指示をどう解除するかは、当局の判断だけではなく、対話の場を設ける、

付随する措置を設けるなどのプロセスの設定が必要だとわかった。除染の合理性

（除染をどこまでやるのか）を、地域の社会経済活動の将来、環境保護、廃棄物の

管理など、より広い視野で除染の問題を統合して考える必要がある。食料生産、農

業、海洋環境：事故直後の判断が長期にわたり重要な影響を持つので、しっかりと

した準備が必要である。 

 

事業代表者は上記のインタビューの内容を、日本リスク学会第 33 回年次大会企画セ

ッション「原子力災害時の避難や除染に関するリスクトレードオフとステークホルダー

関与」で報告した（令和 2年 11 月 22 日）。 
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（２）放射線防護に関するアンブレラ内の意思決定 

①ネットワーク合同報告会の企画運営・報告書作成 

 令和 3 年 2 月 9 日にネットワーク合同報告会を開催し、大学、研究所、学協会、省

庁、事業者など様々なステークホルダーが参加した（総数 40 名）。以下に報告会の概要

をまとめるが、報告書(付属資料 5)は本事業 HP において公表済みである。また代表者

会議の活動、国際動向報告会および各学会やネットワークの活動の内容は、本報告書内

の１.(１)～(４）および２.(１)での記載と重なるため、詳細については割愛する。 

 

表 11．第 4 回ネットワーク合同報告会プログラム（令和 3 年 2 月 9 日） 
 

14:00-14:05 開会のあいさつ                 高山 研（原子力規制庁） 

14:05-14:40 アンブレラの活動概要 I 
～代表者会議や実効線量と実用量に関
する WG の活動～ 
・全般について（15 分） 
・国際動向報告会（10 分） 
<質疑応答 10 分>  

座長：吉澤 道夫（事業担当者、原子力機構） 
 

 
神田 玲子(量研） 
杉浦 紳之（原安協） 

 

14：40-15：10 アンブレラの活動概要 II 
～参加学会を中心とした活動～ 
・日本放射線安全管理学会（5 分） 
・日本放射線影響学会（5 分） 
・日本放射線事故・災害医学会（5 分） 
・日本保健物理学会（5 分） 
<質疑応答 10 分> 

座長：百瀬 琢麿（事業担当者、原子力機構） 
 
中島 覚（広島大学、日本放射線安全管理学会） 
児玉 靖司（大阪府立大学、日本放射線影響学会）  
富永 隆子（量研、日本放射線事故・災害医学会） 
飯本 武志（東京大学、日本保健物理学会） 

 

15：10-15：50 アンブレラの活動概要 III 
～ネットワーク（NW）を中心とした活動～ 
・職業被ばく最適化推進 NW（15 分） 
・緊急時放射線防護 NW（15 分） 
<質疑応答 10 分> 

座長：杉浦 紳之（事業担当者、原安協） 
 
吉澤 道夫(原子力機構) 
百瀬 琢麿(原子力機構) 

 

15：50-16：50 パネルディスカッション：放射線防護アン
ブレラの活動の振り返りと今後   
・パネルディスカッション 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・原子力規制庁からのコメント    

座長：神田 玲子（量研） 
パネラー： 

飯本 武志（東京大学、日本保健物理学会） 
甲斐 倫明 

（大分看護科学大学、日本保健物理学会/PLANET） 
小林 純也（京都大学、日本放射線影響学会） 
児玉 靖司（大阪府立大学、日本放射線影響学会）  
酒井 一夫（東京医療保健大学、PLANET） 
富永 隆子（量研、日本放射線事故・災害医学会） 
中島 覚（広島大学、日本放射線安全管理学会） 
松田 尚樹（長崎大学、日本放射線安全管理学会） 

橋本 周（原子力機構、日本原子力学会 保健物理・
環境科学部会） 

加藤 尊秋 
（北九州市立大学、日本リスク学会・原子力災害の  
  防護方策の意思決定に関する検討 TG） 

百瀬 琢麿(原子力機構) 
吉澤 道夫(原子力機構) 
杉浦 紳之(原安協) 

高山 研（原子力規制庁） 

16:50-16:55 プログラムオフィサーによる総評       高橋 知之(京都大） 
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（ア）開会の挨拶 

原子力規制庁の高山氏が、コロナ禍での事業活動と本報告会の位置付けを述べた。 

 

（イ）アンブレラの活動概要 I～代表者会議や実効線量と実用量に関する WG の活動～

本事業代表機関の神田氏（量研）が、アンブレラ事業の組織と事業の概略を説明し

た。昨年度までの検討をベースに、事業 4 年目として妥当な事業の進捗とアウトプ

ットの創出が行われたことを説明した。また本事業分担機関の杉浦氏（原安協）

が、第 4 回国際動向報告会の概要と課題について報告した。 

 

（ウ）アンブレラの活動概要 II～参加学会を中心とした活動～ 

放射線防護アカデミア参加学会の各代表者が、今年度学会が実施した、海外の最新知

見の収集や国内の放射線規制の課題に関する調査と人材育成・確保に向けた取り組みに

ついて報告した。 

 

（エ）アンブレラの活動概要 III～ネットワーク（NW）を中心とした活動～ 

本事業分担機関の吉澤氏（原子力機構）が、我が国の現状を踏まえて実現可能な国家

線量登録制度を複数案提示し、ステークホルダーを交えて検討を行った結果を報告した。

また本事業分担機関の百瀬氏（原子力機構）が、緊急時放射線防護ネットワークの制度

案について、ステークホルダーを交えて検討を行った結果を報告した。 

 

（オ）パネルディスカッション：放射線防護アンブレラの活動の振り返りと今後（表 12）  

事前に代表者会議メンバーにアンケートを実施し、4年間に行った事業について自己

評価を行った。このアンケート結果をベースに、これまでの活動を振り返るパネルディ

スカッションを行った。パネラーは、代表者会議メンバーと今年度から本事業に参加し

た、日本原子力学会保健物理・環境科学部会と日本リスク学会原子力災害の防護方策意

思決定タスクグループからの参加者が務めた。また指定発言者である高山氏（原子力規

制庁）からは、学会員と行政・規制側の双方にとってメリットになるような活動がアン

ブレラ事業の理想であるとのコメントがあった。 

 

（カ）プログラムオフィサー（PO）による総評 

本事業 PO である高橋氏（京都大学）が、本日の議論をベースに最終年度である来年

度は今後のネットワーク活動に向けての議論が必要であると述べた。 

 

(キ)閉会のあいさつ 

本事業代表者が、コロナ禍での人材育成への影響を例に、次年度はアカデミアの役割

とは何か、学会とは何か、という原点に立ち返って、委託事業終了後の議論をしていき

たいと述べた。 
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表 12．パネルディスカッションのまとめ（パネラーの意見の一覧） 
 

（1）防護アカデミアが主導的に行った活動 
 
【学会連携全般】 
・学会として刺激を受けた 
・当初は、放射線防護に資する活動のイメージがつかみにくく、意義が理解しづらかった 
・他学会と連携を取ることで、広い意味での放射線防護を考える機会になり、刺激を受けて、国

際化を行った 
・学会の連携は時代の趨勢で合同大会の開催等はしていたが、アンブレラ事業は一緒に仕掛

けるものとして一歩前進した 
 
【学会連携による低線量リスクに関するコンセンサスの策定】 
・非常に実りのある成果につながった 
・これまで防護が身近な課題ではなかったが、事業に主体的に参加してよかった 
・関連分野でありながら、密に交流があったわけではなかった学会同士が規制ニーズを視野に

連携して、成果物をまとめたのは大きな功績 
・低線量のコンセンサスは、しばらくバイブルとして使えるもの 
 
【学会員に関する合同調査】 
・アンケートにより、会員の意見やバックグラウンドがわかり、多様性を持った学会とわかってよ

かった。特に若手の人材育成や裾野を広げることを考える機会となった 
・アンケートにより、学会の立ち位置や学会としての特徴、人材育成の重要性が分かった 
 
【学会による重点テーマの検討】 
・アカデミアの問題意識と規制側が考えているものでは少し違いがあったので、規制側がビジョ

ンを示した上で、アカデミア側が提案すると、もっと効果的だった 
 
【事故・緊急時対応向上のための提言】 
・放射線防護に関する重要なポイントの掘り起こしにつながる成果 
・学会として主体的に関われたことは非常に良かった 
 
【その他、学会での活動全般】 
・学会員の活性化につなげることが難しかった。現在は、若手と中堅、40 代の会員がアンブレラ
事業を直接関わるようにしている 
・放射線生物の分野では、規制に近いところに関心を持っている方は少数派。現在、放射線生
物学の出口である応用先として、放射線治療以外に、放射線リスクや低線量影響をイメージす
る方が増えたのはアンブレラの活動の一つの大きな成果 
 
【課題解決型ネットワークの検討や、アンブレラ側からの関与】 
・緊急時や線量登録の検討は、非常に成功した例 
・緊急時放射線防護ネットワークとアカデミアの関係はこれからが佳境。アカデミアからのネット

ワークへの登録やネットワークの課題解決へ協力を期待 
・職業被ばくの個人線量管理に関しては、担当者のフィールドを超えて他の大学連携ネットワー

クや医療分野との連携を進めた。実務に近い安全管理学会との連携やコミュニケーションを
意識して活動することで、より分野が広がり、ステークホルダーとの議論もできる 

 

（２）情報発信 
 
【国際動向報告会】 
・国際動向報告会は、非常に成功した例（甲斐） 
・総花的な講演会からテーマを絞った円卓会議とだんだん中身が濃くなってきた。議論した内容

の公表と、広い分野が共通して関心なるテーマの設定が今後の課題 
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【実効線量と実用量に関する WG が行っている Webinar（全 5 回シリーズ）】 
・学生を含む新しいメンバーたちに、線量についてしっかり知ってもらう機会であり、我々のよう

な教える側のメンバーにとってもいろいろな気付きがあった。いろんな視点から、今回の
Webinar はいい仕組み、いい企画だった 

・Webinar は分野外からも参加しやすいイベント。Webinar に外部の人を呼ぶためには、放射線
防護にも共通する課題があることを示すとよい 

 

（3）若手人材のための企画 
 
【人材育成全般、すそ野の拡張】 
・関連分野の学協会が連携して長期に取り組むべき課題で、短期で評価するべきではない。今
後の活動の持続が大切 
・厚労省や環境省等と連携ができれば、この分野の裾野を広げられるのではないか 
・学会によって若手育成のとらえ方が違い、計画の練り直しは必要だが、今後も続けなければ
いけない 
・副業でやる人をどう増やすかが課題、いいアイディアが出るとよい 
・放射線の世界を超えたアクセスに関して、保健物理学会の若手との意見交換でも話題として
上っている 
 
【国際的機関が主催するイベントへの若手の派遣（グローバル人材の育成）】 
若手の研究者を様々な場面で OJT に派遣したことは若手研究者にとって有効 
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②代表者会議の運営 

 放射線防護アカデミアに参加する 4学会と PLANET の代表者、ならびにアンブレラ事

業担当者からなる代表者会議を組織し（表 13）、5 回の会合を開催した。詳細は付属資

料 6を参照のこと。 

 

 第 12 回放射線防護アンブレラ代表者会議（令和 2年 6月 11 日） 

 議長の選出ののち、コロナ禍において、今年度のアンブレラ関連の会合は基本 Web

で行うことを決定した。また今年度の年間スケジュールを確認し、放射線防護アカデ

ミアによる放射線防護対策の推進に関する調査と提言ならびに放射線防護人材の確

保・育成について集中的に審議を行った。さらに国際的機関主催会合への若手派遣事

業の応募状況や審査の手順や基準の確認、海外渡航の制限下での対応を審議した。 

  

 第 13 回放射線防護アンブレラ代表者会議（令和 2年 8月 20 日） 

オンラインを活用した取り組みを強化することとし、Web による進路等個別相談会

の実施要領や実効線量と実用量に関する WG (線量 WG)の立ち上げと Webinar の開催提

案について検討した。また学会やネットワークの活動の進捗を確認した。 

 

 第 14 回放射線防護アンブレラ代表者会議（令和 2年 12 月 25 日） 

学会、ネットワークおよび線量 WG における活動の進捗を確認した。また国際動向報

告会と NW 合同報告会のプログラムを確認した。代表者会議メンバーに実施したアンケ

ート結果を報告し、NW 合同報告会のパネルディスカッションの進め方について審議し

た。 

 

 第 15 回放射線防護アンブレラ代表者会議（令和 3年 1月 22-29 日、メール審議） 

次年度のアンブレラの事業計画の大枠、特にアカデミアの活動についての議論を行っ

た。その結果、放射線防護アカデミアからの放射線防護対策の提言のとりまとめに重き

をおいた次年度計画が承認された。 

 

 第 16 回放射線防護アンブレラ代表者会議（令和 3年 3月 1 日） 

今年度の学会やネットワークの報告書のとりまとめについて確認を行った。また次

年度の年次計画に関しては、アカデミア参加学会による放射線防護対策の提言の取り

まとめのプロセスや若手人材育成のための取り組みの詳細を決定した。さらに次年度

の国際的機関主催会合等への若手派遣に関しては、今年度中に募集を開始する必要が

あることから、詳細について審議し、応募要領を定めた。 
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表 13．代表者会議 構成員リスト（令和 3 年 3 月 31 日現在) 
 

 
  

参加団体 被推薦者 所属 

日本放射線安全管理学会 
中島 覚 広島大学 自然科学研究支援開発センター 

松田 尚樹 長崎大学 原爆後障害医療研究所  

日本放射線影響学会 
児玉 靖司 大阪府立大学大学院 理学系研究科  

小林 純也  国際医療福祉大学 成田保健医療学部 

日本放射線事故・災害医学会 
富永 隆子 量研 高度被ばく医療センター 

細井 義夫 東北大学大学院 医学系研究科  

日本保健物理学会 
赤羽 恵一 量研・放医研 計測・線量評価部  

甲斐 倫明 大分県立看護科学大学  

放射線リスク・防護研究基盤 
甲斐 倫明 大分県立看護科学大学  

酒井 一夫 東京医療保健大学  

   

運営母体 担当者 所属 

原子力規制委員会原子力規制
庁 

高橋 知之 
プログラムオフィサー 
京都大学 複合原子力科学研究所 

高山 研 

原子力規制庁 放射線防護グループ  
放射線防護企画課 

大町 康 

小林 駿司 

荻野 晴之 

滝  剣朗 

量子科学技術研究開発機構 

神田 玲子 放医研 放射線防護情報統合センター 

岩岡 和輝 放医研 放射線防護情報統合センター 

山田 裕 福島再生支援研究部 

日本原子力研究開発機構 
百瀬 琢麿 核燃料サイクル工学研究所 

吉澤 道夫 原子力科学研究所 

原子力安全研究協会 杉浦 紳之 理事長 
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（３）アンブレラから社会への情報発信 

(ア)放射線防護アンブレアの HP の活用 

 令和 2 年度は、放射線防護アンブレラの HP（http://www.umbrella-rp.jp/）に 15 件の

新着情報を配信した。アンブレラ事業に関するアナウンスが 11 件、国際的機関主催の

イベントのアナウンスが 3件、国際的機関の採用情報が 1 件となっている。特に今年

度は、Webinar の登録等もアンブレラの HP を活用した。 

 

(イ) 放射線影響・放射線防護ナレッジベース‟Sirabe”の利用 

 放射線防護に関する科学的情報の発信にあたっては、放射線影響・放射線防護ナレ

ッジベース‟Sirabe”（http://133.63.23.55/sirabe/index.php/）を活用した。このシ

ステムは、国内の放射線防護に関する諸制度と国際的な放射線防護等に関する知見等

を Web 上で閲覧できるサイトで、原子力規制委員会からの委託により 5年間かけて作

成し、平成 31 年 3 月に一般公開したものである。 

ナレッジベースのコンテンツや機能の追加や更新および運用に関しては、放射線影

響・防護に関して幅広い知識を持っている専門家や国際機関活動に参加している専門

家、リスクに関する情報発信に経験のある専門家から成る運用委員会とコンテンツの

執筆や査読を担当する編集部会が組織されたナレッジベース‟Sirabe”のコンテンツの

拡充にあたり、今年度は、放射線審議会の議論や社会的関心等を考慮し、今年度の放

射線審議会の議論や社会的関心等を考慮し、放射線影響・放射線防護ナレッジベース

‟Sirabe”のコンテンツに追加する新規項目を作成した。具体的には、事故の線量評

価、動物実験や疫学によるリスク評価、医療現場の被ばく等に関する原著論文の解説

5 件、放射性廃棄物や 3 つの被ばくの状況や眼の水晶体等に関する基本解説 5件、用

語集 11 件を新規に執筆した（表 14）。 

放射線影響・防護ナレッジベース運用委員会（メール会議、令和 3年 1月 29 日～2

月 17 日）および同委員会編集部会（メール会議、令和 2年 12 月 17 日～令和 3年 1

月 8 日）において、新規・更新項目の承認ならびに次年度以降の活動方針について審

議し、トリチウムに関連する項目の拡充等を計画している。 

 

（ウ）実効線量と実用量に関する Webinar（全 5 回シリーズ）の利用 

実効線量と実用量に関する WG が企画・開催した実効線量と実用量に関する Webinar

（全 5 回シリーズ）を、令和 2年 10 月 30 日、11 月 24 日、12 月 18 日、令和 3 年 1

月 25 日、2月 22 日に開催し、延べ 857 名がリアルタイムで視聴した（表 15、16）。

Webinar に 1 回以上参加登録した者に 5回分の動画配信を行った。 

動画配信を行うことを明らかにした 2回目以降、参加者は 1回目よりは少なくなっ

たが、それでも対面式のイベントの平均的参加者数（国際動向報告会では 100 名程

度）よりも多い視聴者が毎回リアルタイムに Webinar に参加した。国内の放射線防護
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人材の母集団の小ささから考えると、延べ人数 857 という数値は十分大きく、情報共

有の効果があったと考える。 

なお現在、来年度の Webinar のテーマに関するアンケートを実施しており、特に若

手のニーズに配慮した企画を行う予定である。 

 

表 14．令和 2 年度放射線影響・放射線防護ナレッジベース新規掲載コンテンツ 
 

大項目 分野 タイトル 

論文解説 
(5 件) 

線源 
Ohba et al: Reconstruction of residents’ early internal doses 
after the Fukushima Daiichi nuclear power station accident.   
Sci. Rep. 10:3639 (2020)  

影響 

Imaoka et al: Prominent Dose-Rate Effect and Its Age 
Dependence of Rat Mammary Carcinogenesis Induced by 
Continuous Gamma-Ray Exposure  
Radiat Res.191(3):245-254 (2019) 

影響 

Sadakane et al. Radiation and Risk of Liver, Biliary Tract, and 
Pancreatic Cancers among Atomic Bomb Survivors in 
Hiroshima and Nagasaki: 1958–2009.  
Radiat Res.192(3):299-310 (2019) 

影響 
三浦富智ら, 整形外科医の超局所慢性被曝による染色体異常 
臨床整形外科 55(2), 109-113 (2020) 

影響 

Abe et al: Investigation of the cumulative number of 
chromosome aberrations induced by three consecutive CT 
examinations in eight patients.  
J Radiat Res, 60(6),729-739 (2019) 

基本解説 
(5 件) 

線源 放射性廃棄物の処分 

影響 眼の水晶体 

防護 ICRP の 3 つの被ばく状況 

国際的機関の見解 水晶体等価線量限度の変遷と国内規制動向 

放射線影響・規制に関
する諸組織・諸機関等 

職業放射線防護評価サービス（Occupational Radiation 
Protection Appraisals (ORPAS)） 

用語集 
(11 件) 

影響 ギムザ染色法 

影響 FISH 法 

影響 （放射線の）間接作用／直接作用 

影響 亜致死損傷回復 

影響 細胞周期チェックポイント 

影響 DNA 二本鎖切断 

影響 前駆症状 

影響 不均等被ばく 

影響 環状染色体 

影響 体細胞分裂 

影響 早期影響（晩発影響との違い） 
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表 15．実効線量と実用量に関する Webinar（全 5 回シリーズ）の概要 
 

 開催日 タイトル 講師 
座長(WG メ

ンバー) 

1 回目 
令和 2 年 

10 月 30 日 
線量の歴史的背景と意味合いー
実効線量を中心としてー 

岩井敏(原子力安全推進協会) 岩岡和輝 

2 回目 
令和 2 年 

11 月 24 日 
放射線リスクと実効線量 佐々木道也(電力中央研究所) 保田浩志 

3 回目 
令和 2 年 

12 月 18 日 
ICRU/ICRP が提案する新たな実用
量と課題 

小田啓二（神戸大学） 佐々木道也 

4 回目 
令和 3 年 
1 月 25 日 

確定的影響と生物学的効果比
（RBE） 

保田浩志(広島大学) 床次眞司 

5 回目 
令和 3 年 
2 月 22 日 

医療に関わる領域での実効線量表
記の問題点と課題 -線量に関する
コミュニケーションの観点から- 

細井義夫(東北大学) 
パネラー 
赤羽正章（国際福祉医療大学
/立崎英夫(量研)/甲斐倫明
（大分看護科学大学） 

細井義夫 
 
(ファシリテータ
ー：神田玲子） 

 

  

 

 

表 16．実効線量と実用量に関する Webinar（全 5 回シリーズ）の参加者数 
 

属性 

人数 

1 回目 

線量の歴史

的背景 

2 回目 

放射線リスク

と実効線量 

3 回目 

新たな実用

量と課題 

4 回目 

確定的影響

と RBE 

5 回目 

実効線量表

記の問題点 

全 5 回

合計 

大学（病院以外） 72 51 51 44 47 265 

企業 73 46 30 27 18 194 

研究所（大学以外） 59 36 37 38 21 191 

病院（大学病院含む） 19 16 10 16 45 106 

学協会(NPO、法人を含む） 20 11 10 11 6 58 

行政 7 4 2 2 2 17 

その他 （一般の人など） 6 8 6 3 3 26 

合計 256 172 146 141 142 857 
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Ⅴ．今年度の成果の概要 

 

1．成果の概要 

 本事業では、課題解決に向けたプロセスに大きなウェイトを置き、特にステークホル

ダー間の合意形成を重視した活動をしている。そのため、情報収集や調査、あるいは提

案や提言のように‟見える”成果ではないが、情報共有・連携・協調のための仕組みづ

くりも大きな成果の一つと考えている。 

 

（１）課題解決に向けたプロセスの定型化 

近年、放射線防護方策の決定に、ステークホルダーの合意形成が必要な場面が増え

ている。課題が生じた際に、専門家が適切にステークホルダーの合意形成に関与する

ためには、「情報共有」「連携の場」「協調関係」という条件が整っている必要がある。 

本事業では、上記の条件を満たす環境を整えるため、様々な性格のネットワーク

（NW）を統合したアンブレラ型プラットフォーム（＝アンブレラ）を形成するととも

に、特定の課題を調査・分析するネットワークを設置し、ステークホルダーとともに

議論し、解決案を提示することを目標としている。 

この解決策の提示にあたり、当事業では、5年間をかけて、1.放射線防護アカデミ

アが課題を抽出し、2.課題解決に取り組む部隊を組織化して、3.解決策を検討して、

4.ステークホルダーと調整をして、5.解決策を実施するあるいは解決策を実施すべき

主体に提言する、というサイクルを回す仕組み作りを計画している（図 7）。 

事業内では大きく分けて 6つの課題に関して解決策の検討を行っているが、全て

が、課題抽出から着手しているわけではない。課題解決型ネットワークである、緊急

時放射線防護検討 NW と職業被ばく最適化推進 NW では、それぞれ「①緊急時対応人材

の育成と確保」や「②職業被ばくの個人単位での一元管理」という課題への解決策を

検討しているが、これらの課題は事業開始時からの“決めうち”の課題である。 

また放射線防護アカデミアは、学術界の 1 つのネットワークとして、これまでに

「③放射線安全規制研究の重点テーマの提案と実施」「④放射線防護人材の育成・確

保」「⑤実効線量と実用量の新しい概念を国内で取り入れる場合の諸問題」「⑥原子

力・放射線事故対応の問題」の解決を目指している。 

このうち③④は原子力規制委員会や事業代表者からの依頼で検討を開始しており、

放射線防護アカデミアが抽出した課題ではない。一方、⑤は、平成 31 年度に、国際動

向報告会の円卓討議で抽出された課題である。今年度は代表者会議内に「実効線量と

実用量に関する WG」を設置し、この課題の解決策の検討を引き継いだ。また⑥も放射

線防護アカデミアに参加する学会が課題抽出から取り組んだ課題で、来年度、放射線

防護アカデミアとして解決策の提言を試みるものである。 

このように 4 年目にして、課題解決のためのプロセスの定型化（各段階での適切な

主体による関与を含む）を完了した。 
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 事業 1年目から開始 

①緊急時対応人材の育成と確保 

②職業被ばくの個人単位での一元管理 

③放射線安全規制研究の重点テーマの提 

案と実施 

 ・研究推進委員会へのテーマ提案 

 ・重点テーマ候補研究の実施 

 事業 2年目から開始 

④放射線防護人材の育成・確保 

・現状把握 

  ・若手支援策の実施 

 事業 3年目から開始 

⑤実効線量と実用量の新しい概念を国 

内で取り入れる場合の諸問題 

・国際動向報告会の円卓会議 

・WG 組織化､Webinar 開催 

 事業 4年目から開始 

⑥原子力・放射線事故対応の問題抽出 

・学会ごとに調査・検討 

    

 
課題解決のための

プロセス 
各プロセスの活動の主体 

重点テーマ 人材育成 線量の問題 事故対応 

1．課題を抽出   円卓会議パネラー アカデミア参加学会 

2．部隊を組織   代表者会議 代表者会議 

3．解決策を検討 代表者会議 代表者会議 線量 WG 代表者会議 

4．合意形成 
アカデミア 

規制側 
若手研究者 
各学会 

  

5．策を実施/提言 
学会連携 

アカデミア外連携 
各学会 

アカデミア 
各学会 

原子力規制委員会 
原子力規制委員会 

関連省庁 

 

図 7．定型化された課題解決のためのプロセスと本事業の活動 

 

 
２）アウトプット創出のための仕組みの有効性（図 8） 

昨年度までに、放射線防護アカデミアが、分野連携の推進や科学的知見の規制への取

り入れへの貢献、放射線防護人材の確保・育成といった役割を果たす上での必要な情報

共有・連携・協調の場を形成し、その実効性を検証してきた。4年目にして放射線防護

アカデミアと 2つのネットワークによる課題解決策は、ステークホルダーとの意見交換

を経て現実的な形になった。このようにアウトプットが目に見える形となったというこ

とは、この間、「情報共有・連携・協調」のために構築してきた仕組みが本事業の目標

に合致していたことを意味している。 

昨年度は「複数学会の合同委員会」と「国際動向報告会」という枠組みを介して顕著
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な成果が得られた。 

今年度は Webinar（情報集約）や他分野学会との連携（研究・調査の遂行）、ステーク

ホルダー会合（オーソライズや合意形成）の有用性を確認することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 8．情報共有・連携・協調の場として有用であることが検証された仕組み 

(赤字は今年度の取り組み) 

 

２．事業の実績 

外部への発信として、誌上発表 7件、口頭発表 8件、審議会等での報告 2件、シンポ

ジウムや学会セッション等の企画 5 件等を行った。特に、誌上発表は昨年度に比べて倍

増した。 

 誌上発表（7 編） 

・Wang, B. and Yasuda, H. Relative biological effectiveness of high LET 

particles on the reproductive system and fetal development, Life, 

10(11), 298 (2020) 

・中野政尚 他、茨城県東海・大洗地区における福島第一原子力発電所事故後の環境

放射線モニタリングデータの共有と課題検討活動，保健物理., 55 (2), 102‐

109 (2020) 

・川口勇生 他、JHPS 国際シンポジウム「トリチウム問題をいかに解決すべきか？ 

-国際的視点および社会的視点から見た放射線防護- 保健物理,55(4), 173-182 

(2020) 

・松田尚樹、中島覚、放射線安全管理人材の確保・育成に関する現状把握のための調査

結果報告、日本放射線安全管理学会誌、19(2), 118-121 (2020). 

・神田玲子、放射線防護アカデミア―One team になる、Isotope News 2020 年 6 月号

(No769),3 (2020) 

・神田玲子、飯本武志、甲斐倫明、児玉靖司、小林純也、酒井一夫、富永隆子、中島覚、

代表者会議   

情報集約 
・議論 

喫緊の 
課題提案 

オーソライズや
合意形成 規制へ 

の反映 
研究や調査 

の遂⾏ 

国際動向報告会      NW 合同報告会 
学会イベント 

複数学会による 
合同委員会 

Webinar  他分野学会
との連携   ステークホルダー会合   
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細井義夫、松田尚樹、杉浦紳之、百瀬琢麿、吉澤道夫、放射線防護関連学会の合同

アンケート調査で明らかになった人材確保・育成の課題、日本原子力学会誌 ATOMOZ 

62(12),47-52 (2020). 

・神田玲子、本間俊充、高原省五、坪倉正治、大迫政浩、川口勇生、加藤尊秋、原子力

災害の防護方策の意思決定 -リスクトレードオフとステークホルダー関与-,リ

スク学研究（印刷中） 

・神田玲子、飯本武志、甲斐倫明、児玉靖司、小林純也、酒井一夫、富永隆子、中島覚、

細井義夫、松田尚樹、杉浦紳之、百瀬琢麿、吉澤道夫、放射線防護関連学会会員へ

のアンケート調査の報告―緊急被ばく医療人材に関する現状分析－、日本放射線

事故・災害医学会誌（投稿中） 

 口頭発表（8 件) 

・神田玲子、医学と放射線防護のクロスオーバー ～原子力規制委員会委託事業の紹介

～、医療被ばく研究情報ネットワーク第 12 回総会（Web）, 2020 年 4 月 11 日 

・吉澤道夫,神田玲子,飯本武志,伊藤敦夫,岡﨑龍史,百瀬琢麿,渡部浩司、職業被ばくの

個人線量管理方法の検討状況, 日本保健物理学会 第 53 回研究発表会, 2020 年 6

月 29 日,Web 開催 

・百瀬琢麿、早川剛、高田千恵、中野政尚、吉田忠義、緊急時放射線防護ネットワーク

構築の検討状況, 日本保健物理学会 第 53 回研究発表会, 2020 年 6 月 29 日,Web

開催 

・吉澤道夫,神田玲子,飯本武志,伊藤敦夫,岡﨑龍史,百瀬琢麿,渡部浩司、職業被ばくの

個人線量管理方法の検討状況,日本放射線安全管理学会 第 19 回学術大会,2020 年

12 月 10 日, Web 開催 

・渡邊裕貴、中野政尚、吉田忠義、高田千恵、早川剛、百瀬琢麿、緊急時放射線防護ネ

ットワークのあり方について ～緊急時環境モニタリングと避難退域時検査の支

援のために～,日本放射線安全管理学会 第 19回学術大会,2020年 12月 10日, Web

開催 

・角山雄一、海外の放射線施設の放射線事故に係る最新知見の収集、日本放射線安全管

理学会第 19 回学術大会(Web), 2020 年 12 月 11 日 

・桧垣正吾、国内の放射線事故が発生した際の放射線施設の緊急時対応の調査と提言、

日本放射線安全管理学会第 19 回学術大会(Web), 2020 年 12 月 11 日 

・松田尚樹、放射線安全管理人材の確保・育成に関する現状把握のための調査結果、日

本放射線安全管理学会第 19 回学術大会(Web), 2020 年 12 月 11 日 

 審議会での報告（2 件) 

・神田玲子：平成 31 年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野

における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成）
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事業における放射線防護に関する国際動向報告会の開催について, 放射線審議会

第 149 回総会, 2020 年 7 月 17 日 

・神田玲子：令和 3 年度放射線安全規制研究の研究課題について, 令和 2 年度第 1 回

研究推進委員会, 2020 年 11 月 20 日 

 シンポジウムや学会セッション等の企画（5件） 

・国際シンポジウム「トリチウム問題をいかに解決すべきか？」日本保健物理学会第 53

回研究発表会（Web）, 2020 年 6 月 29 日 

・企画シンポジウム「放射線防護の喫緊課題への提案 ～職業被ばくの個人線量管理と

緊急時対応人材の確保～」, 日本保健物理学会第 53 回研究発表会(Web), 2020 年

6 月 29 日 

・企画セッション「緊急事態対応人材の育成のネットワーク事業」, 日本放射線安全管

理学会第 19 回学術大会(Web), 2020 年 12 月 10 日 

・企画セッション「職業被ばくの一元化のネットワーク事業」, 日本放射線安全管理学

会第 19 回学術大会(Web), 2020 年 12 月 10 日 

・企画セッション「若手研究者による放射線に関する研究紹介」, 日本放射線安全管理

学会第 19 回学術大会(Web), 2020 年 12 月 11 日 

 特記事項 

・2020 年 10 月～2021 年 2 月にかけて、実効線量と実用量に関する Webinar 全 5 回シ

リーズ（1 時間の講演と 30 分の質疑）を開催した。開催日とテーマは、第 1 回「線

量の歴史的背景と意味合い －実効線量を中心として－」（講師：岩井敏氏）、第

2 回「（放射線リスクと実効線量」（講師：佐々木道也氏）、第 3回「ICRU/ICRP

が提案する新たな実用量と課題」（講師：小田啓二氏）、第 4 回「確定的影響と生

物学的効果比（RBE）」（講師：保田浩志氏）、第 5 回「医療に関わる領域での実

効線量表記の問題点と課題 ―線量に関するコミュニケーションの観点から―」

（講師：細井義夫氏、パネラー：赤羽正章氏、立崎英夫氏、甲斐倫明氏）。参加者

（第 1回から第 4回）はのべ約 700 名であった。 

・放射線防護に関する国際動向報告会（「Zoom ウェビナー」によるライブ配信）を令

和 3 年 1 月 8 日に開催。参加者は 100 名であった。「放射線防護の基礎となる放

射線リスク評価に関する国際動向」というテーマに基づき、放射線防護に関連す

る代表的な国際機関（ICRP、UNSCEAR、IAEA、OECD/NEA、NCRP）における最新の動

向や議論の状況について、関係者間での議論を深め、それをアンブレラ関係者に

情報共有できた。 

・2020 年 8 月 31 日～9 月 2 日に開催された ICRP の第 1 専門委員会会合において、ア

ンブレラ事業の取り組みが紹介された(紹介者：代表者会議前議長で、ICRP 第一専

門委員会委員の酒井一夫氏)。 
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Ⅵ．次年度の事業 

 

 ここまでに報告した通り、平成 29 年度～令和 2 年度の 4 件間の事業はロードマップ

および各年度の事業計画書に沿って実施した。次年度も基本的にはアンブレラ事業採択

時に策定したロードマップに従い事業計画を立案し、事業を進める。また研究評価委員

会からのコメント＊を踏まえ、研究終了後の課題解決型プラットフォームや放射線防護

アカデミアの将来像を意識して取りまとめるための計画を立案した。 

＊
「最終年度となる次年度においては、研究終了後の課題解決型プラットフォーム或いはネットワークの将

来像を意識して取りまとめて頂きたい。」 

 

〇代表者会議の活動 

・学会単位で行った海外の最新知見の収集や国内の放射線規制の課題に関する今年度

の調査結果をベースに、放射線防護アカデミアからの提言を取りまとめる。 

・実効線量と実用量に関する WG では、新たな線量概念の国内導入にあたり、国内外

の現状や課題と提言（提言先、提言内容）の取りまとめを行う。 

・国際的研究機関が主催する会合への若手派遣や、若手向けの Webinar 開催により、

グローバル人材の育成や放射線防護人材のすそ野拡大を行う 

 

〇放射線防護アカデミア参加学会の活動 

・今年度、学会単位で行った調査や検討結果の誌上発表を行う。 

・学会による若手支援や若手を交えた学会活動、若手が主体的に行う活動の支援等を

行う。 

 

○緊急時放射線防護検討ネットワークの活動 

・緊急時において環境モニタリングと放射線管理を行う人材の育成や確保を行うスキ

ームを原子力機構の原子力等災害支援組織を活用する想定で、制度設計を完了する。 

・原子力防災を支援する放射線防護関係者のための手引き（仮称）の作成や教育・訓

練カリキュラムの策定を完了し、試行する。 

・講習等を受講した人材のリストを整備し、緊急時には行政機関関係者が活用できる

仕組みを検討する。 

・委託終了後におけるネットワークの運営について、事業のあり方や事業に適合する

組織の条件について検討する。  

 

○職業被ばく最適化推進ネットワークの活動 

・職業被ばくの個人線量管理制度構築にあたっての課題を明らかにして、実現に向け

た方策を提言する。 

・各分野での議論や研究に関する情報を共有・調整する本プラットフォームを自主的
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運営する仕組みを検討する。 

 

○事業担当者の活動 

・（量研）代表者会議、国際的機関会合への若手派遣事業、放射線防護アンブレラサ

イトの運営ならびに NW 合同報告会の企画・開催・報告書作成、「放射線影響・放

射線防護ナレッジベース」の整備を行う。またアンブレラの活動や放射線防護ア

カデミアの提言を社会に発信する。さらに委託事業終了後の放射線防護アカデミ

アや代表者会議の活動の目的や範囲を精査し、適した運営体制を検討する。 

・（原子力機構）2つの課題解決型ネットワークの活動を主導する。また量研ととも

に放射線防護アカデミアと 2つの課題解決方ネットワークの連携を進める。 

・（原安協）国際的機関に参加する国内の専門家が、各機関の研究ニーズを整理した

上で日本として今後取組むべき問題を円卓会議形式で討論する国際動向報告会を

開催する。また報告会で抽出された論点等を誌上発表する。 
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Ⅶ．付属資料リスト 

 

令和 2年度事業計画書内では、いくつかの活動について、クレジットが異なる個別の

報告書を作成している。こうした報告書や代表者会議の議事概要、外部発表資料を、

本報告書の付属資料とする。以下一覧を示す。 

 

付属資

料番号 
資料名 

事業計画 

該当番号 

1 

放射線安全規制研究の推進と若手人材の確保・育成～放射線防護アカデミアからの報告～ 

(代表者会議) 

考資料 1 放射線影響分野における放射線防護対策の推進に関する調査と提言 

ならびに放射線防護人材の確保・育成（日本放射線影響学会） 

参考資料 2 放射線防護対策の推進に関する調査と提言（日本放射線安全管理学会） 

参考資料 3 放射線防護対策の推進に関する調査と提言（日本保健物理学会） 

参考資料 4 令和 2 年度活動報告（日本放射線事故・災害医学会） 

参考資料 5 実効線量と実用量に関する Webinar（全 5 回シリーズ）資料集 

参考資料 6 ティエリー・シュナイダー博士へのインタビュー全文 

1.（1） 

2.(2)② 

2 令和 2 年度 「緊急時放射線防護に関する検討」成果報告書書（日本原子力研究開発機構） 1.(2) 

3 令和 2 年度 職業被ばくの最適化推進成果報告書（日本原子力研究開発機構） 1.(3) 

4 令和 2 年度 放射線防護に関する国際動向報告会 報告書（原子力安全研究協会） 2.(1)① 
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第 16 回代表者会議（令和 3年 3月 1日）での議事内容を基に代表者会議の活動を取りま

とめたものである。 
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1 検討の背景と目的 

 

 「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラッ

トフォームの形成事業」（以下、「アンブレラ事業」という。）は、原子力規制委員会が

平成 29 年度から開始した「放射線対策委託費（放射線安全規制研究戦略的推進事業

費）」の一課題として採択された事業である。本事業の実施は、原子力規制委員会から

量子科学技術研究開発機構（以下、量研）、日本原子力研究開発機構（以下、原子力機

構）、原子力安全研究協会（以下、原安協）が受託し、この 3機関がネットワークによ

る自立的な議論や調査、アウトプットの創出等を支援する役割を担っている。 

 アンブレラ事業では、放射線防護の喫緊の課題の解決に適したネットワークを形成

しながら、放射線防護に関連する学術コミュニティと放射線利用の現場をつなぐこと

を目的とした活動を行うこととしている。また、放射線防護の専門家集団が課題解決

案を国等に提案するのみならず、ステークホルダー間での合意形成や施策の実施にも

協力する存在となるため、日常的に国際動向に関する情報や問題意識を共有する環境

を 5年間かけて整備することを、事業目標として掲げている。 

 その仕組みとして考えているのが、学術コミュニティと課題解決型ネットワークを

つなぐアンブレラ型のプラットフォーム、いわゆるアンブレラである（図 1）。アンブ

レラ事業内では、報告会の開催や HP 作成等、関係者間の情報共有や横断的議論の場を

提供するとともに、ネットワークを構成する団体や組織の代表者で構成された「代表

者会議」がアンブレラの運営全般に関与することで、放射線防護分野の全ステークホ

ルダーが、個別の課題の解決といった共通の目的に向けて「情報共有」「連携」「協

調」を進めている。 

 放射線影響・防護関連学会のネットワークである「放射線防護アカデミア（以下、

アカデミア、と呼ぶ。）」には、日本放射線安全管理学会、日本放射線影響学会、日本

放射線事故･災害医学会、日本保健物理学会及び放射線リスク・防護研究基盤(PLANET)

が参加している（令和 3 年 3月現在）。このうち法人格を持つ団体は、アンブレラ事業

の実施代表機関である量研との間で業務請負契約を締結し、本事業に協力した。 

図 1．課題解決型ネットワークとアンブレラ型プラットフォームの構成 

（青い部分は今年度に拡張した分） 
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 今年度、代表者会議では、放射線防護アカデミア以外の学会とも緩やかに連携して

アンブレラ型プラットフォームの拡張しつつ、主に以下の 5項目について検討を行っ

た。昨年度までの事業の進捗との関係や今年度の検討目的を以下に記す。 

 

 検討項目 1：海外の最新知見の収集や国内の放射線規制の課題に関する調査 

当事業では、5年間をかけて、①放射線防護アカデミアが課題を抽出し、②課題解決に

取り組む部隊を組織化して、③解決策を検討して、④ステークホルダーと調整をして、⑤

解決策を実施するあるいは解決策を実施すべき主体に提言する、というサイクルを回す仕

組み作りを行うことを計画している。 

昨年度から放射線防護アカデミアは課題の抽出に取り組んでおり、今年度は、放射線防

護アカデミアに所属する学会が「原子力災害・放射線事故対応」に関して、それぞれの専

門性と関心にあったテーマを選択して、海外の知見収集と国内の実態把握調査を行った。 

日本放射線影響学会は確定的影響の RBE と大規模災害時の線量推定、日本放射線安全管

理学会は放射線施設の事故と緊急時対応、日本保健物理学会は緊急時モニタリングと放射

線防護文化醸成というテーマで検討した。また各学会は、検討結果を我が国の放射線防護

対策及び緊急時対応の的確な実施や改善に資するための提案をとりまとめることとした。 

 

 検討項目 2：実効線量と実用量に関する検討と情報収集・共有 

昨年度の国際動向報告会では、実効線量と実用量の新しい概念や活用をテーマに、

国際機関の国内関係者による円卓討議を実施し、日本として今後取り組むべき問題を

整理した。生物学的側面（例：生物学的効果比(RBE)）から実務的側面（例：サーベイ

メーターの改良の必要性）に至るまでの論点が列挙された。この問題の整理を引き継

ぎ、検討を深めるために、代表者会議は、アカデミア参加団体と日本原子力学会保健

物理・環境科学部会からの推薦者による「実効線量と実用量に関するワーキンググル

ープ（線量 WG）」を組織した。     

線量 WG では、海外の最新情報を集めてアンブレラ事業としての課題を整理し、次年

度に国内規制や研究現場および国際機関に向けた提案をまとめることとした。特に今

年度は、関係者間での情報共有を優先し、WG が Webinar（5 回シリーズ）の企画・開

催を行った。WG は、Webinar による情報共有の効果を高める目的で、動画配信やパネ

ル討論、質疑への回答などを実施した。 

 

 検討項目 3：放射線安全規制研究の重点テーマ候補研究の実施 

 当事業の事業代表者は、これまで原子力規制委員会の研究推進委員会から翌年度の放

射線安全規制研究の重点テーマについてヒアリングを受けている。4 年間の間に 40 ほ

どのテーマを提案したが、重点テーマとして配慮されたものや他省庁の競争的研究費の

テーマとして考慮されているものは半分程度にとどまっている。これらは代表者会議に

おいて重要なテーマと認識したものとして、可能な範囲でアンブレラ事業内での実施を

行っている。 

特に昨年度は、社会科学的要素の強いテーマ（防護措置の正当化、意思決定の正当化）

を提案している。そこで今年度は、日本リスク学会内に「原子力災害の防護方策意思決

定タスクグループ」を設置し、多分野の専門家やフリーライター、海外の専門家と連携
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して、避難や除染のリスクトレードオフやステークホルダー関与に関する議論を行い、

異分野連携の仕組みの良好事例とすることとした。 

 

 検討項目 4:放射線防護人材の確保・育成 

令和元年度、アカデミアに参加する 4 学会は、学会員の人数や専門性等の時系列的変化

(将来予測を含む)に関する調査を実施し、代表者会議において、放射線安全規制研究を支え

る放射線防護人材の確保や若手の育成の方策について議論した。 

今年度は調査結果を誌上発表するとともに、学会ごとに、年次大会やシンポジウムなど学

会が主催するイベントにおいて、放射線防護人材の確保・育成に関連するセッションを企

画・開催し、若手のポストマッチングや中堅のキャリアアップを支援する場を提供すること

とした。 

またアンケート結果を受けて、オンラインによる進路等個別相談会を実施し、今後、放射

線防護人材のすそ野を広げる検討の材料を集めることとした。 

 

 検討項目 5: 科学的知見の規制へ取り込むための仕組みづくり 

 上記の通り、本事業では、①放射線防護アカデミアが課題を抽出し、②課題解決に取り

組む部隊を組織化して、③解決策を検討して、④ステークホルダーと調整をして、⑤解決策

を実施するあるいは解決策を実施すべき主体に提言する、というサイクルを回す仕組み作

りを行っている。事業 1年目から取り組んでいる「放射線安全規制研究の重点テーマの提案

と実施」、2 年目から取り組んでいる「放射線防護人材の育成・確保」に関しては、今年度

は解決策を実施する段階に入っており、①～⑤までを経験した。そこで、それぞれのプロセ

スに用いた「情報共有、連携の場、協調関係」のための仕組みを整理し、有用な方法を選別

する議論を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2．オンラインによる代表者会議の会合の様子  
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2 検討のプロセス、内容と結果 

2.1 海外の最新知見の収集や国内の放射線規制の課題に関する調査 

 

日本保健物理学会、日本放射線安全管理学会および日本放射線影響学会は、「原子力

災害・放射線事故対応」に関して、それぞれの専門性と関心にあったテーマを選択して、

海外の知見収集と国内の実態把握調査を行った。 

 

2.1.1 確定的影響の RBE と線量評価および大規模災害時の線量推定 

日本放射線影響学会による検討の概要は以下の通り（参考資料 1）： 

・確定的影響の RBE と線量評価に関して海外の知見収集を行った。文献調査によると確定

的影響の評価には、RBE で重み付けした吸収線量が適用されていたが、表記法にはばらつ

きが見られた。動物実験から得られた RBE の値は、被ばくの条件により大きく変動するこ

とが確認された。 

・大規模災害時の線量推定について、国内の状況把握と課題の調査・提言を行った。被ば

く医療支援センターの準備状況、線量評価を担う人材育成、線量評価法の開発や改善に関

する取り組みを調査した。その結果、生物学的線量評価分野における「人材不足」や「自

施設での若手育成体制が不十分」といった体制面の課題があることが分かった。線量評価

法の改良のため、生物学的線量評価分野の「ハイスループット解析の導入」や「実用化に

向けた標準化や線量効果曲線の作成」を提案した。 

 

2.1.2 放射線施設の事故と緊急時対応 

日本放射線安全管理学会による検討の概要は以下の通り（参考資料 2）： 

・放射線施設の事故に関して海外の知見収集を行った。2000 年以降の INES 尺度２以上の

事象の一覧を作成し、①異常被ばく事故の線量評価方法、②IVR 施術者における水晶体被

ばく、③紛失ＲＩによる被ばく事故事例、④作業中の飛散事故事例については重点的に調

査を行った。 

・放射線施設の緊急時対応について、国内の状況把握と課題の調査・提言を行った。公開

情報から原因を抽出し、予防可能可否の観点から分類した結果、特に表示付認証機器の管

理や事故時の情報公開など予防策として不十分な点を明らかになった。問題点に対する予

防と適切な対処ができるように、放射線障害予防規程や緊急時マニュアルを修正する提案

をまとめた。 

 

2.1.3 緊急時モニタリングの測定と体制および放射線防護文化の仕組み 

日本保健物理学会による検討の概要は以下の通り（参考資料 3）： 

・緊急時モニタリングの測定と体制に関して海外の知見収集を行った。海外の拠点機関に

おける動向を調査し、福島事故前後の我が国のモニタリング体制と比較した。体制、環境

/個人モニタリング情報収集と情報伝達、要員並びにアジア圏内での緊急時モニタリング

ネットワーク構築の重要性・必要性に関する課題を抽出した。 

・放射線防護文化醸成の仕組みについて、国内の状況把握と課題の調査・提言を行った。

安全文化を形成する人や施設ごとの特徴に着目し、我が国における放射線安全文化につい

ての意識と実践に関する詳細な現状調査や海外動向調査やアンケートを行い、課題の抽
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出・整理を実施した。放射線安全文化の醸成に関連した、学会独自の認定制度、資格制度

等の構築の可能性について提案した。 

 

来年度は、各学会のクレジットで、検討結果を公表するとともに、各学会の報告書

の内容をベースに放射線防護アカデミアからの提言を取りまとめる。また日本放射線

影響学会による RBE に関する検討は、実効線量と実用量に関する WG の検討の材料とし

ても用いることとする。 

なお、日本放射線事故・災害医学会は、本事業の調査、研究に関連する活動として

「被ばく医療で目指すべき線量評価のあり方」をテーマとした年次大会を開催した。

また量研内に設置された被ばく医療診療手引き編集委員会の活動に協力した（参考資

料 4）。 

 

 

2.2 実効線量と実用量に関する検討と情報収集・共有 

 

2.2.1 国際動向報告会による課題の抽出（昨年度の議論） 

昨年度の国際動向報告会「実効線量と実用量-改定の概要となお残る課題」では、日本と

して今後取り組むべき問題の整理と ICRP を中心とした活動報告が行われた。具体的には以

下のような論点が整理された： 

・等価線量は実効線量を計算する過程での中間的な量となり、確率的影響は実効線量で

制限するために評価し、確定的影響の防止には吸収線量で評価する。これによって、

確定的影響の吸収線量に線質の異なる放射線に対して RBE が必要となる。 

・デトリメントを基礎にして、年齢、性、がんベースラインの異なる国ごとのリスクを

平均化している組織加重係数は、防護の標準化のために定義されている。よって、年

齢別標準ファントムによる年齢別の実効線量の評価や個別化する上での線量係数につ

いての研究の進捗が必要である。またデトリメントの不確かさおよびデトリメントを

基礎とした実効線量の意味や制約などについて、整理する必要がある。 

・実効線量は防護量であるが、UNSCEAR は放射線被ばくを包括的に定量する指標として活

用してきた歴史がある。防護量であっても便利なツールとしての線量として今後も活

用するためには、その制約等の考え方を整理して、広く共有する必要がある。 

・実効線量をベースにした実用量は、防護量として理論的に理解しやすくなったが、実

務上の課題を明らかにして、対応の準備をする必要がある。 

 

2.2.2 課題解決に取り組む部隊の組織化と議論 

今年度、代表者会議の下部組織として実効線量と実用量に関するワーキンググループ

（WG）を立ち上げ、アカデミアが共同研究の枠組みで線量に関する諸問題の整理を引き継

いだ。また日本原子力学会 保健物理・環境科学部会から組織的な連携を得て、WG メンバ

ーとしての参加を得た。こうした連携により、日本原子力学会内の放射線工学部会、バッ

クエンド部会および社会環境部会にも、放射線防護アンブレラの情報が展開される関係を

構築した。 
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表 1 実効線量と実用量に関するワーキングループ 

 

実効線量と実用量に関する WG メンバー 推薦元 

保田 浩志（広島大学） 日本放射線安全管理学会 

床次 眞司（弘前大学） 日本放射線影響学会 

細井 義夫（東北大学） 日本放射線事故・災害医学会 

佐々木 道也（電力中央研究所）、主査 日本保健物理学会 

橋本 周（原子力機構） 日本原子力学会 保健物理・環境科学部会 

岩岡 和輝（量研） 事業代表機関 

 

WG では、国際動向報告会や他団体による検討等、既存の情報に加えて、Webinar を通じて

実効線量と実用量に関する国際動向の情報を広く収集した後、アンブレラ事業としての課

題の整理を行うこととした。 

 

 WG の運営と検討の経緯 

WG では今年度、3回会合を開催した。WG 会合には、WG メンバーに加え、代表者会議議

長で ICRP 主委員会委員である甲斐氏と高橋プログラムオフィサーが参加した。 

第 1回会合（令和 2年 9月 4日）では、WG の設置の経緯や今後の議論の進め方につい

ての議論を行った。その結果、今年度は以下のテーマに関する情報収集と共有を目的と

した Webinar を開催することを決定した。 

① シーベルトに関する話題（発がんリスクに関する誤解、実効線量の正しい使い方） 

② 線質の異なる放射線ごとの RBE 

③ デトリメントと組織加重係数 

④ 緊急時に用いる吸収線量と実効線量 

⑤ 実用量の変更による実務上の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3． 実効線量と実用量に関する WG の活動方針 

 

第 2 回会合（令和 2 年 11 月 18 日）では、第 1 回 Webinar の振り返りおよび参加者の

分析結果について議論を行った。また今後の対応として、動画配信や質問への回答に関

する具体的な取り決めを行った。 

情報源 
・国際動向報告会 
・Webinar 
・学会の調査や提⾔ 
・他団体からの情報提供 

提案 
国内規制に対して:新実⽤量を取⼊れるために必

要な検討や準備 
研究現場に対して:規制ニーズのある研究 
国際機関に対して:⽇本から提供可能な情報(粒

⼦線の RBE 等)の取りまとめと発信 

2020 年度の活動 
実効線量と実⽤量に関する国際動向の把握 
アンブレラ事業としての課題の整理 
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第 3 回会合（令和 3 年 3 月 4 日）では、代表者会議メンバーも参加し、デトリメント

についての情報収集を行った。また、WG が検討すべき課題別に今年度に収集された情報

を整理するとともに、今後の検討方針についての議論を行った。 

 

 アンブレラ事業としての課題の整理 

第 3 回会合での審議の結果、実効線量と実用量の新たな概念を国内に導入するにあた

り、国内での検討が特に必要な観点として、以下が抽出された。 

1)実効線量の評価 

・実効線量の（年齢別の）評価とその使い方を、国内の専門家により整理し、認

識を共通化する必要がある 

2)放射線管理で用いる線量 

  ・実用量の実務への取り入れ方に関する日本として議論する必要がある 

  ・実用量と実効線量の言葉の使い方が変わる中で、理解が必要である 

  ・使用する線量（等価線量⇒吸収線量へ変更）に関する情報を整理して理解する必

要がある 

3)リスクの説明の問題 

・「実効線量」と「リスク」の関係性、一般社会への「実効線量」の説明の仕方 

・医療現場での実効線量を用いた説明：従来の見解が変更され、医療被ばくの説

明に実効線量の利用が妥当となった。医療人が実効線量の意味や制約を理解

して、説明に用いる必要がある。 

 

こうした観点ごとに、国内外の現状や課題と提言（提言先、提言内容）をまとめた報

告書骨子案の作成を開始した。次年度は、骨子案をもとに議論や追加情報収集を行い、

WG としての提言の取りまとめを行う。 

 

2.2.3 Webinar を介した情報の共有と整理 

 WG では、全 5 回シリーズの Webinar を企画し、国際動向報告会等により抽出した課題を

検討するにあたり必要な情報を収集するとともに、様々な分野の専門家や行政、一般と共有

することとした。なお、情報収集のテーマの一つに挙げられていたデトリメントの不確かさ

やデトリメントを基礎とした実効線量の意味や制約などについては、Webinar のテーマとす

るには難解であることから、WG 第 3 回会合において甲斐会長が講演を行うことで情報収集

を行った。 

 

Webinar は放射線防護アンブレラの HP 上でアナウンスするとともに、防護アカデミア参

加学会、日本原子力学会の関連部会、日本リスク学会、医療放射線関連学協会ネットワーク

（J-RIME）の主要メンバーに対してアナウンスを行った。また医療現場の線量に関する

Webinar（第 5回）に関しては日本医学物理学会内で Webinar のアナウンスが行われた。 

リアルタイムでの参加人数は、前 5 回でのべ 857 人で、各回とも、大学や研究機関、企

業、行政、一般からの参加があった。概して大学関係者が多かったが、企業や病院からの参

加も多く、いわゆる放射線防護の専門家以外の方が気軽に参加できる企画となった。またイ

ントロダクションの回では企業機関から、確定的影響や RBE の回では研究機関からが、医療
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現場の線量に関しては病院からの参加が多いなど、参加者層は回（テーマ）による変動する

傾向が見られた。このように情報を必要とする/情報に関心のある者が Webinar に参加した

ことが確認された。 

1.5 時間の Webinar では、後半 30 分は参加者からの質問に講師が回答を行った。回答で

きなかった質問について、アンブレラ線量 WG で回答を検討し、5回分をまとめて、HP 上で

回答を行った。 

また当日参加できなかった登録者のために、当日の様子を録画した動画を限定配信して

いる。1回目から 5回目の Webinar のうち 1回でも参加登録していれば、全 5回の動画にも

アクセス可能とした。 

 

表 2 実効線量と実用量に関する Webinar（全 5 回シリーズ）の概要 

 

 開催日 タイトル 講師 
座長(WG
メンバー) 

1 回目 10 月 30 日 
線量の歴史的背景と意味合いー
実効線量を中心としてー 

岩井敏(原子力安全推進協会) 岩岡和輝 

情報収集する主テーマ ①Sv に関する話題 

2 回目 11 月 24 日 放射線リスクと実効線量 佐々木道也(電力中央研究所) 保田浩志 

情報収集する主テーマ ①Sv に関する話題、③デトリメントと組織加重係数 

3 回目 12 月 18 日 
ICRU/ICRP が提案する新たな実
用量と課題 

小田啓二（神戸大学） 佐々木道也 

情報収集する主テーマ ①Sv に関する話題、⑤実用量の変更による実務上の課題 

4 回目 1 月 25 日 
確定的影響と生物学的効果比
（RBE） 

保田浩志(広島大学) 床次眞司 

情報収集する主テーマ ②線質の異なる放射線ごとの RBE、④緊急時に用いる吸収線量・実効線量 

5 回目 2 月 22 日 

医療に関わる領域での実効線量
表記の問題点と課題―線量に関
するコミュニケーションの観点
から― 

細井義夫(東北大学) 
パネラー 
赤羽正章（国際福祉医療大
学/立崎英夫(量研)/甲斐倫
明（大分看護科学大学） 

細井義夫 
 
(ファシリテ
ーター：神
田玲子） 

情報収集する主テーマ 
①Sv に関する話題、②線質の異なる放射線ごとの RBE、④緊急時に用いる吸
収線量・実効線量 

 

  

図 4． Webinar 第 2 回の質疑対応（左）と第 4 回の講演（右）の様子 
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表 3．実効線量と実用量に関する Webinar（全 5 回シリーズ）の参加者数 

属性 

人数 

1 回目 

線量の歴史

的背景 

2 回目 

放射線リスク

と実効線量 

3 回目 

新たな実用

量と課題 

4 回目 

確定的影響

と RBE 

5 回目 

実効線量表

記の問題点 

全 5回

合計 

大学（病院以外） 72 51 51 44 47 265 

企業 73 46 30 27 18 194 

研究所（大学以外） 59 36 37 38 21 191 

病院（大学病院含む） 19 16 10 16 45 106 

学協会(NPO、法人を含む） 20 11 10 11 6 58 

行政 7 4 2 2 2 17 

その他 （一般の人など） 6 8 6 3 3 26 

合計 256 172 146 141 142 857 

動画配信を行うことを明らかにした 2回目以降、参加者は 1回目よりは少なくなったが、

それでも対面式のイベントの平均的参加者数（国際動向報告会では 100 名程度）よりはるか

に多い視聴者がリアルタイムに Webinar に参加した。国内の放射線防護人材の母集団の小

ささから考えると、延べ人数 857 という数値は十分大きく、情報共有の効果があったと考え

る。 

なお現在、来年度の Webinar のテーマに関するアンケートを実施しており、特に若手のニ

ーズに考慮した企画を行う予定である。 

2.3 放射線安全規制研究の重点テーマ候補研究の実施 

2.3.1 重点テーマの提案 

ネットワークの事業代表者は過去 4 年間、原子力規制委員会の研究推進委員会から

翌年の放射線安全規制研究の重点テーマについてヒアリングを受けている。 

平成 29 年度のヒアリングにあたり、事業代表者は専門家へのアンケートを実施し、

その取りまとめの結果を研究推進委員会に報告した。平成 30 年度～令和元年度のヒア

リングにあたっては、放射線防護アカデミア参加団体からのボトムアップの提案を代

表者会議で議論し、放射線アカデミアとして提案を行った。

今年度は、放射線防護アカデミア参加団体からのボトムアップの提案は求めず、以

下のプロセスで放射線防護アカデミアからの重点テーマを取りまとめた： 

・第 13 回代表者会議（令和 2 年 8 月 20 日）において、放射線審議会等の議論に関

連した研究テーマについて、「規制からのニーズ」として情報共有を行った。

・11 月 5～9 日に、代表者会議メンバーに重点テーマの提案を求めた

・事業代表者が、代表者会議メンバーの意見、放射線審議会での議論や国際動向をも

とに重点テーマ案を作成した

・11 月 11～15 日に、重点テーマ案について代表者会議メンバーに意見を求めた。
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上記のプロセスで令和 3 年度の重点テーマは以下の通り取りまとめ、令和 2 年度第 1

回研究推進委員会（令和 2年 11 月 20 日）にてプレゼンを行った。 

 新たに見つかった令和 3 年度に取り組むべき喫緊の課題：過去 1 年間の放射線

審議会での議論から抽出された国際放射線防護委員会（ICRP）2007 年勧告の国

内法令等取入れに関する研究テーマ 

例１：妊婦である職業人の現行基準値と ICRP 勧告の数値の関係性の検討 

例 2：NORM の利用や被ばくに関する国内の実態把握 

 中長期な視点から見て令和 3 年度に着手が望まれる課題： 

・自然科学と社会科学との融合により、サイエンスを具体的な防護実務に結び付け

るプロセスを確立する研究 

  例 1：専門家、規制管理者、一般社会の間での対話の促進 

  例 2：過去の防護方策の意思決定事例におけるエビデンスやプロセスの検証。 

・原子力防災：エビデンスに基づく放射線被ばく状況の迅速な把握や防護方策の意

義を説明するための研究 

例 1：アクチニド分析技術プラットフォームの形成 

例 2：クライシスコミュニケーションのための情報収集・集約・発信の体制整備 

・国際的な放射線防護課題の解決のための研究、特に若手の育成の観点を重視 

  例 1：国際共同研究の枠組みにおける宇宙環境放射線の線量評価研究 

  

令和 3年度の放射線安全規制研究の「重点テーマ①: 放射線防護に係る中長期的課

題への対応に向けたフィジビリティ研究」には「NORM」が、「重点テーマ②: 原子力災

害時の放射線モニタリング技術・分析技術に関するフィジビリティ研究」には「アク

チニド核種分析」の文言は入るなど、ヒアリングの内容がある程度考慮された。一

方、社会科学的な要素が強いテーマは採用されなかった。 

 

2.3.2 重点テーマ候補課題の実施の概要 

 

 平成 30 年度から令和 2 年度の 3年間において、放射線防護アカデミアでは、重点テ

ーマとして約 40 課題を提案している。この中で、原子力規制委員会の重点テーマとし

て採用されたものや他の省庁の競争的研究費の枠で公募可能な課題は半数に満たな

い。そこで代表者会議では、アンブレラ事業内で実施可能（実験や開発の要素がない

もの）や学会等が単独あるいは連携して主導的に推進可能なものについては、主体的

に取り組んできた。 

 

今年度に新たに取り組んだ課題は以下の 2 つである。 

 

 トリチウム問題の国際的視点からのアプローチ:各国学会との対話 

このテーマは、日本保健物理学会が平成 31 年度に提案したもので、今年度、同学会

が年次大会の中で国際シンポジウムを開催し、成果については誌上発表を行った。（参

考資料 3） 
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 防護措置の正当化、意思決定の正当化/ 

 このテーマは、令和 2 年度の重点テーマとして採用され、「福島原発事故の経験に基

づく防護措置に伴う社会弱者の健康影響と放射線リスクの比較検討に関する研究（研

究代表者 福島県立医科大学 坪倉正治教授）」が採択された。採択された研究が防護

措置の正当化の検証に焦点を充てているので、アンブレラ事業内では、意思決定の正

当化に焦点を当てた研究・調査に着手した。また研究・調査の成果をベースに、今年

度「自然科学と社会科学との融合：サイエンスと防護実務に結び付ける研究」を重点

テーマとして提案した。 

 

2.3.3 放射線防護アカデミア外の学会との連携による社会科学的研究の実施 

 

平成 31 年度以降、代表者会議では、自然科学と社会科学の融合研究の重要性を議論

する機会が増えている。日本リスク学会は学際性が強く、環境分野や食品分野のリス

クコミュニケーションやステークホルダー関与に関して分野横断的な検討を行ってい

る実績を有する。そこで、令和 2年度に日本リスク学会内に「原子力災害の防護方策

意思決定タスクグループ（TG）」を設置したところ、いろいろな分野の専門家やフリー

ライターが参加メンバーとして集まった。この TG に代表者会議の議長をはじめ、本事

業関係者が参加し、福島原発事故を振り返り、防護方策の判断を正当性、広聴や定期

的再評価、トレーサビリティなどの要件に照らし合わせて評価することとした。現

在、他の災害の対策の判断や根拠の調査を行っており、各防護方策の正当化判断のプ

ロセスを提案することとしている。講演を依頼した自然災害の専門家がその後 TG に参

加する等、異分野連携の枠組みが広がっている。 

 

日本リスク学会の年次大会（令和 2 年 11 月 22 日）では、企画セッション「原子力災

害時の避難や除染に関するリスクトレードオフとステークホルダー関与」を主催した。

原子力防災（行政、研究機関）、健康リスク管理（医師）、廃棄物処理分野の専門家によ

る講演に、福島の復興を支援している専門家や社会心理学の専門家らがコメントを行っ

た。成果の公表は、リスク研究（日本リスク学会の学会誌）に掲載予定である。 

この企画セッションの開催にあたり Thierry Schneider 氏（Nuclear Protection 

Evaluation Center（CEPN）の Managing Director、ICRP の第 4専門委員会委員）への

インタビューを行った。質問事項は TG 内で議論の上、以下の通り決定した。 

1) 原子力災害時に避難しないという選択をとり得る可能性はあるか。あるとしたら

それはどのような場合か 

2) 被ばくリスクのほかに、被ばく以外のリスク、経済、文化的要件など考慮された

ことがあるのか 

3) フランスでは原発事故の事前の備えとして、大規模な避難訓練が実行されている

と聞いたことがある。避難訓練は実際に行われているか。 

4) 原子力大国であるフランスにおいて、原子力防災の中でステークホルダーがどん

な関与をしているのか。誰がどのように行っているのか、どんな議論があるか 

5) CEPN や IRSN からもたくさんの研究者が来日し福島事故後の観察や調査等をされ

ているが、フランスの防護方策にはどんなように反映されたのか、されるのか。 
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図 5．日本リスク学会第 33 回年次大会企画セッションでの報告 

なお、平成 31 年度に重点テーマとして提案した「医療分野の職業被ばくにおける防

護の最適化」は令和 3年度の重点テーマとして採用されたが、職業被ばく最適化推進

NW における検討内容と共通項が高いことから、本事業内でも、医療被ばく研究情報ネ

ットワークの協力を得て実施した。具体的には、当該 NW のステークホルダー会合に医

療現場の専門家 2名が参加し、医療分野における職業被ばくの管理の状況をエビデン

スベースで報告した。医療法の改正等により、患者の被ばくに関しては医療現場と放

射線防護のクロスオーバーが進む中、職業被ばくに関しても現状把握と問題の明確化

が進み、具体的な解決策の議論が進む環境が整った。

本事業による放射線防護アカデミアのネットワーク化の目的の一つが異分野連携の

共同研究の推進にあると考えると、個人ベースでの新たな共同研究グループ作りとい

う意味では、今年度は良好事例が得られたと考えられる。一方でこうした「他流試

合」を研究者個人のモチベーションのみに依存するとなかなか進まない可能性も高

い。日本リスク学会内の TG の設置の出発点が、重点テーマ候補研究の重要性にあった

ように、規制のニーズがあれば、異分野連携が進みやすいと思われる。 
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2.4 放射線防護人材の確保・育成 

 

2.4.1 放射線防護アカデミア参加学会による人材育成の取り組み 

 日本放射線影響学会、日本放射線安全管理学会、日本保健物理学会では、年次大会や

シンポジウムなど学会が主催するイベントや Web を通じて、放射線防護人材の確保・育

成に関連するセッションを企画・開催し、若手のポストマッチングや中堅のキャリアア

ップを支援する場を提供した。また本事業に若手を参画させることで、若手の活性化を

行った。 

 

 日本放射線影響学会の取り組み（参考資料 1） 

・第 63 回学術大会（WEB 開催、福島市）に時期を合わせて、第 7 回キャリアパス・男女

共同参画委員会企画セミナーをオンライン開催した。この取り組みでは、学生を含め

た 20 代若手会員と中堅・シニア会員とのグループディスカッションが行われ、これ

が、キャリアパスやポスト開拓の話題などに関する若手と中堅・シニア会員との意見

交換の場の提供になり、若手会員より参考になったとの好評を得た。 

・日本放射線影響学会とは別組織として活動してきた「若手放射線生物学研究会」を、

2020 年 3 月に「若手部会」として当該学会に統合した。これにより、若手部会の財

政的基盤が安定し、若手会員の活躍の場が広がった。 

・今年度より、若手会員が学会活動に参画し、活躍する機会を増やすために、学会内の

主要な委員会に若手部会が推薦する会員を含めて、14 名の 40 歳未満の若手会員を委

員として加えた。 

 

 日本放射線安全管理学会の取り組み（参考資料 2） 

・第 19 回日本放射線安全管理学会学術大会において、若手セッションを企画し、3 名

の若手が、放射線生物学、核医学、放射線教育分野の発表を行った。 

・若手奨励金事業を学会規程化し、1 名あたり 10 万円、各年度 2 名を限度に若手が旅

費、研究費として使え、研究活動実績ともなる奨励金を公募選考により授与した。ま

た規程を変更し、准教授以上の授与を避けることにした。 

・昨年度行った放射線防護アカデミア会員のアンケート調査を分析し、日本放射線安全

管理学会の現状報告を行った。 

 

 

表 5．放射線防護アカデミア参加学会主催による若手育成関連イベント 

 
学会主催イベント 若手育成関連企画 

日本放射線影響学会 
第 63 回大会（福島市 Web） 
令和 2年 10 月 14 日 

第 7回キャリアパス・男女共同参画委員会企画セミナー 
学生を含めた 20 代若手会員と中堅・シニア会員とのグループディス
カッション 

放射線安全管理学会 
第 19 回学術大会（Web） 
令和 2年 12 月 11 日 

若手セッション「若手研究者による放射線に関する研究紹介」 
放射線生物学、核医学、放射線教育分野から 1名ずつ若手が発表 

日本保健物理学会 令和 2
年度企画シンポジウム
（Web）令和 3年 1月 27 日 

若手研究会企画セッション「学友会と若手研活動を通して見えた日
本保健物理学会 ～未来に向けた提案～」 
若手研、学友会の設立経緯とその活動、実績、課題や展望を報告 
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 日本保健物理学会の取り組み（参考資料 3） 

・「若手研究会（40 歳以下の有志学会員）、「学友会（正・準学会員有志）」、「教員等協議

会（教職員有志）」の組織を再整備し、確実な活動実施のための予算を優先的に確保、

担当理事を新たに設置した。「若手研」「学友会」及び「教員等協議会」の３組織の合

同会議を月１回のペースで開催、相互の情報・課題共有や課題解決に向けた議論等を

通じて連携を強化した。この成果は、学会企画シンポジウム「学友会と若手研活動を

通して見えた日本保健物理学会 ～未来に向けた提案～」（令和３年１月 27 日）で公

表され、学会員と意見交換された。 

・「若手研」及び「学友会」組織の運営について、学会理事会が積極的に後方支援した。 

・若手研主催で「内部被曝モデル勉強会（シリーズ）」をオンライン形式で開始した。 

・IRPA の下で組織されている若手ネットワーク（IRPA-YGN）を通じて、IRPA-15（令和

3 年 1月 18～2 月 5 日、オンライン＋韓国）で若手企画セッション等の計画・運営を

主導的に行った。 

 

2.4.2 放射線防護分野のグローバル若手人材育成 

 

昨年度に引き続き、国際的機関等が主催するイベントに若手を派遣するため、応募

要領や対象となる国際的機関の会合、応募期間等については、平成 31 年度の第 11 回

代表者会議（令和 2年 1 月 14 日）にて議論され、以下を決定し、放射線防護アカデミ

アの HP 等によりアナウンスを行った。 

選考基準：昨年度と同じ 

対象となる国際的機関イベント 

・OECD-NEA 主催 International Radiological Protection School（2020 年 8 月

17-21 日、ストックホルム）https://www.oecd-nea.org/rp/irps/ 

・IAEA 主催 International Conference on the Management of Naturally 

Occurring Radioactive Material (NORM) in Industry （2020 年 10 月 19 -23

日、ウィーン）https://www.iaea.org/events/norm-2020 

・IAEA 主催 International Conference on Radiation Safety: Improving 

Radiation Protection in Practice （2020 年 11 月 9 -13 日、ウィーン） 

https://www.iaea.org/events/international-conference-on-radiation-

safety-2020 

応募期間：令和 2年 2月 4日から令和 2年 5月 31 日 

 

 コロナ禍において海外渡航が可能か危ぶまれる中、第 12 回代表者会議（令和 2 年 6

月 11 日）では、今年度の派遣事業を中止するか、あるいは条件を付けて審査を行うか

審議を行った。その結果。例年通りの派遣者の選考を行うが、7 月末日時点で、量研

が渡航を制限している場合、渡航は行わないこととした。 

 選考の結果、小池弘美氏（東京大学大学院、M1）を IAEA 主催 International 

Conference on Radiation Safeyt に派遣することを決定したが、当該イベントが Web

開催となり、若手派遣および派遣者による報告は行われなかった。 

  



 

17 
 

この若手の海外派遣事業については、新型コロナウィルス感染症と関係なく、これ

までも若手の海外派遣事業には応募者は少なかった。平成 30 年度の NW 合同報告会で

は、若手より国際的機関のイベントに限るのではなく、海外で開催される学会も認め

てほしいといった要望があったところである。一方、以前よりは様々な団体により海

外助成事業が行われている中、本事業で派遣を行う意義については、繰り返し、代表

者会議でも議論を行ってきた。 

来年度はコロナ禍の影響が続いていると予想されることや事業の最終年度となるこ

とを勘案し、基本、これまでの方針を踏襲しグローバル人材の育成を目的として、若

手の海外渡航の対象を広げないこととした。 

 

2.4.3 Web による進路等個別相談の実施 

 

昨年度実施した放射線防護アカデミア参加学会の会員へのアンケート調査では、若

手が欲する情報は様々で、個別対応が必要であると思われた。また今年度は、コロナ

禍において学会活動にも制限があると予想されたことから、急遽、Web による進路等

個別相談会の実施を検討した。 

第 12 回代表者会議（令和 2年度 6月 11 日）において、事業代表者からの事業計画

案が了承され、第 13 回代表者会議（令和 2年 8 月 20 日）において、以下の実施要領

が検討され、承認された。 

・相談内容：進学、就職、転職等で、一件当たり 20 分程度 

・相談機関：令和 2年 9 月 1日から 12 月 25 日の平日 16-19 時 

・相談者：放射線防護アカデミア参加学会会員に限らない。複数名やグループでの

申し込みも可 

・相談員：放射線防護アカデミア学会員から選定 

・事前予約制：申し込みフォームに記載された相談内容や希望日時から、相談員と

のマッチングを行う 

 

令和 2年 9月 1日よりアンブレラ HP や学会のニュースでアナウンスを行うととも

に、放射線教育に積極的な教員がいる研究室 8 か所に直接連絡して個別相談の利用を

進めた。しかし、相談者は、アカデミア参加学会外から 1 人のみであった。 

 利用者がきわめて少なかった原因として、①Web は顔見知りのコミュニケーション

には適当だが、初対面には向かない、②若手のニーズに合っていない、といったこと

が考えられる。特に、若手から積極的なアクションが行われることを前提とする企画

は、若手にとって心理的ハードルが高いと思われる。 

そこで、次年度は、Webinar 形式で、放射線防護に関する国際的な機関や委員会が

保有する若手研究者の受け入れ制度を紹介したり、若手研究者の関心の高いテーマを

選び、海外専門家と国内若手研究者が参加したりするイベントを企画・開催する。 
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2.5 科学的知見の規制へ取り込むための情報共有、連携の場、協調関係 

 

近年、放射線防護方策の決定に、ステークホルダーの合意形成が必要な場面が増え

ているが、課題が生じた際に、専門家が適切にステークホルダーの合意形成に関与す

るためには、事前に「情報共有」「連携の場」「協調関係」という条件が整っている必

要がある。 

本事業では、上記の条件を満たす環境を整えるため、様々な性格のネットワーク

（NW）を統合したアンブレラ型プラットフォーム（＝アンブレラ）を形成するととも

に、特定の課題を調査・分析する NW を設置し、ステークホルダーとともに議論し、解

決案解決案を提示することを目標としている。 

放射線防護アカデミアは、学術界の 1つのネットワークとして、①放射線安全規制

研究の重点テーマの提案と実施、②放射線防護人材の育成・確保、③実効線量や実用

量の新たな概念に関する諸問題、④原子力・放射線事故対応の問題抽出に取り組み、

課題解決を目指しながら、「情報共有」「連携の場」「協調関係」の改善を行った。4 年

目にして、課題解決のためのプロセスの定型化（各段階での適切な主体による関与を

含む）を完了した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①放射線安全規制研究の重点テーマの提案と実施（事業 1 年目から開始） 

・研究推進委員会への重点テーマ提案 

・アンブレラ事業内での重点テーマ候補研究の実施 

②放射線防護人材の育成・確保（事業 2年目から開始） 

・放射線防護人材の現状把握（学会員に関する調査やアンケー） 

・若手支援策の実施 

③実効線量や実用量の新たな概念に関する諸問題（事業 3 年目から開始） 

・国際動向報告会の円卓会議による課題抽出 

・WG の組織化､Webinar 開催 

④原子力・放射線事故対応の問題抽出（事業 4 年目から開始） 

・学会ごとに調査・検討の実施 

   

図 6．定型化された課題解決のためのプロセスと本事業の活動 
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また昨年度までに、放射線防護アカデミアが、分野連携の推進や科学的知見の規制へ

の取り入れへの貢献、放射線防護人材の確保・育成といった役割を果たす上での必要な

情報共有・連携・協調の場を形成し、その実効性を検証してきた。 

今年度は、今年度は Webinar（情報集約）や他分野学会との連携（研究遂行）の有用

性を確認することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7．情報共有・連携・協調の場として有用であることが検証された仕組み 

(赤字は今年度の取り組み) 

 

  

代表者会議   

情報集約 
・議論 

喫緊の 
課題提案 オーソライズ 規制へ 

の反映 研究遂⾏ 

国際動向報告会      合同報告会 学会イベント 複数学会による 
合同委員会 Webinar  他分野学会

との連携   
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3．今後の展望 

 

 令和 2 年 12 月に、代表者会議では参加メンバーにアンケートを実施し、本事業で行

っている活動についての自己評価を実施した。放射線防護アカデミアが関与している活

動を大きく分けると、（1）アカデミアが主体的に行っている事業、（２）活動に関する

情報発信、（3）若手人材のための企画、（4）活動を企画し、実行する代表者会議のガバ

ナンスに分けることができる。 

これらの項目について、放射線防護向上と人材育成確保の 2つの観点において、意義

があったかどうかを回答した結果を表 6に示す。 

単純集計の結果、代表者会議メンバーは、放射線防護アカデミアが、一年、一年、方

向性を確認しながら進めてきた以下のような活動を高く評価していることが分かった。

具体的には以下の 3 つである。 

1）放射線安全規制研究の重点テーマの提案：規制側と専門家の間で認識にはギャッ

プがあることが明らかになり、意見交換する機会を積極的に作った。また学会連携

などにより、重点テーマ候補研究を遂行した。 

2）放射線防護人材の育成・確保：放射線防護アカデミア内の会員のデータを分析や

学会合同でのアンケート調査を実施した。各学会単位での若手人材育成への継続的

支援も学会からの期待が高い。 

3）国際動向報告会と Webinar：国際動向報告会で抽出したテーマを深く掘り下げるた

め、実効線量と実用量に関する WG を設置するとともに、Webinar を企画して、広く

情報共有を行った。 

 

一方でアンケートの自由筆記欄には改善すべき点についてのコメントも多かった。

重点テーマや学会員の調査に関しては、意義はあっても学会全体への浸透は難しく、

学会員に理解してもらうのが難しい、あるいは企画委員会に丸投げになったといった

意見があった。若手の人材育成の取り組みは、学会の独自性を出すのは難しい、基礎

研究の色が濃いと防護人材の育成にはつながらない、といった生の声が聞かれた。 

情報発信に関しては、国際動向報告会はアンブレラで実施しなくてもいいという意見

や、HP に関して若手が利用する工夫や利用率を上る工夫が必要という意見があった。 

国際機関のイベントへの若手派遣には、応募者が増えるように渡航助成にするという

提案や、事前の発表指導も行ってはどうかという意見もあった。 

こうした活動の企画、実行を行うにあたっての代表者会議のガバナンスについては、

学会や規制側との関係に言及する意見が多かった。具体的には、規制側が学会に何をし

ているのかを明確にすべき、という意見があった。また学会が防護の課題を抽出するこ

とは難しい、規制側との対話は学術的な視点より実務・実学的視点の方がいい、そうな

ると基礎分野の研究者や基礎研究者が多い学会にとっては関心が高くないといったコ

メントがあった。さらに学会連携を広げることは、学会と会員にとってメリットが見え

ない、という意見もあった。 

 

こうしたアンケート結果をベースに、第 4 回 NW 合同報告会のパネルディスカッショ

ンを実施し、4年間の事業を振り返りを行った。パネルディスカッションには、代表者
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会議メンバーのほかに、今年度から本事業に参加した、日本原子力学会保健物理・環境

科学部会と日本リスク学会原子力災害の防護方策意思決定タスクグループからの参加

があった。放射線防護アカデミア外からは、他分野からの参入に関して、共通課題を示

したうえでの Webinar の活用や、副業で放射線防護を担う人材の増加などが具体的な助

言が行われた。 

 

こうした自己評価により、比較的学問領域としては近い 4 つの学会間でも会員の専門

性や考え方には違いがあることが再認識された。よって学会連携により様々な専門性と

幅広い視点からの検討が可能になるというメリットがある。しかしながら、各学会に横

並びの参加を期待するとなると、活動範囲が制限されたり、学会への負荷が大きくなっ

たりするため、持続的な活動は難しくなる。 

委託事業終了後、放射線防護アカデミアを自主運営する場合、どういった活動をする

のが適当かを、アカデミア内で合意形成を行う必要がある。また活動に適した運営形態

を検討し、立ち上げ準備を行うこととなる。 

 

学会のネットワーク化は時代の趨勢ではあるが、今のところその形態はさまざまであ

る。医療被ばく研究情報ネットワーク（J-RIME, 現在 18 学協会が参加）は、会費もな

くネットワークの活動全てが参加団体による手弁当で行われている。医療放射線防護連

絡協議会（15 学協会が参加）では、団体や個人から会費を徴収し、医療放射線防護の広

報や ICRP 委員への支援活動に充当している。また防災学術連携体（58 学会・連合が参

加）は、日本学術会議の学際連携の発展形として設置されて、日本学術会議との共催シ

ンポジウムの開催が主な活動であるが、緊急事態においては必要な活動を行うこととし

ている。そのため、参加学会からは会員数に応じた年会費を徴収している。さらには、

地球惑星科学連合（現在 51 団体会員が参加）にように、法人化し、毎春合同の年次大

会を開催している例もある。 

いずれも、学会にとってネットワークに参加していることにメリットがあることから

その活動が支持され、持続している。 

 

こうした学会連携の例も参考にしつつ、学会からの意見を十分吸い上げた上で、次年

度は、放射線防護アカデミアの将来像を取りまとめる。 
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線
量

と
実

用
量

に
関

す
る

W
G

の
活

動
等

）
 

◎
 

 
・
管

理
の

現
場

で
も

必
要

な
知

識
を

提
供

し
た

ア
ン

ブ
レ

ラ
ら

し
い

活
動

 
・
学

会
に

よ
っ

て
防

護
に

関
す

る
認

識
に

差
異

が
あ

り
、

こ
の

手
の

活
動

が
現

実
的

 

・
若

手
会

員
を

含
め

れ
ば

良
か

っ
た

 

参
加

団
体

ご
と

の
検

討
や

調
査

(重
点

テ
ー

マ
の

提
案

、
学

会
員

の
調

査
、

事
故

・
緊

急
時

対
応

向
上

の
た

め
の

提
言

) 
◎

 
 

・
若

手
会

員
が

参
加

し
た

点
 

・
会

員
の

動
向

を
他

学
会

と
も

共
有

で
き

た
 

・
各

学
会

の
視

点
で

共
通

の
テ

ー
マ

に
ア

プ
ロ

ー
チ

す
る

と
い

っ
た

検
討

プ
ロ

セ
ス

 

・
重

点
テ

ー
マ

の
提

案
は

止
め

る
 

・
防

護
に

関
心

が
あ

る
会

員
は

少
な

く
、

活
動

の
意

義
を

学
会

員
に

理
解

し
て

も
ら

う
の

が
難

し
い

 
・
請

負
仕

事
的

で
、

企
画

委
員

会
に

丸
投

げ
的

な
対

応
に

な
っ

た
 

共
通

の
活

動
を

参
加

団
体

ご
と

に
実

施
（
若

手
人

材
育

成
の

た
め

の
取

り
組

み
や

規
制

側
と

の
対

話
の

場
の

提
供

） 
○

 
○

 
・
若

手
人

材
の

育
成

は
持

続
的

活
動

が
大

切
 

・
イ

ベ
ン

ト
の

プ
ロ

グ
ラ

ム
が

埋
ま

る
の

で
メ

リ
ッ

ト
は

あ
っ

た
。

 

・
学

会
の

独
自

性
を

出
す

の
は

難
し

い
 

・
会

員
に

よ
っ

て
は

防
護

へ
の

関
心

に
個

人
差

が
あ

り
、

学
会

全
体

と
し

て
は

情
報

が
生

か
し

き
れ

な
い

 
・
基

礎
研

究
志

向
だ

と
、

防
護

人
材

の
育

成
に

つ
な

が
り

に
く

い
 

課
題

解
決

型
N

W
へ

の
関

与
（学

会
か

ら
の

参
加

、
議

論
の

場
の

提
供

）
 

○
 

 
・
こ

れ
ま

で
に

な
い

試
み

 
・
N

W
か

ら
学

会
に

対
し

て
、

推
薦

依
頼

が
必

要
 

・
学

会
へ

の
進

捗
の

情
報

共
有

が
必

要
 

・
学

会
の

専
門

研
究

会
等

の
形

式
で

実
施

す
る

仕
組

み
は

ど
う

か
 

（
2）

情
報

発
信

 
 

 
  

  

国
際

動
向

報
告

会
 

◎
 

◎
 

・
一

般
会

員
の

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

ア
ッ

プ
に

寄
与

 
・
同

種
の

会
合

は
他

で
も

行
わ

れ
て

い
る

。
 

N
W

合
同

報
告

会
 

 
 

 
 

N
W

が
行

っ
て

い
る

ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

会
合

 
 

 
  

・
ア

ン
ブ

レ
ラ

と
は

切
り

離
し

て
も

良
い

 

実
効

線
量

と
実

用
量

に
関

す
る

W
G

が
行

っ
て

い
る

W
eb

in
ar

（
全

5
回

シ
リ
ー

ズ
）
 

◎
 

◎
 

・
新

た
な

テ
ー

マ
を

設
定

す
れ

ば
継

続
可

 
 

国
際

的
機

関
か

ら
の

専
門

家
と

の
意

見
交

換
（
IC

R
P

関
連

の
国

内
会

合
の

開
催

、
専

門
家

の
招

へ
い

） 
○

 
 

・
一

般
会

員
の

ベ
ー

ス
ラ

イ
ン

ア
ッ

プ
に

寄
与

 
・
他

で
も

や
っ

て
い

る
の

で
、

ア
ン

ブ
レ

ラ
と

切
り

離
し

て
も

よ
い

 
・
他

で
や

っ
て

い
る

活
動

と
連

携
す

る
と

よ
い
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放
射

線
防

護
ア

ン
ブ

レ
ラ

H
P
（
掲

示
板

機
能

な
ど

）
の

内
容

更
新

・
シ

ス
テ

ム
運

用
 

○
 

 
・
情

報
交

換
に

必
要

で
あ

る
 

・
人

材
育

成
に

か
か

わ
る

情
報

を
も

っ
と

掲
載

し
、

若
手

に
見

て
も

ら
う

工
夫

が
で

き
る

と
い

い
 

・
ロ

グ
数

な
ど

デ
ー

タ
を

解
析

す
べ

き
 

放
射

線
影

響
・
防

護
ナ

レ
ッ

ジ
ベ

ー
ス

の
内

容
充

実
・
更

新
・

シ
ス

テ
ム

運
用

 

 
 

・
役

に
立

つ
 

・
利

用
率

向
上

の
た

め
の

工
夫

が
必

要
 

（
3
）
若

手
人

材
の

た
め

の
企

画
 

 
 

良
か

っ
た

と
こ

ろ
 

 改
善

す
べ

き
点

・
考

慮
す

べ
き

点
 

国
際

的
機

関
が

主
催

す
る

イ
ベ

ン
ト

へ
の

若
手

の
派

遣
（
グ

ロ
ー

バ
ル

人
材

の
育

成
） 

○
 

◎
 

  
  

進
路

等
個

別
相

談
会

（
W

eb
）
 

 
 

・
良

い
企

画
で

あ
る

 
・
ア

ン
ブ

レ
ラ

の
活

動
に

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
で

き
る

／
継

続
的

に
係

わ
れ

る
よ

う
な

人
を

派
遣

す
る

シ
ス

テ
ム

 
  

・
イ

ベ
ン

ト
申

込
締

切
の

前
段

階
で

派
遣

者
を

決
定

す
る

仕
組

み
だ

と
応

募
者

は
増

え
る

 
・
行

き
先

を
決

め
打

ち
す

る
研

究
職

希
望

者
に

は
あ

ま
り

馴
染

ま
な

い
 

・
海

外
発

表
の

経
験

の
な

い
若

手
を

優
先

的
に

選
び

、
渡

航
前

に
発

表
練

習
を

さ
せ

て
は

ど
う

か
 

・
IC

R
P

の
m

en
to

r/
m

en
te

e
制

度
等

を
活

用
し

て
は

ど
う

か
 

（
4
）
代

表
者

会
議

に
よ

る
ア

ン
ブ

レ
ラ

の
ガ

バ
ナ

ン
ス

 
 

 
・
企

画
と

し
て

は
良

い
 

・
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト
が

「進
路

指
導

」
の

ス
キ

ル
を

共
有

し
て

は
ど

う
か

 
・
気

軽
に

申
し

込
ん

で
も

ら
う

工
夫

が
必

要
 

防
護

関
連

の
課

題
抽

出
の

た
め

の
積

極
的

関
与

（
W

G
の

設
置

、
政

策
提

言
な

ど
） 

○
 

 
 

・
規

制
側

が
学

会
に

何
を

期
待

し
て

い
る

か
を

明
確

に
す

べ
き

。
真

に
必

要
な

こ
と

は
学

会
の

自
主

的
な

活
動

で
は

な
く

委
託

に
す

べ
き

。
 

ア
ン

ブ
レ

ラ
内

で
の

情
報

発
信

・
共

有
（
具

体
的

な
イ

ベ
ン

ト
は

(2
)を

参
照

）
 

 
 

・
良

い
機

会
に

な
っ

た
 

・
規

制
側

が
必

要
と

す
る

標
準

の
策

定
が

適
当

 
・
学

会
に

よ
っ

て
は

防
護

の
課

題
抽

出
へ

の
積

極
的

関
与

は
難

し
い

 

規
制

側
と

の
対

話
の

場
の

確
保

（
ク

ロ
ー

ズ
ド

の
場

で
）
 

◎
 

 
・
ア

ン
ブ

レ
ラ

内
で

の
情

報
共

有
は

有
益

 
・
こ

う
し

た
場

が
設

け
ら

れ
る

だ
け

で
も

画
期

的
 

  

市
民

と
の

対
話

の
場

の
確

保
（N

W
合

同
報

告
会

等
の

オ
ー

プ
ン

の
場

で
）
 

 
 

・
代

表
者

会
議

に
放

射
線

防
護

部
署

か
ら

出
席

す
る

こ
と

が
必

要
 

・
学

術
的

視
点

よ
り

実
務

実
学

的
視

点
の

展
開

が
よ

い
 

・
基

礎
研

究
者

に
と

っ
て

規
制

側
か

ら
の

情
報

の
関

心
は

高
く

な
い

。
 

他
学

会
と

の
連

携
/
ア

カ
デ

ミ
ア

拡
充

に
向

け
た

リ
ー

ド
（
産

業
衛

生
、

原
子

力
、

リ
ス

ク
、

医
療

放
射

線
分

野
な

ど
）
 

○
 

 
 

・
放

射
線

影
響

等
も

含
め

た
観

点
で

公
開

の
場

を
設

定
す

る
と

よ
い

 
・
若

手
も

参
画

す
る

と
よ

い
 

回
答
者
の

7
5
％

（
◎

）
あ
る

い
は
過

半
数

（
〇
）

が
「

意
義

が
あ

っ
た

」
と

判
断

し
た

項
目
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表 7．令和 2 年度 代表者会議年間スケジュール 

 
 アンブレラ全体 学会・NW 

5 月 31 日 R2 年度 若手派遣 締め切り 
→採択者決定(6 月 21 日に通知) 

 

6 月 11 日 第 12 回代表者会議 
・今年度の活動計画の確認 

 

6 月 29 日  保健物理学会大阪大会（Web） 
7 月 22 日 担当者打ち合わせ会議 

・Webinar 開催と WG の作業内容の決定 
 

7 月 27 日  リスク学会：原子力災害の防護方策の意思決定に
関する検討 TG（意思決定 TG）の Web 会合 

8 月 20 日 第 13 回代表者会議 
・代表者会議ならびに学会活動の計画・
進捗の確認 

 

9 月 1 日 Web による進路相談会事業開始 
（～12 月 25 日） 

 

9 月 4 日  線量 WG 第１回会合 
9 月 16 日  原子力学会保健物理・環境科学部会との打ち合わせ 
10 月 3 日  放射線事故・災害医学会学術集会（千葉）Web 大会 

10 月 15,16 日  放射線影響学会 年次大会（福島） Web 大会 
10 月 23 日  リスク学会意思決定 TG Web 会合 
10 月 27 日 国際動向報告会企画会議  
10 月 30 日 実効線量と実用量に関する Webinar（1）  
11 月 18 日  線量 WG 第 2 回会合 
11 月 20 日 令和 2 年度第 1 回研究推進委員会 

重点テーマのヒアリング 
 

11 月 21､22 日  リスク学会 第 33 回年次大会 
11 月 24 日 実効線量と実用量に関する Webinar(2)   

12 月 9-11 日  放射線安全管理学会 学術大会（沖縄）Web 大会 
12 月 18 日 実効線量と実用量に関する Webinar(3)   
12 月 23 日  リスク学会意思決定 TG の Web 会合 
12 月 25 日 第 14 回代表者会議 

・今年度の活動のまとめ 
・次年度（最終年度）の事業概要 

 

1 月 8 日 国際動向報告会  
1 月 22-29 日 第 15 回代表者会議（メール審議） 

・次年度計画決定 
・アンブレラ事業終了後について 

 

1 月 25 日 実効線量と実用量に関する Webinar(4)   
2 月 9 日 NW 合同報告会  
2 月 18 日 研究成果報告会  
2 月 22 日 実効線量と実用量に関する Webinar(5)   
2 月 26 日  報告書提出（学会） 
3 月 1 日 第 16 回代表者会議（Web 会議） 

・次年度の計画 
 

3 月 4 日  線量 WG 第 3 回会合（デトリメントに関する講演等） 
3 月 31 日 報告書提出（代表者会議）  

 



 

25 
 

表 8．代表者会議 構成員リスト（令和 3 年 3 月 1 日現在) 
   

  

参加団体 被推薦者 所属 

日本放射線安全管理学会 
中島 覚 広島大学 自然科学研究支援開発センター 

松田 尚樹 長崎大学 原爆後障害医療研究所  

日本放射線影響学会 
児玉 靖司 大阪府立大学大学院 理学系研究科  

小林 純也  国際医療福祉大学 成田保健医療学部 

日本放射線事故・災害医学会 
富永 隆子 量研・高度被ばく医療センター 

細井 義夫 東北大学大学院 医学系研究科  

日本保健物理学会 
飯本 武志 東京大学 環境安全本部  

甲斐 倫明 大分県立看護科学大学  

放射線リスク・防護研究基盤 
甲斐 倫明 大分県立看護科学大学  

酒井 一夫 東京医療保健大学  

   

運営母体 担当者 所属 

原子力規制委員会原子力規制
庁 

高橋 知之 
プログラムオフィサー 
京都大学 複合原子力科学研究所 

高山 研 

放射線防護グループ  
放射線防護企画課 

大町 康 

小林 駿司 

荻野 晴之 

滝  剣朗 

量子科学技術研究開発機構 

神田 玲子 放医研 放射線防護情報統合センター 

岩岡 和輝 放医研 放射線防護情報統合センター 

山田 裕 高度被ばく医療センター  

日本原子力研究開発機構 
百瀬 琢麿 核燃料サイクル工学研究所 

吉澤 道夫 原子力科学研究所 

原子力安全研究協会 杉浦 紳之 理事長 
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参考資料リスト 
 

 

参考資料 1 放射線影響分野における放射線防護対策の推進に関する調査と提言 

ならびに放射線防護人材の確保・育成（日本放射線影響学会） 

 

参考資料 2 放射線防護対策の推進に関する調査と提言（日本放射線安全管理学会） 

 

参考資料 3 放射線防護対策の推進に関する調査と提言（日本保健物理学会） 

 

参考資料 4 活動報告（日本放射線事故・災害医学会） 

 

参考資料 5 実効線量と実用量に関する Webinar（全 5 回シリーズ）資料集 

  

参考資料 6 ティエリー・シュナイダー博士へのインタビュー全文 

 



令和２年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野における

課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成） 

放射線影響分野における放射線防護対策の 

推進に関する調査と提言 

ならびに放射線防護人材の確保・育成 

令和 3 年 2 月 

一般社団法人 

日本放射線影響学会 

参考資料1
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1．放射線防護に係る海外の最新知見の収集 

 

1.1. 確定的影響の RBE とその線量評価における諸問題 

1.1.1. テーマを選んだ経緯や背景 

日本放射線影響学会では、平成 29 年度より原子力規制庁の放射線安全規制研

究戦略的推進事業の一部業務を請け負い、これに対応する組織として「放射線リス

ク・防護検討委員会」を設置し、関連する課題の検討に取り組んできた。 

本年度（令和２年度）には、当該事業のうち「放射線影響分野における放射線防護

対策の推進に関する調査と提言ならびに放射線防護人材の確保・育成に関連する業

務」の一環として、確定的影響の生物学的効果比（RBE）とその線量評価における諸

問題を取り上げ、最新の科学的知見の収集・整理を行うこととした。本節ではその経

緯及び背景について概説する。 

 

1.1.1.1. 放射線事故時に生じ得る確定的影響 

放射線被ばくが人体にもたらす影響は、その特徴に応じていくつかに分類できる。

まず、影響が当人に現れるか子孫に現れるかで「身体的影響」と「遺伝性影響」に区

分される。前者の身体的影響は、比較的速やかに現れる「早期影響」と長い潜伏期

間を経て現れる「晩発影響」に分けることができる。そして、しきい値となる線量、すな

わち「しきい線量」が有るか無いかで「確定的影響（組織反応）」と「確率的影響」に分

けられる。早期影響は「確定的影響」になり、白内障は例外的に「晩発影響」だが「確

定的影響」に分類される。「確率的影響」には、「晩発影響」のがん・白血病と「遺伝性

影響」が含まれる。 

放射線が人体に入射すると、遺伝情報を蓄えた DNA鎖が損傷を受ける。損傷が少

なければ、その傷は綺麗に修復されて影響は現れないが、DNA鎖が複雑な損傷を受

けると、修復できずにその細胞が死に至る、それが同じ組織内の多くの細胞で同時に

起こると、組織の機能に障害をもたらし、「確定的影響」として認識され得る。例えば

皮膚の場合、皮膚の細胞を作る幹細胞が機能を失うと、紅斑を経てびらんや潰瘍等

が生じ、その範囲が大きいと個体が死に至ることもある。なお、「確率的影響」とは、

DNAの損傷が誤って修復され、それが変異として残り、時間が経ってからがんや先天

性異常として現れる影響を意味する。 

 

1.1.1.2. RBE の定義とその変動要因 

 γ線と中性子など、種類の異なる放射線が混在した場での被ばくに対しては、その

線質毎に生物効果の違いを考慮した重み付けをした上で吸収線量を加算して、その

影響を予測評価する必要がある。これを式で表すと次のようになる。 

𝐷!"#$% = 𝐷&/()*$+, + 𝑅𝐵𝐸 × 𝐷-$*#./%0  [GyEq]      (1) 
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ここで Dtotal は総吸収線量、DX/γ-rays はＸ線やγ線など低 LET 放射線の吸収線量、

Dparticleは中性子など高 LET粒子、そして RBE は生物学的効果比（Relative Biological 

Effectiveness, RBE）である。LET とは、線エネルギー付与（linear energy transfer）の

ことで、粒子飛跡の単位長さ（通常は µm）当たりに組織に付与されるエネルギーを意

味する。RBE は、高 LET 粒子の線量（Dparticle）の重み付けの係数として一般に使われ

る指標で、対象とする高 LET 粒子が、基準となる放射線 (通常はγ線又はＸ線)に対

して、同じ生物効果を生じるのに要する線量の比として定義される。ＲBE 値の意味を

図で表現すると図 1.1.1.2.1.のようになる。 

 

 
 

図 1.1.1.2.1. 被ばく線量と生残率の関係．RBE は高 LET粒子と基準放射線

（低 LET 放射線）の２つの放射線において同じ生物効果をもたらす線

量の比として得られる． 

 

この図から推察されるように、高 LET 粒子の種類や基準放射線（低 LET 放射線）

の線量率が異なれば、生物効果の線量応答のカーブが変わり、それによって RBE の

値も変化する。また、着目する生残率や重篤度のレベルによっても RBE の値は変化

する。したがって、α線や中性子などで被ばくした人に対する医学的処置の判断に供

する RBE 値の選定においては、その被ばくの状況（被ばくした組織／臓器、懸念され

る症状、粒子の種類・エネルギー、線量率等）を正確に把握して、最も適切な値を採

用することが重要である。 

一方、そうした線質が異なる複数の放射線で高線量の被ばくを受ける事故や事象

が発生した場合に、どのように最適な RBE 値を適用して将来発現し得る影響を予測

評価するかという点についての具体的な指針は見当たらない。そこで、本学会におい
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ては、高線量被ばくがもたらす主要な確定的影響の RBE値に関する最新の情報を収

集・整理するとともに、これらの RBE 値を被ばく医療で採用するにあたっての課題に

ついて考察することとした。 

 

1.1.2. 最新知見の収集方法 

本学会では、本年度（令和２年度）、「放射線リスク・防護検討委員会（委員長：児玉

靖司会員）」の下に「確定的影響の生物学的効果比に関する小委員会」（以下「RBE

小委員会」という。）を設け、確定的影響についての RBE 値についての情報を収集し

整理するとともに、それらを吸収線量の重みづけに用いるうえでの諸問題とそれらの

解決に向けた方向性を示すことを目的として、報告書の作成作業に取り組んできた。

RBE小委員会の委員名及び所属を、主な執筆担当分野と共に表１.1.2.1.に示す。 

 

表 1.1.2.1. RBE小委員会委員の氏名、所属及び主な執筆担当分野 

（氏名の五十名順）. 

委員名 所属 主な執筆担当分野 備考 

高橋 昭久 群馬大学 白内障  

永田 健斗 量子科学技術研究開発機

構 

脳・中枢神経障害 若手推薦枠 

長谷川 有史 福島県立医科大学 造血機能・循環器障害  

保田 浩志 広島大学 RBE概説、全体調整 委員長 

吉田 由香里 群馬大学 皮膚障害、消化器系障

害、その他 

 

王 冰 量子科学技術研究開発機

構 

生殖機能障害、胎児影響  

 

1.1.3. 得られた知見と考察 

ＲBE 小委員会では、高線量被ばくがもたらす確定的影響の RBE 値に関する広範

な情報を、主要な生物学的エンドポイント（造血機能障害、皮膚障害、腸機能障害、

中枢神経障害、生殖機能障害、白内障及びその他）毎にとりまとめ、これらの RBE値

を被ばく医療に取り入れる際の課題について考察を試みた。以下、得られた知見等を

生物学的なエンドポイントごとに記す。 

 

1.1.3.1. 皮膚機能障害（脱毛含む） 

1.1.3.1.1. 皮膚障害のメカニズム 

 ヒトの身体全体を覆う皮膚は、皮下組織を含むと体重の約 16%を占める人体で最大

の面積及び重量を有するひとつながりの臓器である。皮膚は、体内と外界の環境を

隔て人体の恒常性を維持する重要な役割を果たしており、それを果たすためにさまざ



 

4 
 

まな機能をもち、それを実現するための複雑な構造を有している（図 1.1.3.1.1.）。 

 

図 1.1.3.1.1. 皮膚の構造． 

 

皮膚は、おおまかに表皮・真皮・皮下組織の 3 層構造をとっている。最も外側の層

である表皮は上皮組織であり、成熟段階によって異なる形態の角化細胞が層状に配

列し、深部から、基底層、有棘層、顆粒層、角質層の 4 つに分類される。基底層には

幹細胞が存在しており、これらが分裂増殖して分化し、成熟して有棘細胞・顆粒細胞

になったあと、角化して脱落していく。 

放射線により最も大きな障害を受けるのは基底細胞であり、被ばくすると細胞分裂

が停止し、被ばく後 3～5 週以内に表皮形成不全が発症する。その重篤度は線量に

依存しており、一定の線量以下では、細胞増殖が再開されて重大な障害はなく治癒

する。しかし、ある線量を超えると、増殖再開が遅延し、このため、成熟上皮細胞が角

化、剥離し続けるのに細胞供給が追いつかないために表皮の組織が失われ、びらん

や潰瘍などの湿性落屑として現れる。また、放射線は、毛根の中にあり、毛の基とな

る毛母細胞の増殖を抑制する。4～10 Gy の一回照射は、一過性又は永久的な薄毛

や脱毛症が発生し、分割照射では 40 Gy まで照射しても 1 年以内には毛が再生する

が、しばし脱色を伴う。線量がさらに多く、基底細胞が回復不能なダメージを受けてい

る場合は、上皮組織の修復がないために難治性の潰瘍を形成することになる。真皮

に存在する血管内皮細胞は緩やかなターンオーバーがあり、放射線により内皮が回

復不能な障害を受けると、血流障害や血管閉塞が起こり、皮膚は壊死に陥る。晩期

障害は、照射後 26週以降に生じるが、これらは、皮下組織の比較的太い血管や結合

組織などターンオーバーの遅い組織の障害で、毛細血管拡張症や皮下組織の線維

化による硬結（菲薄化）、壊死などがある。C3H/He マウスに炭素線を照射した際の実

際の皮膚の様子を図 1.1.3.1.2.に示す。なお、この写真における脱毛は実験の都合上、
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人為的に行ったもので、放射線による影響ではないことに注意されたい。 

図 1.1.3.1.2. 炭素線を照射した際のマウス皮膚の様子

（群馬大学・吉田由香里会員の提供）． 

 

このように皮膚は、それぞれの細胞の放射線感受性、ターンオーバーの速度に依

存して、被曝した直後から、年余にわたるまで多彩な放射線障害があり、その発現時

期も異なる（表 1.1.3.1.1.）。また特異な場合として、線量が 100 Gy を超えるような場

合には、急性皮膚壊死や潰瘍がきわめて早期（10～14 日） に生じる。これは増殖細

胞か増殖停止細胞であるかにかかわらず、細胞が有糸分裂を経ずに直接細胞死（い

わゆる間期死）を起こすため、急速に増殖細胞層や成熟皮膚細胞が失われるためで

ある。 

 

表 1.1.3.1.1. 被ばく線量による皮膚症状と発症時期 (IAEA, 1998)． 

症状 線量範囲 [Gy] 発症時期 [日] 

紅斑 3-10 14-21 

脱毛 > 3 14-18 

乾性皮膚剥離 8-12 25-30 

湿性皮膚剥離 15-20 20-28 

水泡形成 15-25 15-25 

潰瘍（皮膚内） > 20 14-21 

壊死（深部） > 25 > 21 

 

なお、皮膚の放射線応答については、ICRP が Publication 59 (ICRP, 1992)におい

て詳細な記述をしており、また Publication 85（ICRP, 2000）及び Publication 118（ICRP, 

紅斑        乾性皮膚剥離     湿性皮膚剥離 

https://basicmedicalkey.com/lower-digestive-segment/ 
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2012）にも要約が記されている。 

 

1.1.3.1.2. 皮膚障害の RBE 

皮膚の放射線感受性に最も大きな影響を与える因子は、皮膚組織に入射した粒子

の電離密度であり、これは LET で評価される。非常に低い線量かつ分割線量の RBE

値は、高エネルギー高速中性子（42 MeVp+Be又は 62 MeVp+Be）の場合には 3～4、

低エネルギー速中性子(4 MeVp+Be)の場合には約 8 であり、一回線量が 10 Gy を超

える場合には 1.5～4.0 であることが報告されている（Hopwell et al., 1988; Joiner & 

Field, 1988）。分割照射における RBE値については、速中性子線を用いたマウス実験

から、一回線量が大きくなるにつれて RBE 値が小さくなることが報告されている

（Denekamp,et al., 1976; Joiner MC., et al 1983）。陽子線においては、早期皮膚反応

をエンドポイントとして Spread Out Bragg Peak (SOBP)中心での RBE値は、60Co を基

準放射線とした場合には 1.1～1.15 (Raju et al., 1978; Nemoto et al., 1998; Tepper et 

al., 1977)、X線 300 kVを基準放射線とした場合には 0.75 (Tatsuzaki et al., 1991)、240 

kVのX線を基準とした場合には 0.90 (Sorensen et al., 2017）と報告されている。他に、

これまでに報告されている in vivo 実験から得られた皮膚における炭素線の RBE 値

について表 1.1.3.1.2.に示す（Karger et al., 2018）。Ando et al.（1998）のデータから、

LET が高くなると RBE値が大きくなることが分かる。 

 

表 1.1.3.1.2. 皮膚における炭素線の RBE値． 

動物種 エンドポイント 基準 

放射線 

分

割

回

数 

LET 

[keV/µm] 

RBE

値 

文献 

ゴールデンシリ

アンハムスター 

Average 

ventral 

thoracic skin 

reaction 

X線 

225 kV 

1 Modified 

Bragg 

peak 

1.60 Leith et 

al., 1981 2 1.80 

5 1.90 

C3H/HeMsNrsf

マウス 

湿性落屑 Cs-137 

γ線 

1 14 1.45 Ando et 

al., 1998 20 1.75 

42 2.15 

77 2.50 

2 14 1.35 

20 1.40 

42 1.50 

77 2.40 
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4 14 1.40 

20 1.60 

42 1.85 

77 3.20 

8 14 1.60 

20 1.90 

42 2.25 

77 3.20 

CDF1 マウス 湿性落屑 X線 

240 kV 

1 65 1.36 Sorensen 

et al., 

2015 

 

1.1.3.2. 消化器系への影響 

1.1.3.2.1. 消化管について 

消化管は、口腔から食道，胃、小腸、大腸、直腸、肛門部まで通常は閉鎖された管

状の器官である。非常に放射線感受性の高い臓器であり、全身被ばくにおいては、

消化管障害は生存決定因子の１つとして知られている。放射線による消化管障害の

発生率と重篤度は、放射線線量、照射を受けた臓器の体積、分割照射スケジュール、

及びほかの要因により異なる。表 1.1.3.2.1.にヒトの急性組織障害及び晩期組織障害

について、各臓器の全容積における耐容線量を示した（Joiner & Kogel, 2018）。消化

器系の様々な器官における線量―体積効果に関する情報については、QUANTEC 

（Quantitative Analysis of Normal Tissue Effects in the Clinic）グループによる報告を

参照されたい（Deasy et al., 2010; Kavanagh et al., 2010; Michalski et al., 2010; Rancati 

et al., 2010; Werner-Wasik et al., 2010）。なお、これまで放射線による消化管障害の重

篤度は幹細胞／前駆細胞に生じるアポトーシス又はクローン形成細胞死の程度にの

み依存すると考えられていたが、この見解は、放射線が誘発した細胞機能の変化と

多くの二次的なプロセスが放射線毒性の病態生理学的な発現に大きく寄与するとい

う認識に取って代わられた（ICRP, 2012）。 
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表 1.1.3.2.1. 放射線治療によるヒト消化器系の急性組織障害及び晩期組織

障害における耐容線量 

臓器 エンドポイント 症状が現れるまでの期間 耐容線量 

[Gy] 

口腔粘膜 潰瘍性粘膜炎 照射期間中（2～3週） 20 

唾液腺 萎縮／線維症 数か月～数年 60～70 

一過性の機能損失

（口内乾燥症） 

照射期間中（2週目） 10～20 

機能損失 

（口内乾燥症） 

早期反応からの継続 25 

食道 嚥下障害 照射期間中 40～45 

潰瘍 照射期間中～数か月 55 

胃 弛緩 照射期間中 20 

潰瘍 数か月 50 

小腸 吸収不良 照射期間中 30 

潰瘍／障害 数か月 40 

大腸 下痢、痛み 照射期間中～終了後 10～20 

潰瘍／障害 数か月～数年 45 

直腸 直腸炎 照射期間中 50 

慢性炎症、潰瘍 数か月～数年 60 

肝臓 静脈閉鎖疾患 2～3週 30 

膵臓 線維症 数か月～数年 50～60 

 

1.1.3.2.2. 小腸 

小腸は消化管の中でも特に感受性が高く、低線量（1 Gy）の被ばく後に、悪心、嘔

吐、下痢などの前駆症状がみられる。ヒトの場合には 6 Gy を越える線量の被ばく後

に、放射線性消化管症候群（gastrointestinal syndrome; GIS）が発症する。栄養吸収

や物理的バリアなどの上皮機能が失われ、吸収阻害、下痢、出血に加えて、腸内細

菌の組織内侵入に伴う感染症や敗血症といった急性期障害が引き起こされ、被ばく

後、通常 10日以内（ほとんどが 5～7 日後）に死亡する（Waselenko et al., 2004; Berger 

et al., 2006; ICRP, 2012）。 

小腸の粘膜は一層の上皮によって覆われており、管腔側に伸びた突起状の構造

をした繊毛と、その下部にある窪みのクリプト（陰窩）に区分される（Potten et al., 2009）

（図 1.1.3.2.1.）。繊毛には吸収上皮細胞が非常に多く存在するほか、粘液を産生する

杯細胞が存在し、栄養吸収や物理的バリアといった主な上皮機能を司っている。クリ

プトには腸上皮幹細胞が存在しており、活発に増殖・分化を繰り返している。派生した
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娘細胞は成熟して繊毛に移動して上皮層を形成し、最終的には繊毛の先端から管腔

内へと脱落する。小腸ではこのような上皮の更新が 3～4 日を周期として絶えず行わ

れている。 

 

図 1.1.3.2.1. 腸管の構造． 

 

クリプトの腸上皮幹細胞や娘細胞は非常に放射線感受性が高く、中等度の被ばく

では、繊毛の短小化が起こるが、幹細胞が回復すると、失われた細胞が供給されて、

繊毛はもとに戻る。しかし、大線量では、幹細胞がほとんど死滅するため、繊毛への

細胞供給が途絶えてしまい、上皮構造が破綻して GIS に陥る。被ばく後、数か月ある

いは数年で現れる合併症としては、線維化狭窄、腸穿孔及び瘻管形成がある（ICRP, 

1984）。分割照射における単回線量の大きさは、主に遅延性傷害に影響を及ぼすの

に対して、治療期間は急性期と遅延性の両方の放射線応答に影響を及ぼす

（Langberg et al., 1994; Langberg et al.,1996）。 

 

1.1.3.2.3. 肝臓 

肝臓もまた放射線感受性が高く、ヒト消化管系の実質臓器のうち、しきい線量が最

も低いといわれている。また、明白な体積効果を示し、器官の大部分又は全体が被

ばくした場合の障害のしきい線量は低い。通常の 2 Gy 分割で総線量 30 Gy が耐容

線量である。放射線肝障害のうち、もっとも重要である肝炎は、急性期（照射後 2～6

週）に出現する。肝全体が通常の分割治療で 30 Gy受けた場合、一般に 5～10%の肝

炎が起こることが知られている（Marks et al., 2010; Pan et al., 2010）。肝小葉の中心

静脈の損傷も含めて、血栓症及び門脈圧亢進症を伴う変化は、肝機能不全、肝肥大、

腹水の兆候を示し、死に至ることがある（ICRP, 1984）。我々は、ラットに X線 30 Gy を
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全肝照射した場合、照射後 20 週以内に 60%のラットが死亡することを報告している

（Imaeda et al., 2014）。肝細胞の入れ替わりは通常遅いため、放射線による急性の肝

障害は幹細胞の再生の妨害によるものではない。 

 

1.1.3.2.4. 消化器系障害の RBE 

マウス腸管クリプト生残率をエンドポイントとした実験から、腸管の炭素線における

RBE 値は LET に依存して大きくなること、照射分割回数に依存して大きくなることが

分かっている（Yoshida et al., 2015）。これまでに報告されている in vivo 実験から得ら

れた消化器系における炭素線 1 回照射による RBE 値について表 1.1.3.2.2.にまとめ

た。このほかに、正常マウスの腸管クリプトアッセイをエンドポイントとした陽子線の 1

回照射による RBE値は 1.08～1.18 であること（Gueulette et al., 2004）や、APC1638N/+

マウスを用いた腸及び大腸への腫瘍発生をエンドポイントとした実験において、様々

な線種における RBE値が報告されている（Suman et al., 2016; 表 1.1.3.2.3.）。 

 

表 1.1.3.2.2. 消化器官における炭素線の RBE値． 

臓器 マウス種 エンドポ

イント 

基準放

射線 

LET 

[keV/µm] 

RBE値 文献 

肝 臓

（ 部

分 肝

切 除

後） 

Balb/c 肝 不 全

LD50/60 

X線 

200 kV 

50±7 1.86 Tomizawa et 

al., 2000 

腸 Balb/c 

NMRI 

C57 

black 

ク リ プ ト

アッセイ 

60Co 

γ線 

13.7 1.3 Gueulette et 

al., 2004 40.9 1.6 

49.4 1.7 

70.7 1.9 

C3H/He ク リ プ ト

アッセイ 

60Co 

γ線 

42 1.44～

1.47 

Uzawa et al., 

2009 

50 1.57～

1.63 

74 1.80 

C3H/He ク リ プ ト

アッセイ 

X線 

200 kV 

20 1.01 Yoshida et al.,  

2015 77 1.72 
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表 1.1.3.2.3. APC1638N/+マウスを用いた消化器官の RBE 値；基準放射線

は全て 137Cs-γ線． 

臓器 性別 線種 RBE値  臓器 性別 線種 RBE値 

腸 オス 12C 1.5 大腸 オス 12C 3.5 
56Fe 2.3 56Fe 5.6 
28Si 4.8 28Si 9.3 

メス 12C 1.6 メス 12C 3.3 
56Fe 2.4 56Fe 5.0 
28Si 3.1 28Si 8.1 

 

1.1.3.3. 造血機能障害及び循環器系への影響 

1.1.3.3.1. 造血組織への影響 

1.1.3.3.1.1. 造血組織の解剖学的・生理学的特徴と放射線被ばく時の反応 

造血機能の中心を担う臓器は骨髄であり、血流により体内を循環する機能細胞と

しての血球を産生する。造血幹細胞（hematopoietic stem cell：HSC）はあらゆる血球

の起源であり、自己複製能と多分化能の双方を持つ。HSC は多能性前駆細胞(multi 

potent progenitor：MPP)に分化して自己複製能を失った後、骨髄球系とリンパ球系の

2 系統に分化する。骨髄球系 MPP は顆粒球系、巨核球系、赤芽球系前駆細胞への

分化を経て、コロニー形成細胞（colony forming unit: CFU）となり分化を終え、それぞ

れ赤血球、血小板、好酸球、好塩基球、肥満細胞、好中球、単球へと成熟してゆく。

同様に、リンパ球系MPPは B前駆細胞、及び T前駆細胞で分化を終え、B リンパ球、

T リンパ球、NK細胞へと成熟してゆく。上記のうち HSC, MPP, CFUが骨髄に存在す

る(ICRP, 2012)。 

放射線被ばくにより、血球産生の幹細胞に細胞死を来すような組織反応が発生し、

造血機能が障害されると血球減少が起こる。骨髄を構成する細胞は上述の如く一般

に細胞分化能が高い。放射線は細胞分化が活発な組織をより強く障害するため、骨

髄構成細胞は放射線感受性が高く、中でも白血球系、特にリンパ球の放射線感受性

が高い。そのため、被ばくによる確定的影響では白血球系、血小板系、その後に赤

血球系が枯渇して骨髄が無形成に陥り臓器不全に至る。 

骨髄が確定的影響を受けるか受けないかは、生存する幹細胞の数に依存する。骨

髄が 0.5～1Gy の被ばくを受けると血球減少を来し、2Gy で被ばく部分の骨髄におけ

る造血機能障害を来すが、上記の程度の被ばくでは非被ばく部分の機能によって骨

髄機能は補完される。5～6Gy の全身照射を受けると 15 日以内に血球が消失する

(IAEA. 1971)。ヒトの全身被ばくにおける 60 日間 50%生存率（LD50/60d）は低 LET 放射

線で 2.5～5Gy とされ、主な死因は感染や出血で、小児は成人に比べて感受性が高

いことが知られている(UNSCEAR, 1988; 2013)。 
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1.1.3.3.1.2. 造血器障害の RBE 

骨髄に於ける確定的影響の RBE値は、主に実験動物における放射線照射後の反

応を対照放射線（X 線や γ 線）間で比較することで調査研究されてきた。当初は 30

日間 50%生存率に基づく RBE値（RBE-LD50/30d）が広く用いられたが、放射線以外にも

多様な因子が死亡に影響するため、徐々に実験動物の骨髄幹細胞の反応を CFU-S 

(colony-forming units-spleen)、GM-CSF（Granulocyte Macrophage colony-stimulating 

Factor）、Meg-CFC (megakaryocyte progenitor cells)など生存率を用いた RBE 値

（RBE50：コロニーや細胞の 50％生存率から得られた RBE 値、RBE10：10%生存率から

得られた RBE値、RBE slope ratio：生存率曲線の傾きから得られる D0の比）で示され

るようになった。 

重イオンの RBE値について、Ainsworth ら(1983)は、400MeV/u の炭素線及びネオ

ン線を全身照射したマウス骨髄中の CFU-S 生存率のデータに基づき、炭素線では

RBE10=1.5, RBE50=1.5、ネオン線では RBE10=1.6～1.7, RBE50=2.3～2.5 であると報告し

た(Ainsworth et al., 1983)。Leith ら（1983）は、全身照射マウス骨髄中の CFU-Sをエ

ンドポイントとして、拡散ブラッグピークの炭素線とネオン線の 60Co-γ 線（mid-peak

領域）に対する RBE 値を調べ、それぞれ RBE10=1.8 及び RBE50=2.4（炭素線）、RBE10

＝1.2及び RBE50=2.8（ネオン線）と報告している（Leith et al., 1983）。坪井ら（1993）は、

炭素線を全身照射したマウスの骨髄中細胞の生存率から、炭素線の RBE 値につい

て、RBE slope ratio で 1.68（CFU-S）、1.56（GM-CFC）及び 1.25（Meg-CFC）と報告し

た。また、炭素線（135MeV/u）全身照射によるマウスのLD50/30dに基づくRBE値（RBE-

LD50/30d）は 1.32 と報告し、RBE slope ratio の値に近い数値であったと述べている

（Tsuboi et al., 1995）。 

中性子の RBE 値についても、上記と同様の手法を用いた知見が蓄積されている。

Ainsworth ら(1983)によりレビューされた、CFU-S をエンドポイントとした中性子のエネ

ルギーレベル別 RBE値のいくつかを抜粋して表 1.1.3.3.1.1.に示す。 

 

表 1.1.3.3.1. CFU-Sの 10％生残率をエンドポイントとした中性子の RBE． 

中性子のエネルギー

又は線源 

RBE値 文献 

Reactor 3.0 Davids (1972) 

～2.5 MeV 2.0 Ainsworth et al. (1970) 

～6 MeV 2.5 Silini et al. (1965) 

14 MeV 1.4 Carsten et al. (1976) 

15 MeV 1.2 Broerse et al. (1971) 

67 MeV 1.7 Hanson et al. (1981) 

600 MeV 1.5, 2.0 Hendry et al. (1979) 
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これらによれば、中性子線の RBE50は 1.0～5.6、RBE10は 1.0～3.0、RBE slope ratio

は 0.8～3.2 の値を示した。RBE50、RBE10は、中性子線のエネルギーレベルによらず、

概ね RBE-LD50/30d、RBE slope ratio より高値であった。 

中性子照射線量と RBE値の関係及びその臓器別特徴について、Field ら（1979）は、

中性子線を照射したマウス CFU-S 生存率及びマウス致死率から得られた RBE 値と

線量反応を臓器別の比較を行っている。その結果、一般的に重イオンや中性子線照

射による造血器系の障害 RBE 値は、他の臓器の RBE 値よりも低値である事が明ら

かにされた。また、他の臓器と同様に、中性子の線量が高くなるほど RBE 値が低下

することが示された。 

線量及び線量率と RBE値の関係について、Jones ら（1997）は、0.01から 4.5Gy の

範囲の中性子線量を 1 分、1 時間、1 日、1週間及び 1 ヶ月に渡ってマウスに一様に

照射した場合の時間特異的な細胞死(細胞減少)に対する RBE値を検討した。その結

果、中性子照射した造血幹細胞HSCにおける細胞減少の時間依存性 RBE値は 5.02

から 0.22 の範囲と計算された。線量と線量率については、被ばく線量が増加するほ

ど、又、線量率が低いほど、RBE値が低下することを示している。 

X 線の RBE 値について、Scott ら（2013）は 137Cs のγ線（662keV）を対照として

320keVの X線をマウスに照射して RBE値を検討した。その結果、320keVの X線の

脾臓細胞における RBE値は＜1（RBE10=0.623，RBE50=0.763）、一方、骨髄細胞におけ

る RBE値は＞1（RBE10=1.026，RBE50=1.305）であり、照射後 24 時間以内の in vivo に

おいては 320keVの X線の方がγ線より骨髄細胞に対してやや高い殺細胞性を示し

た(Scott et al., 2013)。 

α線の RBE 値については、Lorimore ら（1993）がマウス骨髄細胞にα線を照射し

て得られた CFU-S の 10～50%生存率から導かれた RBE 値を 2.0～3.5 と報告してい

る(Lorimore SA et al. 1993)。一般的に確率的影響と比較して確定的影響では小さい

が、線量が 10年以上の長期にわたるロシアのMayak 作業員の様な場合は 5～20と

より高い RBE値を採用するよう提言されている(Scott B, 1995, USNRC/CEC, 1997)。

確定的影響の RBE 値は未だ不明確であるにもかかわらず、過去の線量評価の場面

では既にその値が用いられている。Harrison ら（2007）は、Alexander Litvinenko氏の
210Po 摂取の可能性に焦点を当て、210Po からの臓器及び組織の線量を推定するため

の生体動態モデル及び線量測定モデルを用いて臓器別 LD50（50%の死亡を引き起こ

す線量）、臓器別線量を評価し致死的な損傷を引き起こすのに必要な線量を推定し

た。その際、α線の RBE 値を考慮に入れた推計が行われ、現時点で複数の国際機

構が提案する RBE-weighted absorbed dose(ADT) での 2.0が RBE値として用いられ

た。そして摂取から数週間以内に発生する死亡原因に対して骨髄機能障害が重要な

影響を与えたとしている。(Harrison et al., 2007; IAEA, 2005; Kutkov et al., 2011) 。 
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1.1.3.3.1.3. 造血器障害の RBE に関する考察 

臨界に伴う中性子被ばく事故、α核種の体内摂取などの過去の事故においては、

造血器障害が患者の生命予後に大きく影響している。造血器障害の原因となるのは

骨髄組織の被ばくと考えられる。骨髄組織は他の組織と比較して放射線感受性が高

く、RBE 値は高くなく、その RBE 値は被ばく線量が高線量であるほど低値である。こ

れまでの報告からは重イオン、中性子による造血器障害の RBE値は概ね 2.0前後と

推察された。造血器障害と RBE 値の関係が今後一層明らかになることで、上記の如

き事象における線量評価と人体影響の推定に寄与できる可能性が高いと考える。 

 

1.1.3.3.2. 循環器 

1.1.3.3.2.1. 循環器の解剖学的、生理学的特徴 

循環器は、ポンプとしての心臓と、臓器・組織に酸素を含んだ血液を供給する血管

系に分類される。 

心臓の主な機能は栄養素と酸素の供給である。従って、心臓の放射線による機能

障害は複数の供給先臓器の直接的機能不全を来たし、結果的に放射線による多臓

器障害の主な原因の一つになりうる。 

血管の主な役割は栄養素と酸素の供給経路であり、臓器の支持組織としての役割

を果たす。臓器の主な役割を果たす実質細胞と、血管系細胞の放射線感受性の関

係は臓器毎に異なる。例えば造血器においては、臓器を構成する骨髄細胞と比較し

て、支持組織を構成する血管系細胞の放射線感受性は相対的に低い。従って放射

線により骨髄細胞が死に至っても、血管系が残って臓器を支持する事が可能であり、

それが急性放射線症候群の骨髄不全において骨髄移植治療が有効である一つの根

拠となっている。一方、腎臓や神経組織においては、臓器を構成する実質細胞と比較

して血管系の放射線感受性が相対的に高いため血管系の放射線による機能障害が

臓器不全の決定因子となりうるため注意が必要である。 

放射線による臓器障害は、その臓器の主たる役割を担う臓器細胞自身の障害と、

臓器の環境条件を維持する支持細胞・組織の障害との 2 つの機序に分類できる。循

環器は、上記の後者としての役割が大きいため、その障害はあらゆる臓器に対して

重大な臓器障害を来しうる。 

 

1.1.3.3.2.2. 循環器障害の RBE 

X 線やγ線などの低 LET 線の被ばくによる確定的影響に関する知見・勧告につい

て、Hopewell ら（1986）は放射線照射後のブタの直腸動脈において内皮細胞数の減

少、壁の肥厚及び局所閉塞、血流の減少が観察され、それらは照射後数ヶ月から数

年後に現れることを報告した(Hopewell et al., 1986)。その後近年に至り、複数の疫学

研究で放射線被ばくによる心血管系疾患（CVD）の増加が報告されている。Shimizu ら

（2010）は LSS において 0.5Gy 以上で被ばく線量依存性の心疾患死亡の増加を示し
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た(Shimizu Y et al. 2010)。Darby ら（2013）は乳がん患者に対する放射線療法で治療

後の虚血性心疾患発生率の増加を示した(Darby et al., 2013)。ICRP Publication 103

においては低線量被ばく後の循環器疾患発生率がこれまでの予想よりも高い事が示

され、水晶体と並び、心血管系への放射線影響には特に注意すべきであると勧告さ

れている(ICRP, 2013)。 

一方、Thomas ら（2007）はブタ及びウシ大動脈内皮細胞を用いて 210Po のα線を

照射し、細胞生存率、生細胞数の減少率、乳酸脱水素酵素（LDH）の放出、クローン

生存率を測定し、上記エンドポイントに応じたα線の血管障害に関する RBE 値を 1.6

～21（細胞生存率で 21.2±4.5、生細胞数の減少率で 12.9±2.7、培地への LDH 放出

で 5.3±0.4、クローン生存率で 1.6±0.1）と導き出した。クローン生着率における RBE

値が 1.6 と低い理由として、低線量での内皮細胞の X 線感受性の高さが影響してい

ると考察した(Thomas et al., 2007)。 

高 LET 線による循環器の確定的影響については、Delp ら（2016）は、宇宙飛行士

の心血管系疾病リスクに関する調査の中で、深宇宙で活動した宇宙飛行士において、

地球低軌道（LEO）のみで飛行した宇宙飛行士や飛行をしなかった宇宙飛行士と比較

して有意に CVD による死亡率が高く、深宇宙活動による CVD のリスクが高いことを

示した。その理由として、深宇宙では低軌道に比べて 56Fe などの高エネルギー重イ

オン（HZE ions：heavier high atomic number and high energy ions）の存在比率が高く、

深宇宙特有の重イオンによる被ばくが心血管系に影響を及ぼしていると考察している

(Delp et al., 2016; Ghosh et al., 2016)。Young ら（1982）はマウス上半身にネオン線、炭

素線を照射し、冠動脈の変成に関して調査を行い、HZE 線による冠動脈平滑筋変成

の RBE値は少なくとも 1以上ではないかと考察している(Yang et al., 1982)。Grabham

ら（2011）は、宇宙空間に於ける放射線影響を解明するため、ゲルマトリックス中のヒ

ト内皮細胞を用いて作成された 3D ヒト血管モデルに鉄イオン線（150keV）を照射し、

ヒト成熟血管と新生血管の構造を破綻させる線量を比較した。そして成熟血管の構

造を破綻させるために必要な線量を 6.4Gy（γ線）・0.8Gy（鉄イオン線）と計測し、その

結果から鉄イオン線による成熟血管障害の RBE値を 8.0 と導出した。彼らはまた、新

生血管の RBE値は成熟血管と比べて高いことを報告している（Grabham et al., 2011）。 

 

1.1.3.3.2.3. 循環器障害に関する考察 

高 LET 粒子が循環器障害をもたらすメカニズムについては未だ十分に解明されて

いない。一方で、疫学研究により放射線による循環器疾患のリスクが定量化されつつ

あり、その晩発影響のリスクに警鐘が鳴らされている。また、今後の有人宇宙開発の

進展に伴い、宇宙環境における高エネルギー重イオンによる被ばくを扱うための放射

線防護体系の拡張が求められることが予想される。そのためにも、循環器障害と

RBE の関係を詳細に明らかにするための研究の発展が望まれる。 
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1.1.3.4. 脳・神経障害 

1.1.3.4.1. 疫学的研究による評価 

中枢神経系（Central Nervous System, CNS) への高線量被ばくは、他の器官に比

べても重篤度の大きい障害をもたらすとされている。ヒトの場合、高線量の放射線に

短時間に被ばくした場合、急性放射線症候群（acute radiation syndrome, ARS）として、

2～3か月以内に脳細胞の変性、浮腫、炎症等の症状が現れる。線量が 100 Gy以上

の場合には、脳血管系の障害により死に至る (UNSCEAR, 1988) 。また、放射線被

ばく後の生存期間は、線量に依存することも分かっている。晩発的な障害として、放

射線は神経変性障害や認知機能の低下をもたらす (Lumniczky et al., 2017) 。一方、

中枢神経系への障害に対する治療法は未だ確立されていない。 

広島及び長崎における脳・中枢神経系のがんに対する疫学調査では、低線量域で

統計的に有意な線量反応関係が認められた (Preston et al., 2007) 。また、良性腫瘍

の一つである神経鞘腫（schwannoma) についても線量相関が認められ、とくに女性よ

りも男性におけるリスクが高い傾向が見られた (Preston et al., 2002)。原爆被曝者や

チェルノブイリ原発事故の際に被曝した者、さらには放射線治療を受けた患者に対す

る疫学的研究により、脳腫瘍における放射線感受性は、成人期に比べて小児期に高

いことが報告されている。とくに、頭部 CT 検査の際の被ばくは、成人よりも小児期の

生涯リスクを有意に増加させる (Brenner et al., 2001) 。中枢神経系における腫瘍の

発生は、成人では非常に稀であるが、小児では放射線被ばくが将来の腫瘍発生のリ

スクを高めることが報告されている (Vienne-Jumeau et al., 2019)。頭部 CT検査を受

けた小児の疫学的研究では、60 mGy 以下の比較的少ない線量の被ばくでも、脳腫

瘍リスクが 3倍になるとの報告がある (Pearce et al., 2012) 。 

 

1.1.3.4.2. 放射線が脳・中枢神経系に与える影響 

放射線は脳・中枢神経系に様々な影響を及ぼし得る。例えば、放射線被ばくにより、

神経前駆細胞の増殖と成長が抑制される可能性がある (Monje et al., 2002) 。γ線 

(50 nSv/h) による被ばくは、神経膠腫 (glioma) である星状細胞腫の発生率に相関

があることが報告されている (Justine et al., 2020) 。In vitro の実験系では、ヒト神経

の培養細胞について、低線量率放射線照射により炎症性サイトカインの発現が高ま

るとの報告がある（Monje et al., 2002）。また、低線量率放射線の慢性的な照射は、ア

ルツハイマー病などの神経変性疾患の病状と類似する効果を与えることから、放射

線が同様の効果をもたらす可能性のあることが示唆されている (Stefan et al., 2016) 。

一方で、100 mGy 程度の低線量放射線 (X 線) は、脳・神経系に大きな組織障害を

引き起こさないことも報告されている (Wang et al., 2014) 。 

放射線によって誘発される神経炎症は、成人期における神経新生を阻害すること

が示唆されている (Raber et al., 2016) 。通常、神経新生にはグリア細胞の一種であ

るミクログリア (microglia) が関与し、放射線によって活性型ミクログリアへと形態を
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変える。ミクログリアは CNSにおいて免疫に関連する細胞であり、免疫応答に関連す

る細胞は全細胞に対して 12%存在する (Gebicke-Haerter et al., 2001) 。若齢マウス

においては、放射線被ばくの初期の段階から大脳辺縁系の一部である海馬における

ミクログリアが活性型へと変化し、中枢神経系の修復に関与する (Osman et al., 

2020) 。一方で、高線量率放射線に被ばくしたマウス脳組織において活性化したミク

ログリアは、炎症性サイトカインの放出により神経前駆細胞の機能を抑制し、神経新

生を抑制することが報告された (Acharya et al., 2019) 。神経新生の抑制に伴い、神

経新生に関わる血管新生の異常、活性化状態のミクログリア細胞の著しい増加等の

中枢神経系における微小環境の顕著な変化が生じる(Monje et al., 2002) 。 

過度な ROS (Reactive Oxygen Species (ROS) の生成による酸化ストレスが高線量

率放射線によって誘発される (Ye et al., 2016) 。放射線被ばく後初期の ROS生成は

神経炎症を誘発するほか、細胞死を誘発する (Kam et al., 2013; Limoli et al., 2004) 。

一方で、0.2 Gy の低線量放射線は、海馬におけるニューロンのミトコンドリアの活性を

高め、神経細胞の保護に寄与することが示唆された (Chien et al., 2015) 。ミトコンド

リアの酸化還元バランスとミクログリアの反応も、低線量放射線に対する反応を調節

する上で重要であるとされる (Doss 2014) 。 

近年の遺伝子発現解析手法の確立により、分子細胞学的な知見が増えてきてい

る。高線量被ばく (2Gy) もしくは低線量被ばく (0.1 Gy) したマウスの脳では、低線量

時にはシナプスを介したシグナル伝達が、また、高線量時にはアポトーシス誘発に関

わる経路が異常をきたす (Lowe et al., 2009) 。さらに、100 mGy の被ばくでは神経細

胞の保護にかかわる遺伝子の発現が変動する (Yin et al., 2003) 。 

宇宙特有の放射線環境が及ぼす影響についての報告もある。宇宙の微小重力を

模擬した尾部懸垂と低線量放射線の相乗効果により、マウスの網膜における細胞死

が有意に増えることが観察されている (Mao et al., 2018) 。また、微小重力と低線量

放射線による複合ストレスは、酸化ストレスをより誘発し、脳損傷を引き起こすことも

報告されている (Mao et al., 2016) 。また、宇宙線に曝露したマウスでは、海馬の機

能が抑制されることで行動異常が認められ、シナプスの異常、神経炎症が長期間持

続した (Parihar et al., 2016; Acharya et al., 2019) 。 

一方で、線量相関関係があるとされる脳・中枢神経系への影響では、より低線量

の放射線は神経炎症に対する防御機構を刺激し、酸化ストレスを軽減する可能性が

あり、ホルミシス効果のように中枢神経系における細胞の増殖や活性に影響を及ぼ

すことが示唆されている (Betlazar et al., 2016; Gori & Munzel 2011; Ma et al., 2013) 。

しかしながら、中枢神経系に対する低線量放射線の影響に関してはまだ不確実な部

分が多く、低線量及び低線量率という用語の定義に係るコンセンサスも未だ確立して

いないのが現状である (Betlazar et al., 2016) 。 
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1.1.3.4.3. 脳・中枢神経系に関する RBE 

脳・中枢神経系の機能に対する高 LET粒子の RBE値については、拡張ブラッグピ

ークの炭素線でラットを照射し磁気共鳴画像（MRI）で耐容線量を評価した実験におい

て、1.8～2.0の値が得られている (Karger et al, 2002)。Yoshida et al.（2012）は、炭素

線（18.3 MeV/amu, 108 keV/µm）および基準放射線として 140 kV X線を用いてラット

の正常脳組織培養切片を照射し、組織学的評価により炭素イオンの RBE 値を 1.4～

1.5と報告している。一方、Kaminuma et al.（2010）は、同じ放射線（炭素線およびX線）

の組み合わせでラットの海馬初代培養細胞（未成熟期）を照射し、アポトーシスをエン

ドポイントとして 10.2 という比較的高いRBE値を得ている。また、Isono et al (2015)は、

ヒト神経前駆細胞の増殖率をエンドポイントとして、炭素線と X 線の比較で 2.0 という

RBE値を得ている。その他、高エネルギー鉄イオン（1 GeV, LET: 148 keV/µm）につい

て、ヒト神経前駆細胞のアポトーシスをエンドポイントとして～3.4 の RBE 値が報告さ

れている（Guida et al, 2005）。これらの結果は、原子番号の大きな重イオンは脳・中枢

神経系での細胞死をより誘発しやすいことを示唆しており、今後の研究によるデータ

の集積とその理論的な機構解明が待たれる。 

 

1.1.3.5. 生殖機能障害及び胎児への影響 

1.1.3.5.1. 生殖器について 

生殖器に対する放射線被ばくの確定的影響は、主として、生殖細胞の死・染色体

損傷・形態異常、生殖器官の重量減少及び生殖能力の障害である。 

 

1.1.3.5.1.1. 女性の生殖器への影響 

➡ヒトの女性は、出生時に約 200 万個の生殖細胞を卵巣に有している。卵胞の数

は、閉鎖（atresia）によって、12～16歳時の約 40万個から 40～44歳時には約 8千個

まで急速に減少する。また、約 35 年の生殖期間中に、約 400個の卵母細胞が排卵さ

れる。 

ヒトの卵母細胞は放射線感受性が高いことで知られているが、多くの卵母細胞は

生殖能力に影響を与えることなく失われていく（UNSCEAR, 1982; 1988）。0.6 Gy まで

の低 LET 放射線の単回照射は生殖機能に重大な悪影響を引き起こさないが、1.5～

6Gy では排卵が抑制され、 3～8 Gy では、永続的な不妊を引き起こす可能性がある。

年齢が上がるにつれて、プールされている卵母細胞の数が少なくなるため、そうした

症状が現れやすくなる（ICRP, 2012）。一方、ネズミの卵母細胞は、ヒトよりも高感受性

であることが知られている（ICRP, 1989）。 

ヒトの卵巣についての RBE値のデータは存在しない。マウスについては、未成熟卵

母細胞の細胞死をエンドポイントとした場合、0.43 MeV 中性子の RBE 値は 1.7

（Straume et al., 1987）、252Cf からの中性子では 1.6～3.5（Satow et al., 1989a）と報告

されている。トリチウム水（HTO）からのβ線の RBE 値は、1.1～3.5 の範囲であった
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（Satow et al., 1989a）。着床前期間と主要な器官形成期の間での被ばくでは、0.4 MeV

及び 14 MeVの高速中性子の RBE値は、それぞれ 1.0 と 1.3 であった（ICRP, 2003）。

受胎から泌乳までの最初の 2週間に被ばくした場合には、HTO-β線の RBE値は 1.6

～2.8 となった（Dobson & Kwan, 1987; Dobson & Kwan, 1976）。 

450 MeV/amu のネオン、570 MeV/amu のアルゴン及び 670 MeV/amu のシリコン

の RBE値は、いずれも 0.4～0.6の範囲にあった（ICRP, 1989）。また、加速されたアル

ゴンとネオンのピーク時の RBE値は、マウスの卵巣への初期の影響（細胞枯渇）でそ

れぞれ 2.2 と 3.0 であった（ICRP, 1989）。加速された炭素（エネルギー80 MeV/amu、

LET >31.3 keV/µm）の RBE 値は、未成熟卵母細胞における染色体異常の誘発につ

いて、1.32～2.49 の範囲にあった（Zhang et al., 2006）。 
239Pu から出るα粒子の RBE 値は、マウスの雌の生殖能障害について約 2.5 と報

告されている（Searle et al., 1980）。 

 

1.1.3.5.1.2. 男性の生殖器への影響 

精巣には、様々な分化状態にあり、様々な放射線感受性を持つ、様々な種類の細

胞が含まれている。 B 型精原細胞は最も高い放射線感受性を示し、0.1Gy の X線で

後期分化精原細胞の細胞死によって精子数が減少し得る。～4 Gy の急性又は分割

での被ばくは一時的な不妊を引き起こし、6 Gy を超えると永続的な男性不妊を引き起

こす可能性がある（UNSCEAR、1988）。 

ヒトの精子において、構造的染色体異常や染色体異常を含む染色体損傷の誘発

をエンドポイントとした場合 252Cf 核分裂中性子の RBE 値は 1.6～3.9（Tateno et al., 

1996）、HTO-β線の RBE値は 1.04～3.0であった（Kamiguchi et al., 1990）。 

マウスでは、生物学的エンドポイントとして精子頭部の生存率を用いた場合、3.2～

8.8 MeVのα粒子の RBE値は最大 7.4 であった（Rao et al., 1989; Howell et al., 1994; 

Howell et al., 1997）。エネルギーが 1 MeV、2.3 MeV、及び 5.6 MeVの中性子の RBE

値は、精原細胞の枯渇をエンドポイントとした場合、それぞれ 5.7、4.6、及び 3 であっ

た（Gasinska et al., 1987）。 5.5 MeVのエネルギーを持つ中性子の RBE値は、精原

細胞の減少とマウス精巣の体重減少をエンドポイントとした場合、それぞれ 4.57 と

4.25 であった（Gasinska, 1985）。また、マウス精巣の重量減少による 252Cf 中性子の

RBE値は 5.1 であった（Hwanget al., 1984）。さらに、ヘリウムの RBE値（228 MeV/amu）

は、マウスの精原細胞の細胞死について 1.15～1.3 であった（Alpen & Powers-Risius, 

1981 のデータに基づく）。 

核分裂中性子（0.85 MeV）の RBE値は、精原細胞及び初代精母細胞における染色

体異常の誘発をエンドポイントとした場合、10～24 と比較的高値であった（Grahn et al., 

1983）。二次精母細胞における染色体異常の誘発をエンドポイントとした場合は、0.4 

MeV中性子の RBE値は 5.65 であった（Pacchierotti et al., 1987）。一般に、精母細胞

における染色体異常の誘発について、核分裂中性子及び～50 MeVの中性子の RBE
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値は 2.0～7.0の範囲にある（Matsuda et al., 1987; ICRP, 1989; Lee et al., 2008 ）。 

加速された炭素イオン（50 MeV/amu、LET >45  keV/µm）の RBE値は、精原細胞と

精母細胞の染色体異常の誘発について、それぞれ 1.67 と 1.66であった（Zhang et al., 

1998a）。酸素イオン（エネルギー60 MeV/amu、LET > 70 keV/µm）の RBE値は、精巣

重量の減少、精子数の減少、精子の異常について、それぞれ 1.84、1.22、1.29 であっ

た（Zhang et al., 1998b）。 

加速された炭素、ネオン、及びアルゴンイオン（400～670 MeV/amu）の精原細胞の

細胞死に係る RBE値は最大 3.0 で、LET が 100 keV/µm を超えて大きくなると減少し

た。マウスの精巣の減量をエンドポイントとした場合、炭素イオンの RBE値は 2、ネオ

ンイオンは 2.2、アルゴンイオンは 3.0 となった（Alpen & Powers-Risius, 1981）。 

主要器官形成期の胎児ラットを加速された重粒子で照射した場合において、炭素

イオン（290 MeV/amu、LET > 13 keV/µm）及びネオンイオン（400 MeV/amu、LET >40  

keV/µm）の RBE 値は、原生殖細胞におけるアポトーシスの誘発をエンドポイントとし

て、それぞれ 1.0～1.4 及び 1.0～1.3 であった。 また、繁殖能力の低下（出生前に照

射された雄と照射されていない雌を交配することによって得られた平均子孫数）をエ

ンドポイントとした場合、炭素イオンとネオンイオンの RBE 値はそれぞれ 0.9 と 1.0 で

あった（Wang et al., 2007b）。 

 

1.1.3.5.2. 胚及び胎児の発育について 

1.1.3.5.2.1. 発生中の胚及び胎児への影響 

発生中の胚と胎児は、細胞の急速な増殖、移動、分化のため、放射線に対して非

常に感受性が高い。各臓器の反応は、放射線の線質、線量及び線量率、酸素分圧、

細胞の種類、被ばく時の発達段階など、放射線と臓器の両方に関連した多くの要因

に依存して変化する。ヒトについての影響に関する信頼できるデータは、主に高線量

被ばくで得られたものである。 

胚及び胎児の発育にもたらされる確定的影響としては、胚及び胎児の死、先天性

異常、小頭症、精神遅滞、知能指数の低下、神経行動学的効果、けいれん性障害、

及び成長遅延等がある（Brent, 2015）。 

先天性異常は器官形成中に発生する。特定の臓器でその確率が最も高くなるのは、

分化のピークが起こる時期である。中枢神経系の異常は、一般に、器官形成の異常

と組織形成の異常の 2 つのグループに分けられる。器官形成の異常は、主に器官形

成期に発生し、組織形成の異常は脳外套の分化及び成長の過程で発生する。 

放射線被ばくのリスクは発達段階に関連しており、器官形成期及び胎児初期段階

が最も影響を生じやすい。低 LET 放射線による確定的影響のしきい線量は 100 mGy

以上であり、100 mGy で起こるほとんどの異常は中枢神経系に関連したものである。

その他、各発達段階において生じ得る様々な確定的影響のしきい線量については、

ICRPによるレビューを参照されたい（ICRP, 1986; ICRP, 2003; ICRP, 2007）。 
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1.1.3.5.2.2. 発達中の脳への影響 

発達中の脳は、その構造の複雑さと長い発達期間、未分化神経細胞の脆弱性、神

経機能の細胞の位置及び移動に対する依存性、失われたニューロンを置き換えるこ

とができないこと等のため、胚及び胎児の他の組織に比べて放射線の影響を受けや

すい。放射線は、グリア細胞及びニューロン前駆細胞の有糸分裂死を誘発するか、

有糸分裂後のまだ未成熟なニューロンの死を引き起こす可能性がある。 

広島と長崎に投下された原爆で被爆した生存者についての疫学研究では、重度の

精神遅滞、頭部のサイズの小ささ、IQ スコアの低下に焦点を当てた調査が行われて

きた。これらの人についてのデータは、8週目から 15週目までの期間の被ばくについ

て、重度の精神遅滞に係るしきい線量は 300 mGy 以上であることを支持している

（ICRP, 2007）。 

 

1.1.3.5.2.3. 成人になって発症する非がん性疾患への影響 

出生前の放射線被ばくの長期的な影響を調べることは、そのリスクを正しく把握す

るために重要である（Sreetharan et al., 2017）。ヒトについては、マーシャル諸島住民

等を対象にした症例報告研究を含む疫学調査により、妊娠 4～11 週から 30～33 週

の間に医学的治療に使用される線量の放射線を胎児が受けると、（皮質）白内障の

誘発、先天性白内障及び総動脈幹（truncus arteriosus）の発生率が上昇することが

示されている（Dekaban 1968; Gustavson et al., 1981; Nembhard et al., 2019）。モデル

マウスを用いた実験的研究では、卵割前の卵子（precleavage ovum）への約 0.09 Gy

の低線量 X 線照射で、統計的に有意な白内障誘発の増加が観られている（Rugh et 

al., 1964; Rugh et al., 1971）。 

子宮内で被ばくした原爆被爆者を対象にした疫学研究において、青年期の収縮期

高血圧が増加することが報告されている（Nakashima et al., 2007）。こうした心血管疾

患のリスクは大きな懸念事項であり、コホートの追跡調査が続けられている

（Tatsukawa et al., 2008）。また、マウスを用いた実験で、器官形成期の被ばくによっ

て、マウスの心臓プロテオームにおける変化と心臓機能の障害が観察されている

（Bakshi et al., 2016）。 

 

1.1.3.5.2.4. 胚及び胎児の発育に関する RBE 

奇形、精神障害、白内障、心血管疾患の誘発等に係る、中性子又はその他の高

LET粒子の RBE値を決定する根拠となる、ヒトの子宮内被ばくに関する適切なデータ

は見当たらない。したがって、ヒトについての臨床的及び疫学的調査の限られたデー

タを補うものとして、動物を用いた記述的な実験研究が必須である。小動物などを用

いて得られたデータは、生物種の違いは存在するものの、同等の発達段階で適切な

プロトコルに従って実験を行うことにより、ヒトに関する重要な知見、少なくとも定性的
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な知見を提供することができる。 

マウスの妊娠期間中における HTO-β線への子宮内曝露では、出生後の骨髄細

胞の染色体異常をエンドポイントとした場合、RBE 値は 1～2 であった（Kozlowski et 

al., 2001）。胚の生存率をエンドポイントとした場合、エネルギーが 1～800 MeV の中

性子の RBE 値は、メダカでは 48.1 と高い値が観られた（Kuhne et al., 2009）。 150 

MeV 陽子の RBE値は、ゼブラフィッシュでは 1.13-1.2 であった（Szabo et al., 2018）。

マウスでは、着床前期間の接合子初期の被ばくについて、平均エネルギーが約 5.8～

6.0 MeVのサイクロトロン中性子の RBE値は、出生前死亡率に対して 2.3、胎児の奇

形に対して 2.0～3.67 であった（Pampfer & Streffer、1988 ）。7 MeVの中性子につい

ては、胎児の奇形に係る RBE値は 2.0～3.67 であった（Hillebrandt & Streffer, 2000）。 

胚の生存率をエンドポイントとした場合、マウスの着床前培養胚では、中性子の

RBE値は 2.0～10の範囲にあり（Streffer & Molls、1987; Streffer & Muller、1996; ICRP, 

2003）、HTO-β線の RBE値は 1.0～1.7 であった（Yamada et al., 1982）。染色体異常

で観た場合、6 MeV 中性子の RBE 値は 4.7～7.4（Weissenborn & Streffer, 1988）、

HTO-β線では 1.6～2.0であった（Matsuda et al., 1986）。 

マウス胎児の培養中脳細胞では、細胞増殖、分化、DNA 損傷、タンパク質含有量

などのさまざまなエンドポイントに対して、トリチウムが有機的に結合した化合物（メチ

ル-3H-チミジン）からのβ線の RBE値は 4.6～8.7 であった（Wang et al., 1996）。着床

前胚における小核誘発のサイクロトロン中性子（7.0 MeV）の RBE値は、2.5～3.5 であ

った（Pampfer et al., 1992）。マウスを用いた実験的研究において、小核形成、致死性、

奇形、体重減少、脳構造の変化を含む出生前及び出生後の発達障害についての高

速中性子の RBE値は 1.8～7.4 の範囲にあり、平均値は 3.65 であった（ICRP, 2003）。

ラットについても、0.43 MeV中性子の RBE値はこの範囲に入ることが報告されている

（Solomon et al., 1994）。マウスの脳の解剖学的欠陥に対する 6 MeV中性子の RBE

値は 3.0（平均）であった（Konermann、1986; ICRP, 2003）。 

鉄イオン（500 MeV/amu、LET > 200 keV/µm）で器官形成期のメダカを照射した実

験では、発達中の視神経蓋におけるアポトーシスの誘発（Yasuda et al., 2011）をエン

ドポイントとした場合、RBE値は 3.7～4.2 であった。中性子（ピークエネルギー10 MeV）

の RBE 値は、胎児マウスの大脳皮質におけるニューロンアポトーシスの誘発で最大

9.8 であった（Ishida et al., 2006）。出生前発育と出生後の神経生理学的達成をエンド

ポイントとした場合、HTO-β線の RBE 値はマウスとラットを合わせて 2.3～3.0 となっ

た（Zhou et al., 1989; Wang et al., 2007b）。臓器の異常をエンドポイントとした 252Cf中

性子の RBE値は 2.3～3.1 であった（Satow et al., 1989b; Satow et al., 1989c）。ヘリウ

ムの RBE 値（エネルギー530 MeV/amu）は、器官形成初期に被ばくしたラットの胎児

の死亡について 1.0～1.4 の範囲にあり、低酸素条件下ではより高い値となった（Ward 

et al., 1976）。器官形成期のラット胎児を加速された重粒子で照射した実験では、出

生前の発達及び出生後の神経生理学的成長に関して、炭素イオン（290 MeV/amu）
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及びネオンイオン（400 MeV）の RBE 値はそれぞれ 1.0～2.04 及び 1.0～2.14 の範囲

であった（Wang et al., 2005; Wang et al., 2007c; Wang et al, 2008 のデータに基づく）。 

これらを含む、生殖器（卵巣及び精巣）及び胚・胎児の発育に関する RBE値に関す

る詳細な情報については、最近のレビュー（Wang & Yasuda, 2020）を参照されたい。 

 

1.1.3.6. 白内障 

1.1.3.6.1. 白内障とは 

白内障とは、眼球の透明な水晶体が混濁することで視力の低下をきたす目の病気

である。眼をカメラにたとえると、レンズが濁るせいで光がカメラ内部で拡散して、フィ

ルムに焦点が結ばれずにピンボケのようにボーッとした写真になる状態である。水晶

体の中心部分を核といい、その周りは皮質で覆われ、その外側は嚢（瞳孔側前方の

嚢を前嚢、後ろ側を後嚢）という膜が水晶体全体をカプセルのように包んでいる（図

1.1.3.6.1.参照）。水晶体の濁りの部位ごとに、核白内障、皮質白内障、後嚢下白内障

などにタイプ分けされる。加齢にともない発生頻度の上昇が認められ、誰もが発症す

る可能性があり、目の老化現象と捉えることができる。この加齢白内障は、主に核と

皮質に生じる。 

 

 

図 1.1.3.6.1. 眼の構造と白内障の種類． 

 

一方、放射線被ばくでも白内障が認められる。放射線白内障は、1897 年に実験動

物で、1903 年にヒトで生じることが報告されている。1949 年に原爆被ばく者とサイクロ

トロン作業者で放射線白内障が報告されたことがきっかけで、1950 年、ICRP は白内

障を「考慮すべき影響」に含めている(Hamada & Sato, 2016)。高線量では数カ月で、

低線量では何年も経ってから症状が現れる。この放射線白内障は、主に後嚢下型が

最も多いとされている。その発生メカニズムは、放射線によって水晶体の赤道部で盛
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んに分裂している上皮細胞が変性し、後嚢下に集まることで生じる。白内障は、蓄積

された細胞損傷に起因し、確定的影響として分類されている。 

 

1.1.3.6.2. 白内障の RBE 

白内障は、細胞死ではなく異常な分化を反映しており、他の組織よりもとても高い

RBE 値を示す。水晶体には血管がなく、酸素が少ないため、低酸素下でも同様に影

響が発現する高 LET 粒子に対しては、白内障の RBE 値はより高くなることが予想さ

れる。 

放射線白内障に関する多くの研究は、前世紀（20 世紀）のものがほとんどである。

高速中性子の場合、7.5 MeV の中性子放射線療法を受けている患者の放射線白内

障のデータから推定されており、約 3 の RBE値が報告されている(Roth e et al., 1976; 

Catterall & Bewley, 1979)。2 MeVの中性子を照射したマウスを使った放射線白内障

誘発実験では、4.5 の RBE値が得られている(Merriam et al., 1972)。動物実験では、

分割あたりの線量が減少すると放射線白内障の RBE 値が増加し、分割あたり 0.01 

Gy で最大 20の RBE値が報告されている(DiPaolo et al., 1978）。400 MeV/u ネオンイ

オンと 570 MeV/u アルゴンイオンを眼に照射したウサギを使った放射線白内障誘発

実験の場合、ネオンイオンで 2.1 の RBE値、アルゴンイオンで 3.3 の RBE値が報告さ

れている(Lett et al., 1984)。  

低 LET 放射線の場合、これまでの疫学データは、レンズの混濁について数百 mGy

から 1Gy の間のどこかにしきい線量があることを示唆している(Shore, 2016)。一方、

高 LET 粒子の場合、微小混濁のしきい線量がある可能性は低いと考えられている。

実際、マウスを用いた実験において、0.15 Gy の X線に対する 0.4 MeV中性子の RBE

値は 100 以上(Bateman et al., 1972)又は 300 以上(Worgul et al., 1996)になり、しきい

値なしの用量反応関係の可能性が示唆されている(Shore & Worgul, 1999)。今後、原

爆被爆者、チェルノブイリの犠牲者、及び職業にさらされたさまざまな個人の継続的

な追跡調査により、白内障のしきい線量がより正確に判定されることが期待される

(ICRP, 2003)。 

 

1.1.3.6.3. その他の眼の障害 

遺伝的背景（遺伝子）の違いで RBE値が異なる例として、1 GeVの 0.325 Gy の鉄

イオンを使った白内障誘発実験の RBE値は、野生型のマウスで 5～15、ATM+/-のマ

ウスでより高い 5～24 になることが報告されている(Hall et al., 2006)。また、マウスの

網膜に生じるアポトーシスをエンドポイントとした実験の RBE 値は、宇宙の太陽高エ

ネルギー陽子イベントを模擬した 150 MeV/amu 陽子で 1.6、銀河宇宙線を模擬した

600 MeV/u酸素イオンで 2.28 と報告されている(Mao et al., 2018)。 

地球低軌道や月へのミッションに参加し高エネルギー陽子や重イオン等の宇宙放

射線に曝された宇宙飛行士には、>8 mSv(平均 45 mSv)の比較的低線量の宇宙放射
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線でも、白内障の発生率増加と早期出現が認められている(Cucinotta et al., 2001)。

しかし、宇宙飛行士の白内障は皮質領域で発生することが最も多く(Jones et al., 

2007; Chylack et al., 2009)、視覚障害は脳内圧の変化と電離放射線への曝露の組み

合わせが原因である可能性があるため、解釈に注意が必要である。何よりも、宇宙

飛行士に限らず、高 LET 粒子に曝された人間のデータが不足しており、今後限られ

た実験データをどのように適用すべきかが懸念されるため、水晶体防護に係る線量

限度を設定する際に使用する重み係数、すなわち RBE 値としてどのような値が推奨

されるべきかについては、さらなる慎重な検討が望まれる。 

 

1.1.3.7. その他の組織 

1.1.3.7.1. 呼吸器系 

呼吸器系には、鼻咽頭、咽頭、喉頭、気管、気管支、肺が含まれる。放射線治療に

起因する肺障害は、急性期から亜急性期（照射中後期～終了後半年程度）に発症す

る放射線肺臓炎と、それに引き続く晩期（照射終了半年以降）の放射線肺線維症に

分類される（Abratt et al., 2002; Mehta, 2005）。重症化や致死的な転機となるなど臨床

的に問題となるものは主に前者であり（Coggle et al., 1986; McDnald et al., 1995）、放

射線肺臓炎のしきい線量は、放射線治療による肺全体の被ばくから求められ、急性

被ばくの場合の値は 6.5 Gy、多分割照射による被ばくの場合には 18 Gy である(ICRP, 

2007; ICRP, 2012)。鼻咽頭、咽頭、喉頭、気管、気管支においては、2 Gyずつの分割

照射で 30 Gy よりも高い線量の場合に、粘膜炎、潰瘍、萎縮、繊維症などの障害を引

き起こす（ICRP, 1984）。 

放射線肺障害の発生機序について、照射開始直後～数週間は、細胞の喪失（I 型

肺胞上皮細胞の減少、II 型肺胞上皮細胞障害）、毛細血管の透過性亢進、炎症性サ

イトカイン産生の増大など、臨床的な変化は見られないが細胞内での変化は始まっ

ている時期である。数週～数ヵ月程度になると、血管内皮細胞障害、リンパ球・形質

細胞などの炎症性細胞の浸潤などにより、臨床的な急性から亜急性期の肺臓炎の

症状が認められる。その後、数ヵ月以降になると、毛細管の脱落、コラーゲンの沈着

による肺胞隔壁の肥厚と肺胞腔の消失がみられ、線維化が完成する（Hanania et al., 

2019; Tsoutsou et al., 2006）。線維化は、広範囲だったり反復される障害を異常修復

する結果として生じる。線維化のプロセスには、platelet-derived growth factor 

(PDGF)や transforming growth factor-β (TGF-β)が肺胞マクロファージや II型肺胞

上皮細胞から産生され、線維芽細胞に対する増殖因子として働く。特に TGF-βは、

肺線維芽細胞に作用してその増殖及び遊走を促進させ、さらに、肺線維芽細胞から

筋線維芽細胞への分化誘導因子として働き、肺線維化の発症において重要な役割

を担っている（ICRP, 2012; Desmouliere et al., 1993）。加藤ら（Katoh et al., 2010）は、

マウスを用いた実験で、放射線照射された肺において、タンパク分解酵素阻害剤によ

り TGF-βの発現を阻害すると肺線維化が抑制されること、TGF-βの発現量と肺線
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維化に相関があることを明らかにした。 

放射線肺臓炎と繊維症の発症を決定づける最も重要な因子は、総線量と照射を受

けた肺組織の体積である。呼吸器系の器官における線量―体積効果に関する情報

は、QUANTECグループにより報告されている（Marks et al., 2010; Rancati et al., 2010）。

マウスを用いた実験により、肺の線維化をエンドポイントとした場合の炭素線の RBE

値は 1 回照射では 1.62（Zhou et al., 2019a）、5 回分割照射では 2.75 であると報告さ

れている（Zhou et al., 2019b）。また、中性子（16 MeV d-Be）については、治療線量の

範囲において肺の RBE値は脊髄や皮膚の RBE値よりも小さく、1 回線量の増加に伴

い RBE値は小さくなると報告されている （Hornsey, 1982）。 

 

1.1.3.7.2. 泌尿器系 

泌尿器系は、腎臓、尿管、膀胱、尿道からなる。腎臓は泌尿器系の中で最も放射

線感受性が高く、回復が困難であるとされており、通常分割照射における全腎の

TD5/5（5 年間で 5％に副作用を生ずる線量）は 23 Gy と報告されている（Emami et al., 

1991）。放射線による腎障害は、腎臓の炎症及び変性であり、放射性腎炎又は放射

性腎症と呼ばれている。臨床的には、急性放射性腎炎と慢性放射性腎炎の経過が

ある。急性放射性腎炎は、6～12 ヶ月後に発症し、高血圧を認め、心不全、浮腫、蛋

白尿、エリスロポエチン欠乏による貧血を合併する。一部は蛋白尿が慢性化し高窒

素血症が進展し腎不全に至る。軽度な腎炎は、蛋白尿か高血圧のみの場合もある。

慢性放射性腎炎は、急性放射性腎炎が遷延して起こるか 10 年以上経過して遷延し

て起こる。倦怠感、腎濃縮力低下による夜間尿、低張尿、高尿酸尿、尿中 Na 喪失が

起こり、高窒素血症を認め腎機能が低下する。放射性尿管炎、後腹膜線維症などを

合併すると腎機能増悪の原因となる。部分照射後の腎機能の耐容線量は、非照射も

しくは低線量照射した反対側の腎臓において代償性の機能増強や肥大が起こること

により、全臓器照射の場合よりもかなり高い。この代償性効果によって、重度に被ばく

した腎臓において重大な損傷があるにもかかわらず、ほぼ正常な全腎機能を維持す

ることができる（Köst et al., 2002）。マウスの腎における 51Cr-EDTA クリアランスをエ

ンドポイントとした RBE値は、中性子（d(4)-Be）の場合、X線 16 Gy を単回照射したと

き 2.57、1 回線量 3.9 Gy で 10分割照射したときには 5.16であり、1 回線量が小さくな

るのに伴い RBE 値が大きくなる傾向が示されている（Joiner et al., 1987）。また、

Stewart らの実験では、高線量域では腎の RBE 値は皮膚の RBE 値よりもわずかに

小さいが、腎の RBE値は 1 回線量の減少に伴って急速に増加し、1 回線量 3.9 Gy以

下では皮膚の RBE値を上回ることが予想された。併せて、超低線量での RBE値の上

限は 20～26、高線量での下限は 1.2～1.4 であることが予測された（Stewart et al., 

1984）。 

膀胱の放射線耐容線量は、腎臓と比較してかなり高く、通常分割照射における全

膀胱の TD5/5 は 65 Gy と報告されている（Emami et al., 1991）。しかしながら、高線量
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もしくは全体の治療期間が短い場合には、障害のリスクが顕著に増加する。これらの

損傷には、炎症性膀胱炎、潰瘍形成、瘻孔、繊維症、収縮、尿路閉塞がある。発症に

は、分割照射治療の終わり頃に生じ、数週間で消失する急性の一過性反応と、治療

後 6 カ月ごろから進行する不可逆的な反応がある。膀胱粘膜の炎症と浮腫のために、

治療の終わり頃に排尿頻度の一時的な増加が生じる。その後、6 ヶ月から 12 ヶ月頃

にかけ、尿路上皮細胞剥離、潰瘍や壊死の形成、膀胱粘膜の毛細血管拡張症とびら

ん、及び膀胱壁の進行性繊維形成が続く場合があり、膀胱容量の永続的な減少が生

じる（Jaal et al., 2006）。尿管は膀胱よりも放射線抵抗性であり、極めて近接に存在す

る小腸よりもかなり抵抗性がある。2 Gy 分割照射で、総線量 60～70 Gy を照射後の

尿管閉塞の発症率は 5%未満である（Marks et al., 1995）。膀胱の中性子線における

RBE 値は、単回照射では 3.2、8 分割照射では 5.4 と報告されている（Stewart et al., 

1986）。Sullivan らは、豚を用いて、尿管に対する中性子の RBE 値を求めるための組

織学的解析を行った。尿管は複雑で RBE を求めることが困難なため、その周辺リスク

臓器（直腸、膀胱、子宮頚部）の組織変化から RBE値が導出された。その結果、早期

の線維化をエンドポイントとした場合には 4.34、晩期の線維化をエンドポイントとした

場合には 6.73 と推定された（Sullivan et al., 1980）。 

 

1.1.3.8. 結語 

ここに集約した情報から、中性子や重イオン等の高 LET 粒子の RBE 値が、線質

（原子番号、エネルギー、LET 等）や線量率、又、対象とする生物学的エンドポイント

（組織／臓器、症状、障害のレベル等）によって大きく変わり得ることが分かる。一般

に RBE値は、基準放射線の線量率の減少（分割回数の増加）とともに大きくなり、より

重篤なレベルの影響に着目するほど小さくなると言えるが、その変化の程度は取扱う

対象に応じて複雑に変化する。したがって、災害や事故で被ばくした人への医学的処

理を判断するための線量評価を行う際には、被ばくの状況や評価すべき影響をでき

るだけ正確に把握したうえで、それらに応じた最も適切な RBE 値を選定することが重

要であると言える。 

近年、大型の加速器を活用して小動物や細胞を中性子や重イオンで照射する実験

研究が国際的に広く行われるようになり、従来の疫学的なアプローチによる評価だけ

でなく、バイスタンダー効果や逆線量率効果等、高 LET 粒子特有の生物学的効果の

メカニズムの解明が進展している。これらの新たなデータに基づく理論的考察を経て、

被ばくの状況に応じて最適な RBE 値を迅速に決定するための汎用的かつ実用的な

プロトコルが確立されることが期待される。 
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2．国内の放射線規制の課題に関する調査・提言 

 

2.1 大規模な放射線災害発生時の線量推定法の評価 

委員長 三浦 富智（弘前大学被ばく医療総合研究所） 

古渡 意彦（量研機構高度被ばく医療センター） 

濱﨑 幹也（放射線影響研究所分子生物科学部） 

阿部  悠（長崎大学原爆後障害医療研究所） 

吉野 浩教（弘前大学大学院保健学研究科） 

 

2.1.1 テーマを選んだ経緯や背景 

2001 年、米国で発生した同時多発テロを背景とし、生物学的線量評価に関する課

題として大規模放射線災害発生時の線量推定が国際的課題として議論された。特に

米国では、ハイスループットシステムの開発に取り組んできた。一方、国内では、後述

の大規模放射線災害発生時の対応が遅れている。物理学的線量評価に関して言う

と、これまでの原子力災害における職業人及び公衆の外部・内部被ばく線量評価に

関し、大規模事故を経るごとに評価手法は確実に高度化・精緻化している。例えば、

チェルノブイリ原発事故、及び今般の東京電力福島第一原子力発電所における原子

力事故でも、環境中に放出された放射性核種から放出されるγ線による環境中の

1cm 線量当量率から公衆の外部被ばく線量を推定する手法には大幅な進展がみら

れる。一方、現時点でも実際に放射線の線量当量率を素早く広範囲に測定する技術

と体制整備は追いついておらず、大規模放射線災害時における公衆の外部被ばく線

量推定手法の標準化は未整備であり、内部被ばく線量の推定手法は、アウトカムで

ある預託実効線量の不確実性がどの程度になるかも含め、検討の余地が大きい。 

わが国では、原子力規制庁より指定を受けた量子科学技術研究開発機構（以下量

研機構）、弘前大学、福島県立医科大学、広島大学、長崎大学の高度被ばく医療支

援センター（量研機構は基幹高度被ばく医療支援センター）が被ばく医療における線

量評価を担う。高度被ばく医療支援センターでは、物理学的線量評価および生物学

的線量評価に関する課題や取り組みを協議するため、各センターから推薦された 2

名の専門家から構成される線量評価部会が設置されている。線量評価部会では、先

の福島第一原子力発電所における原子力事故から得た教訓を生かし、世界規模で

影響を及ぼす原子力災害に関する対応等について準備を進め、事故対応機能は着

実に整備されている。しかしながら、今般、欧州で急速に懸念が増大している、ローン

ウルフ型テロリストによる大都市圏での放射線テロを想定した、大規模な放射線災害

発生時の線量推定法については議論されておらず、国内における大規模放射線災

害発生時の対応は定まっていない。 

そこで、放射線災害時の線量推定に関する小委員会（以下、小委員会）では、大規

模な放射線災害時における線量推定方法に関する調査、および各高度被ばく医療支
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援センターの準備状況を調査する。さらに、線量評価を担う若手人材の育成について

も調査する。 

 

2.1.2 調査や提言取りまとめの実施方法 

各高度被ばく医療支援センター（量子科学技術研究開発機構、弘前大学、福島県立

医科大学、広島大学、長崎大学）にアンケート（参考資料 5.1）により調査協力を依頼

し、各センターの取り組みや対応について取りまとめ、大規模放射線災害発生時にお

ける線量評価の課題を抽出する。さらに、線量評価法の開発や改善に関する取り組

みを、日本放射線影響学会、ICRR（International Congress of Radiation Research）、

EPRBioDose 等の学会発表から抽出する。 

 

2.1.3 調査結果および提言 

2.1.3.1 大規模放射線災害時の線量評価に関する国内外の取り組み 

(1) 大規模放射線災害時における線量評価 

大規模放射線災害発生時における線量評価の具体的取り組みを調査する目的で、

原子力規制庁より指定された 5つの各高度被ばく医療支援センターにアンケートによ

り調査協力を依頼し、弘前大学、福島県立医科大学および長崎大学から回答が得ら

れた（参考資料 5.2）。大規模放射線災害時の対応としては、基本的に、優先されるべ

き救命のための医療行為と並行して、傷病者の外傷や愁訴をもとにトリア－ジをしつ

つ、傷病者の表面汚染測定や状況の聞取りと事故現場の情報収集（放射線量等）に

可能な限り取り組む。併せて、傷病者の付着物の回収や可能であれば医師の指示

のもと、生体試料を回収・保存し、物理学的線量及び生物学的線量評価を行う。線量

評価が必要な対象者が多い場合には、複数組織の機能を統合した線量評価や、生

理学的に安定している対象者に対しては、全国に分散して対応することの必要性も

指摘された。 

具体的な線量評価法については、物理学的線量評価として、被災者の個人被ばく

線量計（職業人の場合）や環境中で得られた線量率（公衆の場合）等のリモートで得

られる情報から推定される外部被ばく線量、表面汚染（GM サーベイ）、NaI サーベイ

等による甲状腺放射性ヨウ素モニタリングおよびホールボディカウンターによる内部

被ばく検査を行う。また、生物学的線量評価については、二動原体染色体法（トリア

ージ法）、血液中の各種炎症応答タンパク質の測定（CRP やサイトカイン等）が予定さ

れている。しかし、3 センターともに血球数の変化に着目した線量評価トリアージは優

先されていない。血球数測定に用いられる自動血球解析装置の性能は向上し、40µL

以下の血液量で白血球 5 分画の測定が可能となっている。また、ランセットを使用し

た微量採血で測定に必要な血液を採取可能であることから、大規模災害時の要線量

評価被災者のスクリーニングにおいて有効な手段となると考えられる。今後、緊急時

の大規模放射線災害時における血液検査体制についても検討する必要があると考
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えられる。 

さらに、生物学的線量評価において、海外では放射線被ばくにより誘導される微小

核頻度を指標として被ばく線量を推定する細胞質分裂阻害微小核（CBMN）法の高速

解析技術が開発されている。微小核は判定が容易であり、自動化が最も進んでいる

解析法であることから、大規模放射線災害時のトリアージスクリーニングで有効とな

る。しかし、国内では CBMN 法をトリアージスクリーニングに利用すると回答した高度

被ばく医療支援センターはなく、細胞遺伝学的線量評価法の選択について協議が必

要であろう。 

国内の線量評価では、数名～10 名以内の線量評価への対応を中心に議論されて

きた。特に、生物学的線量評価では染色体異常解析に時間を要することから、放射

線医学総合研究所において日本染色体ネットワーク会議に属する国内の生物学的

線量評価の専門家が連携し、染色体異常解析を協力して実施する体制が構築され

ていた。しかし、高度被ばく医療支援センターが設置されて以降、その機能が高度被

ばく医療支援センター内に設置された線量評価部会に移管されることにより、これま

で日本の生物学的線量評価に協力してきた専門家の協力が得られにくい状況となっ

ている。また、各高度被ばく医療支援センターが連携して大規模放射線災害の線量

評価を担うためには、染色体画像撮影システムの共通化や画像共有システムの構築

が必要となるが、必要な設備の整備は各機関に委ねられており、設備の導入、維持

および更新が十分ではない。また、画像共有システムにおいては、未着手である。し

たがって、高度被ばく医療支援センターの線量評価担当者に加え、国内の専門家を

招聘して、設備と人材を拡充し、大規模放射線災害発生に対する体制整備が必要で

ある。 

 

(2) 大規模放射線災害時における線量評価の依頼 

高度被ばく医療支援センターのアンケート回答より、線量評価を依頼するタイミング

として、救命のための医療行為に並行し線量評価を依頼する場合、救命処置が済ん

だ後に依頼する場合、救命処置は不要であるが線量評価が必要で依頼する場合が

想定されている。 

物理学的線量評価では、被災現場の情報を速やかに収集し、被災者の外部被ばく

線量を推定するとともに、災害直後から大気中放射性物質の連続モニタリングを開始

し、放射性物質の取り込み状況の情報の取得に努め、吸入被ばく線量の評価が可能

である。したがって、線量評価の依頼の有無にかかわらず、事後直後から線量評価

に必要となる情報収集が開始されるため、必要に応じて線量評価情報を提供するこ

とが可能となる。一方、生物学的線量評価では、処理量の限界と処理すべき時間の

範囲があるため、現場の状況確認と必要性の判断が極めて重要となる。このことから、

現場の情報判断を担う医師や専門家の育成および多検体の生物学的線量評価の必

要な場合に対応する専門家並びに解析補助員の体制整備が必要となる。各高度被
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ばく医療支援センターにおいて線量評価を担当するスタッフの雇用状況は、センター

間で差があり、また、物理学的線量評価に比べて生物学的線量評価のスタッフ数が

不足している状況にある。高速解析が可能な技術開発およびシステムの整備には時

間を要すると考えられ、現状では大規模放射線災害に対応可能な体制が整っている

とは言い難い。 

また、線量評価の依頼方法および検体受け渡し方法は 3 センター中 2 センターで

検討されておらず、1 センターで協議中であった。さらに、線量評価報告様式について

は、3 センターともに検討されていなかった。これらの方法及び様式について、早急に

協議し、共通ガイドラインを作成する必要がある。 

 

(3) 線量評価における人材育成 

アンケートに回答していただいた 3 センターでは、自施設内で院内のスタッフ（放射

線技師、看護師）を対象とした被ばく医療患者を受け入れるシミュレーション研修、学

部学生や大学院生に対する講義・実習、および基幹高度被ばく医療支援センターが

実施する専門研修への積極的な参加により人材育成に取り組んでいる。 

 

(4) 大規模放射線災害発生時における線量評価に関する技術開発 

 大規模災害発生時における線量評価技術に関し、国内外の学会や研究費の獲得

課題を調査（参考資料 5.3）するとともに、これまでの国際的な動向を検索した。 

（4）-① 物理学的線量評価技術の開発 

物理学的線量評価では、外部からの放射線による被ばく（外部被ばく）、及び吸入・

経口摂取により体内に取り込まれた放射性物質から放出される放射線による被ばく

（内部被ばく）の両方を評価可能である。外部被ばく線量評価の場合、職業人に関し

てはモニタリングが義務付けられていることから体幹部等に装着される個人線量計で

推定される。公衆被ばくに関しては、環境中の周辺線量当量率と滞在時間、屋内外

の遮へい率を考慮して推定されることが一般的である。内部被ばくについては、職業

人、公衆の区別なく、体内に取り込まれた残留放射能量を体外から測定する体外計

測法に加え、職業人の場合は排泄物を化学分析を経て減容・濃縮された生体試料の

放射能濃度の計測から残留放射能を評価するバイオアッセイ分析に大別される。 

大規模放射線災害発生時における物理学的線量評価上の課題は、多種多様な被

ばく状況（線量率、ばく露時間、被検者の人数等）に対応するだけのリソースが十分

に準備されていないことを背景とした、迅速線量評価法とその体制整備、被ばく者の

遡及的線量再構築手法の高度化、及び評価された線量の精度管理といえる。 

迅速線量評価法とその体制整備に関しては、原子力規制庁放射線安全規制研究

戦略的推進事業（原子力事故時における近隣住民の確実な初期内部被ばく線量の

把握に向けた包括的個人内部被ばくモニタリングの確立）において、 

・ 甲状腺モニター開発 
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・ 被検者の行動データの一元管理 

の技術開発及び詳細な調査が実施されており、比較的線量の低い被検者の集団

に対する適切な線量評価について極めて有用な知見を与えるものである。一方で、

実効性のある施策として社会実装されるには、スクリーニングレベルをどうするか、測

定者の教育訓練、測定場所をどこに確保するか、等の議論を経る必要がある。 

被ばく者の遡及的線量再構築手法について、我が国では先般の東京電力福島第

一原子力発電所における原子力災害（以下、「福島原発事故」という。）における近隣

住民の被ばく線量の再構築の試みが精力的に行われている。環境省原子力災害影

響調査等事業（放射線の健康影響に係る研究調査事業）（東京電力福島第一原子力

発電所事故における住民の線量評価に関する包括研究）において、福島原発事故初

期の被ばく線量再構築が行われており、被ばく線量推定値の不確実性を小さくする

試みが継続されている。特に、 

・ 大気拡散シミュレーションで得られる放射能濃度分布からの線量評価 

・ 行動データを積極的に組み合わせた精緻な線量評価 

については、代表的な仮想的住民に対する被ばく線量推定にとどまらず、測定値と

のベンチマーク試験により住民個人の被ばく線量を良く反映していることが明らかと

なっている。特に、体外計測で得られた体内中の放射性物質（放射性セシウム及び

放射性ヨウ素）の残留量から内部被ばく線量を評価した場合と、シミュレーションと行

動データにより推定される線量について非常に良い相関が得られている。今後の課

題は、線量再構築手法の精緻化・高度化の観点から、他の核種に適応した場合の線

量推定値がどの程度の精度で求められるかの検証が不可欠である。また、現存被ば

く状況として住民の外部被ばくを個人線量計で実際にモニタリングする試みも各地方

自治体で進められており、屋外の周辺線量当量率と個人線量計で得られた個人線量

当量に非常に良い相関があることがいくつも報告されている。 

原子力事故時における緊急時放射線モニタリング技術の進展は目覚ましいものが

ある。得られた環境中の１センチメートル線量当量率は、その場に滞在した（または滞

在している）住民及び職業人の受ける外部被ばく線量の推定に供される。前述の通り、

推定法自体の研究も進められている。モニタリング技術自体の技術開発は、事故後

の切迫した要求に応える形で、飛躍的に進展した。 

福島原発事故以前から整備済みの、定置式環境モニタリングステーション、可搬型

モニタリングポスト及び手持ち式のサーベイメータ式線量計の機能自体には不備は

なく、想定では十分機能するよう整備されていた。しかしながら、事故前に考慮された

運用方法及び台数は福島原発事故クラスの空間的広がりを到底カバーできるもので

はなかった。 

京都大学原子炉実験所（当時）有志によって開発された KURAMA-system は、原

子力・放射線施設でのモニタリングで一般的な NaI(Tl)シンチレーション式サーベイメ

ータにデータロガー、GPS 及び携帯電話回線を接続して連続モニタリングを可能とし
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たものである。これらは、福島原発事故当時、レンタカーやタクシーに載せられ、原子

力事故前の計画に基づき県及び国が整備したモニタリング車では到底できなかった

面積の緊急時放射線モニタリングを短期間で達成している。このミッションは、航空機

サーベイよりも迅速に着手されており（平成２３年４月末には試験機投入）、ローカル

のレベルにはとどまるが、線量率の把握と空間分布及び時間変化の追跡に大きく貢

献した。その後の小型軽量化等の大幅な改造が施された KURAMA-IIは、国のモニタ

リング計画に正式採用され、東日本全域を数次にわたり放射性物質の放出・拡散に

伴う線量当量率の上昇と空間分布情報を提供し続けている。現在も、福島県内のモ

ニタリングに採用されているほか、原子力規制庁監視情報課発行の放射能モニタリ

ング法 No.17 連続モニタによる環境 γ 線測定法内で公式に採用された手法となっ

ている。また、昨年度には原子力規制庁 放射線対策委託費での研究として、大規模

放射線事故を想定した更なる開発も進められている。 

「大規模放射線災害時においては、ヨウ素 131 のような短寿命核種を含む放射性

物質による広域汚染と多数の汚染・傷病者が発生する。 

（中略） 

そこで、東電福島第一原子力発電所事故で実績ある KURAMA-II の技術を活用

し、小型軽量で人が携行でき連続稼働時間が長くスペクトルデータの取得可能な可

搬モニタリングポスト、シングルボードコンピュータベースのモバイルバッテリーで動

作する超小型 KURAMA-II を開発する。同時に IoT 分野の活用と相まって技術進

展の著しい LPWA (Low Power Wide Area network) による自律的に構成されるメッシ

ュネットワークを活用したデータ通信を活用し、この研究で開発したモニタリングポスト

や超小型 KURAMA-II と組み合わせることで、大規模災害時の面的なモニタリング

展開の困難の一つである通信手段の確保の問題の解決を図る。 

（後略）」 

令和元年度 原子力規制庁 放射線対策委託費 （放射線安全規制研究戦略的推

進事業費） 発災直後の面的な放射線モニタリング体制のための技術的研究 報告

書より引用。 

小型回転翼機（いわゆるドローン）(図 2.1.3.1.1)による放射線モニタリング技術開発

も国内外で進められている。国内では、日本原子力研究開発機構が技術開発を進め

ており、ドローンに小型コンプトンカメラを搭載し、線量率分布の三次元マッピングを

可能とした。日本原子力研究開発機構は、福島県の帰還困難区域において当該シス

テム（図 2.1.3.1.2.）を用いた実証試験を行い、環境中に点在する局所的な汚染（ホット

スポット）を、これまでより短時間（報告書によると、人力では半日以上必要なところを

30 分未満で達成）で可視化できる、とのことである。この技術は、大規模放射線事故

発生時の緊急時放射線モニタリングにおいて、遠隔・無人で面的線量率測定を可能

とする技術であり、大規模放射線事故時の線量評価において非常に有用な技術とい

える。海外の事例ではヨーロッパ連合のプロジェクトにおいて同種の技術開発が 2016
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年からスタートしている（プロジェクト名：Metrology for mobile detection of ionising 

radiation following a nuclear or radiological incident）。このプロジェクトでも、上記と同

様にドローンに放射線検出器を搭載し、線量当量率の空間分布取得技術開発を達成

した。上述の国内での開発とは異なり、当該プロジェクトでの実証試験では、99mTc 溶

液が使用されている。これは国内の病院でも核医学で使用されている核種である。大

規模放射線事故の想定としては、国内外問わず、より起こりえる事象を想定した試験

がなされている点は特筆すべきである。 

 

図 2.1.3.1.1. 開発されたドローン 

 

 

図 2.1.3.1.2. 大規模放射線事故時モニタリングに開発されたシステム（例） 

Royo, P., et al., “An Unmanned Aircraft System to Detect a Radiological Point Source 

Using RIMA Software Architecture,” Remote Sens. 2018, 10, 1712; 

doi:10.3390/rs10111712 より引用。 

 

現在のところ、推定された線量評価値の精度管理の課題は未解決である。職業人

の外部被ばく線量モニタリングについては、品質保証制度に戻づく精度管理の施策

が始まったところであるが、内部被ばく線量評価についての線量評価の精度管理は
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未着手である。さらに、事故時における公衆被ばくについても同様に未着手である。 

 

（4）-② 生物学的線量評価技術の開発 

生物学（細胞遺伝学）的線量評価では、二動原体染色体（Dic）法、早期染色体凝

縮（PCC）法、細胞質分裂阻害微小核（CBMN）法、染色体転座法が用いられる。放射

線災害発生時に用いられる生物学的線量評価法は、採血のタイミング、予想される

被ばく線量、被ばく者患者数（要線量評価者数）によって異なる（図 2.1.3.1.3.）。国内で

は、細胞遺伝学的線量評価法におけるゴールドスタンダードである Dic法の普及率は

高く、各高度被ばく医療総合支援センターにおいて実施可能な技術である。また、

JCO臨界事故時に用いられた PCC法は、高線量被ばく患者の線量評価に必要な技

術として国内での認知度が高い。一方、細胞質分裂阻害微小核（CBMN）法の準備状

況は不明である。CBMN 法は、細胞分裂を阻害する作用を有するサイトカラシン B を

培養液中に添加し、二核細胞を誘導し、二核細胞あたりの微小核頻度を解析する方

法であり、二動原体染色体の解析と比べ、解析が簡易である。しかし、年齢依存性の

微小核頻度の増加やその頻度において性差が認められることから、二動原体染色体

法に比べ、線量推定精度は劣る。国内では Dic 法に関する技術検討は実施されてい

るものの、CBMN 法については議論されていない。また、標本作製に際し、技術的訓

練を要することから、微小核の判定技術に加え、標本作製技術の研修等が必要であ

る。 

国際的に認証され、標準化されている大規模災害発生時に適用可能な細胞遺伝

学的線量評価法には、Dic法を用いたトリアージ法（50細胞の解析：ISO 21243:2008）

と CBMN 法を用いたトリアージ法（200 二核細胞： ISO 17099:2014）がある（表

2.1.3.1.1.）。ISO 17099:2014 において、CBMN 法はトリアージへの有効性が示されてお

り、大規模放射線災害発生時の大量傷病者の解析に適している。 
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図 2.1.3.1.3. 弘前大学高度被ばく医療支援センターにおける被ばく患者発生時の細

胞遺伝学的線量評価法選択フローチャート． 

 

表 2.1.3.1.1. 国際的に認証された細胞遺伝学的線量評価法の比較 

 Dic法 CBMN 法 

標準法 トリアージ法 標準法 トリアージ法 

線量範囲 0.1～5 Gy 0.1～5 Gy 0.3～4 Gy 0.3～4 Gy 

解析細胞数 1,000個 50個 1,000個 200個 

ISO 19238:2014 21243:2008 17099:2014 

 

生物学的線量評価における課題は、血液培養時間を要することと、染色体異常解

析に時間を要することが挙げられる。この課題を解決するため、市販のソフトウェアを

導入可能であるが、解析精度に課題があり、運用が困難である。国際的には、大規

模災害時の対応として以下の取り組みがある。特に、米国では 2001 年の同時多発テ

ロを機に大規模放射線事故・核テロ、ダーティボムの脅威に対する線量評価の開発

が国家的課題として挙げられ、米国とカナダの研究グループは、ハイスループットな

解析法の開発に積極的に取り組んでいる。以下のその事例を列挙する。 

・ 二動原体染色体の自動解析システム開発 

・ 微小核解析のための自動培養解析システムの開発 

・ イメージングサイトメーターを利用した微小核ハイスループット解析システムの開発 

・ 微小染色体標識法による自動二動原体解析システムの開発 

・ 大量検体培養プラットフォームの開発 
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一方、国内の取り組みにおいて、日本染色体ネットワーク会議では、Dic 法に関す

る技術マニュアルの整備が中心議題であり、大規模放射線災害発生時の生物学的

線量評価の運用に関しては、議論されてこなかった。また、新規方法やシステム開発

に関しては、国際的な取り組みと比較し、国内の研究開発は大きく立ち遅れている。

しかしながら、その中でも以下の取り組みが行われている。 

・ AI 技術を利用した二動原体染色体自動解析法の開発（量研機構） 

・ 二動原体染色体解析ソフトウェアの開発（福島県立医科大学） 

・ 自動血球分離培養システムの開発（福島県立医科大学） 

・ 微小核解析のための細胞固定法の短縮化（弘前大学） 

・ 微小核解析のための培養時間の短縮化（弘前大学） 

・ 高線量被ばく患者の線量推定法の短縮化（弘前大学） 

・ 微小核解析のハイスループット化（弘前大学：米国との共同研究） 

さらに、WHO が運営する国際的生物学的線量評価ネットワーク（BioDoseNet）は、

世界各国の生物学的線量評価ラボの体制や準備状況について、The 3rd WHO 

BioDoseNet survey（参考資料 5.4）を実施した。国内生物学的線量評価ラボの回答状

況は不明であるが、本調査は 2022 年岡山理科大学を会場として開催される EPR-

BioDose2022（当初は 2020 年に開催予定であったが、新型コロナウイルス感染症の

パンデミックにより 2022 年に延期）において報告される予定である。国内の生物学的

線量評価ラボにおいても同様の調査を実施して現状を把握するとともに、体制の強

化を図る必要がある。 

国内における最近の研究トレンドとして、血液および尿中代謝物を用いたハイスル

ープットスクリーニングや遺伝子および miRNA 発現解析による線量評価への取り組

みが散見される。これらの技術は、自動化およびハイスループット解析が可能な手法

であり、大規模放射線災害発生時に有効な手法となることが期待される。一方で、こ

れらの線量評価法において、線量効果曲線（検量線）を如何に作製するかという課題

が払拭できていない。現在用いられている細胞遺伝学的線量評価は、個々の手法に

おいてエンドポイントと吸収線量の間で有意な正の相関が認められており、ヒト末梢

血を用いた ex vivo照射モデルにより検証が可能である。そのため、国際的に個々の

手法の課題解決や改良が行われ、今日に至っている。したがって、代謝物や遺伝子

発現等はバイオマーカーとしては有効であるが、ドシメーターとしての実用性という点

で、技術的なブレークスルーが必要であろう。 

 

(5) 原子力防災訓練における線量評価の取り組み 

原子力関連施設および半径 30km圏（UPZ）を含む 24道府県のほとんどで「福島事

故と同規模の RI 放出を想定した原子力防災訓練」が例年開催されている。しかし、こ

れらの訓練は、①関係者の通信訓練、②UPZ 内の住民避難訓練、③オンサイトにお

ける数名汚染傷病者への医療訓練、④その他、環境モニタリングや参集訓練で構成



 

54 
 

されており、線量評価に関する内容は訓練に取り入れられていない。被ばく患者を受

け入れる原子力災害拠点病院および高度被ばく医療支援センターにおける大規模放

射線災害発生時の実効的な線量評価体制を整備するため、今後の原子力防災訓練

において線量評価に関する訓練を組み込む必要があると思われる。この取り組みに

より、上述の線量評価の依頼方法、検体受け渡し方法および線量評価報告様式に関

する共通ガイドラインの作成が可能になると考えられる。 

 

2.1.3.2 提言 

（1） 現行技術で想定される大規模放射線災害への対応 

現行技術を活用して実現可能な大規模放射線災害における線量評価の対応とそ

の課題は以下のとおりである。 

１．事故現場周辺の線量評価（空間線量等）から、避難指示 

  【無人飛翔体を用いる迅速な広域線量率モニタリング技術】 

  【事故発生直後からの環境中放射性物質解析】 

２．避難境界での汚染サーベイ（各立地県が策定済み） 

  【避難住民登録制度（追跡可能なシステム）の準備】 

３．傷病者の外傷や愁訴をもとにトリア－ジ（要線量評価対象者のスクリーニング） 

  【トリアージに対応する人材の派遣】 

課題：人材が十分か疑問 

  【物理学的線量評価のフィードバック】 

課題：トリアージを行う現場で物理学的線量評価を活用する仕組みの構築 

  【高線量被ばく患者は速やかに搬送し、血液検査および PCC 法による生物学的

線量評価】 

課題：各機関で PCCアッセイを実施できるか？ 

４．要線量評価対象者の血液スクリーニング 

  【自動血液測定装置を用いた微量血液での血球数測定（白血球 5 分類 CRP）】 

課題：血球数測定によるトリアージ法の確立 

５．要線量評価対象者の病院搬送 

課題：被ばく患者の愁訴(急性症状：ARS)の把握によるトリアージが可能か？ 

６．要線量評価対象者の線量評価 

a. 物理学的線量評価 

  【ホールボディカウンター、甲状腺モニター、肺モニター】 

  【バイオアッセイ】 

課題：必要な人材の確保 

b. 生物学的線量評価 

  【Dicアッセイ】 

課題：各センター専門家が解析を分担するシステムの構築が必要 
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  【CBMN アッセイ】 

課題：メーカーより提供されている自動解析機能の検証 

各施設で CBMN アッセイが実施可能か（技術研修が必要） 

必要な人材の確保が必要（特に、生物線量評価の現員は少ない） 

共通プラットフォーム（画像撮影、画像ファイル形式、解析ソフト）の配備 

（2） 大規模放射線災害時の線量推定に関する提言

１．速やかな対応が必要な事項 

� 実効性を検証するため、原子力災害訓練に組み込む（これまでの訓練には組み

込まれていない）

� 線量評価の依頼方法、検体受け渡し方法および線量評価報告様式に関する共

通ガイドラインの作成

� 実効性検証結果を踏まえた各センターの線量評価機能の拡充（人的配置を含む。

基幹センターのみでは大規模災害へ対応できない。また、新型コロナウイルス感

染症などのリスクを分散するためにも、各センターの機能強化が必要である。）

� 共通プラットフォームの整備（これまでは、大規模災害を想定した設備整備がなさ

れていない。分担解析や遠隔評価を可能とする設備を配備）

� 人材育成（基幹センターのみならず、各センターで人材を育成し、人材交流により

技術の均てん化を図る）

� 線量評価分科会に専門家を加え、実効的なネットワークを構築（センター以外の

専門家を加えることにより人材育成のすそ野を拡大する効果がある）

� 定期的な技術研修（専門化およびラボスタッフ向け）→様々なシナリオへの対応

� 海外施設への人材派遣（国外の先行事例を国内へ導入）

２．技術開発の促進と新規開発技術の標準化 

� 現行技術の改良（自動化・高速化）（短期的解決）

� 新規技術開発の支援（大型研究開発費の助成）

� 新規開発技術の標準化（国際的に認証される必要がある）

� プロトコルの共通化（技術、システム、工程）

2.1.4 提言を実現する上での課題やロードマップ 

上記提言を実現する上での課題およびそのロードマップを以下に記す。 
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課題 2021-2023 2024-2026 2027-2030 

１．原子力災害訓練における線量

評価実証試験 

①訓練シナリオ作成

【参加機関の協力が必須】 

②共通ガイドラインの作成

【ワーキンググループの立ち上げ】 

③原子力災害訓練の実施とフィー

ドバック 

２．線量評価機能の拡充 

①線量評価ラボの機能評価

【機能評価基準や評価法の検討、

国際基準の調査】 

②プラットフォーム・プロトコルの

共通化 

③機器類の整備

【基準の設定と予算確保】 

④人員の拡充

【人材と予算の確保】 

３．実効的なネットワークを構築 

①委員構成の検討

②各機関の連携協議

③遠隔サポート体制の構築

４．人材育成 

①高度専門家育成研修

（量研機構で開始済み）

②拡充人材向け多機関連携検証

制度の確立 

③機関間人材交流による均てん

化 

５．研究開発 

①現行技術の改良（自動化・高速

化） 

②新規技術開発

③新規開発技術の標準化

④プロトコルの共通化（技術、シス

テム、工程）
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3．人材育成 

3.1 放射線防護人材の確保・育成に関連する取り組み 

(1) 日本放射線影響学会は、これまで別組織として活動してきた「若手放射線生物学

研究会」を、2020 年 3 月に「若手部会」として当該学会に統合した。これにより、若手

部会の財政的基盤が安定し、若手会員の活躍の場を広げることになると期待される。

また、若手部会としての 2020 年度の活動として、日本放射線影響学会第 63 回福島

大会において、シンポジウム「細胞競合で考える放射線発がん」（2020年 10月 15 日

ライブ配信）を企画・開催した。

(2) 2020 年度には、若手会員が学会活動に参画し、活躍する機会を増やすために、

学会内に組織されている 13 委員会のうち以下に挙げた 9 委員会に、若手部会が推

薦する会員を含めて、14名の 40歳未満の若手会員を委員として加えた（括弧内は若

手会員数を示す）。 

 企画委員会（１）、学術委員会（１）、賞等選考委員会（１）、広報出版委員会（１）、倫

理委員会（１）、放射線災害対応委員会（２）、グローバル化委員会（２）、キャリアパ

ス・男女共同参画委員会（３）、放射線リスク・防護検討委員会（２）

なお、一般社団法人の社員に相当する学術評議員では、2020年度は定員 35名中 2

名を 40歳未満の若手会員が務めている。 

3.2 若手のポストマッチングや中堅のキャリアアップ支援に関する取り組み 

3.2.1 日本放射線影響学会の取り組み 

 日本放射線影響学会キャリアパス・男女共同参画委員会が、日本放射線影響学会

第 63 回大会（福島市、WEB開催）に時期を合わせて、2020年 10月 14 日（水）に、第

7 回キャリアパス・男女共同参画委員会企画セミナーをオンライン開催した。本セミナ

ーの目的は、新型コロナウイルスが猛威を振るう状況下での研究活動のあり方に関

する会員間の意見交換の場の提供であり、51 名の会員が参加した。参加会員の年

齢が、40 歳代をピークに 20 歳代の学生からシニア世代まで分布しており、この中で

いくつかのグループに分かれて、グループディスカッションが行われた。開催後のアン

ケート調査において、グループディスカッションにおけるポスト開拓の話題やキャリア

パスについての中堅やシニア研究者による経験談やアドバイスが大変参考になった

との若手会員からの回答がかなりあり、好評であった。このことは、本企画が若手会

員とシニア研究者との「交流の場」の場を提供する良い機会になったことを示している。

アンケート結果をみると、若手会員とシニア会員との意見交換の場を設けて欲しいと

の要望が多く寄せられており、今後も若手と中堅会員との交流の場を設ける企画が

望まれる。 
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3.2.2 Web による進路等個別相談会への参加 

 若手会員に情報提供を行ったが、相談はなかった。キャリアアップに関する相談

は、相談者の個人情報が関わる内容が含まれる可能性があり、その点で気軽にでき

る相談ではないことが障壁になっているように推察される。 

４．特記事項 

4.1．放射線防護アカデミアが提案した重点テーマに関する取り組み 

 放射線防護アカデミアが提案した重点テーマに深く関連して日本放射線影響学会

が主導的に取り組んでいる課題は、「低濃度トリチウム水による内部被ばく影響に関

する調査研究」である。当該学会の放射線災害対応委員会は、トリチウムに関する健

康影響に関する知見を、「トリチウムによる健康影響」として総説（邦文）にまとめ、

2019 年 5月に当学会ホームページに掲載した。 

（https://www.jrrs.org/assets/file/tritium_20191111.pdf） 

 さらに、トリチウムの健康影響に関するテーマは、”Health effects triggered by 

tritium: how do we get public understanding based on scientifically supported 

evidence?”というタイトルの英文総説にまとめ、現在、Journal of Radiation Research

に投稿中である。 

4.2 その他 

2020年度の本事業による出版物は以下の通りである。 

１）日本保健物理学会・日本放射線影響学会、低線量リスクに関するコンセンサスと

課題、放射線生物研究、Vol. 55 , No. 2、85-172（2020）

２）Wang, B., Yasuda, H. Relative biological effectiveness of high LET particles on the

reproductive system and fetal development, Life, Vol.10, No. 11, 298 (2020)

5．参考資料 

5.1 被ばく医療における線量評価に関する調査（アンケート用紙） 

5.2 被ばく医療における線量評価に関する調査（アンケート回答） 

5.3 線量評価手法に関する動向調査結果 

5.4 The 3rd WHO BioDoseNet survey 
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1．放射線防護に係る海外の最新知見の収集

1.1    海外の放射線施設の放射線事故に係る最新知見の収集 

1.1.1  テーマを選んだ経緯や背景 

放射線や放射性物質の不適切な取り扱い、あるいは放射線関連施設管理に関する事故等

は、海外においても毎年のように報告されており、中には計画外被ばくを伴う事象も散見

される。これらの事故に関する報告の中には、我が国における放射線規制行政の充実向上

を目指す上で参照すべき情報も含まれるものと思われる。これまでにも海外における放射

線関連事故の実態調査が実施されているが 1-3）、最近の事故事例に関してまとまった調査

資料は知られていない。そこで、海外における近年の放射線関連事故事例の情報を収集

し、我が国における放射線安全管理や放射線規制行政に有益な情報を抽出して分析、その

分析結果を共有することを念頭に当該テーマを選択することとした。 

1.1.2  最新知見の収集方法 

日本放射線安全管理学会では、令和２年度に原子力規制庁の放射線安全規制研究戦略的

推進事業の一部を成す「放射線影響分野における放射線防護対策の推進に関する調査と提

言ならびに放射線防護人材の確保・育成に関連する業務」の業務の一部を請け負い、その

業務を円滑に遂行することを目的として、学会内に「放射線施設の放射線事故に係る最新

知見の収集 WG」と「放射線事故が発生した際の放射線施設の緊急時対応の調査と提言

WG」の２つの小委員会を設け、関連する知見の効率的な収集に取り組んだ。このうち「放

射線施設の放射線事故に係る最新知見の収集 WG」では、2000年以降に各国の研究機関や

医療施設、産業関連施設などの放射線施設内外で発生した、国際原子力・放射線事象尺度

（INES:The International Nuclear and Radiological Event Scale）レベル 2以上の放

射線安全管理関連事故について、その経緯や事故原因の概要等について調査し、さらに一

部の事例については事故の収束に向けた対応等についても情報収集を実施した（核燃関連

の事故等については当学会が扱う規制研究の範疇にはないため調査の対象から除くことと

した）。 

尚、本調査研究は同 WGの委員 4名が主体となって実施し、必要に応じて外部の意見等

を求めた。当該作業を担当した WG委員を表 1に示す。 

表 1. 「放射線施設の放射線事故に係る最新知見の収集 WG」委員名、所属及び主たる担当 

委員名 所属 主たる担当 

保田 浩志 広島大学 線量・リスク評価関連 

山口 一郎 国立保健医療科学院 医療用放射線関連 

佐瀬 卓也 核融合科学研究所 紛失密封線源関連 

角山 雄一 京都大学 RI飛散事故関連、総括 
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1) UNSCEAR2008 年報告,第 2巻,附属書 C「事故における放射線被ばく」

2) JERI-Data/Code 98-023「国際原子力事象尺度(INES)に基づく事故・故障事例

集：和訳版」1998年 9月,日本原子力研究所 

3) 平成 19年内閣府委託事業「放射性物質の輸送に関する実態及び放射線源に関す

る事故事象の調査」別冊「放射性物質及び放射線の関係する事故・トラブル 国

内・海外事例データベース」,原子力安全技術センター 

1.1.3 得られた知見と考察 

1.1.3.1 2000年以降における INES報告の概要 

まずは、海外における近年の放射線関連事故について、その傾向と概要を把握するため

の情報収集を実施した。INESレベル２以上を該当する国際的な放射線関連事故の情報は、

国際原子力機関がインターネット上で公開しており、その情報は常に更新されている

（https://www-news.iaea.org/Default.aspx）。しかし、このサイトに掲載される情報は

直近 1年間に関するものまでであり、それ以前の情報については非公開である。そこで、

オランダの LAKA（LAndelijk Kernenergie Archief）財団が公開するデータベース

（https://www.laka.org/docu/ines/）から 2000年以降に発生した事故に関する情報を網

羅的抽出することとした。その結果、欧州や北米からの報告が大半を占め（図１）、その

多くが INESレベル 2であること（図１,２）、また地域に関わらず「異常被ばく」に関す

る事故報告が多数を占めていること（図３）などが読み取れた。また、各事故事例につい

て調査すると以下の 4つの課題があることが明らかとなった。 

１．線量・リスク評価に関する課題 

２．IVR従事者の線量限度を超える放射線曝露に関する課題 

３．紛失密封線源による被ばく事故に関する課題 

４．作業中の非密封飛散事故に関する課題 

これら 4課題については、各 WG委員が担当し（表１）、さらなる調査を実施した。その

結果については後述する。 
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図１：2000 年以降における INES 報告件数（核燃・RI 関連/地域別） 図２：RI 関連施設・INES レベル 2 以上の事故報告件数（地域別） 

図３：RI 関連施設・INES レベル 2 以上の事故の報告件数（種類別） 

1.1.3.2線量・リスク評価に関する課題 

海外での放射線被ばく事故において、発生当初に被ばく線量やリスクを過少に評価

していたケースは少なくない。初期に当時者を診た医師が、放射線被ばくの可能性に

気づかず、将来発現する健康影響を予測できず適切な医学的処置がなされなかったケ

ースも散見される。例えば、1987年 9月にブラジル国ゴイアニア市で発生した 137Cs線

源による被ばく事故（INES レベル：5）では、被ばく後に体調に異常を感じて来院し

た人たちを診断した現地の医師は、それをアレルギー反応等と診断して対処してい

た。当該事故では、それらの症状が放射線被ばくであることが判明するまでに２週間

以上を要し、その間に汚染が拡大して被害が増大した（IAEA, 1988）。また、1999年

2月にペルー国ヤナンゴ市で発生した 192Ir線源による被ばく事故（INES レベル：3）

では、最初に被ばく者を診察した現地の医師は、それを虫刺され（insect bite）と診

断した（IAEA, 2000）。当然ながら、被ばくの事実が認識されなければ、被ばく線量

の評価は行われず、その間に線量の再構築に有用な情報が失われていき、被ばくの実

態を正確に把握することが難しくなっていく。 

そこで、規制行政に有益な知見を提供していると思われる最近の施設内被ばく事象
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として、2017年にオーストラリア国で発生した品質管理分析者の手の被ばく事象につ

いて取り上げ、そこから学べる教訓を抽出した。2017年 8月 22日、オーストラリア国

の原子力科学技術機構（Australian Nuclear Science and Technology Organisation: 

ANSTO）傘下の組織「ANSTO Health」」の品質管理の分析者（以下「作業者」という）

が、日常的な品質管理手順中に皮膚を 99Moで被ばくする事象（INES 3）が発生した。

この事故では、作業者が定められた手順に従って 99Mo（4.5 GBq、0.6 ml）を含む溶液

が入ったバイアルの圧着シールを外そうとしたところ、誤って落下させ、溶液が飛散

したことによって、手の部位が汚染され被ばくを受けたものである。このとき作業者

は二重の手袋をしていたが、手袋のみならず手も汚染していた。この事象の発生を受

けて ANSTOが行った初期の線量評価では、作業者の手の被ばく線量は等価線量で 0.85 

Svと算出された。これは皮膚への法定等価線量限度（0.5S v/年）を超えるレベルであ

ったが、皮膚の確定的影響（紅斑や潰瘍等）のしきい線量を超えるものではなかっ

た。しかし、被ばくから 2週間以上経って、作業者の手に紅斑と水泡の発生が認めら

れ、先述の線量評価レベルとの矛盾が生じた。その後、作業者の手に観察された組織

反応の状態に係る医学的観察結果等に基づいて、ANSTOにより再度線量が評価され、被

ばくした組織の等価線量は 10～20 Sv（皮膚への法定年間等価線量限度の約 20～40

倍）に相当すると評価された。オーストラリア放射線防護・原子力安全庁（ARPANSA）

は、規制当局として、ANSTOから提出された報告内容を精査するとともに、独自に調査

を実施して、被ばくの状況や放射線障害の症状等から、作業者の被ばくした部位にお

ける等価線量は～20Svと評価することが妥当であると結論付けるとともに、これを

INESのレベル 3（重大な異常事象）として分類した（ARPANSA, 2021）。一方、

ARPANSAは当該被ばく事象の背景にある人的および組織的要因についても分析・特定

し、ANSTOに対して、事故現場が適切に保存されておらず個人用防護具の汚染レベルに

関する重要な情報が収集されていなかったこと、又、被ばくのリスクが事業者によっ

て十分に理解されておらず適切な対応（線量評価のシステム、被ばく低減策の準備、

作業者の教育訓練、ニアミスの学習等）が採られていなかったこと等を指摘し、それ

らに係る指導を行った。 

上記の ANSTOで起きた事象から得られる主な教訓として、以下の３点を挙げること

ができると考える。 

1. 身体のごく一部（四肢や臀部など）が高い線量を受けた場合、等価線量（組織に

付与されたエネルギーを組織全体の重量で平均化した量を放射線加重係数で補正）を

用いると、対象とする組織の体積を広く取れば線量値が小さくなることから、一部の

組織の線量レベルを過小に評価する恐れがある。局所的な被ばくに対しては、被ばく

した身体部位の吸収線量の分布をできるだけ正確に把握して、リスク（将来起こり得

る炎症や壊死などの確定的影響の程度）の予測評価に供することが肝要である。 

2. 局所的な被ばくが生じた（恐れがある）場合には、痛みや嘔吐などの前駆症状が

明確に現れない場合もあり、相当の経験がある医師であっても初期の診断でそのリス
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クを見過ごす可能性がある。こうした場合には、患者の行動や周囲の状況に関する情

報を広範に収集して放射線被ばくの可能性を確認し、それに応じた医学的処置（感染

症予防や組織移植の準備等）を判断することが望まれる。 

3. 被ばく事象の発生後、時間が経つにつれ、被ばく状況の検証に要する情報が失わ

れ、線量の再構築が正確に行えなくなる。この問題を防ぐには、事象が発生した時点

で、線量評価に有用な情報（現場の写真、モニタリングデータ、関係者の供述／行動

記録、衣類や爪など遡及的な線量推定に役立ち得る試料等）をできるだけ詳しく収

集・保存し、規制当局や独立した専門機関による遡及的な検証を容易に行えるように

しておく必要がある。 

参考文献（線量評価関連） 

1) International Atomic Energy Agency (IAEA). The Radiological Accident in

Goiania. STU/PUB/815, 1988, IAEA, Vienna. 

2) International Atomic Energy Agency (IAEA). The Radiological Accident in

Yanango. STU/PUB/1101, 2000, IAEA, Vienna. 

3) Australian Radiation Protection and Nuclear Safety Agency (ARPANSA).

Report to Parliament – Radiation exposure of a worker at ANSTO Health, Lucas 

Heights on 22 August 2017. https://www.arpansa.gov.au/about-us/corporate-

publications/reports-parliament/report-parliament-radiation-exposure-worker-

ansto (accessed on 5 February 2021) 

1.1.3.3 IVR従事者の線量限度を超える放射線曝露に関する課題 

海外では、IVR 従事中の医療従事者の異常被ばくの報告が INES を利用してなされて

いる（表２）。一方、国内では、個人線量測定協議会のデータでは年間の実効線量が

50 mSvを超えた労働者がいることが、毎年、示されている。例えば平成 29年度は 9名

で内訳は一般医療 8名、獣医療 1名となっている。皮膚等価線量限度を超えた労働者

数は、個人線量測定協議会では公表していないが、長瀬ランダウア社によると令和元

年度に皮膚等価線量が 500 mSvを超えた労働者は 4名で全て医療従事者となってい

る。また、引き下げ前の眼の水晶体の等価線量限度である年間 150 mSvを超える労働

者が厚労省の検討会での資料では平成 29年度には 7名おり、うち 6名は医療従事者で

ある 1)。RI規制法施行規則第 39条第１項で規定されている報告義務のある計画外被ば

くは、2020年度に医療機関から報告があったが 2)IVRの事例ではなく、このような事

例は本制度の対象外と考えられるものの電離則第 44条により事業主は、放射線業務従

事者が受ける線量が線量限度を超えたときはその旨を所轄労働基準監督署長に報告し

なければならないが、この制度により報告された線量限度を超えた労働者に関する発

表はなく、INES への通報事例も、2021年 1月現在公表されていない。 
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表 2. 海外で報告された事例のうち該当する事故 

INES 国 場所 事象発生日 事象名 

2 英国 ウエールズにある医

療機関 

2019年12月31

日 

IVR従事者における水晶体

過剰被ばく 

2 フランス サン・ドニにあるド

ラフォンテーヌ病院

2017年10月20

日 

IVR従事者における皮膚過

剰被ばく 

1.1.3.3.1 それぞれの事例の詳細 

◎事例 1：UK, 2019 IVR従事者における水晶体過剰被ばく

管理システムの不具合、個人用防護具（PPE）の誤用、水晶体の等価線量を測定するこ

とに適さない線量計の使用など、いくつかの不具合が確認された。水晶体における等価線

量は推定 25.8 mSvとされている（欧州連合は、欧州 BSSの法制化を加盟国に求めてお

り、IAEA の GSR part3の該当事項が法的拘束力を持つ）。線量の推定は、従事者の PPE

使用の記憶に基づき現実的な仮定で実施された。この事例は英国の安全衛生行政機関によ

って調査され、現在は不起訴の決定を受けて事件としての扱いは終了している。また、日

本でも経済的な検討が検討会で示されたが 3)、英国では規制整備に向けた規制影響分析が

なされていた 4)。なお、日本では個人線量測定が未実施だとして書類送検事例がある（限

度超えとそうではない事例に対して）5,6)。なお、医療で用いる X線はエネルギーが低いの

で素子の装着法によっては、人体での X線の減弱により線量を過小評価することが考えら

れる 7)。このため、測定会社から注意が促されているが 8)、線源利用時にも、線源からの

距離が遠くなるために、手背側に装着した素子は手掌側の線量を過小評価する。また日本

では指輪タイプの素子は商業サービスではフリーサイズのみとなっており、指が細い労働

者では線量が過小評価される可能性がある 9)。 

◎事例 2：フランス, 2017 IVR従事者における皮膚過剰被ばく

2017年の第 1四半期に、放射線科医の手の被ばくが年間の等価線量限度（500mSv）を超

過した。2018年 1月 24日、フランス原子力安全局(ASN)はこの事例を検査した。環境法第

125条の 13の透明性確保と情報公開の考え方に基づき、検査報告書は ASNのウェブサイト

に掲載されている。この検査報告書は詳細なもので参考になる。なお、ASNは、すべての

利害関係者（AFIB、AFPPE、G4、SFPM、SNITEM、ANSM）と協力して、2016年 6月 13日に、

線量最適化機能をよりよく利用できるように、新しい機器を設置する際にオペレータに提

供される訓練を強化することを目的とした勧告を発表している。 

1.1.3.3.2 国内の事例との比較 

個人線量測定協議会などのデータから日本でも線量限度を超過している事例があると考

えられるが、線量限度超が判明した事例は労災申請がなされたものか勤務時間管理などの
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問題での立入時の判明に限られており、データ間で事実関係の乖離がある。線量限度超の

事例に対する調査報告書は日本では公開されていない。関係学会での取り組みは日本でも

進められており 10)、行政機関により事業所への幅広い援助もなされている 11-14) 

1.1.3.3.3 検討から得られた提言 

⚫ リスクに応じた管理が行えるように IAEA GSR part3の段階的な放射線管理を規制

に導入する。

→ 規制影響分析を行い規制整備に役立てる。

⚫ 各事業所は電離則第 44条を遵守する。

⚫ 行政機関は、電離則第 44条に基づき報告された事例を集計して INES通報し、公

開する。

⚫ 報告された事例に対して、関係機関が協力して、当該事業所の背景も踏まえて解

決の援助を行う。

1) https://www.mhlw.go.jp/content/11201000/000477102.pdf

2) https://www.nsr.go.jp/activity/bousai/trouble/houkoku_new/220000042.html

3) https://www.mhlw.go.jp/content/11201000/000477111.pdf

4) https://www.hse.gov.uk

5) https://www.rodo.co.jp/news/81887/

6) https://www.rodo.co.jp/news/66845/

7) https://ndrecovery.niph.go.jp/trustrad/wpcontent/uploads/2010/04/niph_yama

guchi.pdf

8) 『ガラスリングは、放射線を手の甲側から受ける場合は手の甲側にラベルを向け、

手の平側から受ける場合は手の平側にラベルを向けてください。』http://www.c-

technol.co.jp/monitoring/pdf/pdf_all.pdf

9) https://ndrecovery.niph.go.jp/trustrad/images/dental/5-

7NIPH_dental2020.pdf

10) https://www.kyoto-msc.jp/news/suishoutai2020/

11) https://ms.nustec.org/

12) https://tgn-hojokin.nustec.org/

13) https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/000622433.pdf

14) https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/

anzen/0000186714_00003.html
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1.1.3.4 紛失密封線源による被ばく事故に関する課題 

 海外では 192Ir線源による異常事象または事故が度々発生している（表３）。また、我が

国においても INES導入以前の 1971年に非破壊検査装置からの 192Ir 線源の脱落による比較

的重大な被ばく事象が発生している。 

 

表３．Ir-192線源による異常事象または事故の事例（INES 3以上） 

年 国 概要 INES 

2019 スイス 造船所で使用していた非破壊検査用の線源が脱落し、知

らずに拾った作業員と同僚の計 6名が外部被ばく。線源

に直接触れた者が放射線熱傷を発症した。 

3相当 

2000 エジプト 40Ciの線源が紛失し、その後に民家で発見される。少な

くとも 7名が被ばくし、うち 2名が死亡した。 

4 

2014 ペルー 脱落によってガイドチューブ先端に引っかかっていた線

源に気づかず、3名の作業員が被ばく。作業者 1名の股

関節に発赤。推定全身被ばく線量 0.5Gy未満。 

3 

2015 イラン 格納ミスによってガイドチューブ内に残った線源を気づ

かず自動車内に放置、2名が車内にて長時間の被ばく。

推定全身被ばく線量 1.6～3.4Gy。 

3 

2018 イラン 脱落によってガイドチューブ内に残った線源に気づか

ず、2名の作業員が被ばく。手指の局所放射線障害が発

生した。推定全身被ばく線量 0.3～0.4Gy。 

3 

 これら殆どの事例は、作業後のサーベイを確実に行っていれば防げた事象であっ

た。また多くの事例で個人被ばく線量計の未装着がみられ、被ばく線量の正確な評価

に手間を要した。高線量の密封線源の使用に際しては、これらについて徹底すること

が必須であることがあらためて示唆された。 

 

1.1.3.5 作業中の非密封 RI飛散事故に関する課題 

 作業者が不安全な操作により飛散した RI溶液等を被り目や手などを汚染させる事故が

世界でも散発的に発生している（表４）。非密封 RIを取り扱う作業に従事する現場にお

いて、今後、参考となる対策等がないか調査した。 
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表４．作業中の非密封 RI飛散事故例 

INES 国 場所 事象発生日 事象名 

2 スイス 病院の薬剤部 2019年6月21

日 

Ga-68溶液の飛沫による眼の

汚染 

2 オーストラ

リア 

オーストラリア原子力

科学技術機構 

2017年8月22

日 

品質管理分析者（QC 

Analyst）の手の被ばく 

1.1.3.5.1 各事例の詳細と事故後に提示された原因と対策 

◎事例 1：スイス, 2019 Ga-68溶液による眼の汚染 

 放射性薬剤を取扱う従事者が、ドラフト内で品質管理のため 700 MBqの Ga-68溶液を含

む密閉バイアルからサンプルを取り出す操作を行っていた。バイアルの開口部を注射器で

突き刺したところ、液滴が飛び散り右目を汚染した。作業員は保護眼鏡をかけていなかっ

た。作業終了８分後に目に布をあててから流水で洗眼した。放射線防護担当者が測定を行

ったが少量の汚染が検出されたため追加洗浄。眼の水晶体の等価線量は 27 mSvと計算さ

れた（スイスの線量限度を各年度に単純に割り当てた場合の年間割当値となる 20 mSvを

超える）。作業員はその後 2週間以内に眼科医の診察を受けた。右眼の角膜に軽度のびら

んを伴う炎症が認められ人工涙液の定期的な塗布が処方された。なお、4日後の再検査で

はこれらの病変の大部分は寛解しており追加のケアやフォローアップは必要ないとの結論

に至った。事故後、再発防止のため以下の対策を講じた。：①保護眼鏡の着用を徹底す

る。②早急な除染を徹底する。③ドラフト内の鉛シールドを人間工学に基づいて調整す

る。 

◎事例 2：オーストラリア, 2017 品質管理分析者（QC Analyst）の手の被ばく 

 本事例は 1.1.3.2「線量・リスク評価に関する課題」でも取り上げた。事故の経緯につ

いてはそちらを参照のこと。事故後の報告書には、発生原因について、①軽微なトラブル

やヒヤリハット事例から効果的に学ぶ仕組みが組織に欠如していた。②作業者の事故時の

リスクに関する認識が不十分であった。③当該研究所のマニュアル等において、作業に危

険性に対する注意喚起が記載されていなかった。④作業の安全性に関する訓練は、訓練者

の指導能力に過度に依存しており、また訓練の有効性についての検証はなされていなかっ

た。等の分析がなされている。また、中長期的な再発防止策として、①リスク低減のた

め、従来の作業員の手動による作業を自動化するなど、品質管理工程の見直しを行う。②

品質管理サンプル中の放射性物質濃度を低くする。等が提示されている。 

 

 以上の事例を俯瞰すると、その発生原因は凡そ共通しており、 

１）作業者が作業中に発生し得るリスクを十分に認知していなかった。 

２）事故が発生する可能性について施設全体として情報を共有しておらず、何ら対策をと

っていなかった。 
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の二点に集約される。事故前にも軽微なトラブルやヒヤリハットが発生しており、飛散や

落下等の可能性がありえることが事前に十分想定できたはずである。にもかかわらず作業

への慣れ等から作業環境の改善やマニュアルの整備等を怠っていた。 

 我が国においても常に同様の事故が発生する可能性がある。ヒヤリハット事例から学

び、定期的に安全管理体制を更新し続けるなど、いわゆる PDCAの徹底が必須である。 
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2．国内の放射線規制の課題に関する調査・提言集 

2.1 国内の放射線事故が発生した際の放射線施設の緊急時対応の調査と提言 

2.1.1 テーマを選んだ経緯や背景 

1.1.2 に述べたように、学会内に「放射線施設の放射線事故に係る最新知見の収集 WG」

と「放射線事故が発生した際の放射線施設の緊急時対応の調査と提言 WG」が設立され

た。このうち、「放射線事故が発生した際の放射線施設の緊急時対応の調査と提言 WG」で

は、原子力規制庁が事業者からの国内の法令報告事象の情報を web サイトで公開している

ことから、この事例から原因や対処における問題点を明らかにし、各事業所の放射線障害

予防規程や緊急時対応マニュアルに、事態を想定した対応を予め準備するよう提言をまと

めることを目的とした。 

2.1.2 調査や提言取りまとめの実施方法 

委員の構成は、以下の通りである。 

WG 長：桧垣 正吾（東京大学アイソトープ総合センター） 

委員：久下 裕司（北海道大学アイソトープ総合センター）、志水 陽一（京都大学医学部附

属病院）、富田 悟（東京工業大学放射線総合センター）、廣井 朋子（聖マリアンナ医科大学

大学院アイソトープ研究施設）、古澤 哲（東京ニュークリア・サービス株式会社） 

WG では、以下の方針で調査活動を行った。 

1. 原子力規制庁webサイトに公開されている法令報告事象に該当する事故トラブル情報、

また危険時の措置の届出のうち、2013 年 4 月から 2020 年 11 月までの 29 件について、事

業者の報告書を精査し、事故の原因や対応に関する問題点を抽出した。 

2. 法令報告事象に該当する事象を、以下のように「予防できそうなもの」、「予防できない

もの」に分類した。 

「予防できそうなもの」計画外被ばく、所在不明、漏水、汚染の拡大を含む漏洩 

「予防できないもの」悪意のある盗取、墜落による所在不明、線源製造上の不具合を含む

漏洩、火災 

3. 事故トラブル等 29 件のうち、4 件の事例から抽出した問題点 8 点を、WG 委員が所属

する放射線施設で事前に整備されている放射線障害予防規程や緊急時対応マニュアルの

ままで、「予防できそうなもの」について予防方法は十分か、「予防できないもの」につい

て問題なく対処することは可能かを確認した。また、WG 委員だけではなく、会員有志の

協力を募るため、アンケート調査を行った。 

4．予防方法が十分ではない、あるいは対処に問題があるとの回答が多い事項は、同じ事

象が起こった際に不十分な対応となる可能性が高いことを意味する。そのため、放射線障

害予防規程や緊急時対応マニュアルに、事態を想定した対応を予め準備するよう WG で

提言をまとめた。 

2.1.3 調査結果および提言 
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調査に使用した 4 件の事例の概要および抽出した問題点 8 点を以下に示す。 

1. 非密封 RI の所在不明（2017 年 12 月 21 日発生、企業）

概要：滅菌処理後、保管廃棄するまでの間に、保管中の 14C 投与動物死体を紛失（おそら

く他の動物サンプルと共に処理された）。 

問題点①：保管中の動物死体および動物乾燥用金属カゴを定期的に在庫確認する仕組みが

なく、RI 管理上、使用中である動物死体を一時的に冷凍庫へ保管あるいは冷凍庫から持

ち出す際に、記録を残していなかった。 

2. 表示付認証機器の所在不明（2019 年 12 月 16 日発生、企業）

概要：照射線量率標準ガンマ線源 137Cs の所在不明。 

問題点②：管理手順書がない、出入庫の記録がホワイトボードへのメモ程度しかなく、装

備機器の説明書にあった専用容器への収納、施錠付き金庫への収納が行われていなかっ

た。 

3. 破損（経年劣化）による漏洩（2013 年 10 月 29 日発生、大学）

概要：保管していたトリチウム密封線源から汚染が拡大した。 

問題点③：古い線源から経年劣化によりトリチウムを含む金属が剥落、あるいは、吸蔵合

金から常温でのゆっくりしたガス状トリチウムの放出があったため、線源に対する情報の

不足と認識の誤りがあった。また、密封線源から汚染が発生すること自体が異常事態であ

ったが、密封線源施設、通報判断基準に対する認識の誤りがあり、異常事象に対する行動

基準が整備されていなかった。 

4. 火災（2016 年 7 月 1 日発生、大学病院）

概要は省略。 

問題点④：すぐに正しい線量率を測定できるか。 

（注）消防は、高い線量を想定して電離箱式サーベイメータを持参することがある。た

だ、線量が低い場合（1µSv/h 未満）には有意な値が計測されない。この例では 0.5µSv/h が

計測された。有意な値ではないが、数字だけ見るとバックグラウンドレベルの 10 倍の線

量があるように見え、正しくない数字だけが一人歩きし、混乱をもたらす可能性がある。 

問題点⑤：非密封 RI 使用記録の作成は本当にいつも十分なされているか。 

（注）使用記録と、実際の使用との不整合があった。 

問題点⑥：すぐに情報公開ができる体制にあるか。 

（注）使用していた核種・数量の把握ができず情報公開が遅れた。その結果、規制庁への

通報・近隣住民への説明（情報公開）が遅れた。 

問題点⑦：管理組織体制は適切か。 

（注）火災があった施設の場合、建屋の管理、RI 室管理、放射線取扱主任者の部局がバラ

バラであったため、緊急時に情報共有が遅れ組織としての対応が難しかった。 

問題点⑧：放射線取扱主任者の代理者は設定されており、連絡体制が整っているか。 

（注）火災時、主任者は短期出張のため不在で、代わりの対応者が決められていなかった

ため、規制庁への連絡が遅れた経緯がある。 
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委員および会員有志の施設における取りまとめ結果を以下の表に示す。 

表 委員および会員有志の施設における取りまとめ 

①投与

動物の

使用記

録 

②表示

付認証

機器の

使用記

録 

③密封

線源に

対する

認識 

④線量

率測定 

⑤使用

記録 

⑥情報

公開 

⑦管理

体制 

⑧主任

者の代

理者 

対応で

きる 
5 7 7 11 11 9 11 11 

どちら

とも言

えない 

3 2 4 3 3 3 2 3 

対応で

きない 
2 3 3 1 1 3 1 1 

該当し

ない 
6 4 2 − − − − − 

対応で

きる割

合(%) 

50 58 50 73 73 60 79 73 

上記の結果より、対応できるとの回答の割合が低かった点、すなわち、放射線障害予防

規程や緊急時対応マニュアルに、事態を想定した対応を準備するよう提言すべき項目を順

に示す。 

①投与動物の使用記録

③密封線源に対する認識

②表示付認証機器の使用記録

⑥情報公開

具体的な提言は以下の通りとなる。

1. 非密封 RI では、その全ての使用を追うために適切な記録が残されているか、盲点と

なっている取り扱いはないか、記録を付けるユーザーに周知が徹底されているか、を

確認することが必要である。

2. 密封線源では、線源の健全性が保たれなくなったことによる汚染拡大が起こりうる。

定期的に漏洩の有無を確認することが必要である。また、発生した場合の対処につい

て通報判断基準を含めて定めておく必要がある。
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3. 認証付装備機器は、法令の規制が緩やかなため管理が手薄になりやすい。装備機器の

説明書に従い専用容器への収納、施錠付き金庫への収納が行われていることを確認す

ることが必要である。また、使用する者や管理する者の全てが、線源に対する正しい

認識を持つことが必要である。

4. 全ての事業所では、火災等の事故が起こったことを想定して、必要な情報をすぐに公

開できる体制を構築することが必要である。

2.1.4 提言を実現する上での課題やロードマップ 

上記の提言は、規制側ではなく事業所側に向けたものである。放射線に関する事故に対

する対応が上手くいかない事態が多発した場合、規制を強化せざるを得ないとの風潮にな

ることが想定される。過度な規制に繋がらないよう、全ての事業所において事故の予防に

努め、また、適切な対応ができるよう自主的な管理体制を見直す必要があると考えられ

る。 
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3．人材育成 

3.1 放射線防護人材の確保・育成に関連する取り組み 

3.1.1 日本放射線安全管理学会の現状報告 

「放射線防護研究分野における課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフ

ォームの形成事業」の令和元年度（平成 31 年度）の活動の一つとして、放射線防護アカデ

ミアに参加している日本放射線安全管理学会、日本放射線影響学会、日本放射線事故・災害

医学会、日本保健物理学会の会員に対して若手人材の確保・育成に関するアンケート調査が

行われた。日本放射線安全管理学会会員の回答を抽出したものはすでに令和元年度（平成 31

年度）の報告書で報告しているが、本年度、日本放射線安全管理学会誌にも纏め、本学会会

員にも現状を紹介した。（松田尚樹、中島 覚、日本放射線安全管理学会誌、19, 118-121 

(2020)）さらに、統計データに基づいた 4 学会平均と比較した本学会の特徴に加えて自由

記述欄についても学術大会で発表された。（松田尚樹、 「放射線安全管理人材の確保・育成

に関する現状把握のための調査結果」、第 19 回日本放射線安全管理学会学術大会(2020)）放

射線管理業務を行うためには博士取得は必ずしも必要ではないが、若手が博士取得のため

に工夫し、努力した結果はその後の人生に大きな影響を与える可能性がある。そのような

日々の努力は施設内でのポストアップにも良い影響を与えるに違いない。放射線安全管理

の分野で若手が学位取得できる場を本学会が提供できれば良いと考えられるが、会場から

も業務を行いながらの博士取得に関するコメントがあった。 

3.1.2 若手奨励金事業 

 若手奨励金事業を学会規程化し、1名あたり 10万円、各年度 2名を限度に若手が旅費、

研究費として使え、研究活動実績ともなる奨励金を公募選考により授与している。若手奨

励金を受けるものは規程上、「原則として 45歳以下の会員または入会後 5年以内の会員」

としていたが、准教授以上のものに授与することがあった。准教授相当になるまでのもう

少し若手が選出されるように、「原則として 45歳以下の会員（但し、職務上の身分が准教

授以上またはそれと同等の者は対象外とする）」と規程を変更した。 

3.2 若手のポストマッチングや中堅のキャリアアップ支援に関する取り組み 

3.2.1 第 19回日本放射線安全管理学会学術大会における若手セッション 

第 19回日本放射線安全管理学会学術大会において若手セッションを開催した。講演題

目と講演者は次の通りである。 

「放射線被ばくで生じた DNA損傷を正確に修復する分子メカニズム」 

山内基弘（長崎大学） 

「次世代核医学診療に対応可能な RI施設の構築」 
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志水陽一（京都大学） 

「「放射線教育」における放射線安全管理者としての活躍促進を目指して」 

岩崎智之（愛媛大学） 

 

 日本放射線安全管理学会の特徴は、放射線施設を持っている会員が多いことである。放

射線安全管理学が少しずつ認知されてきたが、放射線施設の安全管理と自身の研究や教育

との両立に苦労されている姿は変わっていない。また、自身の研究を遂行するために変更

申請をせざるをえず、そこから放射線管理にも関与する姿は今も変わらない。ベテランが

どのように両立してきたのかを示し、それを参考に若手がどのようなキャリアパスを描く

かが重要となろう。 

 

3.2.2 Webによる進路等個別相談会への参加 

本学会は学生会員が非常に少ない。学生会員が引き続き正会員になるキャリアパスは多

くない。就職や配置換え等により業務として放射線管理に携わるようになって初めて正会

員になる例が多いため、進路等個別相談会への参加はなかった。 
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４．特記事項 

 

4.1．放射線防護アカデミアが提案した重点テーマに関する取り組み 

「放射線安全管理の新しいパラダイムの創造」と「放射線安全教育の社会的必要性に対応した標

準プログラム開発」 

日本放射線安全管理学会は、重点テーマとして「多種多様な所属の研究者の放射線業務

従事者管理についての検討」、「幅広い分野での放射線管理における線量拘束値の活用のあ

り方に関する研究」「教育現場における放射線安全管理体制の確立」を提案し、これを

「放射線安全管理の新しいパラダイムの創造」としてまとめた。また、「e-learningを基

盤とした放射線業務従事者教育訓練の全国標準オンラインプラットホーム開発」「N災害対

応のための消防署員への放射線教育プログラム開発と教育教材の提供」を提案し、「放射

線安全教育の社会的必要性に対応した標準プログラム開発」としてまとめた。 

新型コロナウイルスの感染症拡大により、2020年 4月 7日に緊急事態宣言が発出された。

その影響は放射線施設の運用にも及び、特に教育訓練や健康診断など、法令上必要であるも

のの、密が想定されることについては各施設で対応せざるを得ない事態となった。このよう

な事態への対応を学会としてまとめることで、今後の長期化も想定される新型コロナウイ

ルス感染拡大防止への放射線施設での取り組みに関する検討課題が明らかになる。また、新

たな同様の事態が起こった際の対応を検討する際の情報としても、また記録に残しておく

意味でも重要である。そのため会員にアンケート調査を行った。その結果を「新型コロナウ

イルス感染症拡大による放射線施設への影響調査の取りまとめ」桧垣正吾、三好弘一、伊藤

茂樹、松田尚樹、中島 覚、日本放射線安全管理学会誌、19, 122-129 (2020)にまとめた。 

調査の結果、所属機関から求められた対応は、最低限の入室のみ可能（動物や細胞の維持

等）が多く、次に研究室等への入室規制（部分的に実験を行うことは可能）であった。施設

の共同利用対応は、最低限の入室のみ可能、原則入室不可、入室規制の順番であった。新規

の放射線業務従事者への新規教育訓練対応は、ICT教育の実施、対面講義の禁止による延期

の順番であった。具体的な ICT 教育の方策としては、e-learning を用いたビデオ学習（ビ

デオファイルをネット端末で閲覧）、ZOOM 等の Web 会議ツールを用いたリアルタイム講義

（講義動画配信を含む）の順であった。新規の放射線業務従事者への健康診断対応は、1月

～2 月延期した、実施未定の順であった。これまでから教育訓練における e-learning の重

要性が指摘されていたが、コロナ禍で一気に進んだ。しかし、コンテンツや受講時間の記録

等、引き続きクリアしなければならない問題も明確になった。 

 

4.2 その他 

4.2.1 保健物理学会との連携 

これまで日本保健物理学会とは学術大会の合同大会を 2 回開催してきた。本学会から柴

副会長、渡部理事、保健物理学会から飯本副会長、藤淵理事でワーキングを構成し、今後の

合同学術大会のあり方に関して検討した。その結果、保健物理学会が得意とする分野の情報
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が入手できる、参加人数が増え、協賛企業にも呼びかけやすく、集金しやすい、学会の枠を

超えた新たな人的交流が加速する等のメリットがある一方、重複会員がどちらかの学会に

移行し、両学会の会員数が結果的に減少する可能性、電力業界等と共に安全に関するアカデ

ミア的な活動することに対する懸念等が明らかになった。これらを踏まえて「日本放射線安

全管理学会・日本保健物理学会 －今後の連携のあり方に関する Webアンケート」を実施し

た。なお、第 3回合同学術大会の開催が決定（金沢、2021/12/1-3）された。 

 

4.2.2 アンブレラ事業「放射線に関わる量の正確な理解と国として対応が必要な点への提

言を行う WG」 

日本放射線安全管理学会からの保田浩志氏（広島大学）がワーキングメンバーとして参加

した。 
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1． 放射線防護に係る海外の最新知見の収集 

 

日本保健物理学会理事会の下に、次の臨時委員会を設置し、緊急時モニタリ

ングに関する調査検討を進めた。 

 

「緊急時モニタリング検討委員会」（2020 年度-2021 年度） 

 委員長  細田正洋 （弘前大学） 

委員   斎藤公明 （JAEA）  

委員   真田哲也 （北海道科学大学） 

委員   大森康孝 （福島県立医科大学） 

委員   武田 晃 （環境科学技術研究所）  

委員   山田崇裕 （近畿大学） 

委員   平尾茂一 （福島大学） 

委員   谷幸太郎 （QST） 

委員   折田真紀子（長崎大学）   

委員   外間智規 （JAEA） 

委員   辻口貴清 （弘前大学）   

 

1.1 臨時委員会の設置趣旨と活動計画 

福島事故の教訓を反映した我が国の緊急時モニタリング体制の整備は、原子

力発電所の再開が行われる現状にあって最重要事項である。種々の研究開発が

国内外で実施されているが、新しい緊急時モニタリングをどのように誰が運用

していくのかは十分に整備されていない。とくに、これまでに十分に検討されて

こなかった放射性ヨウ素の小児の甲状腺モニタリングのスクリーニング体制整

備、緊急時モニタリング情報の迅速でわかり易い情報伝達の仕組みが福島の教

訓から求められている。 

緊急時モニタリング体制に関して国際機関（IAEA、ISO 等）や IRSN 等の海外

の拠点機関や関連大学等におけるハード及びソフトの両側面からの実態調査を

行い、我が国における事故やテロ等に備えたモニタリング体制（中長期的なモニ

タリングを含む）の整備と強化を目的とした提言を行う。 

 

  



1.2 情報収集項目 

令和 2年度の活動において、以下の項目について情報収集を実施した。 

1) 福島原子力発電所事故以前の我が国のモニタリング体制

2) 原子力災害対策指針における緊急時モニタリングの概要

3) 福島原子力発電所事故後のモニタリング概要

（１）モニタリング体制概要（環境、個人、初期～中長期）

（２）モニタリング技術（環境、個人、初期～中長期）

（３）情報収集と情報伝達（住民、行政、研究機関、メディア対応）

（４）モニタリング要員（誰が担うのか）

4)海外の拠点機関における緊急時モニタリングに関する動向

（１）国際機関における動向

＊IAEA、ICRP、ICRU など… 

モニタリング体制、環境/個人モニタリング、情報収集と情報伝達

（２）海外の研究機関（研究所・大学）における動向

＊IRSN、BfS、など… 

モニタリング体制、環境/個人モニタリング、情報収集と情報伝達

5)課題（委員会からの提言）※上記項目の調査結果を踏まえ継続的に検討予定

（１）モニタリング体制

（２）環境モニタリング

（３）個人モニタリング

（４）情報収集と情報伝達

（５）モニタリング要員

（６）アジア圏内での緊急時モニタリングネットワーク構築の重要性・必要性



1.3 得られた知見 

1) 福島原子力発電所事故以前の我が国のモニタリング体制

本調査項目について、①スリーマイル島事故以前、②スリーマイル島事故から

JCO 臨界事故まで、③JCO 臨界事故から福島事故まで、の三つのフェーズに分けて

情報収集を実施している。情報収集の結果、スリーマイル島事故を契機に我が国の

緊急時モニタリング体制整備が開始され、JCO 臨界事故発生までには中央防災会議

および原子力安全委員会による方針宣言、緊急時環境放射線モニタリング指針など

が示されたことにより、緊急時モニタリングの仕組みが導入された点が確認されてい

る。また、JCO 臨界事故以降について、指針類の改訂が行われた点を確認している。

一方、スリーマイル島事故以前の我が国の緊急時モニタリングの動向に言及する資

料は現在未入手である為、引き続き情報収集を継続していくこととなっている。 

2) 原子力災害対策指針における緊急時モニタリングの概要

 本調査項目では、福島事故以降の我が国の原子力防災体制整備に係る専門的・

技術的事項をまとめた原子力規制庁提示資料を中心に、現行のモニタリング体制整

備状況を調査している。具体的に、「原子力災害対策指針」を中心に、原子力規制庁

監視情報課提示の補足資料「緊急時モニタリングについて」に記載される環境・個人

モニタリングの理念や概要、防護措置実施基準である OIL の判断に必要なモニタリン

グ技術に関する情報が確認された。また、昨今の COVID-19 の流行を踏まえ提示さ

れた内閣府資料「新型コロナウイルス感染拡大を踏まえた感染症の流行下での原子

力災害時における防護措置の実施ガイドラインについて」において、緊急時における

避難や屋内退避等の防護措置実施について、感染拡大防止の徹底が望まれている

ことを確認している。避難退域時検査等の個人モニタリングの運用にどの様に関わっ

てくるのか、調査を継続する。 

3) 福島原子力発電所事故後のモニタリング概要

本調査項目では、原子力災害対策指針等の国提示資料を始め、関連道府県の原

子力防災／モニタリング計画に係る資料を基に、モニタリング項目や要員計画、放射

線リスクコミュニケ―ションを含む情報伝達の在り方について情報収集を行っている。

事故初期のモニタリングについては、国等の具体的体制整備が進められていること

から不足部分の指摘を行う方針とした。事故中長期のモニタリンク゛については、現在

進行中の福島のモニタリングを参考にしつつ、将来の方針について議論することとし

た。情報収集の結果、放射線緊急時において対象となるモニタリング項目は環境や

個人、海域、水道、食品等多岐に渡ることから、本臨時委員会にて言及する項目の

選定を行っていくこととなっている。また、緊急事態の規模想定を考慮したモニタリン

グ要員計画、広い対象者を考慮した放射線リスクコミュニケ―ションの在り方に関す

る提言をすべく、次年度も継続的に委員間で情報共有していくこととなっている。 



4)海外の拠点機関における緊急時モニタリングに関する動向

本調査項目では、IAEA や ICRP といった国際機関の放射線緊急時対応に係る各

種 Report あるいは Publication、また、IRSN・BfS・CEA・KIRAMS を始めとする海外の

原子力防災を担う拠点機関を対象とした情報収集を実施している。現在、海外の拠

点機関に対する調査については問い合わせ機関（コンタクトパーソン確認を含）およ

び内容の調整をしており、必要に応じて倫理審査を経て質問紙調査を実施することを

検討している。 



2．国内の放射線規制の課題に関する調査・提言 

2.1 テーマを選んだ経緯や背景 

放射線規制法（旧放射線障害防止法）の本格適用を受け、関連事業者の管理

者および放射線ユーザーは、実務・現場の中で放射線安全文化を日々考え、実際

に行動するステージに入り、各施設における関連の意見交換、議論がますます活

発化している。国際的には、国際放射線防護学会（IRPA） のなかに 2017 年に

設置された HERT-TG（高等教育・研究施設における放射線安全文化に関す るタ

スクグループ）が英国での経験を基盤とした「10 の視点で整理されたキーワー

ド」に基づく各国アンケートを開始し、関係国からの知見集約を開始したところ

である。ガーナ、コロンビア等もこの具体的な活動に参画し、国際連携活動を大

きなミッションのひとつとして掲げている日本保健物理学会もこの TG に代表

メンバーを送り積極的な協力をしている。当学会も 2018－2019 年度に活動して

いた当学会企画委員会所管「放射線安全文化の醸成に関する専門研究会」が、第

２回日本放射線安全管理学会・日本保健物理学会合同大会（日本保健物理学会第

５２回研究発表会）（仙台）の企画セッションで、これまでの活動成果につき中

間報告をし、その内容が関係者と共有された。その活動最終報告書が、令和２年

度中にまとめられる予定となっている。 

このように国内外の動向が活発化し、議論や活動もより具体的になってきて

いることから、活動の焦点を現状の調査研究にしぼり、前記専門委員会の活動か

ら途絶えることなく継続発展させる形態での検討委員会を理事会裁定に基づき

設置することになった。このテーマは当学会として、法令改正を受けての放射線

規制上の課題を整理、提言する流れとも完全に合致する。 



2.2 調査や提言取りまとめの実施方法 

 当学会理事会の下に、臨時委員会「放射線安全文化についての意識と実践に関

する検討委員会」を設置し、本テーマに対応する。 

安全文化を形成する人（統括者、管理者、ユーザーの別、等）や施設（教育、

研究、医療、産業等の区分、施設規模、放射線利用の形態、等）の特徴に着目し、

我が国における放射線安全文化についての意識と実践に関するより詳細な現状

調査を実施、その結果を分析して IRPA-TG とその結果を共有すると共に、各国

から得られた知見を学会構成員にフィードバックする。国際的な視点により、短

期・中長期両方の観点で課題をまとめ、当局やステークホルダーと共有すべき最

新の情報を整理する。２年間（2020－2021 年度）の活動で、年あたり３回程度

の会合を開催、またはインターネットを利用した会議システム・電子メールによ

る意見交換を主体として活動を進める。学会員、研究会員または関係者へのアン

ケートや聴収等による情報収集、公開情報に基づく現状調査等を行い、国内各施

設の活動等の現状整理及び課題の抽出・整理を行う。国外状況調査は主に IRPA-

HERT-TG からの情報に基づく。また、平成 28 年度原子力規制庁報告書で公開さ

れた施設管理者の意識調査データについて、追加のヒアリング等でデータを強

化しつつ統計的な視点での分析を継続する。報告書とりまとめの前（2021 年 12

月頃を予定）にシンポジウムの開催等により関係者から広く意見を募る。報告書

を簡略化された英語の資料にまとめ直し、IRPA 等の国際活動へと情報を展開す

る。また、放射線安全文化の醸成に関連した、学会独自の認定制度、資格制度等

の構築の可能性についても議論する。 

日本保健物理学会臨時委員会 

「放射線安全文化についての意識と実践に関する検討委員会」（2020-2021） 

主査 高橋賢臣（大阪大学） ※前期専門研究会幹事 

幹事 飯塚裕幸（東京大学） 

幹事 工藤 輝（千代田テクノル） 

委員 飯本武志（東京大学） ※IRPA HERT-TG メンバー 

委員 加藤真介（横浜薬科大学） ※前期関連専門研究会主査 

委員 桧垣正吾（東京大学） ※前期関連専門研究会幹事、企画委員 

委員   二ツ川章二（元・日本アイソトープ協会） 

委員 三浦太一（高エネルギー加速器研究機構） 

委員 米内俊祐（放射線医学総合研究所） 

委員 古田雅一 (大阪府立大学) 

委員 小池弘美（東京大学） 

委員 菅井研自（元・東京電力）※学会監事 



2.3 調査結果および提言 

活動初年度となる 2020 年度は、現在までに以下の活動と調査が完了している。 

2020 年６月 17 日  検討委員会活動開始準備会 

2020 年７月２日   第１回検討委員会 

(1) 安全文化醸成に関するこれまでの調査等概要

・海外（英国・カナダ）における放射線安全文化醸成に関する動向の紹介

⇒英国・カナダにおける原子力/放射線施設における安全文化醸成に関

する現地調査の内容と IRPA-TG 活動の紹介があった。日本と各国の

体制・文化の違い(海外において規制機関が大学や学会に籍を置く,監

査における規制側の姿勢など)や、英国における放射線安全文化の醸

成に寄与する有効な 10 の視点 （経営陣の関与、適切な教育訓練、効

果的なコミュニケーション、人や物の適切な管理、事故トラブル対応な

ど） について紹介があり、背景や日本との違いについて議論し、国内状

況と鑑みながら安全文化醸成について検討してくこととなった。

・前期専門研究会（2018－2019）の研究成果の紹介

⇒前期専門研究会（2018－2019）が各学会で実施したアンケート結果を

基に放射線安全管理に対する意識調査結果について紹介があった。事

業所形態(医療機関・原子力発電所・民間企業・研究機関)などによって

重視する項目の差があり、各事業所の勤務体制や事業所が抱える問

題点などについて議論され、事業所ごとに目指す安全文化について管

理者・被管理者が共通認識をもって取り組むことが重要であるとのこと

であった。

・日本アイソトープ協会による規制庁委託調査事業成果の紹介

⇒国内の許可事業所を対象とした放射線安全に関するアンケート結果の

紹介があった。放射性同位元素等規制法(以下、RI 法。旧 放射線障害

防止法)の許可事業所は多種多様な事業所が存在し、各事業所におい

て放射線以外の安全を規制する法律との組み合わせを考慮しながら、

RI 法独自の体制を整備する必要があるとのことであった。また、規制当

局側との関係についても議論され、事業所と規制当局側が連携・協力

し、時間をかけて放射線安全文化醸成に取り組んでいくことが必要であ

るとのことであった。

（2）放射線安全文化醸成に関する調査・研究の紹介

・我が国における放射線管理者のもつ放射線安全文化に関するイメージ

⇒日本放射線安全管理学会(2019 年)参加者を対象とした、安全文化醸成

のために重視する項目に関するアンケート結果の紹介があった。項目は

英国における放射線安全文化の醸成に寄与する有効な 10 の視点を参

考にし、『適切な教育訓練』や『効果的なコミュニケーション』などの”人”



にかかわる項目が上位に来る傾向となった。今後は各事業所形態別に

ヒアリングを実施し、詳細を調査することとなった。

・東京大学における放射線施設管理者と放射線ユーザーを対象としたアン

ケート、ヒアリング等の実施状況

⇒東京大学における放射線施設管理者並びにユーザーを対象として上記

と同じように英国の例を参考としたアンケート,ヒアリング結果の紹介があ

った。東京大学においては「管理者と経営層」、「被管理者の相互関係」

を重視する傾向があると考察され、英国との結果と異なる理由・背景に

ついて議論された。

今後は、大学・研究機関以外の医療機関や民間企業に対してもヒアリン

グを実施に、事業所形態ごとに調査・分析を実施することとなった。

2020 年９月 14 日  第２回検討委員会 

（1）東京電力における安全文化醸成に関する取組み

・福島事故以前の安全文化醸成活動（安全文化の 7 原則（2009 年 WANO

Principles for a Strong Nuclear Safety Culture））

・10Traits( Traits of a Healthy Nuclear Safety Culture )の導入（2014 年）へ

⇒福島事故を受けて事故以前の安全文化活動の見直しを図ったとのこ

と。現在は対話による安全文化に関する理解の促進,10Traits 

(Traits of a Healthy Nuclear Safety Culture)を導入し、原子力

部門に所属する全員が定期的に行動のふりかえり並びに結果の評

価・議論をする等、様々な活動を実施しているとの事であった。 

（2）医療法施行規則の改正と関係組織の対応と動向

・改正の概要と指針の策定経緯と理解

⇒被ばく線量の高い診断装置による診断行為を実施した際に、患者毎

に被ばく線量の記録必要となり、また年 1回の照射線量の見直し(線

量管理)が必要となったとのことであった。本改正の検討委員会の当

初の想定ではすべての診断装置を対象としようとした背景もあり、

今後も対象機種が増加される可能性も十分考えられる中で、医療機

関においても被ばく線量の意識は変化していく可能性があるとのこ

とであった。

2020 年 2 月頃  第３回検討委員会（予定） 

(1) 大阪大学における安全文化醸成の取り組み

・大阪大学で実施されている安全文化システムの紹介

(2) PDCA サイクルのチェック機構・体制の事例紹介

・PDCA サイクルのチェック機構・体制についての調査

(3)IAEA 国際会議(2020 年 11 月)の振り返り・情報交換

・2020 年 11 月に開催された IAEA 国際会議の情報・意見交換



2.4 提言を実現する上での課題やロードマップ 

2020 年度中は主に国内における放射線安全文化の醸成に関する現状の調査とそ

の分析をさらに進めることになる。（令和 2 年 12 月 20 日現在） 

2020 年５月に開催予定であった第 15 回国際放射線防護学会会議（IRPA－15）が

2021 年１月に延期開催されることを機に、予定通りに英国、カナダ、米国、韓国等と

の情報交換活動を強化し、IRPA-HERT-TG等のチャンネルを通じて国際社会へ情報

の展開を進める。この活動を通じて、放射線安全文化の醸成に関連した、学会独

自の認定制度、資格制度等の構築の可能性についても議論をする。 



3．人材育成 

3.1 放射線防護人材の確保・育成に関連する取り組み 

当学会の人材育成に関する直近の活動については、2020 年第９回定時社員総

会資料 第 1号議案「2019 年度事業報告書」に以下の記述がある。 

――――――（抜粋）――――――― 

2019 年度の特筆すべき活動として次の点を上げることができる。 

第一に、学会連携および若手育成についてである。仙台の東北大学において第 

52 回研究発表会を（一社）放射線安全管理学会と合同大会として実施したことであ

る。合同大会は 2017 年度の大分大会に続いて 2 回目となる。これまで学会連携

を強化することで放射線安全管理学会との合同大会を進めてきたが、国内外から 

500 名を超える参加者が集まった。IRPA の会長、本学会と関係を強化してきた英国

放射線防護学会（SRP）の会長、さらに韓国放射線防護学会（KARP）の会長、オース

トラリアの放射線防護学会（ARPS）の会長など多数のゲストを迎えての合同大会とな

った。この合同大会でのハイライトは、IRPA YGN メンバー企画による Joint JHPS-

SRP-KARP Workshop of Young Generation Network（YGN）を開催し、国際色豊かな

参加者のもとで熱心な討論が行われたことである。この企画は若手が中心に企画運

営することによって、若手育成につながる重要な取組みとなった。 

―――――――――――――――― 

また、当学会の人材育成に関する活動方針については、2020 年第９回定時社印

総会資料 第 7号議案「2020 年度事業計画書」に以下の記述がある。 

――――――（抜粋）――――――― 

会員の高齢化と若手人材供給減少による会員数の減少は、引き続き、日本保健

物理学会の最重要な課題である。 

若手会員数の増加および育成は強化すべき取組として、担当理事を設け、学友会、

大学等教員協議会、若手研究会の既存組織を活用する仕組みを動かし、企画行事

や学会活動の取組みに若手を集めて会員獲得および育成する工夫を重ねていく。

2019 年第 2 回合同大会で成功した YGN の国際取組も推進し、放射線防護分野

の次世代を担う質の高い人材育成を目指す。 

―――――――――――――――― 

 これに基づき、計画を実現、実装するため、当学会では以下の３つの既存組織、す

なわち「若手研究会」、「学友会」、「教員等協議会」の組織を再整備し、確実な活動実

施のための予算を優先的に確保した。また担当理事を新たに設置することで、相互

の活動に関する情報共有と連携を強化した。 



【若手研究会】 40 歳以下の有志学会員で構成（15 組織・機関 43 名） 

・若手の相互研鑽のための勉強会等を開催

・若手の学会活動（各種委員会、研究発表、若手研活動など）への参加を奨励

・IRPA-YGN や国際 YGN との連携・協働を推進

・放射線に関する基礎知識の普及のための学会外主催の各種行事、企画に参画

【学友会】 有志の正学生、準学生会員で構成（４大学 10 名） 

・若手研と協働または独自活動として学生の相互研鑽のための勉強会等を開催

・放射線に関する基礎知識の普及のための学会外主催の各種行事、企画に参画

【教員等協議会】 大学等に属する教職員の有志で構成（３４大学（院）３６名） 

・研究内容、教員・学生構成等の情報共有（構成員の研究室専門キーワード（2020 年

現在）：環境放射線（能）（９）、線量評価 （９）、放射線計測 （６） 医療被ばく（５）、放

射線影響・リスク解析 （５） 、放射線教育 （５）、ラドン・トロン （４）、データ処理 （３）、

リスクコミュニケーション （２）等（括弧内数値は回答数）

・研究と相互連携の活性化、進路情報の共有

・社会人ドクターの受け皿としての組織強化と情報共有

これら３組織による活動成果として、2020 年度には主に以下を実現した。 

・「若手研」及び「学友会」組織の運営について、学会理事会が（関連する予算面や人

事・組織面を強化することで）積極的に後方支援する活動をさらに前進させた。 

・若手研主催で「内部被曝モデル勉強会（シリーズ）」をオンライン形式で開始した（令

和 2 年 12 月末までに 2 回開催。今後も定期的に開催）。ICRP 刊行物の OIR シリー

ズ（Occupational Intake of Radionuclides：ICRP Publ. 130 他）を題材に、内部被ばく計

算の基礎から応用まで、輪講会形式で報告・議論している。すべての学会員や関連

する他学会員にも開かれた勉強会のため、様々な専門性を有する学生・若手からベ

テラン・シニアが集まり、活発な質疑等がなされている。

・IRPA の下で組織されている若手ネットワーク（IRPA-YGN）を通じて、IRPA-15（令和

3 年 1 月 18～2 月 5 日、オンライン＋韓国）において、若手研は、若手企画セッション

等の計画・運営を主導的に行っている（セッションタイトル：Innovation in Radiation 

Protection、目的：放射線防護分野における AI や機械学習などの最新の適用状況や

将来を議論する）。また、IRPA-YGN は新型コロナウイルスの放射線防護への影響に

関する国際アンケートを行っており、若手研としてレポート作成等に携わった。 



・人材育成に関連の深い、「若手研」、「学友会」及び「教員等協議会」の３組織の合同

会議を月１回のペースで開催（令和 2 年 6 月から  12 月（現在）までに７回開催）し、相

互の情報・課題共有や課題解決に向けた議論等を通じて連携を強化した。この成果

は、次の当学会企画シンポジウム（令和３年１月開催予定）で公表され、学会員と意

見交換をする予定となっている。 

セッションタイトル：

学友会と若手研活動を通して見えた日本保健物理学会 ～未来に向けた提案～ 

座長： 

安岡 由美（神戸薬科大学） 

プログラム： 

講演タイトル（時間） 発表者（所属） 

趣旨説明（5 分） 迫田 晃弘（日本原子力研究開発機構） 

若手研、学友会の設立経緯とその活

動を通して得たこと（15 分） 

高橋 史明（日本原子力研究開発機構） 

森下 祐樹（日本原子力研究開発機構） 

学友会と若手研の最近の実績（15 分） 福田 一斗（東京大学大学院） 

片岡 憲昭（東京都立産業技術研究センター） 

学友会の課題と今後の展望（10 分） 仲宗根 峻也（琉球大学大学院） 

若手研の課題と今後の展望（10 分） 廣内 淳（日本原子力研究開発機構） 

総合討論（35 分） パネラー：廣内 淳、廣田 誠子、仲宗根 峻

也、福田 一斗 

指定発言あり 

概要： 

本シンポジウムの目的は、若手研究会と学友会の活動を通して見えてきた、若手研・

学友会が保健物理学会全体と連携して取り組むべき課題と今後の展望について議

論することである。シンポジウムの始めに、若手研、学友会に携わってきた方より、設

立経緯及び活動を通じて経験したこと（現在の職に生かすことができた点など）を紹

介する。次に、現若手研・学友会メンバーより、最近の実績として、勉強会、アウトリー

チ活動、IRPA-YGN 等の国際活動について紹介する。さらに、それらの活動を通して

浮き彫りになった若手研・学友会の課題と今後の展望について紹介する。課題の例と

して人材不足や情報発信、今後の展望例としてオンライン勉強会の有効性が挙げら

れるが、これらの中には学会全体と連携して取り組むべきものもある。本シンポジウ

ムの最後には、学会の将来像とそれに向けて今後取り組むべきことなど、参加者も



交えて議論する。 

今後は、“古典的な保健物理”分野を専門とする新たな人材を確保しにくい現状背

景の中、活気のある医療・社会科学等の若手・学生にアプローチし、社会が求める” 

新時代の保健物理“分野の中核的組織への変革を、学術団体として目指すことにな

る。また、次世代層の国際連携活動(IRPA-YGN)について、すでに韓国、中国、英国、

仏国などと進めているが、さらに世界に広げ深めようとしており、個人や組織としての

経験値を継続的に高めることで若手を育成するための支援・仕掛けを学会として構築

する。 



3.2 若手のポストマッチングや中堅のキャリアアップ支援に関する取り組み 

3.2.1 学会特有の活動 

  若手研の有志メンバーによって所属メンバーの専門分野の特徴や、最近の就職、

転職等に関する実績と傾向に関する概要の整理がなされ、学友会等との情報共有が

なされた。 

3.2.2 Web による進路等個別相談会への参加 

学会の公式ホームページやコミュニケーション委員会が２週間毎に配信している

ニュースレターで進路等相談会の情報を周知すると共に、教員等協議会、学友会、

若手研での宣伝活動、本相談会への協力要請等を実施した。 



 

４．特記事項 

 

4.1．放射線防護アカデミアが提案した重点テーマに関する取り組み 

 

JHPS 国際シンポジウム「トリチウム問題をいかに解決するべきか？」 

 

東京電力福島第一原子力発電所（以下、福島第一原発と略す）事故に伴うトリ

チウム水は、処理方法としての海洋放出に国内及び国外から社会的な注目が集

まっている。経済産業省に設置された 多核種除去設備(ALPS: Advanced Liquid 

Processing System)等処理水の取扱いに関する小委員会(以下、ALPS 小委員会と

略す)は、トリチウムを希釈して海洋に放出することは技術的に可能であり現実

的な選択肢としている。一方で漁業関係者を中心に「風評被害」について懸念が

上がっており、社会的な合意の難しさを示している。この状況において、放射線

防護の視点から日本保健物理学会が果たしていくべき役割は、技術的な課題に

注目するだけでなく、社会的な課題を含めて、放射線防護のあり方はどうあるべ

きかを俯瞰しつつ、解決の道筋をみつける手助けをしていくことである。そこで、

保健物理学会では、第 53 回研究発表会にて、トリチウム水に関するシンポジウ

ムを行うことを理事会で決定した。シンポジウムは、現在経済産業省の ALPS 小

委員会で議論されているトリチウム処理問題をとりあげ、技術的な問題と社会

的な問題を整理し、韓国と台湾の専門家を含めたステークホルダーを交えた議

論を通して、今後の問題解決の道筋を明らかにすることを目指して行われた。本

シンポジウム は、新型コロナ感染症対策のため、web 開催となった。 

シンポジウムは第一部として講演及び指定発言、第二部としてライブ討論の 2

部構成で行われた。第一部の講演者及び指定発言者は以下の通りである。 

 

ファシリテータ：吉田浩子（東北大学） 

1: 山口一郎 (国立保健医療科学院） 

トリチウムの問題 専門家への問いかけ 

2: Shu-Jun Chang (台湾行政院原子能委員会技能研究所) 

How much do we know about the ALPS treated water? 

3: Ik Jae Chung (ソウル国立科学技術大学)  

Social Aspects of Tritium Water Release: Messages of 3 traps  

from a neighbor country 

4: 小松理虔（地域活動家、ライター・いわき市） 

福島第一原発のトリチウム水海洋放出についての私見 

5: 菊地基文（漁師・相馬市） 

指定発言者：安東量子（NPO 法人福島ダイアログ/福島のエートス・いわき市） 



 

 

ライブ討論の概要 

トリチウム水の科学的安全性については、 

 トリチウムを含む処理水の環境放出の安全性は多角的に評価されているが、

今後も地道なモニタリングでその安全性を確認する必要がある 

 安全性は信頼の問題であり、そのためには専門家がその役割を誠実に果たす

必要がある 

 １次データや情報の発信の仕方が信頼の点で重要であり、科学者やコミュニ

ケーターとの連携が必要である 

 海外から見ると、日本政府は影響評価、詳細な行動計画、モニタリング計画

などより詳細な情報提供が十分でない 

また、社会的合意形成に関しては、 

 科学者、一般公衆、政府の 3つのステークホルダーが一貫性、民主主義、ゼ

ロリスクの３つの罠に陥っており、社会的合意は個別の結果ではなく、多く

の関係者が相互に関わり合うプロセスである 

 安全かどうかの問題設定が漁業者を追い詰める 

 トリチウム水処理の問題は合意形成のあり方の問題である 

 トリチウムの安全性議論は地域にとっては信頼性の問題、地域に寄り添った

支援が必要  

 各立場の主張は個別にみれば合理的に見えるが、透明で十分な情報のもとで

の社会的合意のあり方が問われている 

という意見が述べられた。 

最後にファシリテータから、 

 福島第一原発事故後、重要な決定がさまざまな場面で行われてきた。 

 いずれの場合も合意形成はきわめて難しく、すべてのステークホルダーを満

足させられるベストな答え・正解というものはなかった 

 科学的情報はそれらがすべてそろったとしても、科学的知識は情の鞘に包ま

なければ人の心には届かないことも我々はこれまでに学んできた。（菅原道

真の名言「知は情の鞘に入れなければ相手も自分も傷つける」より。知（識）

は切れ味の鋭い刃のようなもの、情（なさけ）という鞘に入れて用いなけれ

ば相手も自分も傷つける、の意。） 

 演者からの指摘にもあったように、トリチウム水問題を地域の問題に矮小化

せぬようにする姿勢が必要であり、Sympathy ではなく Empathy が必要であ

る。 

 放射線防護の専門家集団である本学会の役割として、何をなすべきか、何が

できるか、本日の議論をベースに我々自身もさらに考えていきたい。 

と締めくくりのコメントが述べられた。 



 

 

4.2 他学会との連携 

当学会と日本放射線安全管理学会とで、各学会を代表する副会長と理事４名で

構成する連携協力に関する検討を進めるワーキンググループを設置し、特に研究発

表会・学術大会に関する合同大会の実施等に関して、情報交換と意見交換の活動を

強化した。（メンバー； 保物学会：飯本（副会長）、藤淵（理事）、管理学会：柴（副会

長）、渡部（理事） 。第１回会合令和 2 年 6 月 10 日、第２回会合令和 2 年 6 月 18 日、

第３回会合令和 2 年 7 月 2 日、第 4 回会合令和 2 年 7 月 28 日、第 5 回令和 2 年 8

月 20 日、第 6 回令和 2 年 9 月 23 日、第 7 回令和 2 年 10 月 29 日、第 8 回令和 2

年 12 月１日、第 9 回令和 3 年 2 月 3 日（予定）） 

また、会員の意見を聴取する目的で、「日本放射線安全管理学会・日本保健物理

学会 ―今後の連携のありかたに関するアンケート」を実施し、207名からの回答を得

た。この結果の一部については、両学会のホームページで会員向けに公開し、また、

日本放射線管理学会第 13 回学術大会（令和 2 年 12 月 9-11 日）の場を利用して、ポ

スター発表することで、両会員の関連の議論を深め、活性化するのに大きく寄与した。

この結果については、現在も両学会の理事会等で分析が進められており、今後、両

学会の特色を明確化すると共に、協力活動、連携活動のありかたをより具体的に検

討することに利用される予定となっている。 

 

  



 

4.3 国際会議等への若手研究者の派遣 

 令和 2 年度国際的機関主催会合等への若手派遣事業へ、当学会所属の東京大学

大学院新領域創成科学研究科（修士課程 2 年生）小池弘美氏が IAEA 主催 

International Conference on Radiation Safety: Improving Radiation Protection in 

Practice （2020 年 11 月 9 -13 日、ウィーン） 

https://www.iaea.org/events/international-conference-on-radiation-safety-

2020IAEA 主催 International Conference on Radiation Safety: Improving Radiation 

Protection in Practice）の派遣申請をし、令和 2 年 6 月 21 日に採択決定された。 

その後、派遣事業を請け負う量子科学技術研究開発機構（量研）の新型コロナウ

イルス感染症への対応方針等に従い、7 月 31 日時点における海外渡航の原則禁止

が解除されなかった状況から、同氏の派遣が見合されることとなった。 

最終的には当該会議が会期を延長しての遠隔開催となり、同氏は東京大学本郷

キャンパスの研究室より参加し、令和 2 年 11 月 14 日に、演題「CONSCIOUSNESS 

ANALYSIS ON SAFETY CULTURE IMPROVEMENT IN RADIATION FACILITIES OF 

JAPAN」を発表した。 

 

以上 



令和２年度放射線安全規制研究戦略的推進事業費（放射線防護研究分野における

課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成） 

令和 2 年度活動報告 

令和 3 年 2 月  

日本放射線事故・災害医学会 

参考資料4



日本放射線事故・災害医学会では、本年度は「放射線防護研究分野における

課題解決型ネットワークとアンブレラ型統合プラットフォームの形成」事業に

関する直接的な取り組みとしては調査、研究を実施していないが、関連する活

動として「第 8回日本放射線事故・災害医学会」と「被ばく医療診療手引き編

集委員会への参画」について報告する。 

1. 第 8 回日本放射線事故・災害医学会

1.1. テーマ：被ばく医療で目指すべき線量評価のあり方 

多様な放射線事故に際し，患者の被ばく線量がタイムリーに得られるこ

とが理想であり，そのための技術の開発や維持が重要である。その一方

で，被ばく医療に本当に役立てられる線量評価とは何かという点につい

て，過去の様々な放射線事故事例を俯瞰しながら，医療と放射線防護の双

方の関係者が議論できる機会を提供した。 

1.2. 日時 

2020 年 10 月 3 日（土）13:25 – 17:00 オンラインでの開催 

1.3. プログラム 

基調講演１ 「我が国における被ばく医療の経験」 

特別講演  「放射線輸送シミュレーションに基づく線量評価」 

基調講演２ 「我が国の被ばく事故における線量評価の経験と課題」 

パネルディスカッション；多様な被ばく事故に対峙する被ばく医療の立場から必

要とされる線量評価の質や精度，また今後取り組むべき技術開発等について

議論 

2. 被ばく医療診療手引き編集委員会への参画

量研機構高度被ばく医療センターに設置された「被ばく医療診療手引き

編集委員会」に学会代表理事が参加し、被ばく医療の専門家として執筆、

編集に協力している。 



実効線量と実用量に関するWebinar
（全5回シリーズ）

資料集

参考資料5
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岩井 敏

アンブレラ

20２01030

「線量の歴史的背景と意味合い」
-実効線量を中心として-

目次

1. 必要な基礎知識

2. 外部被ばくの放射線防護の線量体系

3. 防護量の変遷

4. 防護量と実用量との関係

5. 法令で使用される線量概念

2

第1章の目次

1. 必要な基礎知識

1.1放射線の人体への影響

1.2放射線防護・計測・影響に関わる国際組織

3

遺伝的影響
（子孫に現れる）

急性障害

晩発性
障害

急性放射線症

皮膚の紅斑

脱毛

不妊など

白内障

固形がん

白血病

遺伝病

骨髄障害

消化管障害

神経障害 組
織
反
応

（
確
定
的
影
響)

確
率
的
影
響

1.1 放射線の人体への影響（その１）

身体的影響
（本人のみ）

（脳・血管系
非がん影響）

4

影響なし 線量

しきい値

線量

LNTモデル
（仮定）

自然発生率

確定的影響
（組織反応）

確率的影響

障
害
の
重
さ

影
響
の
現
れ
る
確
率

0

0

～100mSv

観察できない領域

1.1 放射線の人体への影響(その２)

5

確定的影響の急性被ばくしきい値
健康影響 器官 影響発現時期 しきい値（1%発生率）

一時的不妊 精巣 3~9週間 ~100mGy

永久不妊 精巣 3週間 ~6000mGy

永久不妊 卵巣 1週間未満 ~3000mGy

造血系機能低下 骨髄 3~7日 ~500mGy

皮膚発赤（主要期） 皮膚（広い区域） 1~4週間 く3000~6000mGy

皮膚火傷 皮膚（広い区域） 2~3週間 5000~100000mGy

一時的脱毛 皮膚 2~3週間 ~4000mGy

白内障（視覚障害） 水晶体 20年未満 ~500mGy

6

出典： ICRP Publ.118 (2011)

緊急時の放射線業務従事者の従来の実効線量の線量限度：100mSv

1.1 放射線の人体への影響(その３)

1

kanda_r_
スタンプ



1.2 放射線防護・計測・影響に関わる
国際組織(その１）

International Commissionon on Radiological 
Protection 

（国際放射線防護委員会：ICRP）

• 専門家の立場から放射線防護に関する勧告
を行う民間の国際学術組織である。ICRPは
イギリスの非営利団体（NPO）として公認の

慈善団体であり、科学事務局の所在地はカ
ナダのオタワに設けられている。

7 8

ICRP の組織構成

ICRP は主委員会と下記専門委員会から構成される。

第1専門委員会 放射線影響(放射線生物学・疫学)

第2専門委員会 線量評価 (線量評価モデル)

第3専門委員会 医療被ばくにおける防護

第4専門委員会 現場への適用

第5専門委員会 環境の放射線防護 廃止

1.2 放射線防護・計測・影響に関わる国際組織(その２）

1.2 放射線防護・計測・影響に関わる
国際組織(その２）

International Commissionon on Radiological 
Unit and Measurement

（国際放射線単位・測定委員会：ICRU）

• 非営利組織（NPO）で非政府組織（NGO）であり、世界の物

理学者、科学者、技術者等がボランティアで参加している。
事業目的は、(1)放射線と放射能の単位、(2)放射線医学的

診断、放射線治療、放射線生物学、核医学、放射線防護、
産業・環境活動等における放射線と放射能の計測と手順、
及び(3)この手順の決定に必要な物理的データの検討と適
切な勧告である。

9

1.2 放射線防護・計測・影響に関わる
国際組織(その３）

United Nations Scientific Committee on the 
Effects of Atomic Radiation

（原子放射線影響に関する国連科学委員会：
UNSCEAR）

核実験の影響が懸念され始めた1955年に設立された。人

工放射線及び自然放射線の線源と，放射線の被ばくによる人
体に及ぼす身体的・遺伝的影響，環境への影響について調査
してその結果をまとめる国連の委員会である。加盟国は日米欧
など27カ国である。

10

11

研究論文（生物、物理、化学、疫学など.)、BEIRレポートなど

科学的評価したデータベース
(国連科学委員会UNSCEAR,など)

ICRP勧告等

Regional &Topical Standards
(ILO,WHO,NEA,CEC etc.) IAEA安全基準文書

産業規格
(ISO,IEC)

放射線防護に関する各国の法規制および国内規格

1.3 放射線防護に関わる法規制等ができるまで

ICRUレポート

第2章の目次

2. 外部被ばくの放射線防護の線量体系

2.1 使用分野により異なる線量概念

2.2 放射線防護のための線量体系

2.3 防護量

12

2
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2.1 使用分野により異なる線量概念

放射線物理学

放射線生物学

医療被ばく（放射線治療）

放射線防護(Sv)

 （事故被ばく）

2.2 放射線防護のための線量概念（その１）
放射線防護の諸線量の関係

14

物理量
フルエンス(n/cm2)

空気カーマ(Gy)

組織吸収線量(Gy)

実用量
周辺線量当量（Sv)

方向性線量当量（Sv)

個人線量当量（Sv)

防護量
実効線量（Sv)

等価線量（Sv)

臓器吸収線量（Gy)

放射線測定器の値
サーベイメータ

個人線量計

計算 計算

比較

校正

線質係数、ICRU球

放射線加重係数、組織加重係数
ICRP標準人ファントム

放射線健康リスクに関する量

（がん罹患率・致死割合、

寿命短縮、QOL等）

（関連）
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放射線防護に使用される線量の概念

防護量

(Protection 
quantity)

国際放射線

防護委員会
（ICRP）

実効線量 (Sv)

等価線量（Sv)

組織吸収線量(Gy)

実用量

(Operational

quantity)

国際放射線

単位測定委
員会（ICRU）

周辺線量当量（Sv)

方向性線量当量（Sv)

個人線量当量 (Sv)

2.2 放射線防護のための線量概念（その２）

16

測定対象 防護量 実用量

実効線量 周辺線量当量

個人線量当量

等価線量 方向性線量当量

個人線量当量

場所の線量測定
（エリアモニタリング）

個人の外部被ばく測定
（個人モニタリング）

実効線量

等価線量

法令で使用され
る実用量

H*(10)

H’(3,0°),H’(0.07,0°)

Hp(10)

Hp(3), Hp(0.07)

防護量と実用量の関係

（ex 眼の水晶体、皮膚）

（1cm線量当量）*

（1cm線量当量）*

（3mm線量当量）*

（3mm線量当量）＊

（＊法令では〇センチメートル線量当量と記載）

2.2 放射線防護のための線量概念（その３）

（70μm線量当量）＊

（70μm線量当量）*（ex 眼の水晶体、皮膚）

17

臓器・組織等 健康影響 防護量

皮膚 皮膚障害 等価線量

眼の水晶体 白内障 等価線量

全身 がん、
遺伝的影響

実効線量

2.3 防護量（その１）
防護量：放射線健康リスクに関する被ばくの程度を定量化する

線量概念であるが、測定できない量

18

臓器・組織の吸収線量, DT

等価線量, HT

実効線量, E

放射線加重係数, 
wR

組織加重係数, wT

臓器または組織の線量

全身の線量

生物学的効果比

RBE or RBEM

疫学データ等

（がん罹患率・致死割合

寿命短縮、QOL*など）

2.3 防護量（その2）

＊QOL: quality of life

RBEM 確率的影響に関するRBEの最大値

3
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放射線加重係数(WR)
 1990 ICRP Publ.60で初めて勧告、Publ.103で改定

放射線の種類 放射線加重係数

光子 １

電子とミューオン １

陽子と荷電パイ中間子 5*→２

α粒子、核分裂片、重粒子 20

中性子 中性子エネルギーの

連続関数

出典：ICRP Publ.103 ＊ICRP Punl.60の陽子

2.3 防護量（その３）

20

中性子の放射線加重係数(WR)

中性子エネルギー(MeV)

放
射

線
加

重
係

数

（出典：ICRP Publ.103）

2.3 防護量（その４）

21

組織加重係数の求め方
広島・長崎のがんの疫学データ等

臓器・組織ごとの罹患率x致死割合 臓器・組織ごとの罹患率ｘ非致死割合

QOL低下の加重

臓器・組織ごとの致死相当に換算したがんのリスク

寿命損失の加重

臓器・組織ごとの健康損害の量（detriment)

マウスの放射線誘発
遺伝的疾患データ

ヒトの自然発生の
遺伝的疾患データ

遺伝的疾患のリスク（生殖線のリスク)）

組織加重係数 WT

（合計を１に規格化）

2.3 防護量（その５）

22

組織加重係数
組織加重係数

wT

ICRP Publ. 60で該当する
組織又は器官 (1990)

ICRP Publ.103で該当する組織
又は器官 (2007)

0.20 生殖腺 －

0.12 赤色骨髄，結腸，肺，胃 乳房，赤色骨髄，結腸，肺，胃

0.08 － 生殖腺

0.05
乳房，甲状腺，食道，肝臓，

膀胱
－

0.04 － 甲状腺，食道，肝臓，膀胱

0.01 骨表面，皮膚 骨表面，皮膚，脳，唾液腺

ー

残りの10組織・器官:0.05
副腎，脳，大腸上部，小腸，腎
臓，筋肉，膵臓，脾臓，胸腺，
子宮

残りの14組織・器官：0.12
副腎，胸腔外(ET)領域，胆嚢，心臓
腎臓，リンパ節，筋肉，口腔粘膜
膵臓，前立腺，小腸，脾臓，胸腺
子宮頸部

2.3 防護量（その６）

2.3 防護量（その６）

23

・防護量は常に放射線入射方向依存性がある。

出典：ICRP Publ.116

・実効線量は計算値であるため、原理的に実測できない。

第3章の目次

３. 防護量の変遷

3.1  線量当量以前の防護量の概念

3.2  線量当量の概念とその拡張

3.3 実効線量当量の概念の導入

3.4 等価線量、実効線量への変遷

24

4



第3.1章の目次

3.1 線量当量以前の防護量の概念

3.1.1 照射線量

3.1.2 吸収線量

25

3.1.1 照射線量（その１）

• 1895： レントゲン（W.C.Roentgen)のX線発見以来、X線は
広く利用されるようになったが、皮膚障害が頻発した。

• 1925： X線装置取扱者の線量制限値（耐容線量）が提案さ
れたが、統一された線量概念がなく、鉛遮蔽体の厚
さによる遮蔽能力で示された。

26

皮膚の赤班

3.1.1 照射線量（その2）
• 1928： 第2回国際放射線会議（ストックホルム）で、IXUC*に

よって、国際的に統一された放射線の単位:レントゲ
ン(記号表記：ｒ)が規定された。

• 1934：第4回国際放射線会議（チューリッヒ）で測定単位に

γ線も含める必要性を再認識

• 1937：第5回国際放射線会議（シカゴ）でレントゲンはラジ
ウムのγ線にも拡大された。

27

＊IXUC: International X-ray Unit Committee: 後にICRUと改名

「電離箱の壁の影響がない状態で、二次電子による電離がすべて
取り入れられ、0℃、76cmHgの空気１㏄あたり、飽和電流
のもとで１esuの電荷を生じるＸ線の量」を１レントゲンとした。

「１レントゲンは、空気0.001293gあたりに放出された粒子線（二次電
子の意味）によって作られたイオンが空気中で正または負1esuの電
荷を生成するようなX線またはγ線の量」と測定器に依存しない 量とし
て再定義された。

3.1.1 照射線量（その3）
• 1930年代：エネルギーの高いX線の利用で皮膚障害だけで

なく骨髄障害、白血病が発生。

➡皮膚線量だけでなく、体内の臓器の線量が必要

• 1940年代：加速器、原子炉の利用で、β線と中性子の被ばく
が発生。

➡X線、γ線以外の放射線にも使用できる線量単位が必要

・ 1948年： rep（roentgen equivalent physical)が定義された。

・ 1948年： rem（ roentgen-equivalent-man)が定義された。

28

1rep＝組織に83erg/gのエネルギーを吸収させる放射線の単位

1rem＝１レントゲンのX線、γ線に暴露されたヒト（または哺乳類）の線
量と等価な生物学的効果を持つ電離放射線による被ばく線量の単位

3.1.1 照射線量（その4）
• ‘rep’も‘rem’も、この時点では、レントゲン（ｒ）に基づく単位

に過ぎなかったが、

の線量概念に繋がっていった。

1956 レントゲンは照射線量（exposure dose)という線量概念と
なる。

1962 レントゲン（rからRに変更）は放射線場の強度の指標とさ
れ、防護量の概念から外れる（ICRU 10(a))。

29

rep➡吸収線量

rem➡線量当量

3.1.2 吸収線量
1953: ICRUの会議（コペンハーゲン）

・吸収線量(absorbed dose)の概念と単位の定義

・レントゲンは放射線場の強度を表す指標となり、防護量とは
区別された。

・remはICRP1954年勧告で、R.B.Eが掛かった吸収線量の
単位とされていた。

30

吸収線量とは放射線で照射された物質の対象となる場所
(place)の単位質量あたりに付与されるエネルギーであり、単位
はradで表記され、1rad=100erg/g

R.B.E（relative biological effectiveness, RBE): 生物学的効果比

5
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放射線生物学上のRBEの概念

種類の異なった放射線からの害(harm）の程度を
比較する係数

 1930 Fallia、Henshaw： 最初の概念
 1945 Cantril、Parker ： relative biological factor

 1950 ICRP勧告（番号なし）： relative biological efficiency

3.2 線量当量の概念とその拡張（その１）

32

・放射線生物学のRBE:
同じ生物効果を発生させる2種類の放射線の吸収線量の比

・放射線防護分野でのRBE
吸収線量にかける係数
種類の異なる放射線の比較と加算

1959 ICRU ９： RBE⇒放射線生物学のみで使用
1962 ICRU 10（a）： 放射線防護⇒ QF（線質係数）
1963 RBEに関する専門委員会（ICRP/ICRU):QF値
1977  ICRP 26 :線質係数Q （晩発性・確率的影響のみ）
1990 ICRP 60：放射線加重係数：wR （晩発性・確率的影響のみ）

3.2 線量当量の概念とその拡張（その2）

• 種類の異なる放射線の生物影響を合計した線量概念として

「RBE線量」という用語が容認されていた。

• 1962： ICRUはReport10(a）で、「線量当量」（dose 
equivalent：DE)を以下の式で定義。

DE=D・（QF）・（DF）…. 

D: 吸収線量

QF： 線質係数（水中LETに依存する放射線防護に使用する係数）

DF: 分布係数

33

3.2 線量当量の概念とその拡張（その3）

線エネルギー付与（LET,またはL): 物質中を移動する荷電粒子が経路の単位長あたりに失う平均エネルギー
単位(keV/μｍ）

荷電粒子

• 1962: ICRPもPubl.6から、線量当量を防護量として導入。
しかし、線量当量を定義する領域の体積の記述はない。

• 1972： ICRUはReport19で、線量当量を1点で以下のよう
に再定義した。

H=D・Q・N
D: 吸収線量

Q： 線質係数

N: 修正係数（その他の修正）

34

3.2 線量当量の概念とその拡張（その4）

• 放射線防護の対象は確定的影響から確率的影響（がん、遺
伝的影響）が中心となってきた。

• 1977: ICRPはPubl.26でICRU Report19の定義をそのまま

採用したが、「晩発性の確率的影響によりよく結びつく量」と
明記した。

• ICRPはPubl.26で、1点で定義された線量当量の概念を、「
臓器、組織の平均線量当量HT」と見なすとして、臓器、組織
Tの体積全体に拡張した。

35

3.2 線量当量の概念とその拡張（その5） 3.3 実効線量当量の概念の導入（その１）

36

P22

6
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臓器・組織の吸収線量, DT

平均線量当量, HT

実効線量当量, HE

線質係数, Q

荷重係数, ｗT

臓器または組織Tの
平均線量当量

全身の線量

確率的影響に関連する

生物学的効果比

RBE or RBEM

疫学データ等

（がん罹患率・致死割合、

寿命短縮）

3.3 実効線量当量の概念の導入（その2）

線量限度と比較

MIRDファントム
（両性ファントム）

38

眼の水晶体または皮膚の
吸収線量, DT

眼の水晶体または皮膚の
平均線量当量, HT

線質係数, Q眼の水晶体または
皮膚Tの平均線量
当量

3.3 実効線量当量の概念の導入（その3）

確率的影響に関連する

生物学的効果比

RBE or RBEM

線量限度と比較

眼の水晶体と皮膚の健康影
響は確定的影響であるが、
確率的影響に基づく線質係
数を使用している。（線質係
数は確定的影響のRBEより

保守側（大きめ）値であるた
め）

39

臓器・組織の吸収線量, DT

平均線量当量, HT

実効線量当量, HE

線質係数

Q

荷重係数

ｗT

臓器または組織Tの
平均線量当量

全身の線量

3.4 等価線量、実効線量への変遷（その１）

臓器・組織の吸収線量, DT

放射線加重
係数

wR

等価線量, HT

組織加重係数

ｗT

全身の線量

実効線量, E

ICRP Publ.26 ICRP Publ.60, Publ.103

主な変更点： ①線質係数に代わりに放射線加重係数を使用。
②荷重係数は組織加重係数と名称変更（p21参照）

（男女性平均）

3.4 等価線量、実効線量への変遷（その２）

40

生物学的効果比
RBE

生物学的効果比
RBE

線質係数
QF

線質係数
Q

線質係数
Q

放射線加重係数

wR

ICRU9で放射線生物学のみで使用

ICRU10(a）放射線防護のみで使用
（水中）の線エネルギー付与（LET)の関数

ICRU19
記号変更

ICRP26
晩発性・確率的影響のみ

線質係数
Q

ICRP60
防護量のみで使用

ICRP60
実用量のみで使用

線質係数から放射線加重係数への変遷

整合性

wRの値

改訂

ICRP103

線エネルギー付与（LET,またはL): 物質中(防護では水中）を移動する荷電粒子が経路の単位長あたりに失う平均エネルギー
単位(keV/μｍ）

荷電粒子

3.4 等価線量、実効線量への変遷（その3）

• 線質係数Qは、LETの関数として規定された（Q(L))

• ICRPはPubl.60で、Q(L)は根拠となる生物学的情報から、厳密なものでな

いとして、防護量用に、（確率的影響に関する）生物学的実験から得られ
たRBEを反映して、値が一義的（中性子はエネルギーの関数）である放射

線加重係数ｗRを規定した。放射線加重係数はLETの関数ではない。
41

線質係数から放射線加重係数への変遷

ヒトリンパ球の染色体異常と放射線の線エネルギーy ICRU40→ ICRP60の線質係数Q(L)

出典：ICRP Publ.92出典：M.Zaider et al., Radiat. Res. 103, 302-316 (1985)

線エネルギー（y):：細胞核レベルの微小体積で吸収された個々の電離放射線のエネルギーを、微小体積を横切る平均飛程長で
割ったマイクロドジメトリーで使う計測量（単位：keV/μｍ）

42

放射線加重係数(ｗR)

 1990 ICRP Publ.60で初めて勧告、Publ.103で改定

放射線の種類 放射線加重係数

光子 １

電子とミューオン １

陽子と荷電パイ中間子 5*→２

α粒子、核分裂片、重粒子 20

中性子 中性子エネルギーの

連続関数(p20参照）＃
出典：ICRP Publ.103 ＊ICRP Punl.60の陽子 ＃Publ.60から改訂

3.4 等価線量、実効線量への変遷（その4）
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3.4 等価線量、実効線量への変遷（その5）

43

中性子の放射線加重係数の改訂

(出典： ICRP Publ.103)

ICRP 103

44

放射線加重係数(ｗR)

 放射線加重係数wRは、身体に入射する放射線、あるいは体内線源
については、その線源から放出される放射線に関する値である。

（両地点性： bilocality：ICRP Publ.92の(219）～（230)で議論）

 ICRPの放射線加重係数の表、グラフに含まれていない放射線の種
類エネルギーについては、ICRU球深さ10mmにおける線質係数を

計算することで、放射線加重係数の近似値をうることができると
Publ.60の(A14)項で記述している。

 ICRPは線質係数との整合性から、陽子ならびに中性子の放射線加
重係数をPubl.103で改訂した。

 ICRPは、Publ.60以降では防護量には放射線加重係数wRを適用し
、実用量には線質係数Q(L）を適用することとなった。

3.4 等価線量、実効線量への変遷（その6）

3.4 等価線量、実効線量への変遷（その7）

45

臓器、組織の等価線量と平均線量当量の違い

 等価線量 HT はHT = ΣT wRDT,Rとなり、wR は放射線加重係

数,  DT,R は放射線 R による臓器・組織Tの平均吸収線量。

 放射線加重係数 wR は人体外部から入射する放射線に対し

て規定されている値であるため、人体内で発生する２次放射
線による吸収線量に対しても、２次放射線のwR で加重して、
等価線量HT,を計算する。そのため、２次放射線のLET に合
わせたQ(L) を用いて計算する従来の臓器・組織の平均線量
当量とは異なる値となる。

 この不整合を調整するため、ICRPはPubl.103で陽子と中性
子の wRの値を改訂した。

3.4 等価線量、実効線量への変遷（その8）

実効線量

 実効線量 E は等価線量 HT と組織加重係数wTの積の和である。

E = ΣT wTDT

 組織加重係数wT は Publ.26 の荷重係数と同じである(p21参照)。 ただし、
基となる疫学データの更新により、数値は改訂される。 (p 22参照).

 放射線防護のための実効線量Eは,特定の個人の線量推定値を示すもの
ではない*。被ばく条件は考慮するが、特定の個人の特徴考慮しない値を
与える(ICRP Punl.103の(134)) 

（Publ.110の男女別標準人ファントムによる等価線量の性別平均値を使用）

（＊ICRP Publ.92(2003)の(226)では「本来、 E（実効線量）は被ばくが定量
化される特定の人の身体に関係している・・・」）

 眼の水晶体と皮膚の等価線量の計算には、確定的影響に基づくRBE でな
く、確率的影響に基づく放射線加重係数を使用する。

46

第4章の目次

４．防護量と実用量の関係

4.1 実用量導入の必要性

４.2実効線量と実用量の関係

4.3最新の防護量の考え方

4.3最新の実用量の考え方

47

4.1 実用量導入の必要性（その1）

48

・実効線量は常に放射線入射方向依存性がある。

出典：ICRP Publ.116
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放射線測定器（サーベイメータまたは個人線量計）で、
方向依存性のある実効線量（防護量）を測定器指示
値として示すことは現実的には無理である。

全入射方向に対する実効線量（防護量）を下回らない
実効線量（防護量）の近似値を考える。

このような防護量の近似値が実用量である。

➡実際的には、測定した物理量に一つの換算係数
（物理量→実用量）を乗じた値で、かつ防護量下

回らない近似値に放射線測定器を値付け（校正）
している。

49

4.1 実用量導入の必要性（その2）

50

4.1 実用量導入の必要性（その３）

実用量ー周辺線量当量

H＊(10)

4.2 実効線量と実用量の関係（その4）

51

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

1E-2 1E-1 1E+0 1E+1

換
算

係
数

[S
v/

G
y]

光子エネルギー [MeV]

H*(10)

Hp(10)

E(AP)

E(PA)

E(ROT)

10-2 10-1 100 101

H*(10),：周辺線量当量、Hp(10)：個人線量当量

E:実効線量 Ap:前御、PA後前。 ROT回転 52

測定対象 防護量 実用量

実効線量 周辺線量当量

個人線量当量

等価線量 方向性線量当量

個人線量当量

場所の線量測定
（エリアモニタリング）

個人の外部被ばく測定
（個人モニタリング）

実効線量

等価線量

法令で使用され
る実用量

H*(10)

H’(3,0°),H’(0.07,0°)

Hp(10)

Hp(3), Hp(0.07)

線量限度等
放射線測定器
の測定値＜

実測値が規制
値以内であれ
ば問題ない

防護量と実用量の関係

（ex 眼の水晶体、皮膚）

（1cm線量当量）*

（1cm線量当量）*

（3mm線量当量）*

（3mm線量当量）＊

（＊法令では〇センチメートル線量当量と記載）

4.2 実効線量と実用量の関係（その5）

（70μm線量当量）＊

（70μm線量当量）*（ex 眼の水晶体、皮膚）

4.3 最新の防護量の考え方

ICRPのドラフトThe Use of Effective Dose as 
a Radiological Protection Quantityによれば、

①等価線量は実効線量を計算する中間のステップにすぎない
と見なし、独自の防護量としては必要でない。

②眼の水晶体、皮膚および手足の組織反応（確定的影響）に関
する線量限度は等価線量(Sv)ではなく、吸収線量(Gy)で定め
ることが適切である。

③実効線量は発生しうるリスクを近似しうる指標として使用する
ことができる。

53

4.4 最新の実用量の考え方
ICRP/ICRUドラフトOperational Quantities for External Radiation Exposure

54

光子に対する防護量と現行ならびに今後の実用量
（実線ｈ*：新実用量（ICRP final draft 2017)、点線H*(10)（ICRP Publ.74およびO.Sato et al., J.Nucl. 
Sci Tecnol. 36(1),977-987 (1999))：現行実用量、〇AP,●PA、□LLAT、■RLAT、△ROT、▲ISO :
防護量（ICRP Publ.116）

1E-2

1E-1

1E+0

1E+1

1E+2

1E+3

1E-2 1E-1 1E+0 1E+1 1E+2 1E+3 1E+4

換
算

係
数

[p
S

v 
cm

2 ]

光子エネルギー [MeV]

h*
AP
PA
LLAT
RLAT
ROT
ISO
H*(10) [ICRP Publ.74    ]
H*(10) [Sato et al.    ]

10-2 100 102 10410310110-1
10-2

10-1

100

101

102

103

11)

10)

現行ならびに最新の実用量と実効線量（全照射条件）の比較

9



5.  法令で使用される線量概念

• ICRU/ICRPの定義では、実用量と防護量は
一般的に同じ値ではない。

• 我国の現行法令上は技術指針*1に基づき、
告示等*２により、防護量は実用量と同一の値
とみなすと規定されている。

＊１ 外部被ばく及び内部被ばくの評価法に係る技術指針（平
成11年4月）
＊２ 例えば：放射線を放出する同位元素の数量等を定める件（平成12年
10月23日 科学技術庁告示第5号 最終修正 平成25年3月29日 文部科
学省告示第58号） 55

1. 外部被ばくの放射線防護の線量体系

2. 防護量の変遷

3. 防護量と実用量との関係

4. 法令で使用される線量概念

56

まとめ

日本原子力学会誌への寄稿

• 日本原子力学会誌（ATOMOΣ）の12月号に、
特集 「外部被ばくの放射線防護における線量
概念の変遷と展望」が掲載される予定です。

本講演は、その一部である「Ⅱ.防護量の変遷と
今後の見通し」を中心としてお話させて頂き
ました。

57 58

ご清聴ありがとうございました。
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2

3 4

5

6

http://www.icrp.org/docs/P74_Japanese.pdf

6
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da

dN dV
dl

7

http://www.icrp.org/docs/P74_Japanese.pdf

8

ICRP Pub. 116

ICRP Pub. 74

9

http://www.icrp.org/docs/P74_Japanese.pdf

カーマ、空気カーマ
吸収線量は物理量
臓器吸収線量は防護量

10

T

放射線のタイプ 放射線加重係数
光⼦ 1
電⼦、ミュー粒⼦ 1
陽⼦、荷電パイ中間⼦ 2
アルファ粒⼦、核分裂⽚、重イオン 20
中性⼦ 中性⼦エネルギーの関数としての連続曲線

R

11 12

12



13

13

14

T

ICRP Pub. 74

ICRP Pubs. 74↓, 110↑

14

 実効線量は個⼈についてではなく標準⼈について計算
される。(

)。
 実効線量の主な利⽤は、放射線防護の計画⽴案と最適

化のための予測的な線量評価、及び規制⽬的のための
線量限度の遵守の実証である。

 実効線量を疫学的評価のために使⽤することは推奨さ
れない。また、個⼈の被ばくとリスクの詳細な特定の
遡及的調査にも使⽤すべきでない。

 等価線量と実効線量は、⽐較的⾼い線量の定量化⼜は
組織反応に関係する何らかの処置の必要性の決定には
使⽤すべきでない。

 実効線量は個⼈についてではなく標準⼈について計算
される。(

)。
 実効線量の主な利⽤は、放射線防護の計画⽴案と最適

化のための予測的な線量評価、及び規制⽬的のための
線量限度の遵守の実証である。

 実効線量を疫学的評価のために使⽤することは推奨さ
れない。また、個⼈の被ばくとリスクの詳細な特定の
遡及的調査にも使⽤すべきでない。

 等価線量と実効線量は、⽐較的⾼い線量の定量化⼜は
組織反応に関係する何らかの処置の必要性の決定には
使⽤すべきでない。

15 16

被ばく集団
損害(Detriment)(10-2 Sv-1)

致死がん ⾮致死がん 重篤な遺伝的影響 計
全集団 5.0 1.0 1.3 7.3
成⼈作業者 4.0 0.8 0.8 5.6

被ばく集団
低線量率放射線被ばく後の確率的影響に対する損害で調整された

(Detriment-adjusted)名⽬リスク係数(10-2 Sv-1)
がん 遺伝性影響 計

全集団 5.5 0.2 5.7
成⼈ 4.1 0.1 4.2

17

被ばく
集団

名⽬リスク係数(10-2 Sv-1)
がん 遺伝性影響 計

全集団 5.5 0.2 5.7
成⼈ 4.1 0.1 4.2 546

411

18
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19 20

21 22

23

24

組織加重係数の求め方
広島・長崎のがんの疫学データ等

臓器・組織ごとの罹患率x致死割合 臓器・組織ごとの罹患率ｘ非致死割合

QOL低下の加重

臓器・組織ごとの致死相当に換算したがんのリスク

寿命損失の加重

臓器・組織ごとの健康損害の量（detriment)

マウスの放射線誘発
遺伝的疾患データ

ヒトの自然発生の
遺伝的疾患データ

遺伝的疾患のリスク（生殖線のリスク)）

組織加重係数 WT

（合計を１に規格化）

2.3 防護量（その５） 第1回の岩井先⽣資
料より

 緑破線部分の基礎
データ、科学的知
⾒について以降説
明

24

14



http://www.f.kpu-m.ac.jp/k/jkpum/pdf/120/120-12/ozasa12.pdf

25

http://www.rri.kyoto-u.ac.jp/IPA/DS02/Final_pdf/Fujita.pdf他

26

0.47 at 1Gy

27

0.47 at 1Gy

52ケース
/(10000⼈年Gy)

Preston et al., 2007.

28

モデ
ル

1Gy当たりのリスク
男⼥⽐

被ばく時年齢
の影響
※1

到達年齢の
影響
※2男性 ⼥性 平均

ERR
※3

0.35
(0.28; 0.43)

0.58
(0.43; 0.69)

0.47
(0.40; 0.54)

1.6
(1.31; 2.09)

-17%
(-25%; -7%)

-1.65
(-2.1; 1.2)

EAR 43
(33; 55)

60
(51; 69)

52
(43; 60)

1.4
(1.10; 1.79)

-24%
(-32%;-16%)

2.38
(1.9; 2.8)

 性別(θ)、被ばく時年齢(e)と到達年齢(a)による調整
※1 被ばく時年齢10年増加ごとの変化。
※2 到達年齢の何乗で変化するか。
※3 カッコは90%信頼区間。

29

Preston et al., 2007.

30
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31

原爆被ばく者、放射線作業者、
医療被ばく等、個⼈の追跡と罹
患/死亡データ(ある集団、特定
の地域、年代、被ばく状況)

⼀般化された放
射線被ばくでの

リスク予測

特定の条件(年
齢、被ばく状況

等)における
リスク予測

 ICRP 103
 UNSCEAR 2006
 (BEIR-VII(⽶国))

 チェルノブイリ
報告書

 WHO福島報告書

低LET、低線量(率)、全⾝被ばく

疫学研究等で観察
した集団固有の

リスク推定

 Preston et al 
2007

 Ozasa et al
2012

リスクの推定とは、疫学研究に代表されるように過去の放射線被ばくを経験した集
団の観察結果に基づいてモデル式等により、その集団固有のリスクの⼤きさを推定
することを指す。
リスクの予測とは、疫学研究等で推定されたリスクを参考に、⼀般化された放射線
被ばくの状況、あるいは特定の集団について、そのベースライン、年齢、被ばく状
況等に関して特定の条件を想定して計算した、リスク管理のための将来の予測値を
指す。

低線量リスクに関するコンセンサスと課題 、放射線⽣物研究（2020）

32

33

年齢0 1  2 …   10            n 100 

集団数

⽣存数
ベースラインの全死亡＋がん罹患
⽩⾎病の罹患
(放射線被ばく2年後から)
固形がんの罹患
(放射線被ばく5(10)年後から⽣涯)

 ⽣命表による放射線リスク評価計算のイメージ。
 放射線被ばくによる寄与分 と は、被ばく時年齢、到

達年齢、性別に応じて部位別に計算。
 と の累積値(⽣涯寄与リスク)が名⽬リスク係数

(10000⼈年Gy当たりに規格化)。

34

 ベースライン全死亡︓性別、年齢
によって異なる。ICRPでは欧⽶と
アジア⼈男⼥のデータ。

 ベースラインがん罹患︓上海、⼤
阪、広島、⻑崎、スウェーデン、
英国、⽶国SEERデータ。

 ERR(相対モデル)とEAR(相加モデ
ル)の割当て︓肺がん30:70、⽪膚
がん及び甲状腺がん100:0、乳が
ん0:100、他部位は50:50

 線量応答︓⽩⾎病は線形⼆次モデ
ル、他は直線モデル。

 0.1Gy被ばくとして計算し、10倍
してGy(Sv)あたりのリスクに換算。

線量

過
剰

リ
ス

ク

35

 ERR、EARそれぞれの
モデルに対する代表地、
年齢、性別の違いを考
慮する際のパラメータ
をICRPが決定。

 広島・⻑崎の2007年
の論⽂の知⾒を基本と
しているが、他の知⾒
を参考としているパラ
メータもある。

36
1
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名称 数値
UNSCEAR 1988 Reduction factor 2-10

ICRP 1990 DDREF 2
UNSCEAR 2006 - -

BEIR-VII DDREF 1.5(1.1-2.3)
ICRP 2007 DDREF 2
WHO 2013* DDREF 採⽤しない

UNSCEAR 2013* - -

Rühm et al., Radiat Environ Biophys . 2015 Nov;54(4):379-401. 
doi: 10.1007/s00411-015-0613-6. Epub 2015 Sep 5. 

37

被ばく
集団

名⽬リスク係数(10-2 Sv-1)
がん 遺伝性影響 計

全集団 5.5 0.2 5.7
成⼈ 4.1 0.1 4.2

38

1012 cm-2が瞬時50年で1012 cm-2

量⼦科学技術研究開発機構・放射線医学総合研究所. 放射線リスク・防護研究基盤準備委員会報告書、2017
低線量リスクに関するコンセンサスと課題 、放射線⽣物研究（2020）

39

放
射
線
に
よ
る
リ
ス
ク

線量

(a)線形
(b)亜線形
(c)しきい値
(d)ホルミシス
(e)超線形
仮想的データ

a

b
c
d

e

 低線量・低線量率の放射線被ばくにおけるリスク予測に対するLNTモ
デル使⽤の妥当性

低線量リスクに関するコンセンサスと課題 、放射線⽣物研究（2020）

40

UNSCEAR 2017, Report to the General Assembly with 
Scientific Annexes. ANNEX B Epidemiological Studies Of 
Cancer Risk Due To Low-dose-rate Radiation From 
Environmental Sources

A restatement of the natural science evidence base 
concerning the health effects of low-level ionizing radiation
Angela R. et al. Published:13 September 2017 
https://doi.org/10.1098/rspb.2017.1070

41

名称 数値
UNSCEAR 2006 - -

BEIR-VII DDREF 1.5(1.1-2.3)
ICRP 2007 DDREF 2

42
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43 44

摂取年齢 3か⽉ 1歳 5歳 10歳 15歳 成⼈
副腎 2.5E-09 7.5E-10 4.6E-10 2.8E-10 1.9E-10 8.6E-10

膀胱壁 2.5E-09 7.5E-10 4.6E-10 2.8E-10 1.9E-10 8.6E-10

⾻表⾯ 2.1E-09 6.1E-10 4.5E-09 2.9E-09 1.8E-09 6.0E-10

…

…

実効線量 7.5E-09 2.4E-09 1.7E-09 1.1E-09 7.7E-10 3.3E-10

45 46

47

ISO照射

実
効

線
量

率
[n

Sv
h-

1
Bq

-1
m

2 ]

光⼦エネルギー[MeV]

0歳
1歳
...
…

48
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49

 実効線量を疫学的評価のために使⽤することは推奨
されない。個⼈のリスクも同様。

 実効線量を疫学的評価のために使⽤することは推奨
されない。個⼈のリスクも同様。

被ばく
集団

名⽬リスク係数(10-2 Sv-1)
がん 遺伝性影響 計

全集団 5.5 0.2 5.7
成⼈ 4.1 0.1 4.2

50

低線量リスクに関するコンセンサスと課題 、放射線⽣物研究（2020）

51 52

53 54
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ICRU/ICRPが提案する
新たな実用量と課題

2020年12月18日
実効線量と実用量に関するWebinar

１．現在の線量体系

２．現行線量の問題点

３．ICRU/ICRPによる提案

神戸大学 小田 啓二

ICRU/ICRPは⼊射放射線の⽅向と⼈体模擬ファントムによる実効線量換算係
数に基づいた実⽤量の定義を提案している。これは拡張整列場とICRU球及び
ICRUスラブファントム内部の評価点に基づく現状からの⼤きな変更となり、校正、
モニタリング等放射線管理の現場に影響をもたらしうる。⽇本保健物理学会の実
効線量・実⽤量委員会、規制庁の放射線対策委託費事業の成果を解説し、新
たな実⽤量と現場に関連した課題を概説する。

1
お断り

本日の講演の一部には、個人的な見解や不適切
な表現が含まれています。ご了承のほど、お願い
申し上げます。

１）測定する⽴場から ← 実⽤量
・測定器の精度向上
・測定器レスポンスの改良

２）理解して貰う⽴場から ← ⼤学での講義の経験
・学⽣諸君が悩むところ、理解し難いところ
・⼀部正確性よりアバウトな説明

原本→和訳→翻訳（⾏間）、たとえ話、くだけた表現、脱線
３）専⾨家の⽴場から

・⽇本保健物理学会での活動
・規制庁委託事業のとりまとめ

2

目 次

１．現在の線量体系
線量の歴史
物理量、防護量、実用量
実用量の必要性

２．現行線量の問題点
過去の議論
実用量の問題点
改訂の動き

３．ICRU/ICRPによる提案
Joint Report
JHPS臨時委員会
今後の対応

3
線量の歴史（私見）

第１期 レントゲン単位～線量当量の確立 ICRU 10a(1962)

第２期 基本線量の定義の明確化

第３期 実効線量当量、実用量の導入 ICRP 26(1977), ICRU 39(1985)
非確率的影響 と 確率的影響

組織当たり線量当量 実効線量当量 → 実用量の導入

第４期 組織当たりの量への変更 ICRP 60(1990)

第５期 精緻化・合理化と概念の整理

着目点当たりの量(1977) 組織当たりの量(1990)

吸収線量 組織当たりの吸収線量

線質係数 放射線加重係数

線量当量 等価線量

実効線量当量 実効線量

・「１点における等価線量」は定義されない
・「組織臓器当たりの等価線量」と言う必要はない

4

現在の線量体系

実測される量
測定機器の応答

関係付け

物理量
φ，K，D

Q(L)
単純ファントム（球、スラブ）

測定及び計算
により比較

wR, wT
人体形状ファントム

実用量 防護量

DT,R
HT, E

H*(d)，H’(d,Ω)，
Hp(d,Ω)

ICRP 74 (1996) 
ICRU 57 (1997)

換
算
係
数

光子エネルギー

5
物理量による場の記述

・フルエンス
・エネルギー
（⽅向）

記
述
⽅
法
（
物
理
量
）

・カーマ
・吸収線量

放射線場 物質（仮想的も可）

・・

②エネルギーの付与
(deposition)

①エネルギー
の転換

(conversion)

・

6
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The kerma, K, for ionizing uncharged particles, is the quotient 
of dEtr by dm, where dEtr is the mean sum of the initial kinetic 
energies of all the charged particles liberated in a mass dm of
a material by the uncharged particles incident on dm, thus

Unit: J kg-1

The special name for the unit of kerma is gray (Gy).

ICRU85

kinetic energy released per mass

カーマの定義

①エネルギー
の転換

・

7

The absorbed dose, D, is the quotient of dε by dm, where dε is 
the mean energy imparted by ionizing radiation to matter of 
mass dm, thus

Unit: J kg-1

The special name for the unit of absorbed dose is gray (Gy).

ICRU85

The absorbed dose, D, is considered a point quantity, but it should be 
recognized that the physical process does not allow dm to approach zero in 
the mathematical sense.

吸収線量の定義
8

QEE outin 
質量（増加:負）

付与エネルギー

Ein

Eout

付与エネルギー

確率的（離散的）
→ microdosimetry

ε/ｍ

ε

9
物理量（再掲）

・フルエンス
・エネルギー
（⽅向）

・カーマ

・吸収線量







 tr

dm
dEK 














 trtrE









dm
dD 

Radiometric quantity Dosimetric quantityInteraction
coefficient✕ →

放射線場 物質（仮想的も可）

RI法 告示別表第５ 自由空気中の空気カーマが１Gy … 実効線量

(air-kerma in free air)

・・

記
述
⽅
法
（
物
理
量
） （放射計測量） （線量計測量）

10

人体内の線量
⼈体 標準⼈ファントム

ICRU球

・ 実⽤量
QD

防護量

ひとつの量で⼈体内部の線量（分布）
を記述することはできない。測定も不可能

１）個⼈差の排除 → 標準⼈ファントム

２）測定するためには（測定可能な量を定義す
るには）、体系の単純化 → ICRU球

11

Report 20 (1971) 25 (1976) 39 (1985) 47 (1992)

測定量

（実用量）

照射線量（光子）

皮膚吸収線量（β線）

円柱ファントム中の
大線量当量（中性子）

吸収線量指標
（ICRU球中の

大吸収線量）

線量当量指標

周辺線量当量

方向性線量当量

深部個人線量当量

表層部個人線量当量

周辺線量当量

方向性線量当量

個人線量当量

線量限度

（防護量）

決定臓器中
の線量当量

決定臓器中
の線量当量

実効線量当量

組織当たり線量当量

実効線量

等価線量

実用量の変遷

実⽤量の役割
①測定上の⽬標

・レスポンスを調整する（感度、エネルギー・⽅向依存性を換算係数に合わせる）
・防護量を測定する訳ではない

②防護量の近似値（代替）
・防護量を安全側に（⼤きめに）⾒積もる
・この数値を防護量の数値と⾒做すことにする

（1R≃1rad＝1rem）

12
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ICRU 球：直径30cmの組織等価な球

P

放射線

d

整列・拡張場：フルエンスとそのエネルギー分布が着目する体積全
体にわたって、基準点における場と同じ値を持つ

１）周辺線量当量 H*(d)

dの推奨値：10mm（実効線量），
70μm（皮膚），3mm（水晶体）

２）方向性線量当量 H ‘(d,Ω)

（ベータ線・低エネルギーX線など）

実用量 (エリアモニタリング)
13

ある特定された点の深さdに
おける人体組織中の線量

３）個人線量当量 Hp(d,Ω)

実用量 (個人モニタリング)

【現⾏法令の問題点のひとつ】
「1cm線量当量」がきちんと定義されてい
ない

H*(10)とHp(10)の２つの総称
両者の違いが理解されていない︖

（当然、エリアモニタリングの数値＞個⼈線量計の数値）

「1cm線量当量(環境)」 と「1cm線量
当量(個⼈)」というアイデアも…

混乱を招く→次回改正の際に整理

個人線量計 

ファントム

【線量計の校正】
組織等価な30cm×30cm×15cmのスラブ形状
のファントムの深さdにおける線量で値付け

14

測定の精度について

H = QD =10×（10.2±0.5） = ?
Qに誤差は︖ → 誤差伝播︖ 有効数字︖
J・kg-1 でよいのか︖

正確な測定

測定の⽴場からの疑問

15
誤差、不確かさ ？

In ICRP Publication 9, para.17, the Commission recommended a 
value of 1.7 as being appropriate Quality Factor for b+, b- and e- …
…and concluded that a value of unity is appropriate within the 
degree of precision required for the purpose of radiological 
protection. (Health Phys. 17, 1969)

… If these quantities are of the order of the relevant annual limits, 
the uncertainties should not exceed a factor of 1.5 at the 95% 
confidence level. (ICRP35, 1982)

… It is suggested that when MADE is comparable to the maximum 
permissible dose, an accuracy of ±30% be achieved. (ICRU20, 
1971)

防護量の測定・評価の誤差は、おおよそ30〜50％であれば・・・

放射線防護の⽬的のために要求される精度内では・・・

16

【参考】リスクを表す？

… However, the formulation given can be subject to various 
interpretations including that in which H is considered to 
represent risk and to be dimensionless. … That publication 
pointed out that the information on relative radiosensitivity of 
the different parts of the body is limited and that a common 
scale of hurt or suffering has not been developed.

It is appropriate, therefore, that for present use, dose 
equivalent should be considered to have the same dimension 
as absorbed dose and … (ICRU19, 1973)

リスクを表す（単位は無次元）のではないかという議論もあった。
しかし、共通の物差しは開発されていない。
従って、線量当量は加重線量である（J・kg-1）と考えるべき。

17
実用量から防護量へ

18
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防護量と実用量の関係

E(AP)

E(PA)

H*(10)

E(ROT)

実測量
測定器応答

物理量

実用量 防護量

実測量
測定器応答

実用量 防護量

測定・管理の⽴場

線量体系の説明
（実⽤量の設定）

19
測定値から評価値へ

⽐較

実⽤量測定値

線量限度

(記録する)
防護量

(実際の) 防護量

線量限度以下である
ことを確認する

近似値とみ
なして記録換算

演者の私見が含まれています。
ご了承ください。

⽣物学的データ
【電離放射線障害防止規則】

第三条 放射線業務を行う事業の事業者は、（中略）標識によっ
て明示しなければならない。

一 外部放射線による実効線量と空気中の放射性物質による実効
線量との合計が３月間につき1.3mSvを超えるおそれのある区域

二 （略）

２ 前項第一号に規定する外部放射線による実効線量の算定は、
１cm線量当量によって行うものとする。

参考

20

目 次

１．現在の線量体系
線量の歴史
物理量、防護量、実用量
実用量の必要性

２．現行線量の問題点
過去の議論
実用量の問題点
改訂の動き

３．ICRU/ICRPによる提案
Joint Report
JHPS臨時委員会
今後の対応

21

近の外部被ばく線量評価方法に関するワークショップ
（日本原子力研究所保健物理部主催）

(1)第1回（1995）
・ICRP60における新防護量の導入に関する諸問題（概念上、実用上）
・従来の実用量との関係（線質係数と放射線加重係数の関係、等）

(2)第2回（1996）
・実用量に絞った議論、人体ファントムの不統一性（ICRU球とスラブファントム）

(3)第3回（2002）
・中性子校正法に関する議論→専門研究会設置

放射線防護に用いる線量概念の専門研究会
日本保健物理学会（2005年4月～2007年3月）

１）放射線防護に用いる線量について、これまでの変遷から現行の体系を中心として問
題点を抽出し、線量のあるべき姿を議論する

２）ICRP基本勧告の改訂に向けたいくつかのドラフト文書（web 上で公開）の内容も議論
の対象とする（→JHPSコメントとしてICRPへ提出）

線量に関する過去の議論

日本保健物理学会「放射線防護に用いる線量概念の専門研究会」報告書, 2007

22

・確定的影響のための防護量として適切か
「ｗRは、低線量における確率的影響の誘発に関するRBEの値を代表して
いる（ICRP60）」

「確定的影響に対するRBE ＜ 確率的影響に対するｗR」
保守的な評価となっている（ICRP103）

2007年勧告のドラフト版では、一時期、適切なRBEで加重さ
れた線量、”radiation weighted dose”（単位Gy）が提案さ
れ、その後、多くのコメントを受けて取り下げられた。

・新しい量・単位を導入しても決定打にはならない
・かえって複雑になるので、代用の防護量と割り切る
・吸収線量の方が良いのではないか
・SI単位でよいか

等価線量に関する問題点

・線量限度／防護量として「腹部表⾯の等価線量」が残っている
⼀点での等価線量は定義されない（概念上間違っている）
「胚／胎児の等価線量」とすべき（ICRP103）

→次のタイミングで改訂

23

・防護量と実⽤量のダブルスタンダードではないか（線量体系を複雑に
するだけではないか）
・測定のための量であるが、実際には定義通りには測定できない
・測定から実効線量への直接経路がない
・測定器のレスポンスを実効線量
(例えばAP)への線量換算係数
のカーブに合わせればよいのでは
ないか

→新しい実⽤量を導⼊したことになる

・周辺線量当量と個⼈線量当量の区別は不要ではないか
・異なるファントム（球とスラブ）が使われる
・防護量を安全側に評価してない場合がある (中性⼦、⾼エネルギー粒⼦)

実用量の問題点

実測量
測定器応答

実用量 防護量

物理量

24
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平成30年度原子力規制庁委託成果報告書「実用量及び防護量としての実効線量に係る動向調査」（原子力安全研究協会, 2019）

現行実用量と実効線量

保守性の乱れ

25

遠藤 章：保物セミナー2016講演資料

実用量改訂の動き１
遠藤 章 ⽒（JAEA) 資料より

26

ICRP103（2007）での変更点の確認とその後の対応
・加重係数の⾒直し
・新標準ファントムの導⼊（→計算のやり直し）
・実効線量の算定⼿順の変更（男⼥の等価線量から平均値を求める）
・ICRP116での換算係数等データの拡張

（線種、エネルギー領域、⽔晶体の換算係数）

ICRUにおける検討（2009〜）
・Report Committee No.26 (RC26) のミッション「新たな実⽤量の提案」

実⽤量の合理性の検討
防護量との関係の整理
新たな提案が及ぼす実務への影響

A案︓ 現在の実⽤量の継続
B案︓ 深さdの変更 →幅広いエネルギー範囲にわたり⼀つのdでは困難
C案︓ 防護量を基にした測定量 → 提案（Emaxの導⼊）

遠藤 章：保物セミナー2016講演資料より加工

実用量改訂の動き２
27

遠藤 章：保物セミナー2016講演資料より加工

【参考】換算係数の変更

ファントムによる違い（⼀例）

光⼦

中性⼦

28

B案（深さdの変更）の限界

光子 中性子

遠藤 章：保物セミナー2016講演資料より加工

実用量改訂の動き３
29
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物理量、防護量、実用量
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ICRU/ICRPによる提案

① 実効線量の管理のための実⽤量を
Emaxに関係付けた量とする

・同じファントムを⽤いる
・名称︓周辺線量、個⼈線量

“Operational Quantities for External Radiation Exposure”
(ICRU/ICRP Joint Report, Final Draft, July 2017)

② ⽔晶体や⽪膚等の組織反応（確定的影響）の防⽌は、吸収線量を基に
定めることにする（等価線量による管理から吸収線量による管理へ）

・概念は確かに変わる
・測定上は「換算係数が変わるだけ」
と解釈してもよい

新実⽤量＝換算係数✕物理量 (Φ,K)

・wRの問題（低線量における確率的影響）の解決 ←ICRPの強い意向︖
限度に近づいたor超えた線量域（緊急被ばく状況）では、適切なRBEを⽤いて評価する︖

JCO、福島第⼀原発（復旧作業含む）

31
ICRPによる整理と提案

“The Use of Effective Dose as a Radiological Protection Quantity”
↓ (ICRP, TG79, 2018)

“The Use of Dose Quantities in Radiological Protection”, in press 

【等価線量】
Equivalent dose is not required as a protection quantity. It will be

more appropriate for limits for the avoidance of tissue reactions for
the hands and feet, lens of the eye, and skin, to be set in terms of
absorbed dose (Gy) rather than equivalent dose (Sv).

確定的影響の防護量としては、等価線量より吸収線量の方が適切である

【実効線量】
E (effective dose) may be used as an approximate indicator of

possible risk, recognising that this is a pragmatic, but unintended,
application of effective dose.

実効線量は起こるかも知れないリスクに対する近似的な指標として使用する

32

平成30年度原子力規制庁委託成果報告書「実用量及び防護量としての実効線量に係る動向調査」（原子力安全研究協会, 2019）

実効線量への換算係数

光⼦ 中性⼦

33

防護量
実用量

（エリアモニタリング）
実用量

（個人モニタリング）

確率的影響 実効線量
（変更無し）

周辺線量当量
↓

周辺線量

個人線量当量
↓

個人線量

確定的影響
等価線量

↓
吸収線量

方向性線量当量
↓

方向性吸収線量

個人線量当量
↓

個人吸収線量

ICRU/ICRPによる提案２

眼の模擬ファントム 四肢及び指のファントム
(73x300, 19x300 mm)

34

合同レポートのまとめ

１）防護量と新実⽤量の体系の単純化
・ファントムの統⼀
・⼀貫性の確⽴

しかし、実⽤量は無くならない（実⽤量→防護量の関係も不変）

２）測定器の対応
通常の光⼦エネルギー範囲（70keV〜2MeV）においては、現⾏の定義

で与えられている換算係数にかなり近い。そのまま或いは⼀律の係数を乗じて
使⽤することで、従来の測定器の使⽤に問題がない

３）以下の場合には、機器のレスポンスの改良が必要
・70keV 未満のエックス線やガンマ線（∵過剰に⼤きく⾒積もる）
・⽔晶体の線量モニタ（光⼦及び電⼦による吸収線量）
・熱中性⼦〜2MeVの中性⼦

35
H30年度規制庁委託事業

１）３つのレポートの解説
・ICRP/ICRUレポート︓外部放射線被ばくに関する実⽤量
・ICRP TG79レポート︓放射線防護量としての実効線量の使⽤
・ICRP TG90レポート︓環境線源による外部被ばくのための線量係数

２）各機関の対応状況の調査
・海外機関

・国内機関
⽇本保健物理学会（臨時委員会）
電事連・⽇本電気計測⼯業会（情報収集）
個⼈線量測定機関協議会（情報収集、勉強会）、など

３）概念変更に伴う我が国への影響及び導⼊に伴う課題の整理
平成30年度原子力規制庁委託成果報告書「実用量及び防護量としての実効線量に係る動向調査」（原子力安全研究協会, 2019）

検討している 検討していない

IAEA
EC
EURADOS

ISO(国際標準化機構), IEC(国際電気標準会議)
NRC, DOE, EPA(米)
CNSC(加), ASN(仏), SSK(独), IRSA(氷), KINS(韓)
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平成30年度原子力規制庁委託成果報告書「実
用量及び防護量としての実効線量に係る動向
調査」（原子力安全研究協会, 2019）

測定器への影響の例
37

R元年度規制庁委託事業

令和元年度放射線対策委託費事業報告書「放射線管理に係る実用量の測定等の実態調査」（原子力安全研究協会, 2020）

１）実態調査
・線量管理の現場における測定器を⽤いた実⽤量の測定と評価
・測定器の性能確保のために実施している校正や特性評価
・測定器の校正に⽤いる標準場・校正場等の構築や運⽤の実態と課題

２）変更を国内法令等へ取り⼊れることとした場合の課題の整理

３）実⽤量等の概念変更に伴う我が国への影響等
・測定器への影響 → 換算係数の変化（⼤半の線量計レスポンスの調査）
・法令・規格・マニュアル類 ← ⽤語、シンボルともに⼤きく変わる

調査施設 原子力発電所 2、核燃料施設 1、研究施設 4、病院 1、RI施設等 2

コメント

・導入の際に、従来のものとの混在は避けてほしい
・データが不連続になる
・タイミングは5年ごとの切り替え時か
・経過措置は
・予算

38

【背景】
・existing exposure situationの理解不⾜（線量限度と参考レベルの違い）
・線量概念／定義を正しく伝えられなかった（難解な線量体系→誤った説明）

EとHp(10)の違い、 H*(10)とHp(10)の違い（国内法令では、1cm線量当量）、
Ec(50)の意味、 E ← Hp(10)＋Ec(50)、 すべて「Sv」単位

【活動概要】
（１）⽇本保健物理学会研究発表会における解説（実⽤量の課題）
（２）ICRU/ICRP合同レポートに関する情報収集（国内外の動向の調査）
（３）原⼦⼒規制庁放射線対策委託費」事業への協⼒（情報提供など）
（４）規制庁アンブレラ事業への参画・協⼒

【今後の課題】
（１）関連学会、関連団体への情報提供

・合同レポートの内容
・考え⽅及び今後の影響や展開
・講演会、対話への積極的参加

（２）ロードマップ策定
・⼿順及びスケジュールの調査
・必要な⼿順やスピード感の予想

JHPS実効線量・実用量委員会
39

提案した重点テーマ
40

新実用量による評価の影響

⽐較

実⽤量測定値

線量限度

(記録する)
防護量

(実際の) 防護量
演者の私見が含まれています。

ご了承ください。

⽣物学的データ

参考

・測定器レスポンスの変更

・マージンが少なくなる︖

マージン

41

The ICRU/ICRP report Operational 
Quantities for External Exposures was 
approved for publication. This joint 
report will be published by ICRU.

ICRP Main Commission Meeting
November, 2019

Summary of ICRP MC
42
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まとめ

１．現在の線量体系

・物理量（場の記述）、防護量（放射線管理＝線量限度との⽐較）
・実⽤量（測定上の⽬的＆防護量の代⽤）

２．現行線量の問題点

・⻑期間にわたって議論が続けられてきている
・精緻化と合理化
・単位も含めて未対応の問題も（RI法にも）

３．ICRU/ICRPによる提案

・①ICRPファントムへの統⼀、②確定的影響のための防護量の変更
・概念は確かに変わる、しかし、実⽤量は無くならない
・種々の影響（線量計改造など必要な措置）の検討

正当性・最適化（経済性）、公衆・規制機関・専⾨家への説明、・・・
・完全移⾏には10年のスパン︖

ICRP/ICRU, IAEA, IEC/ISO, ・・・

43
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Deterministic effects of radiation exposure

Effects of radiation exposure on human health Categorizing based on the presence of a threshold dose

The aim of radiological protection is to prevent
deterministic effects and to limit the probability of
stochastic effects to acceptable levels.

Deterministic and stochastic effects

L-Q

Linear

Shouldn’t we use the term tissue reaction ?

29



Dose levels for deterministic effects Threshold doses of selected deterministic effects

Symptoms after a high dose whole body exposure Example of a whole body exposure Tokaimura criticality accident

Cause of the criticality accident Prodromal symptoms observed in the Tokaimura accident

30



Blood cell counts Time changes of blood cell components

Neutron dosimetry using activation Estimated doses of three workers

Comparison with clinical data Health effects of the Tokaimura accident

31



(RBE)
Relative biological effectiveness (RBE)

Difference of energy deposition depending on the radiation quality

(LET)
Linear energy transfer (LET)

RBE
Definition of RBE

(RBE)
Relative biological effectiveness (RBE) – Survival ratio –

(RBE)
Relative biological effectiveness (RBE) – Survival ratio –

32



(RBE)
Relative biological effectiveness (RBE) – Severity –

(RBE)
Relative biological effectiveness (RBE) – Severity –

(RBE)
Relative biological effectiveness (RBE) – Severity –

RBE
Variability of the RBE value

Bone marrow Skin

33



Intestine Reproductive organs – Testis –

Reproductive organs – Ovary – Lens of the eye

LET RBE
Relationship between LET and RBE Radiation weighting factors

w
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Investigation in JRRS Summary – in regard to dose –

Thank you for your attention

4 Webinar (2021 1 25 )
“ (RBE)”

( )

Hiroshi YASUDA, Prof.
Department of Radiation Biophysics,
Hiroshima University
Email: hyasuda@hiroshima-u.ac.jp
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Webinar（1～5回）の資料集
資料4
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The RBE of some test radiation (r) compared with x-
ray is defined by the ratio D250/Dr, where D250 and 
Dr are, respectively , the doses of x-rays and the test 

radiation required for equal biologic effect.
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2.

→ 

IVR

Miller et al. Med Phys. 2020 Mar;47(3):975-982.
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実効線量の意味合いとその適用について

公立大学法人大分県立看護科学大学

甲斐 倫明

2021年2月22日 アンブレラWebinar IICRP Publication 147
Use of Dose Quantities in Radiological Protection

放射線防護における線量の使用
1. INTRODUCTION
2. HEALTH EFFECTS AND DETRIMENT
3. DOSE QUANTITIES
4. OCCUPATIONAL AND PUBLIC EXPOSURE
5. MEDICAL EXPOSURES
6. CONCLUSIONS

この出版物の目的は、ICRP Pub.103（2007）に示さ
れた説明を強化・拡大するだけでなく、健康へのリス
クに関連した線量の使用を明確にし、Pub.103 で示さ
れた助言を超えた結論に到達することである。

実効線量を医療被ばくに使用することの推奨

実効線量は

1. 医療で異なるモダリティや撮影技術の比較に使用でき
る

2. 臨床家と患者に対するリスコミの目的に、異なる医療
行為を大まかにカテゴリー分けする指標に使用できる

3. リスクの近似指標であるが、特定個人のリスク代替に
はならない

実効線量は特定年齢の標準人の男女平均で計算される
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参考資料 6 

ティエリー・シュナイダー博士へのインタビュー全文

実施日：令和 2 年 11 月 12 日 18 時～18 時 30 分 

インタビュア：神田玲子（量研）、加藤尊秋（北九州立大学）、川口勇生（量研）

神田 

ありがとうございます。お忙しい中このインタビューに応じていただき、誠にありがとうございます。 

ティエリー・シュナイダー博士

こちらこそ。

神田 

まず、私の隣にいる、2 年前に ICRP の委員を務めていた川口先生をご紹介させていた 

だきたいのですが、ご存じでしょうか？ 

ティエリー・シュナイダー博士

ええ。

川口 

去年、私が日本でタスクグループの会議を主催しましたが、あなたにもご参加いただきました。 

ティエリー・シュナイダー博士

ええ。

神田 

加藤先生も日本リスク学会のタスクグループの共同議長を務めています。加藤先生、自己紹介をお

願いいたします。 

加藤 

加藤尊秋と申します。博士にお目にかかるのは初めてです。はじめまして。政策評価と経済ツール

の活用について研究を行っております。  本日の会議にご参加いただき、ありがとうございます。 

ティエリー・シュナイダー博士

ええ。

神田 

では始めましょう。前もってお伝えしましたとおり、私たちの方からは質問が五つあります。 

ティエリー・シュナイダー博士

どう進めましょうか？どのように取り組めばよいか、ご説明いただけませんでしょうか？

オーケー。

神田 

まずここからは、一つ一つ質問を読み上げていきたいと思います。 

ティエリー・シュナイダー博士

目的は五つの質問に別々に答えることだと思います。中には相互に関連しているものもありますが、



違う質問にお答えすることもできます。 

 

神田 

ありがとうございます。一つ目の質問は、緊急時に高リスクの区域から避難しないことを選ぶ可能

性はあるでしょうか？その場合、どのような状況でしょうか？ 

 

ティエリー・シュナイダー博士 

一つ目の質問をしていただきありがとうございます。 

 

実は、ほとんどの場合は、一般的に避難が想定されています。これがフランスで想定されている最

初の選択肢です。議論の余地があるかもしれない唯一の論点は、病院や高齢者の団体など、高齢

者の方々が関わっていると考えられる特定の設備または施設です。しかしながら、正直に申し上げ

ますと、この問いは、避難することが本当に必要なのかどうかを疑った議論に一部の人が関わった

福島の原発事故の後に議題として上がったものです。しかし、原則としては、全ての避難の演習に

ついて議題に上がっている最初の問いのは避難のために何ができるのかということです。 

 

神田 

ありがとうございます。加藤先生、川口博士、この回答につきまして、なにかご質問やコメントはござ

いますでしょうか？ 

 

加藤 

ご回答いただき、誠にありがとうございます。一部の集団については実際に避難しないと仰ったと思

うのですが、誰が避難すべきで誰が避難すべきでないのかを区別する主な基準は何でしょうか？ 

 

ティエリー・シュナイダー博士 

実は、避難するかしないかという判断は、まずもちろん、専門家によるリスクの計算によって検討さ

れます。しかしそれが唯一の基準ではなく、曝露量や予測によっては避難は必須ではありません。

実際、フランスの意思決定の過程は地域の各州の責任ある代表者にかかっていますが、彼らは日

本の県知事のようなものだと言えるでしょう。 

 

それで、この意思決定者は専門家から情報を得ます。しかし、彼は異なる懸念事項にも目を向けま

す。特に、状況がどのように進化しうるのか、経済的な状況という意味で何がデリケートな問題とな

るのか、農業に関してはどのような状況か、家畜の世話をする必要性によって一部の人をそこに残

しておく必要があるかどうかといったことが見えるのです。同時に、産業分野の一部においても避難

させる対象が全員ではないという可能性があります。産業によってはそれを維持するために人を配

置するのです。例えばいくつかの原子力発電所に近い化学産業がそれにあたります。そうなると、

議論は変わってきます。それから、ダイナミクスにもよります。 

 

加藤 

ありがとうございます。 

 

神田 

誠にありがとうございます。次の質問は、避難するという判断を下す際に、放射能、経済、文化的な

要件、その他の検討事項以外のリスクも考慮しているのでしょうか。 

 

ティエリー・シュナイダー博士 

これは先ほどの私の回答に近いです。申し上げましたとおり、リスクは評価基準ではありますがそ

れだけではありません。意思決定者はまず専門家と相談しなくてはなりませんが、地域内の各組織



の責任者とも話をします。 

 

短期的な避難に関する要素の一つですが、それから長期的な場合は何なのかといった疑問もあり

ますがそれは後でお話しましょう。 

 

最初の問いも、事故において私たちがどういう状態にあり、避難を適切に組織するために十分な時

間があるのか、それとももう手遅れなのか、についての問いです。そして、手遅れの場合は避難しな

い方が良いのです。これが一つ目の要素です。 

 

二つ目の要素は何を大切にし、どこまで逃げるのか、また最初の 1km だけを避難させればよいの

かといったことです。現在フランスでは、緊急時対策を検討しなくてはいけない区域を拡大する話が

出ています。原子力施設から数キロまでのところを 10 キロまで拡大させるのです。多分、重大事故

の場合は皆さんもより広範な地域を検討することでしょう。 

 

それから、これらの全ての要素は場所や状況にも左右されます。これが意思決定者の責任であっ

て、いくつかの助言を元に判断をするのです。しかし、あなたが申しました通り、避難をしっかり行う

ために検討する必要があるいくつかの経済や文化の観点はなく、避難を実施する手段もあるので

す。 

 

神田 

ありがとうございます。加藤先生、何か他にご質問はございますか？大丈夫でしょうか？ 

では、三つ目の質問ですが、これは少し長めです。フランスでは、原子力事故に対する予防措置と

して大規模な避難訓練が行われていると聞いています。これは本当ですか？ 

 

ティエリー・シュナイダー博士 

実際には、避難という選択肢は最初にアジェンダに上がります。しかし、どこまで避難するかについ

ては議論の余地があります。短距離については、間違いなく、予防的な状況を検討し、避難行動が

組織されます。しかし、申し上げました通り、問題はどのくらい遠くまで避難するのかです。最初の 2

キロまでなのか、最初の 5 キロか、10 キロか、それともさらに広範囲を対象とすればよいのか？そ

れから、常に議論が伴います。しかし間違いなく、事故が起き、環境への放出の可能性が真剣に検

討される場合は避難を回避することは難しいでしょう。 

 

神田 

避難区域はどのように決めているのでしょうか？訓練や目標に参加する一般市民の数はどのよう

に決めるのでしょうか？例えば、弱者は除外されるのでしょうか？避難民として参加する人たちはど

のように訓練を見ているのでしょうか？訓練によって原子力発電に対する恐怖に至らないのでしょう

か？ 

 

ティエリー・シュナイダー博士 

失礼しました、混乱していたようでした。 

 

実際、現在ほとんどの場合において一般市民が直接訓練に参加することはあまりないか、原子力

施設に非常に近い場所にいる一般市民だけが参加しています。一般的に、訓練のほとんどは意思

決定者や専門家の反応、そして主に地域の責任者との組織化、意思決定の過程の組織化を試す

ために行われています。これが重要な課題です。 

 

これについては、もっと多く実施し、利害関係者をより深く巻き込むようにするために議論が行われ

ています。特に、原子力施設周辺の地元のリエゾンである有名な CLI にも影響を与え、人々は訓練



により参加するようになりつつあります。 

 

それから、どこまで避難するのか、どのような疑問があるのか、どう避難区域を定義するのかを意

思決定者が考慮するという点ですが、これはまず、予測やリスク評価、それに伴う可能性に基づい

て考慮されます。しかし同時に、特に福島原発事故の後に徐々に注目されるようになったことです

が、長期的な観点から緊急時の判断を検討する必要もあります。これはかなり重要なことです。 

 

このテーマについては機密の欧州の研究プロジェクトでいくつか議論が行われています。特にフラ

ンスでは、意思決定に伴う不確実性への対応方法について議論をしています。意思決定者は非常

に素早く意思決定を行う必要があります。しかし、特に避難に関しては、数時間程度を対象とするよ

うな判断ではありません。日本でも実験されている通り、これは人々の生活やコミュニティの命に複

数年間にわたって影響しうるものなのです。ですから避難のダイナミクスが本当に何なのか、そして

それをどう組織化すればよいのか、慎重に検討する必要があるのです。 

 

長い質問でしたので、お答えできているといいのですが。いくつかの要素を取り上げました。ご期待

に沿うようにお答えできているのか分かりません。 

 

神田 

ありがとうございます。加藤先生、ご質問はございますか？ 

 

加藤 

関連する質問があります。私たちの場合は自然災害やその他の大規模などの事故など、人々を避

難させなくてはいけない機会は他にもありますが、原子力の緊急事態と自然災害のようなその他の

種類の緊急事態では共通の枠組みを用いているのでしょうか？ 

 

ティエリー・シュナイダー博士 

いいえ。実際、最終的には意思決定者は同一人物です。地元のレベルではこれは地域の知事とな

り、自然災害であろうと原子力事故であろうと意思決定を担当します。国家レベルでの国民保護も

同じです。しかし原子力事故に関しては特定の規制があり、特定の枠組みを用意しています。もち

ろん、議論は自然災害の管理を担当する人たちとともに行っていますが、実際にはこれらは異なる

ダイナミクスです。 

 

それからもちろん経験の話もあります。私たちが経験している自然災害は日本のそれとは同じでは

ありませんが、過去数年の間に私たちもいくつか経験しています。実のところ、避難のダイナミクス

は少し異なります。手段やメッセージの伝え方という意味ではこれらの経験からいくつかフィードバッ

クも得られます。それから、回復の過程、避難や緊急事態からどのように回復すべきか、どのように

組織化することが考えられるのか、そういったことに関する議論が増えています。徐々に、原子力セ

クターとの意見交換が一部行われるようになっていますが、枠組みは異なります。 

 

神田玲子 

ありがとうございます。では、四つ目の質問です。フランスでは、原子力の先進国として、原発事故

の管理においてどのように利害関係者を巻き込んでいるのでしょうか？誰がどのように何を行い、

どのような議論が行われているのでしょうか？ 

 

ティエリー・シュナイダー博士 

これは重要な質問です。 

 

実際、フランスでは 2005 年から CODIRPA という組織によるプロセスを始めています。CODIRPA は



フランスの原子力安全機関が管理する理事委員会のことであり、事故後の状況について議論して

います。初期の対策ではなく、移行期や回復の過程についてです。特に、避難命令を出した後、そ

れにどう対応すべきかといったことです。 

 

このプロセスは15年以上続いており、できるだけ多くの利害関係者、つまり異なる省庁、行政機関、

さらに原子力業界、運営会社、主に全国的に編成した地域連絡組織を通じた専門家や地元の市民

などを巻き込んでいます。また、専門家や NGO もこのダイナミクスに関わっています。 

 

このプロセスは準備に関する対話を人々が組織できるプラットフォームであり、異なる対策によって

考えられる影響について疑問を呈することができるのです。特に、この避難と避難による影響という

問いは主にこのプラットフォーム上で議論されており、それが CODIRPA なのです。 

 

これは利害関係者が極めて効果的に交流できている主な領域です。 

 

それから、申し上げました通り、各原子力施設について地域連絡委員会が組織されています。また、

彼らは異なる原子力関連の演習だけでなく、国民保護や原子力による緊急時について担当してい

る省庁とも極めて定期的に話をしています。これについては定期的に行動しているのです。 

 

現在、一部の利害関係者を巻き込んだ具体的な訓練を来年行う予定が計画されています。来年中

ごろを予定していたと思います。可能な限りの異なる利害関係者を関与させて、安全機関や運営会

社による事故の管理だけでなく、初期の対策や事故後の状況にまず対応することも行うように、か

なり規模の大きい訓練を準備しているところです。数年前にも同じような訓練を行いました。それか

ら、来年の実施に向けて現在準備中の新しい訓練があります。 

 

神田 

ありがとうございます。日本では、政策を立案する上での利害関係者の関与についてはまだ経験が

少ないです。私自身、あなたの国における利害関係者の巻き込み方について関心がありましたの

で、お話いただき誠にありがとうございます。川口さん、加藤先生、コメントや質問等はございます

か？ 

 

加藤 

いえ、大丈夫です。 

 

神田 

ありがとうございます。では最後の質問ですが、CEPN や IRSN に所属する研究者の多くが来日し、

福島原発事故の余波を観察し調査しています。彼らによる研究はフランスの防護対策にどのように

反映、またはこれから反映されていくのでしょうか？ 

 

ティエリー・シュナイダー博士 

実のところ、福島原発事故での経験はいくつかの重要な課題を指摘するものであったことは明らか

なので、これは重要な質問だと思います。あの状況から得られた教訓を共有し、準備度を高めるた

めにあの経験によるフィードバックを受けることは重要です。 

 

実際、事故以来日本に来てから私たちが得た教訓によるフィードバックは全て、異なる分野でそれ

らを共有する機会がありました。事故後の状況に関するフランスの規制や枠組みに関しては、主に

対話のための開かれた場である CODIRPA のプロセスを通じて反映しています。現在、この

CODIRPA の新しいロードマップが見直されています。この新しいロードマップは福島原発事故から

学んだ教訓の一部による影響を明らかに受けています。 



その中で、網羅的にお話するわけにはいきませんが、いくつかの要素が上がっています。 

 

重要な論点の一つが避難のダイナミクスであり、なぜなら、福島原発事故以前は焦点がどの距離ま

で避難させるか、どのように避難するのかであったことは明らかでした。しかし、事故以降は明らか

に、移行期の準備も整え、避難命令の解除方法についても確実にしておくことも重要であることを認

識したのです。避難命令の解除はそう簡単なことではありません。避難をどのように組織するのか

によって避難命令の解除の在り方も変わってきます。 

 

これは当局による判断だけではなく、格段に複雑なことです。それから、対話を行い、それに伴う施

策を実施するための適切なプロセスを設計しておく必要もあります。これは極めて重要なことです。

避難命令を解除することによって直面する状況、社会経済的な課題、倫理的な問題、これらのこと

は全て検討した方が良い重要な事柄です。これが、現在上がっている要素の一つです。 

 

二つ目のポイントは除染についてですが、これは避難の問題が除染プログラムとも明らかに関係し

ているからです。避難すれば、人々が戻れることを想定するのであれば、行動しなければなりませ

ん。そうすると、除染の問題が浮かび上がります。これについては、フランスのみならず世界各地で

何が除染の論拠となりえるのか議論が行なわれています。 

 

しかし、自己の場合は私たちが何をするのかは難しいところです。それでも間違いなく、除染をどこ

までやり、除染の問題を地域の社会経済活動や環境保護、廃棄物の管理などについて考えられる

未来に関する広範な観点にどう取り込んでいくのか、検討していく必要があります。これはさらなる

省察を必要とするものです。 

 

それから、食糧生産、農業、海洋環境に関する他の重要な要素もあります。間違いなく、事故が起

きた時点で行われる意思決定は長期的に見て極めて重要なのです。これはよりよく明確化し準備し

ておく必要があることです。 

 

神田 

ありがとうございます。どうもありがとうございます。加藤先生と川口博士、別のコメントや質問、また

は全体的なコメントなどはありますでしょうか？お二人とも大丈夫でしょうか？ 

 

川口 

ええ。 

 

神田 

誠にありがとうございます。あなたの国からは多くのことが学べます。ありがとうございます。 

 

ティエリー・シュナイダー博士 

非常によい協力体制があり、柔軟な考え方に基づいたディスカッションができたので、日本の同僚

の皆さんにはお礼を申し上げたいと思います。ありがとうございます。経験を共有していただき、極

めて重要な緊急自体や回復の管理に関連する課題について議論をさせていただき、誠にありがとう

ございます。 

 

神田 

誠にありがとうございました。今後の議論にもぜひご参加ください。重ねてお礼を申し上げます。 

 

ティエリー・シュナイダー博士 

どういたしまして。ありがとうございました。では、失礼いたします！ 
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